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Ⅴ-1-1-7 発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は営業秘密又は防

護上の観点から公開できません。 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下

「技術基準規則」という。）」第11条，第52条及びそれらの「実用発電用原子炉及び

その附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）にて適合す

ることを要求している「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準」（平成25年6月19日制定）（以下「火災防護に係る審査基準」という。）に基づき，

火災により発電用原子炉施設の安全性を損なわないよう，火災区域及び火災区画に対

して，火災発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮し

た火災防護対策を行うことを説明するものである。 
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2. 火災防護の基本方針 

東海第二発電所における設計基準対象施設及び重大事故等対処施設は，火災により

発電用原子炉施設の安全性や重大事故等に対処するための必要な機能を損なわないよ

う，設計基準対象施設のうち，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めの安全機能を有する機器（以下「原子炉の安全停止に必要な機器等」という。），

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する機器（以下「放射性物質の貯蔵等の機器

等」という。）並びに重大事故等対処施設を設置する火災区域及び火災区画に対して，

以下に示す火災発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考

慮した火災防護対策を講じる。 
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2.1 火災発生防止 

発電用原子炉施設内の火災発生防止として，発火性又は引火性物質を内包する設

備に対し，漏えい及び拡大の防止対策，防爆対策，配置上の考慮，換気及び発火性

又は引火性物質の貯蔵量を必要な量にとどめる対策を行う。また，可燃性の蒸気又

は可燃性の微粉，静電気が溜まるおそれのある設備又は発火源に対して火災発生防

止対策を講じるとともに，電気系統に対する過電流による過熱及び損傷を防止並び

に放射性分解及び重大事故等時に発生する水素の蓄積を防止する設計とする。 

主要な構造材，保温材及び建屋の内装材は，不燃性材料又は同等の性能を有する

材料，換気空調設備のフィルタはチャコールフィルタを除き難燃性材料を使用する

設計とする。 

原子炉の安全停止に必要な機器等，放射性物質の貯蔵等の機器等及び重大事故等

対処施設に使用するケーブルは，原則，ＵＬ １５８１（Ｆｏｕｒｔｈ Ｅｄｉｔｉ

ｏｎ）１０８０．ＶＷ-１垂直燃焼試験及びＩＥＥＥ Ｓｔｄ ３８３－1974垂直ト

レイ燃焼試験により，自己消火性及び耐延焼性を確認した難燃ケーブルを使用した

設計とする。 

ただし，難燃ケーブルへの取替に伴い安全上の課題がある非難燃ケーブルについ

ては，非難燃ケーブル及びケーブルトレイを不燃材の防火シートで覆い難燃ケーブ

ルと同等以上の難燃性能を確認した代替措置（以下「複合体」という。）を施す設

計又は電線管に収納する設計とする。 

屋内の変圧器及び遮断器は，絶縁油を内包しないものを使用する設計とする。 

原子炉の安全停止に必要な機器等，放射性物質の貯蔵等の機器等及び重大事故等

対処施設は，自然現象のうち，火災の起因となりうる落雷，地震，森林火災及び竜

巻（風（台風）含む。）に対して，火災が発生しないよう対策を講じる設計とする。 
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2.2 火災の感知及び消火 

火災の感知及び消火は，原子炉の安全停止に必要な機器等，放射性物質の貯蔵等

の機器等及び重大事故等対処施設に対して，火災の影響を限定し，早期の火災感知

及び消火を行う設計とする。 

火災感知設備及び消火設備は，原子炉の安全停止に必要な機器等及び放射性物質

の貯蔵等の機器等の耐震クラス並びに重大事故等対処施設の区分に応じて，機能を

保持する設計とする。具体的には，耐震Ｂクラス機器又は耐震Ｓクラス機器を設置

する火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備は，耐震Ｃクラスであるが，

地震時及び地震後において，それぞれ耐震Ｂクラス機器で考慮する地震力及び基準

地震動Ｓｓによる地震力に対し，機能及び性能を保持する設計とする。 

自然現象により感知及び消火の機能，性能が阻害された場合は，原因の除去又は

早期の取替，復旧を図る設計とするが，必要に応じて監視の強化や，代替消火設備

の配置等を行い，必要な機能及び性能を維持する設計とする。 

火災感知器は，環境条件や火災の性質等を考慮し，固有の信号を発するアナログ

式の煙感知器，熱感知器及び熱感知カメラ並びに非アナログ式の熱感知器，防爆型

の煙感知器，防爆型の熱感知器及び炎感知器から異なる種類の感知器を組み合わせ

て設置する設計とする。 

火災受信機盤は，中央制御室で常時監視でき，非常用電源及び常設代替高圧電源

装置からの受電も可能な設計とする。 

消火設備は，火災発生時の煙の充満等を考慮して設置するとともに，消火設備の

破損，誤作動又は誤操作によっても，原子炉の安全停止に必要な機器等，放射性物

質の貯蔵等の機器等及び重大事故等対処施設に影響を与えないよう設計する。 

消火設備は，消防法施行令第11条，第19条及び消防法施行規則第19条，第20条に

基づく容量等を確保する設計とし，多重性又は多様性及び系統分離に応じた独立性

を有する系統構成，外部電源喪失又は全交流動力電源喪失を想定した電源の確保等

を考慮した設計とする。 
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2.3 火災の影響軽減 

設計基準対象施設のうち原子炉の安全停止に必要な機器等の火災の影響軽減対

策は，発電用原子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の安全停止に必要

な機能を確保するために，火災耐久試験によって3時間以上の耐火能力を有するこ

とを確認した隔壁等の設置，若しくは火災耐久試験によって1時間耐火能力を有す

ることを確認した隔壁等に加え，火災感知設備及び自動消火設備を組み合わせた措

置によって，互いに相違する系列間の系統分離を行う設計とする。 

中央制御室制御盤及び原子炉格納容器内は，上記に示す火災の影響軽減のための

措置と同等の影響軽減対策を行う設計とする。 

火災に対する原子炉の安全停止対策は，火災区域又は火災区画に設置される不燃

性材料で構成される構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想定した設計

並びに運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対処するための機器に単一故

障を想定した設計とする。 

火災の影響軽減における系統分離対策により，原子炉施設内の火災区域又は火災

区画で火災が発生し当該火災区域又は火災区画に設置される不燃性材料で構成さ

れる構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想定しても，原子炉の安全停

止に係る安全機能が確保されることを火災影響評価にて確認するとともに，内部火

災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全保護系及び原子炉停止系の作動を要求さ

れる運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生する可能性があるため，「発

電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」に基づき，運転時の異常な過

渡変化及び設計基準事故に対処するための機器に単一故障を想定しても，事象が収

束して原子炉は支障なく低温停止に移行できることを確認する。 
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3. 火災防護の基本事項 

東海第二発電所では，原子炉の安全停止に必要な機器等，放射性物質の貯蔵等の機

器等及び重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災区画に対して火災防護対

策を実施することから，本項では，火災防護対策を行う機器等を選定し，火災区域及

び火災区画の設定について説明する。 
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3.1 火災防護対策を行う機器等の選定 

火災防護対策を行う機器等を，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設のそれ

ぞれについて選定する。 

(1) 設計基準対象施設 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性を損なわないように，適切な火

災防護対策を講じる設計とする。火災防護対策を講じる対象として「発電用軽

水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」のクラス１，クラ

ス２及び安全評価上その機能を期待するクラス３に属する構築物，系統及び機

器とする。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から原子炉の安全停止に必要な機

器等及び放射性物質の貯蔵等の機器等を抽出する。 

抽出された原子炉の安全停止に必要な機器等及び放射性物質の貯蔵等の機器

等を火災防護上重要な機器等とする。 

また，火災防護上重要な機器等は，火災の発生防止，火災の感知及び消火並

びに火災の影響軽減の3つの深層防護の概念に基づき，必要な火災防護対策を講

じることを「8. 火災防護計画」に定める。 

a. 原子炉の安全停止に必要な機器等 

火災により発電用原子炉施設の安全性を損なわないように，原子炉の状態

が，運転，起動，高温停止，低温停止及び燃料交換において，発電用原子炉

施設に火災が発生した場合にも，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な原子炉冷却材圧力バウンダリ機能，過剰反応度の印加

防止機能，炉心形状の維持機能，原子炉の緊急停止機能，未臨界維持機能，

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能，原子炉停止後の除熱機能，炉

心冷却機能，工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能，安

全上特に重要な関連機能，安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能，事故時の

プラント状態の把握機能，制御室外からの安全停止機能を確保する必要があ

る。 

(a) 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統 

イ. 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリ機能は，圧力バウンダリを構成する機

器，配管系により達成される。 

ロ. 過剰反応度の印加防止機能 

過剰反応度の印加防止機能は，制御棒によって行われ，制御棒カッ

プリングにより達成される。 

ハ. 炉心形状の維持機能 
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炉心形状の維持機能は，炉心支持構造物及び燃料集合体（燃料を除

く）により達成される。 

ニ. 原子炉の緊急停止機能 

原子炉の緊急停止機能は，原子炉停止系の制御棒による系（制御棒

及び制御棒駆動系（スクラム機能））により達成される。 

ホ. 未臨界維持機能 

未臨界維持機能は，原子炉停止系（制御棒による系又はほう酸水注

入系）により達成される。 

ヘ. 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能は，逃がし安全弁（安

全弁としての開機能）により達成される。 

ト. 原子炉停止後の除熱機能 

原子炉停止後の除熱機能は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド），原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，逃がし安全弁（手

動逃がし機能），自動減圧系（手動逃がし機能）により達成される。 

チ. 炉心冷却機能 

炉心冷却機能は，非常用炉心冷却系（低圧炉心スプレイ系，低圧注

水系，高圧炉心スプレイ系，自動減圧系）により達成される。 

リ. 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能 

工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能は，安全

保護系（原子炉緊急停止の安全保護回路，非常用炉心冷却系作動の安

全保護回路，原子炉格納容器隔離の安全保護経路，原子炉建屋ガス処

理系の安全保護回路，主蒸気隔離の安全保護回路）により達成される。 

ヌ. 安全上特に重要な関連機能 

安全上特に重要な関連機能は，非常用所内電源系，制御室及びその

遮蔽・非常用換気空調機，非常用補機冷却水系及び直流電源系により

達成される。 

ル. 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能は，逃がし安全弁（吹き止ま

り機能に関連する部分）により達成される。 

ヲ. 事故時のプラント状態の把握機能 

事故時のプラント状態の把握機能は，事故時監視計器の一部により

達成される。 

ワ. 制御室外からの安全停止機能 

制御室外からの安全停止機能は，制御室外原子炉停止装置（安全停
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止に関連するもの）により達成される。 

(b) 原子炉の安全停止に必要な機器等 

火災防護対策を行う機器等を選定するために，「(a) 原子炉の安全停

止に必要な機能を達成するための系統」を構成する機器等を，原子炉の

安全停止に必要な機器等として抽出した。（第3-2表） 

ただし，安全停止を達成する系統上の配管，手動弁，逆止弁，安全弁，

タンク及び熱交換器は，ステンレス鋼及び炭素鋼等の不燃材料であり，

火災による影響を受けないことから対象外（燃料油内包設備は除く）と

する。 

b. 放射性物質の貯蔵等の機器等 

発電用原子炉施設において火災が発生した場合に，放射性物質の貯蔵等の

機器等を火災から防護する必要があることから，火災による影響により放射

性物質が放出される可能性のある機器等を，「発電用軽水型原子炉施設の安

全機能の重要度分類に関する審査指針」に示される放射性物質を貯蔵する機

能及び放射性物質の閉じ込め機能を有する機器から抽出し，放射性物質を貯

蔵する機器等とする。（第3-3表） 

なお，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指

針」における「緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機能」のうち，

排気筒モニタについては，安全評価上その機能を期待するクラス３に属する

構築物，系統及び機器であり，その重要度を踏まえ放射性物質を貯蔵する機

器等として選定する。 

(2) 重大事故等対処施設 

火災により重大事故等に対処するための機能が損なわれないよう，重大事故

等対処施設である常設重大事故等対処設備及び当該設備に使用するケーブルを

設置する火災区域及び火災区画に対して，火災防護対策を講じる。 

発電用原子炉施設の重大事故等対処施設は，火災発生防止，火災の感知及び

消火に必要な火災防護対策を講じることを「8. 火災防護計画」に定める。ま

た，可搬型重大事故等対処設備に対する火災防護対策についても「8. 火災防

護計画」に定める。 

重大事故等対処施設を第3-4表に示す。 
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3.2 火災区域及び火災区画の設定 

(1) 火災区域の設定 

a. 屋内 

建屋等において，耐火壁により囲まれ他の区域と分離される区域を，「3.1 

火災防護対策を行う機器等の選定」において選定する機器等の配置を系統分

離も考慮して，火災区域を設定する。 

建屋内のうち，火災の影響軽減対策が必要な火災防護上重要な機器等が設

置される火災区域は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁（耐火隔壁含む。），

天井及び床により隣接する他の火災区域と分離するように設定する。 

b. 屋外 

屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護対策を実施するために，

「3.1 火災防護対策を行う機器等の選定」において選定する機器等の配置

も考慮して，火災区域として設定する。 

屋外の火災区域の設定に当たっては，火災区域外への延焼防止を考慮し，

資機材管理，火気作業管理，危険物管理，可燃物管理及び巡視を行う。本管

理については，火災防護計画に定める。 

また，屋外の火災区域のうち，常設代替高圧電源装置を設置する火災区域

は，「危険物の規則に関する政令」に規定される保有空地を確保する設計と

する。 

(2) 火災区画の設定 

火災区画は，建屋内及び屋外で設定する火災区域を，系統分離の状況，壁の

設置状況及び火災防護上重要な機器等と重大事故等対処施設の配置に応じて分

割して設定する。 
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3.3 適用規格 

適用する規格としては，既工事計画で適用実績のある規格のほか，最新の規格基

準についても技術的妥当性及び適用性を示したうえで適用可能とする。 

適用する規格，基準，指針等を以下に示す。 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

（平成25年6月28日原子力規制委員会規則第６号） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

   （平成25年6月19日原規技発第１３０６１９４号） 

 発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の解釈 

   （平成17年12月15日原院第５号） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準 

   （平成25年6月19日原規技発第１３０６１９５号） 

 原子力発電所の内部火災影響評価ガイド 

   （平成25年10月24日原規技発第１３１０２４１号原子力規制委員会） 

 実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則 

   （平成26年2月28日原子力規制委員会規則第１号） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の

解釈 

   （平成25年6月19日原規技発第１３０６１９３号） 

 発電用軽水型原子炉施設の火災防護に関する審査指針 

   （平成19年12月27日） 

 発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針 

   （平成21年3月9日原子力安全委員会） 

 消防法（昭和23年7月24日法律第１８６号） 

消防法施行令（昭和36年3月25日政令第３７号） 

消防法施行規則（昭和36年4月1日自治省令第６号） 

危険物の規則に関する政令（昭和34年9月26日政令第３０６号） 

 高圧ガス保安法（昭和26年6月7日法律第２０４号） 

高圧ガス保安法施行令（平成9年2月19日政令第２０号） 

 建築基準法（昭和25年5月24日法律第２０１号） 

建築基準法施行令（昭和25年11月16日政令第３３８号） 

 平成12年建設省告示第１４００号 

（平成16年9月29日国土交通省告示第１１７８号による改定） 

 発電用火力設備に関する技術基準を定める省令 

   （平成26年11月5日経済産業省令第５５号） 
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 発電用火力設備の技術基準の解釈 

   （平成25年5月17日２０１３０５０７商局第２号） 

 電気設備に関する技術基準を定める省令 

   （平成24年9月14日経済産業省令第６８号） 

 原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める省令 

   （平成24年9月14日経済産業省令第７０号） 

 発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針 

   （平成13年3月29日原子力安全委員会） 

 原子力発電所の火災防護規程（ＪＥＡＣ４６２６－2010） 

 原子力発電所の火災防護指針（ＪＥＡＧ４６０７－2010） 

 ＪＩＳ Ａ ４２０１－1992 建築物等の避雷設備（避雷針） 

 ＪＩＳ Ａ ４２０１－2003 建築物等の雷保護 

 ＪＩＳ Ｌ １０９１－1999 繊維製品の燃焼性試験方法 

 工場電気設備防爆委員会「工場電気設備防爆指針」（ガス蒸気防爆2006） 

 公益社団法人 日本空気清浄協会「空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針」 

（ＪＡＣＡ Ｎｏ．１１Ａ－2003） 

 社団法人電池工業会「蓄電池室に関する設計指針」（ＳＢＡ Ｇ ０６０３－2001） 

 ”Ｆｉｒｅ Ｄｙｎａｍｉｃｓ Ｔｏｏｌｓ（ＦＤＴｓ）: Quantitative Fire Hazard 

Analysis Methods for the U.S. Nuclear Regulatory Commission Fire Protection 

Inspection Program,“ ＮＵＲＥＧ－１８０５ December 2004 

 ＩＥＥＥ Ｓｔｄ ３８３－1974 垂直トレイ燃焼試験 

 ＩＥＥＥ Ｓｔｄ １２０２－1991 垂直トレイ燃焼試験 

 ＵＬ １５８１（Ｆｏｕｒｔｈ Ｅｄｉｔｉｏｎ） １０８０．ＶＷ－１ 垂直燃焼

試験 

 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007） 日

本機械学会 

 原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１－1987） 日本電気協会 

 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編（ＪＥＡＧ４６０１・

補1984） 日本電気協会 

 原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版） 日本電気

協会 



13 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

第3-1表 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統 

 

①  原子炉冷却材圧力バウンダリ 

②  制御棒カップリング 

③  炉心支持構造物 

④  燃料集合体（燃料を除く） 

⑤  原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能）） 

⑥  ほう酸水注入系 

⑦  逃がし安全弁 

⑧  自動減圧系 

⑨  原子炉隔離時冷却系 

⑩  残留熱除去系 

⑪  低圧炉心スプレイ系 

⑫  高圧炉心スプレイ系 

⑬  非常用換気空調系（中央制御室換気空調系含む） 

⑭  残留熱除去系海水系 

⑮  非常用ディーゼル発電機海水系 

⑯  非常用所内電源系（非常用ディーゼル発電機，非常用交流電源系を含む） 

⑰  直流電源系 

⑱  制御室外原子炉停止装置 

⑲  事故時監視計器の一部（計測制御系） 

⑳ 安全保護系 
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第3-2表 原子炉の安全停止に必要な機器等（1／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

原子炉圧

力容器バ

ウンダリ

機能

B22-F022A（NO） 主蒸気内側隔離弁（A） 

B22-F022B（NO） 主蒸気内側隔離弁（B） 

B22-F022C（NO） 主蒸気内側隔離弁（C） 

B22-F022D（NO） 主蒸気内側隔離弁（D） 

B22-F028A（NO） 主蒸気外側隔離弁（A） 

B22-F028B（NO） 主蒸気外側隔離弁（B） 

B22-F028C（NO） 主蒸気外側隔離弁（C） 

B22-F028D（NO） 主蒸気外側隔離弁（D） 

B22-F016（MO） 
主蒸気ドレンライン内側隔

離弁 

B22-F019（MO） 
主蒸気ドレンライン外側隔

離弁 

G33-F001（MO） 
原子炉冷却材浄化系内側隔

離弁 

G33-F004（MO） 
原子炉冷却材浄化系外側隔

離弁 

過剰反応

度の印加

防止 

－ 制御棒カップリング 

－ 
制御棒駆動機構カップリン

グ 

－ 制御棒駆動機構ラッチ機構 

炉心形状

の維持 

－ 炉心支持構造物 

－ 燃料集合体（燃料除く） 

原子炉緊

急停止，未

臨界維持 － 

水圧制御ユニット（水圧制御

ユニットアキュムレータ，水

圧制御ユニット窒素容器，ス

クラム弁

（C12-126,C12-127）含む）

SLC-PMP-C001A ほう酸水注入ポンプ A 

SLC-PMP-C001B ほう酸水注入ポンプ B 

C41-F004A ほう酸水注入系爆破弁 A 

C41-F004B ほう酸水注入系爆破弁 B 

C41-F001A 
ほう酸水注入系貯蔵タンク

出口弁 A 

C41-F001B 
ほう酸水注入系貯蔵タンク

出口弁 B 
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（2／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

原子炉冷

却材圧力

バウンダ

リの過圧

防止／安

全弁及び

逃がし弁

の吹き止

まり

B22-F013A～V 
逃がし安全弁（安全弁開機

能） 

原子炉停

止後の除

熱機能 

B22-F013A（AO） 逃がし安全弁 A 

B22-F013B（AO） 逃がし安全弁 B＊1 

B22-F013C（AO） 逃がし安全弁 C＊1 

B22-F013D（AO） 逃がし安全弁 D 

B22-F013E（AO） 逃がし安全弁 E 

B22-F013F（AO） 逃がし安全弁 F＊1 

B22-F013G（AO） 逃がし安全弁 G 

B22-F013H（AO） 逃がし安全弁 H＊1 

B22-F013J（AO） 逃がし安全弁 J 

B22-F013K（AO） 逃がし安全弁 K＊1 

B22-F013L（AO） 逃がし安全弁 L＊1 

B22-F013M（AO） 逃がし安全弁 M 

B22-F013N（AO） 逃がし安全弁 N 

B22-F013P（AO） 逃がし安全弁 P 

B22-F013R（AO） 逃がし安全弁 R＊1 

B22-F013S（AO） 逃がし安全弁 S 

B22-F013U（AO） 逃がし安全弁 U 

B22-F013V（AO） 逃がし安全弁 V 

RCIC-PMP-C001 原子炉隔離時冷却系ポンプ 

TBN-RCIC-C002 
原子炉隔離時冷却系タービ

ン 

E51-F010（MO） 
原子炉隔離時冷却系復水貯

蔵タンク水供給弁 

E51-F031（MO） 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

サプレッション・プール水

供給弁

E51-F013（MO） 原子炉隔離時冷却系注入弁 

E51-F019（MO） 
原子炉隔離時冷却系ミニフ

ロー弁

E51-F046（MO） 
原子炉隔離時冷却系潤滑油

クーラー冷却水供給弁

E51-F045（MO） 
原子炉隔離時冷却系蒸気供

給弁 

E51-C002（MO） 
原子炉隔離時冷却系トリッ

プ／スロットル弁 

E51-HO 
原子炉隔離時冷却系ガバナ

弁 
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（3／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

原子炉停

止後の除

熱機能 

E51-F063（MO） 
原子炉隔離時冷却系内側隔

離弁 

E51-F064（MO） 
原子炉隔離時冷却系外側隔

離弁 

E51-F068（MO） 
原子炉隔離時冷却系タービ

ン排気弁

E51-F069（MO） 
原子炉隔離時冷却系真空ポ

ンプ出口弁

RCIC-PMP-COND 
原子炉隔離時冷却系復水ポ

ンプ

RCIC-PMP-VAC 
原子炉隔離時冷却系真空ポ

ンプ

E51-F022（MO） 
原子炉隔離時冷却系テスト

バイパス弁 

E51-F025（AO） 

原子炉隔離時冷却系蒸気入

口ドレンポット排水第一止

め弁 

E51-F026（AO） 

原子炉隔離時冷却系蒸気入

口ドレンポット排水第二止

め弁 

E51-F005（AO） 
原子炉隔離時冷却系真空タ

ンク復水排水第二止め弁

E51-F004（AO） 
原子炉隔離時冷却系真空タ

ンク復水排水第一止め弁

原子炉停

止後の除

熱機能／

炉心冷却

機能 

RHR-PMP-C002A 残留熱除去系ポンプ A 

RHR-PMP-C002B 残留熱除去系ポンプ B 

RHR-PMP-C002C 残留熱除去系ポンプ C 

E12-F004A（MO） 
残留熱除去系ポンプ A 入口

弁 

E12-F004B（MO） 
残留熱除去系ポンプ B 入口

弁 

E12-F004C（MO） 
残留熱除去系ポンプ C 入口

弁 

E12-F042A（MO） 残留熱除去系 A 系注入弁 

E12-F042B（MO） 残留熱除去系 B 系注入弁 

E12-F042C（MO） 残留熱除去系 C 系注入弁 

E12-F064A（MO） 
残留熱除去系 A 系ミニフロ

ー弁 

E12-F064B（MO） 
残留熱除去系 B 系ミニフロ

ー弁 

E12-F064C（MO） 
残留熱除去系 C 系ミニフロ

ー弁 

RHR-HEX-B001A 残留熱除去系熱交換器 A 

RHR-HEX-B001B 残留熱除去系熱交換器 B 
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（4／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

原子炉停

止後の除

熱機能／

炉心冷却

機能 

E12-F024A（MO） 
残留熱除去系 A 系テストラ

イン弁＊2

E12-F024B（MO） 
残留熱除去系 B 系テストラ

イン弁＊2

E12-F021（MO） 
残留熱除去系 C 系テストラ

イン弁＊2

E12-F009（MO） 
残留熱除去系停止時冷却ラ

イン内側隔離弁

E12-F008（MO） 
残留熱除去系停止時冷却ラ

イン外側隔離弁

E12-F006A（MO） 
残留熱除去系ポンプ A 停止

時冷却ライン入口弁 

E12-F006B（MO） 
残留熱除去系ポンプ B 停止

時冷却ライン入口弁 

E12-F053A（MO） 
残留熱除去系 A 系停止時冷

却注入弁 

E12-F053B（MO） 
残留熱除去系 B 系停止時冷

却注入弁 

E12-F048A（MO） 
残留熱除去系熱交換器 A バ

イパス弁

E12-F048B（MO） 
残留熱除去系熱交換器 B バ

イパス弁

E12-F003A（MO） 
残留熱除去系熱交換器 A 出

口弁 

E12-F003B（MO） 
残留熱除去系熱交換器 B 出

口弁 

E12-F047A（MO） 
残留熱除去系熱交換器 A 入

口弁 

E12-F047B（MO） 
残留熱除去系熱交換器 B 入

口弁 

E12-F016A（MO） 
残留熱除去系 A 系格納容器

スプレイ弁

E12-F016B（MO） 
残留熱除去系 B 系格納容器

スプレイ弁

E12-F027A（MO） 
残留熱除去系 A 系サプレッ

ション・プールスプレイ弁

E12-F027B（MO） 
残留熱除去系 B 系サプレッ

ション・プールスプレイ弁

E12-F011A（MO） 
残留熱除去系凝縮水ライン

ドレン弁（A） 

E12-F011B（MO） 
残留熱除去系凝縮水ライン

ドレン弁（B） 
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（5／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

原子炉停

止後の除

熱機能／

炉心冷却

機能 

E12-F060A（AO） 
残留熱除去系 A 系サンプリ

ング弁

E12-F060B（AO） 
残留熱除去系 B 系サンプリ

ング弁

E12-F023（MO） 
残留熱除去系ヘッドスプレ

イ隔離弁

E12-F049（MO） 
残留熱除去系廃棄物処理系

隔離弁 

E12-FF104A（MO） 
可燃性ガス濃度制御系 A 冷

却器冷却水元弁 

E12-FF104B（MO） 
可燃性ガス濃度制御系 B 冷

却器冷却水元弁 

V25-1003（MO） 
残留熱除去系サンプリング

入口第 1 隔離弁 

炉心冷却

機能 

HPCS-PMP-C001 高圧炉心スプレイ系ポンプ 

E22-F001（MO） 
高圧炉心スプレイ系ポンプ

入口弁（CST 側） 

E22-F015（MO） 
高圧炉心スプレイ系ポンプ

入口弁（S／P 側） 

E22-F004（MO） 高圧炉心スプレイ系注入弁 

E22-F012（MO） 
高圧炉心スプレイ系ミニフ

ロー弁

E22-F010（MO） 
高圧炉心スプレイ系 CST テ

スト弁

E22-F023（MO） 
高圧炉心スプレイ系 SUPP．

テスト弁

LPCS-PMP-C001 低圧炉心スプレイ系ポンプ 

E21-F001（MO） 
低圧炉心スプレイ系ポンプ

入口弁 

E21-F005（MO） 低圧炉心スプレイ系注入弁 

E21-F011（MO） 
低圧炉心スプレイ系ミニフ

ロー弁

E21-F012（MO） 
低圧炉心スプレイ系テスト

バイパス弁 

サポート

系（制御設

備）

H13-P601 緊急時炉心冷却系操作盤 

H13-P603 原子炉制御操作盤 

H13-P609 原子炉保護系（A）継電器盤 

H13-P611 原子炉保護系（B）継電器盤 

H13-P613 プロセス計装盤 

H13-P614 原子炉廻り温度記録計盤 

H13-P617 プロセス計装盤 

H13-P618 
残留熱除去系（B）,（C）補

助継電器盤 

H13-P621 
原子炉隔離時冷却系継電器

盤 

H13-P622 
原子炉格納容器内側隔離系

継電器盤 

H13-P623 
原子炉格納容器外側隔離系

継電器盤 
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（6／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（制御設

備）

H13-P625 高圧炉心スプレイ系継電器盤 

H13-P628 自動減圧系（A）継電器盤 

H13-P629 
低圧炉心スプレイ系，残留熱除

去系（A）補助継電器盤 

H13-P631 自動減圧系（B）継電器盤 

H13-P632 漏えい検出系操作盤（区分Ⅰ） 

H13-P635 
プロセス放射線モニタ，起動時

領域モニタ（A）操作盤 

H13-P636 
プロセス放射線モニタ，起動時

領域モニタ（B）操作盤 

H13-P642 漏えい検出系操作盤（区分Ⅱ） 

H13-P689 
サプレッション・プール温度

記録計盤（A）

H13-P921 
原子炉保護系 1A トリップユニ

ット盤 

H13-P922 
原子炉保護系 1B トリップユニ

ット盤 

H13-P923 
原子炉保護系 2A トリップユニ

ット盤 

H13-P924 
原子炉保護系 2B トリップユニ

ット盤 

H13-P925 
緊急時炉心冷却系 DIV-Ⅰ-1 ト

リップユニット盤

H13-P926 
緊急時炉心冷却系 DIV-Ⅱ-1 ト

リップユニット盤

H13-P929 
高圧炉心スプレイ系トリップ

ユニット盤

CP-1 所内電気操作盤 

PNL-CP-4 タービン補機盤

CP-5 窒素置換－空調換気制御盤 

CP-6A 
非常用ガス処理系，非常用ガス

再循環系 A 操作盤 

CP-6B 
非常用ガス処理系，非常用ガス

再循環系 B 操作盤 

CP-9 タービン補機補助継電器盤

PNL-CP-11 タービン補機盤

DGCP-2C 

2C 非常用ディーゼル発電機励

磁装置（中性点接地変圧器盤，

自動電圧調整器盤，シリコン整

流器盤，交流リアクトル盤及び

シリコン整流器用変圧器盤を

含む）

DGCP-2D 

2D 非常用ディーゼル発電機励

磁装置（中性点接地変圧器盤，

自動電圧調整器盤，シリコン整

流器盤，交流リアクトル盤及び

シリコン整流器用変圧器盤を

含む）
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（7／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（制御設

備）
DGCP-HPCS 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機励磁装置（中性点

接地変圧器盤，自動電圧調整

器盤，シリコン整流器盤，交

流リアクトル盤及びシリコ

ン整流器用変圧器盤を含む）

サポート

系（非常用

ディーゼ

ル発電設

備（燃料移

送系を含

む））

LCP-105 RCIC タービン制御盤 

C61-P001 
中央制御室外原子炉停止制

御盤 

GEN-DG-2C／DGU-2C 

2C 非常用ディーゼル発電機

（内燃機関，調速装置，非常

用調速装置，冷却水ポンプを

含む） 

GEN-DG-2D／DGU-2D 

2D 非常用ディーゼル発電機 

（内燃機関，調速装置，非常

用調速装置，冷却水ポンプを

含む） 

GEN-DG-HPCS／

DGU-HPCS 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機（内燃機関，調速

装置，非常用調速装置，冷却

水ポンプを含む） 

DG-VSL-2C-DO-1 
2C 非常用ディーゼル発電機

燃料油デイタンク 

DG-VSL-2D-DO-1 
2D 非常用ディーゼル発電機

燃料油デイタンク 

DG-VSL-HPCS-DO-1 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料油デイタン

ク 

DG-VSL-DO-A 軽油貯蔵タンク A 

DG-VSL-DO-B 軽油貯蔵タンク B 

DO-PMP-2C  
2C 非常用ディーゼル発電機

燃料移送ポンプ 

DO-PMP-2D 
2D 非常用ディーゼル発電機

燃料移送ポンプ 

DO-PMP-HPCS 
高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料移送ポンプ 

サポート

系（非常用

交流電源

設備）

SWGR 2C-BUS メタルクラッド開閉装置 2C

SWGR 2D-BUS メタルクラッド開閉装置 2D

SWGR HPCS-BUS 
メタルクラッド開閉装置

HPCS

DIN-PC 2C パワーセンタ 2C 

DIN-PC 2D パワーセンタ 2D 

MCC 2C-3 モータコントロールセンタ

MCC 2C-4 モータコントロールセンタ

MCC 2C-5 モータコントロールセンタ
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（8／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

交流電源

設備）

MCC 2C-6 モータコントロールセンタ

MCC 2C-7 モータコントロールセンタ

MCC 2C-8 モータコントロールセンタ

MCC 2C-9 モータコントロールセンタ

MCC 2D-3 モータコントロールセンタ

MCC 2D-4 モータコントロールセンタ

MCC 2D-5 モータコントロールセンタ

MCC 2D-6 モータコントロールセンタ

MCC 2D-7 モータコントロールセンタ

MCC 2D-8 モータコントロールセンタ

MCC 2D-9 モータコントロールセンタ

MCC HPCS モータコントロールセンタ

SUPS 2A 非常用無停電電源装置 A 

SUPS 2B 非常用無停電電源装置 B 

SUPS DIST PNL 2A 非常用無停電計装分電盤 2A 

SUPS DIST PNL 2B 非常用無停電計装分電盤 2B 

120V／240V AC 

INST.DIST.BUS 2A 
交流計装電源用電源盤 2A 

120V／240V AC 

INST.DIST.BUS 2B 
交流計装電源用電源盤 2B 

RX PROT MG A MO 原子炉保護系 MG セット A 

RX PROT MG B MO 原子炉保護系 MG セット B 

PNL-C72-P001 原子炉保護系分電盤 A 

PNL-C72-P002 原子炉保護系分電盤 B 

サポート

系（直流電

源設備）

125V DC 2A BATTERY 125V 系蓄電池 A 系 

125V DC 2B BATTERY 125V 系蓄電池 B 系 

125V DC HPCS 

BATTERY 
125V 蓄電池 HPCS 系 

125V DC 2A 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 2A 

125V DC 2B 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 2B 

125V DC HPCS 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 HPCS 

125V DC DIST.CTR 2A 直流 125V 主母線盤（2A） 

125V DC DIST.CTR 2B 直流 125V 主母線盤（2B） 

125V DC HPCS 

DIST.CTR 
直流 125V 主母線盤 HPCS 

125V DC MCC 2A-1 
直流 125V モータコントロー

ルセンタ 2A-1

125V DC MCC 2A-2 
直流 125V モータコントロー

ルセンタ 2A-2
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（9／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（直流電

源設備）

125V DC DIST PNL 

2A-1 
直流 125V 分電盤 2A-1 

125V DC DIST PNL 

2A-2 
直流 125V 分電盤 2A-2 

125V DC DIST PNL 

2B-1 
直流 125V 分電盤 2B-1 

125V DC DIST PNL 

2B-2 
直流 125V 分電盤 2B-2 

125V DC DIST PNL 

2A-2-1 
直流 125V 分電盤 2A-2-1 

125V DC DIST PNL 

2B-2-1 
直流 125V 分電盤 2B-2-1 

125V DC DIST PNL 

HPCS 
直流 125V 分電盤 HPCS 

24V DC 2A-1 

BATTERY 

中性子モニタ用蓄電池 A 系

（2A-1） 

24V DC 2A-2 

BATTERY 

中性子モニタ用蓄電池 A 系

（2A-2） 

24V DC 2B-1 

BATTERY 

中性子モニタ用蓄電池 B 系

（2B-1） 

24V DC 2B-2 

BATTERY 

中性子モニタ用蓄電池 B 系

（2B-2） 

24V DC 2A-1 

BATT.CHARGER 
直流±24V 充電器 2A-1 

24V DC 2A-2 

BATT.CHARGER 
直流±24V 充電器 2A-2 

24V DC 2B-1 

BATT.CHARGER 
直流±24V 充電器 2B-1 

24V DC 2B-2 

BATT.CHARGER 
直流±24V 充電器 2B-2 

24V DC DIST PNL 2A
直流±24V 中性子モニタ用分

電盤（2A） 

24V DC DIST PNL 2B
直流±24V 中性子モニタ用分

電盤（2B） 

サポート

系（非常用

補機冷却

系）

RHRS-PMP-A 残留熱除去系海水系ポンプ A 

RHRS-PMP-B 残留熱除去系海水系ポンプ B 

RHRS-PMP-C 残留熱除去系海水系ポンプ C 

RHRS-PMP-D 残留熱除去系海水系ポンプ D 

3-12-F068A
残留熱除去系熱交換器（A）

出口弁 

3-12-F068B
残留熱除去系熱交換器（B）

出口弁 

DGSW-PMP-2C 
2C 非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプ 

DGSW-PMP-2D 
2D 非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプ 

DGSW-PMP-HPCS 
高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機用海水ポンプ 
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（10／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

サポート

系（非常用

換気空調

系）

AH2-9A 
中央制御室換気系空気調和

機ファン A 

AH2-9B 
中央制御室換気系空気調和

機ファン B 

E2-14A 
中央制御室換気系フィルタ

系ファン A 

E2-14B 
中央制御室換気系フィルタ

系ファン B 

HVAC-E2-15 中央制御室排気ファン 

SB2-18A 
中央制御室給気隔離弁

（SB2-18A) 

SB2-18B 
中央制御室給気隔離弁

（SB2-18B） 

SB2-19A 
中央制御室給気隔離弁

（SB2-19A） 

SB2-19B 
中央制御室給気隔離弁

（SB2-19B） 

SB2-20A 
中央制御室排気隔離弁

（SB2-20A） 

SB2-20B 
中央制御室排気隔離弁

（SB2-20B） 

SA31-DMP-MO-F001 
中央制御室排煙設備入口隔

離弁 

AO-T41-F086 
中央制御室再循環フィルタ

装置（A）入口ダンパ 

AO-T41-F088 
中央制御室再循環フィルタ

装置（B）入口ダンパ 

DMP-AO-T41-F090 
中央制御室給気処理装置

（A）入口ダンパ

DMP-AO-T41-F091 
中央制御室給気処理装置

（B）入口ダンパ

HVAC-PMP-P2-3 
中央制御室チラー冷却水循

環ポンプ（A） 

HVAC-PMP-P2-4 
中央制御室チラー冷却水循

環ポンプ（B） 

HVAC-WC2-2 
中央制御室チラーユニット

（A） 

HVAC-WC2-1 
中央制御室チラーユニット

（B） 

TCV-T41-F084A 
中央制御室送風機出口温度

調節弁（A） 

TCV-T41-F084B 
中央制御室送風機出口温度

調節弁（B） 
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（11／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

換気空調

系）

HVAC-PV2-10 
2C 非常用ディーゼル発電機室

換気系ルーフベントファン A 

HVAC-PV2-11 
2C 非常用ディーゼル発電機室

換気系ルーフベントファン B 

HVAC-PV2-6 
2D 非常用ディーゼル発電機室

換気系ルーフベントファン A 

HVAC-PV2-7 
2D 非常用ディーゼル発電機室

換気系ルーフベントファン B 

HVAC-PV2-8 

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機室換気系ルーフベン

トファン A

HVAC-PV2-9 

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機室換気系ルーフベン

トファン B

AO-T41-F060A～F 
2D 非常用ディーゼル発電機室

外気取入ダンパ 

AO-T41-F061A～D 
2D 非常用ディーゼル発電機室

外気取入ダンパ 

AO-T41-F062A～D 
高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機室外気取入ダンパ

AO-T41-F063A～D 
高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機室外気取入ダンパ

AO-T41-F064A～D 
2C 非常用ディーゼル発電機室

外気取入ダンパ 

AO-T41-F065A～D 
2C 非常用ディーゼル発電機室

外気取入ダンパ 

SW AH2-10A スイッチギア室空調機（A）

SW AH2-10B スイッチギア室空調機（B）

DMP-AO-T41-F056 
スイッチギア室給気処理装置

（A）外気取り入れダンパ

DMP-AO-T41-F059 
スイッチギア室給気処理装置

（B）外気取り入れダンパ

DMP-AO-T41-F057 
スイッチギア室給気処理装置

（A）再循環入口ダンパ

DMP-AO-T41-F058 
スイッチギア室給気処理装置

（B）再循環入口ダンパ

HVAC-PMP-P2-5 
スイッチギア室チラー冷却水

循環ポンプ（A）

HVAC-PMP-P2-6 
スイッチギア室チラー冷却水

循環ポンプ（B）

SW WC2-3A 
スイッチギア室チラーユニッ

ト 3A

SW WC2-3B 
スイッチギア室チラーユニッ

ト 3B

SW WC2-4A 
スイッチギア室チラーユニッ

ト 4A

SW WC2-4B 
スイッチギア室チラーユニッ

ト 4B
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（12／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

換気空調

系） 

TCV-T41-F005A 
スイッチギア室送風機出口温

度調節弁（A）

TCV-T41-F005B 
スイッチギア室送風機出口温

度調節弁（B）

SW AH2-12A バッテリ室空調機（A） 

SW AH2-12B バッテリ室空調機（B） 

HVAC-E2-11A バッテリ室排風機（A） 

HVAC-E2-11B バッテリ室排風機（B） 

DMP-AO-T41-F054 
バッテリ室排風機 A 出口ダン

パ 

DMP-AO-T41-F055 
バッテリ室排風機 B 出口ダン

パ 

SW AH2-1 
高圧炉心スプレイ系ポンプ室

空調機 

SW AH2-2 
高圧炉心スプレイ系ポンプ室

空調機 

SW AH2-3 
低圧炉心スプレイ系ポンプ室

空調機 

SW AH2-5 
残留熱除去系 B 系ポンプ室空

調機 

SW AH2-6 
残留熱除去系 C 系ポンプ室空

調機 

SW AH2-7 
残留熱除去系 A 系ポンプ室空

調機 

プロセス

監視 

C51-N002A～H 起動領域計装 

PT-B22-N051A 原子炉圧力 

PT-B22-N051B 原子炉圧力 

LT-B22-N091A,C 原子炉水位（広帯域） 

LT-B22-N091B,D 原子炉水位（広帯域） 

LT-B22-N044A 原子炉水位（燃料域） 

LT-B22-N044B 原子炉水位（燃料域） 

PT-26-79.51A ドライウェル圧力 

PT-26-79.51B ドライウェル圧力 

PT-26-79.52A 
サプレッション・チェンバ圧

力

PT-26-79.52B 
サプレッション・チェンバ圧

力

LT-26-79.5A サプレッション・プール水位

LT-26-79.5B サプレッション・プール水位

TE-T23-N001～6A 
サプレッション・プール水温

度

TE-T23-N001～6B 
サプレッション・プール水温

度

TE-T23-N001～6C 
サプレッション・プール水温

度
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第 3-2 表 原子炉の安全停止に必要な機器（13／13） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

プロセス

監視 

TE-T23-N001～6D 
サプレッション・プール水

温度

FT-E12-N015A 残留熱除去系系統流量 A 

FT-E12-N015B 残留熱除去系系統流量 B 

FT-E12-N015C 残留熱除去系系統流量 C 

FT-E22-N005 
高圧炉心スプレイ系系統流

量 

FT-E21-N003 
低圧炉心スプレイ系系統流

量 

FT-E51-N003 
原子炉隔離時冷却系系統流

量 

FT-E12-N007A 
残留熱除去系海水系系統流

量 A 

FT-E12-N007B 
残留熱除去系海水系系統流

量 B 

PT-13-92A 
2C 非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプ出口圧力 

PT-13-92B 
2D 非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプ出口圧力 

PT-13-692 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機用海水ポンプ出

口圧力 

CP-1-EI-45 M／C 2C 電圧 

CP-1-EI-48 M／C 2D 電圧 

H13-P601-EI-1 M／C HPCS 電圧 

CP-1-EI-61 直流 125V 主母線盤 2A 電圧 

CP-1-EI-62 直流 125V 主母線盤 2B 電圧 

H13-P601-EI-9 直流 125V 主母線盤 HPCS 電圧 

RE-D23-N003A 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（D／W）

RE-D23-N003B 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（D／W）

RE-D23-N003C 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（S／C）

RE-D23-N003D 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（S／C）

H2E-D23-N002A 格納容器内水素濃度 A 

H2E-D23-N002B 格納容器内水素濃度 B 

注記 ＊1：自動減圧機能を有する逃がし安全弁を示す。 

＊2：サプレッション・プール冷却モードにて使用する。 
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第3-3表 放射性物質の貯蔵等の機器等（1／2） 

機能 系統名称 機器名称 火災区域 

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリに直

接接続され

ていないも

のであっ

て，放射性

物質を貯蔵

する機能

気体廃棄物処理系 

空気作動弁 

配管，手動弁，排ガス予熱器，排ガス

再結合器，排ガス復水器，排ガス減衰

管，排ガス前置フィルタ，後置フィル

タ，排ガス後置除湿器再生装置，メッ

シュフィルタ等

主排気筒放射線モニタ 

使用済燃料プール 
使用済燃料プール（使用済燃料貯蔵ラ

ック含む） 

新燃料貯蔵庫 新燃料貯蔵庫 

使用済燃料乾式貯蔵容器 容器 

放射性物質

の貯蔵機能 
サプレッション・プール

排水系

配管，手動弁，サプレッション・チェ

ンバ

電動弁 

復水貯蔵タンク 容器 

液体廃棄物処理系（機器

ドレン処理系） 

配管，フィルタ，脱塩器，タンク 

空気作動弁 

液体廃棄物処理系（床ド

レン処理系）

配管，フィルタ，タンク 

空気作動弁 

固体廃棄物処理系 固体廃棄物貯蔵庫 

セメント混練固化装置及

び 雑 固 体 減 容 処 理 設 備

（液体及び固体の放射性

廃棄物処理系）

貯蔵容器，粉砕機，排出機，計量機，

セメントサイロ，計量機，配管，金属

容器

放射性物質

の閉じ込め

機能，放射

線の遮へい

及び放出低

減 

原子炉格納容器 容器 

原子炉建屋 

原子炉建屋常用換気空調

系隔離弁 

建屋 

空気作動弁 

原子炉格納容器隔離弁 空気作動弁，電動弁 

格納容器スプレイ冷却モ

ード 
配管，電動弁，ポンプ 

原子炉建屋ガス処理系 
空気作動弁，電動弁，空調機，乾燥装

置，放射線モニタ 

可燃性ガス濃度制御系 
ブロワ，加熱器，再結合器,冷却器，

セパレータ，電動弁

燃料プール

水の補給機

能 

非常用補給水系（残留熱

除去系） 

配管，ポンプ，熱交換器，空気作動弁，

電動弁 
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第 3-3 表 放射性物質の貯蔵等の機器等（2／2） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 

放射性物質

放出の防止

機能 

気体廃棄物処理系（オフ

ガス系）隔離弁 
空気作動弁 

排気筒 排気筒 

原子炉冷却

材を内蔵す

る機能 

・ 原 子 炉 冷 却 材 浄 化 系

（原子炉冷却材圧力バ

ウンダリから外れる部

分）

・主蒸気系

・原子炉隔離時冷却系タ

ービン蒸気供給ライン

（原子炉冷却材圧力バ

ウンダリから外れる部

分であって外側隔離弁

下流からタービン止め

弁まで）

配管，手動弁 

電動弁，空気作動弁 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（1／13） 

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

炉心シュラウド 

シュラウドサポート

上部格子板 

炉心支持板 

中央燃料支持金具 

周辺燃料支持金具 

制御棒案内管 

原子炉圧力容器 

ジェットポンプ 

使用済燃料プール 

使用済燃料貯蔵ラック 

使用済燃料プール温度（ＳＡ） 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域） 

スキマサージタンク（A），（B）

代替燃料プール冷却系ポンプ 

代替燃料プール冷却系熱交換器 

使用済燃料プール監視カメラ 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置 

（エアクーラー） 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置 

（ドライヤー，コンプレッサー） 

静的サイフォンブレーカ 

自動減圧機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁 

（B22-F013 A,B,C,D,E,F,G,H,J,K,L,M,N,P,R,S,U,V） 

残留熱除去系熱交換器 A 

残留熱除去系熱交換器 B 

残留熱除去系ポンプ A（RHR-PMP-C002A） 

残留熱除去系ポンプ B（RHR-PMP-C002B） 

残留熱除去系ポンプ C（RHR-PMP-C002C） 

残留熱除去系ストレーナ A 

残留熱除去系ストレーナ B 

残留熱除去系ストレーナ C 

弁（E12-F005） 

弁（E12-F025A） 

弁（E12-F025B） 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（2／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

弁（E12-F025C） 

弁（E12-FF028） 

残留熱除去系 A系注入弁（E12-F042A） 

残留熱除去系 B系注入弁（E12-F042B） 

残留熱除去系 C系注入弁（E12-F042C） 

高圧炉心スプレイ系ポンプ（HPCS-PMP-C001） 

高圧炉心スプレイ系ストレーナ 

弁（E22-F014） 

弁（E22-F035） 

高圧炉心スプレイ系注入弁（E22-F004） 

低圧炉心スプレイ系注入弁（E21-F005） 

低圧炉心スプレイ系ポンプ（LPCS-PMP-C001） 

低圧炉心スプレイ系ストレーナ 

弁（E21-F018） 

原子炉隔離時冷却系ポンプ（RCIC-PMP-C001） 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ 

弁（E51-F017） 

常設高圧代替注水系ポンプ 

常設低圧代替注水系ポンプ 

代替淡水貯槽（水槽 A,B,C,D,E,F） 

西側淡水貯水設備 

代替循環冷却系ポンプ A 

代替循環冷却系ポンプ B 

残留熱除去系海水系ポンプ A（RHRS-PMP-A） 

残留熱除去系海水系ポンプ B（RHRS-PMP-B） 

残留熱除去系海水系ポンプ C（RHRS-PMP-C） 

残留熱除去系海水系ポンプ D（RHRS-PMP-D） 

残留熱除去系海水系ストレーナ A 

残留熱除去系海水系ストレーナ B 

緊急用海水ポンプ 

緊急用海水系ストレーナ 

耐圧強化ベント系一次隔離弁（2-26B-90） 

耐圧強化ベント系二次隔離弁（2-26B-91） 

原子炉隔離時冷却系注入弁（E51-F013） 

原子炉隔離時冷却系蒸気供給弁（E51-F045） 

高圧代替注水系タービン止め弁（SA13-MO-F300） 

制御棒 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（3／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

制御棒駆動機構 

水圧制御ユニット（東側） 

（水圧制御ユニットアキュムレータ，水圧制御ユニッ

ト窒素容器，スクラム弁（C12-126,C12-127）含む）

水圧制御ユニット（西側） 

（水圧制御ユニットアキュムレータ，水圧制御ユニッ

ト窒素容器，スクラム弁（C12-126,C12-127）含む）

ほう酸水注入ポンプ A（SLC-PMP-C001A） 

ほう酸水注入ポンプ B（SLC-PMP-C001B） 

ほう酸水貯蔵タンク（SLC-VSL-A001） 

弁（C41-F029A） 

弁（C41-F029B） 

起動領域計装（C51-N002A～H） 

起動領域計装 前置増幅器（H22-P030） 

起動領域計装 前置増幅器（H22-P031） 

起動領域計装 前置増幅器（H22-P032） 

起動領域計装 前置増幅器（H22-P033） 

出力領域計装 

原子炉圧力容器温度（TE-B22-N030H,TE-B22-N030S） 

原子炉圧力容器温度（TE-B22-N030C,TE-B22-N030G） 

高圧代替注水系系統流量（FT-SA13-N006） 

低圧代替注水系原子炉注水流量（常設ライン用） 

（FT-SA11-N201） 

低圧代替注水系原子炉注水流量（常設ライン狭帯域用） 

（FT-SA11-N200） 

低圧代替注水系原子炉注水流量（可搬ライン用） 

（FT-SA11-N206） 

低圧代替注水系原子炉注水流量（可搬ライン狭帯域用） 

（FT-SA11-N207） 

代替循環冷却系原子炉注水流量（A系） 

（FT-SA17-N013A） 

代替循環冷却系原子炉注水流量（B系） 

（FT-SA17-N013B） 

代替循環冷却系ポンプ入口温度（TE-SA17-N001A） 

代替循環冷却系ポンプ入口温度（TE-SA17-N001B） 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（4／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

残留熱除去系熱交換器入口温度 A（TE-E12-N004A） 

残留熱除去系熱交換器入口温度 B（TE-E12-N004B） 

残留熱除去系熱交換器出口温度 A（TE-E12-N027A） 

残留熱除去系熱交換器出口温度 B（TE-E12-N027B） 

原子炉隔離時冷却系系統流量（FT-E51-N003） 

高圧炉心スプレイ系系統流量（FT-E22-N005） 

低圧炉心スプレイ系系統流量（FT-E21-N003） 

残留熱除去系系統流量 A（FT-E12-N015A） 

残留熱除去系系統流量 B，C（FT-E12-N015B,N015C） 

原子炉圧力（PT-B22-N051A） 

原子炉圧力（PT-B22-N051B） 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071B,D） 

原子炉圧力（ＳＡ）（PT-B22-N071A,C） 

原子炉水位（広帯域）（LT-B22-N091A,C） 

原子炉水位（広帯域）（LT-B22-N079B,D） 

原子炉水位（広帯域）（LT-B22-N091B,D） 

原子炉水位（広帯域）（LT-B22-N079A,C） 

原子炉水位（燃料域）（LT-B22-N044A） 

原子炉水位（燃料域）（LT-B22-N044B） 

原子炉水位（ＳＡ広帯域）（LT-B22-N010） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域）（LT-B22-N020） 

ドライウェル圧力（PT-26-79.60） 

サプレッション・チェンバ圧力（PT-26-79.61）

サプレッション・プール水温度（TE-T23-N040,N050）

サプレッション・プール水温度（TE-T23-N030）

ドライウェル雰囲気温度（TE-26-79.61A,61B,62A,62B）

ドライウェル雰囲気温度（TE-26-79.63A,63B,64A,64B）

サプレッション・チェンバ雰囲気温度（TE-26-79.65A）

サプレッション・チェンバ雰囲気温度（TE-26-79.65B）

格納容器内水素濃度（ＳＡ）（H2E-SA19-N002A） 

格納容器内水素濃度（ＳＡ）（H2E-SA19-N002B） 

格納容器内酸素濃度（ＳＡ）（O2E-SA19-N001A） 

格納容器内酸素濃度（ＳＡ）（O2E-SA19-N001B） 

格納容器下部水温（TE-SA42-N100A,B,C,D,E）（TE-SA42-

N200A,B,C,D,E） 

代替淡水貯槽水位（LT-SA11-N0212） 

西側淡水貯水設備水位（LT-SA11-N230） 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用） 

（FT-SA11-N202） 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（可搬ライン用） 

（FT-SA11-N208） 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（5／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量 

（FT-SA11-N204） 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量 

（TE-SA17-N018A） 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量 

（TE-SA17-N018B） 

サプレッション・プール水位（LT-26-79.60）

格納容器下部水位 

（LS-SA42-N001A,002A,003A,004A,005A） 

（LS-SA42-N001B,002B,003B,004B.005B） 

原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N004） 

原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N005） 

原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N001） 

原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N002） 

原子炉建屋水素濃度（H2E-SA16-N003） 

自動減圧系の起動阻止スイッチ 

ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能） 

ATWS 緩和設備（代替再循環系ポンプトリップ機能） 

過渡時自動減圧機能 

手動スイッチ（代替制御棒挿入機能） 

再循環系ポンプ遮断器手動スイッチ 

低速度用電源装置遮断器手動スイッチ 

再循環系ポンプ遮断器 A 

再循環系ポンプ遮断器 B 

再循環系ポンプ低速度用電源装置遮断器 A，B 

フィルタ装置入口水素濃度

静的触媒式水素再結合器動作監視装置 

フィルタ装置水位（LT-SA14-N101A,LT-SA14-N101B）

フィルタ装置圧力（PT-SA14-N102)

フィルタ装置スクラビング水温度（TE-SA14-N103）

残留熱除去系海水系系統流量（FT-E12-N007A） 

残留熱除去系海水系系統流量（FT-E12-N007B） 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器） 

（FT-SA21-N011） 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機） 

（FT-SA21-N015） 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力（PT-SA13-N005） 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力 

（PT-SA11-N213A,B） 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力 A（PT-SA17-N005A） 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力 B（PT-SA17-N005B） 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力（PT-E51-N004） 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（6／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力（PT-E22-N004） 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力（PT-E12-N056A） 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力（PT-E12-N056B,C） 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力（PT-E21-N052） 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ） 

M／C 2C 電圧 

M／C 2D 電圧 

M／C HPCS 電圧 

P／C 2C 電圧 

P／C 2D 電圧 

緊急用 M／C 電圧 

緊急用 P／C 電圧 

直流 125V 主母線盤 2A 電圧 

直流 125V 主母線盤 2B 電圧 

直流 125V 主母線盤 HPCS 電圧 

直流±24V 中性子モニタ用分電盤 2A電圧 

直流±24V 中性子モニタ用分電盤 2B電圧 

緊急用直流 125V 主母線盤電圧 

非常用窒素供給系 A系供給圧力 

非常用窒素供給系 B系供給圧力 

非常用窒素供給系 A系高圧窒素ボンベ圧力 

非常用窒素供給系 B系高圧窒素ボンベ圧力 

非常用逃がし安全弁駆動系 A 系供給圧力 

非常用逃がし安全弁駆動系 B 系供給圧力 

非常用逃がし安全弁駆動系 A 系高圧窒素ボンベ圧力 

非常用逃がし安全弁駆動系 B 系高圧窒素ボンベ圧力 

衛星電話設備（固定型） 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備

（テレビ会議システム，IP電話，IP-FAX） 

緊急時対策支援システム伝送装置 

格納容器内雰囲気ガスサンプリング装置 

非常用ガス処理系排気筒 

格納容器雰囲気放射線モニタ（D／W） 

（RE-D23-N003B） 

格納容器雰囲気放射線モニタ（D／W） 

（RE-D23-N003A） 

格納容器雰囲気放射線モニタ（S／C） 

（RE-D23-N003C） 

格納容器雰囲気放射線モニタ（S／C） 

（RE-D23-N003D） 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（7／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

フィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）

（RE-SA14-N501） 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）

（RE-SA14-N500） 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）

（RE-SA14-N502） 

耐圧強化ベント系放射線モニタ（RE-D17-N700A,B） 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ） 

（RE-SA20-N030） 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ） 

（RE-SA20-N300） 

中央制御室換気系空気調和機ファン A 

（HVAC-AH2-9A） 

中央制御室換気系空気調和機ファン B 

（HVAC-AH2-9B） 

中央制御室換気系フィルタ系ファン（HVAC-E2-14A) 

中央制御室換気系フィルタ系ファン（HVAC-E2-14B) 

中央制御室換気系フィルタユニット A（HVAC-FLT-A） 

中央制御室換気系フィルタユニット B（HVAC-FLT-B） 

緊急時対策所非常用送風機 A 

緊急時対策所非常用送風機 B 

緊急時対策所非常用フィルタ装置 A 

緊急時対策所非常用フィルタ装置 B 

二次遮蔽 

中央制御室遮蔽 

中央制御室遮蔽（待避室） 

緊急時対策所遮蔽 

第二弁操作室遮蔽 

第二弁操作室差圧計 

中央制御室待避室差圧計 

緊急時対策所用差圧計 

中央制御室給気隔離弁（SB2-18A,B） 

中央制御室給気隔離弁（SB2-19A,B） 

中央制御室排気隔離弁（SB2-20A,B） 

フィルタ装置遮蔽

配管遮蔽 

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ） 

原子炉格納容器（ドライウェル） 

機器搬入用ハッチ 

所員用エアロック 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（8／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

サプレッション・チェンバアクセスハッチ

原子炉格納容器貫通部 

原子炉建屋原子炉棟 

原子炉建屋大物搬入口 

原子炉建屋エアロック 

原子炉建屋基礎盤 

真空破壊弁（2-26V-40（NO）,41（NO）,42（NO）,43（NO）,44

（NO）,45（NO）,46（NO）,47（NO）,48（NO）,49（NO）,56

（NO）） 

ダイヤフラム・フロア 

ベント管 

非常用ガス再循環系排風機 A（HVAC-E2-13A） 

非常用ガス再循環系排風機 B（HVAC-E2-13B） 

非常用ガス再循環系フィルタトレイン A 

（FRVS-FLT-A） 

非常用ガス再循環系フィルタトレイン B 

（FRVS-FLT-B） 

非常用ガス処理系排風機 A（HVAC-E2-10A） 

非常用ガス処理系排風機 B（HVAC-E2-10B） 

非常用ガス処理系フィルタトレイン A 

（SGTS-FLT-A） 

非常用ガス処理系フィルタトレイン B 

（SGTS-FLT-B） 

静的触媒式水素再結合器 

ドライウェルベント弁（2-26B-12（MO）） 

サプレッション･チェンバベント弁（2-26B-10（MO））

第二弁（SA14-F001A） 

第二弁バイパス弁（SA14-F001B） 

圧力開放板 

フィルタ装置

遠隔人力操作機構 

コリウムシールド

格納容器床ドレンサンプスリット・排水弁 

格納容器床ドレンサンプ導入管カバー 

格納容器機器ドレンサンプスリット排水弁 

格納容器機器ドレンサンプ導入管カバー 

ブローアウトパネル閉止装置 

移送ポンプ 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（9／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

2C 非常用ディーゼル発電機（GEN-DG-2C／DGU-2C） 

（内燃機関，調速装置，非常用調速装置，冷却水ポンプ

を含む） 

2D 非常用ディーゼル発電機（GEN-DG-2D／DGU-2D） 

（内燃機関，調速装置，非常用調速装置，冷却水ポンプ

を含む） 

非常用ディーゼル発電機空気だめ A 

（VSL-2C-DGAE-1A） 

非常用ディーゼル発電機空気だめ A 

（VSL-2D-DGAE-1A） 

安全弁（3-14Z1) 

安全弁（3-14Z101) 

2C 非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンク 

（DG-VSL-2C-DO-1） 

2C 非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンク 

ベント管（3-11／4-DO-120） 

2D 非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンク 

（DG-VSL-2D-DO-1） 

2D 非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンク 

ベント管（3-11／4-DO-20） 

2C 非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 

2D 非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 

軽油貯蔵タンク A 

軽油貯蔵タンク A ベント管 

軽油貯蔵タンク B 

軽油貯蔵タンク B ベント管 

2C 非常用ディーゼル発電機励磁装置 

（中性点接地変圧器盤，自動電圧調整器盤，シリコン整

流器盤，交流リアクトル盤及びシリコン整流器用変圧

器盤を含む） 

2D 非常用ディーゼル発電機励磁装置 

（中性点接地変圧器盤，自動電圧調整器盤，シリコン整

流器盤，交流リアクトル盤及びシリコン整流器用変圧

器盤を含む） 

2C 非常用ディーゼル発電機保護継電装置 

2C 非常用ディーゼル発電機保護継電装置 

2D 非常用ディーゼル発電機保護継電装置 

2D 非常用ディーゼル発電機保護継電装置 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（10／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

2C 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ 

（DGSW-PMP-2C） 

2D 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ 

（DGSW-PMP-2D） 

2C 非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナ 

2D 非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめ A 

（VSL-HPCS-DGAE-1A） 

安全弁（3-14Z201) 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタン

ク（DG-VSL-HPCS-DO-1）

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタン

ク ベント管（3-11／4-DO-220）

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（GEN-DG-HPCS／

DGU-HPCS）（内燃機関，調速装置，非常用調速装置，冷

却水ポンプを含む） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機励磁装置 

（中性点接地変圧器盤，自動電圧調整器盤，シリコン整

流器盤，交流リアクトル盤及びシリコン整流器用変圧

器盤を含む） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機保護継電装置 

（DG HPCS 制御盤） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機保護継電装置 

（6.9kV SWGR．HPCS） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ 

（DGSW-PMP-HPCS ） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレー

ナ 

No.1 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク 

No.2 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク 

No.3 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク 

No.4 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク 

No.5 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク 

No.6 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク 

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ 

No.1 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（11／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

No.2 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

No.3 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

No.4 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

No.5 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

No.6 常設代替高圧電源装置（内燃機関，調速装置，非

常用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置，保護継電装置

含む） 

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタンク A 

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタンク A ベン

ト管

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタンク B 

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタンク B ベン

ト管

緊急時対策所用発電機給油ポンプ 2A 

緊急時対策所用発電機給油ポンプ 2B 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク A 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク A ベント管 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク B 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク B ベント管 

緊急時対策所用発電機 2A（内燃機関，調速装置，非常

用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置を含む） 

緊急時対策所用発電機 2B（内燃機関，調速装置，非常

用調速装置，冷却水ポンプ，励磁装置を含む） 

緊急時対策所用発電機保護継電装置 

非常用無停電電源装置 A 

非常用無停電電源装置 B 

緊急用無停電電源装置 

125V 系蓄電池 A系（125V DC 2A BATTERY ） 

125V 系蓄電池 B系（125V DC 2B BATTERY ） 

125V 系蓄電池 HPCS 系（125V DC HPCS BATTERY） 

中性子モニタ用蓄電池 A系（24V DC 2A BATTERY） 

中性子モニタ用蓄電池 B系（24V DC 2B BATTERY） 

緊急用 125V 系蓄電池 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（12／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

緊急時対策所用 125V 系蓄電池 

メタルクラッド開閉装置 2C

メタルクラッド開閉装置 2D

パワーセンタ 2C 

パワーセンタ 2D 

モータコントロールセンタ（MCC 2C-9）

モータコントロールセンタ（MCC 2D-9）

モータコントロールセンタ（MCC 2C-7,MCC 2C-8）

モータコントロールセンタ（MCC 2D-7,MCC 2D-8）

モータコントロールセンタ（MCC 2C-3,MCC 2C-5）

モータコントロールセンタ（MCC 2D-3,MCC 2D-5）

モータコントロールセンタ（MCC 2C-6,MCC 2D-6）

モータコントロールセンタ（MCC 2C-4）

モータコントロールセンタ（MCC 2D-4）

動力変圧器（2C） 

動力変圧器（2D） 

メタルクラッド開閉装置 HPCS

モータコントロールセンタ HPCS

動力変圧器 HPCS（MCC HPCS） 

緊急用メタルクラッド開閉装置 

緊急用パワーセンタ 

緊急用直流 125V 主母線盤 

緊急用モータコントロールセンタ１ 

緊急用モータコントロールセンタ２ 

緊急用モータコントロールセンタ３ 

緊急用断路器 

緊急用動力変圧器 

緊急用計装交流主母線盤 

緊急用電源切替盤 

緊急用無停電計装分電盤 

緊急用直流 125V 充電器 

緊急用直流 125V モータコントロールセンタ 

緊急用直流 125V 計装分電盤 

常設代替高圧電源装置遠隔操作盤 

緊急時対策所用メタルクラッド開閉装置 

緊急時対策所用動力変圧器 

緊急時対策所用パワーセンタ 

緊急時対策所用モータコントロールセンタ 
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第 3-4 表 重大事故等対処施設の機器リスト（13／13）

設備名称 火災区域 火災区画 備考 

緊急時対策所用 100V 分電盤 

緊急時対策所用直流 125V 主母線盤 

緊急時対策所用直流 125V 分電盤 

緊急時対策所用災害対策本部操作盤 

緊急時対策所用非常用換気空調設備操作盤 

可搬型代替低圧電源車接続盤 

可搬型代替低圧電源車接続盤 

可搬型代替直流電源設備用電源切替盤 

直流 125V 主母線盤 2A（直流 125V 主母線盤 2A 電圧含

む） 

直流 125V 主母線盤 2B（直流 125V 主母線盤 2B 電圧含

む） 

可搬型整流器用変圧器 

直流125Vモータコントロールセンタ2A-2（125V DC MCC 

2A-2） 

直流 125Vモータコントロールセンタ2A-1（125V DC MCC 

2A-1） 

非常用無停電計装分電盤 

直流 125V 主母線盤 HPCS 

直流±24V 中性子モニタ用分電盤 2A（直流±24V 中性子

モニタ用分電盤 2A 電圧含む）

（直流 ±24V 充電器（2A）） 

直流±24V 中性子モニタ用分電盤 2B（直流±24V 中性子

モニタ用分電盤 2B 電圧含む）

（直流 ±24V 充電器（2B）） 

可搬型設備用軽油タンク A～D 

可搬型設備用軽油タンク A～D ベント管 

可搬型設備用軽油タンク E～H 

可搬型設備用軽油タンク E～H ベント管 

貯留堰 

取水構造物 

ＳＡ用海水ピット取水塔 

海水引込み管 

ＳＡ用海水ピット 

緊急用海水取水管 

緊急用海水ポンプピット 

手動弁，配管 
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4. 火災発生防止 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性を損なわないよう，以下に示す対策を

講じる。 

4.1 項では，発電用原子炉施設の火災発生防止として実施する発火性又は引火性物質

を内包する設備，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉，発火源，水素並びに過電流による

過熱防止に対する対策について説明するとともに，火災発生防止に係る個別留意事項

についても説明する。 

4.2 項では，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対して，原則，不燃

性材料及び難燃性材料を使用する設計であることを説明する。 

4.3 項では，落雷，地震等の自然現象に対しても，火災の発生防止対策を講じること

を説明する。 
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4.1 発電用原子炉施設の火災発生防止について 

(1) 発火性又は引火性物質に対する火災の発生防止対策 

発火性又は引火性物質を内包する設備又はこれらの設備を設置する火災区域

又は火災区画は，以下の火災の発生防止対策を講じる。 

ここでいう発火性又は引火性物質は，消防法で危険物として定められる潤滑

油又は燃料油並びに高圧ガス保安法で高圧ガスとして定められる水素，窒素，

液化炭酸ガス，空調用冷媒等のうち可燃性である水素を対象とする。 

以下，a.項において，潤滑油又は燃料油を内包する設備に対する火災の発生

防止対策，b.項において，水素を内包する設備に対する火災の発生防止対策に

ついて説明する。 

a. 潤滑油又は燃料油を内包する設備に対する火災の発生防止対策 

(a) 潤滑油又は燃料油の漏えい及び拡大防止対策 

潤滑油又は燃料油を内包する設備（以下「油内包設備」という。）は，

溶接構造，シール構造の採用により，油の漏えいを防止する。 

油内包設備は漏えい油を全量回収する構造である堰，ドレンリム又は

オイルパンにより，油内包設備の漏えい油の拡大を防止する。（第4-1

図） 

(b) 油内包設備の配置上の考慮 

火災区域内に設置する油内包設備の火災により，発電用原子炉施設の

安全機能及び重大事故等に対処する機能を損なわないよう，発電用原子

炉施設の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，油内包設

備の火災による影響を軽減するために，壁等の設置又は離隔を確保する

配置上の考慮を行う設計とする。 

(c) 油内包設備を設置する火災区域の換気 

潤滑油又は燃料油は，油内包設備を設置する室内温度よりも十分高く，

機器運転時の温度よりも高い引火点の潤滑油又は燃料油を使用する設計

とする。 

また，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えいした場合に可燃性蒸気

となって爆発性雰囲気を形成しないよう，空調機器による機械換気又は

自然換気を行う設計とする。 

油内包設備がある火災区域における換気を，第4-1表に示す。 

(d) 潤滑油又は燃料油の防爆対策 

潤滑油又は燃料油は，(c)項に示すとおり，設備の外部へ漏えいしても

爆発性雰囲気は形成されない。 

したがって，油内包設備を設置する火災区域では，可燃性蒸気の着火

源防止対策として用いる防爆型の電気品及び計装品の使用並びに防爆を
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目的とした電気設備の接地対策は不要とする設計とする。 

(e) 潤滑油又は燃料油の貯蔵 

潤滑油又は燃料油の貯蔵設備とは，供給設備へ潤滑油又は燃料油を補

給するためにこれらを貯蔵する設備のことであり，非常用ディーゼル発

電機及び常設代替高圧電源装置へ燃料を補給するための軽油貯蔵タンク

及び燃料デイタンク，緊急時対策所用発電機へ燃料を補給するための緊

急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク及び緊急時対策所用燃料油サービ

スタンク並びに可搬型重大事故等対処設備等へ燃料を補給するための可

搬設備用軽油タンクがある。 

これらの設備は，以下のとおり，貯蔵量を一定時間の運転に必要な量

にとどめる設計とする。 

イ. 軽油貯蔵タンクは，非常用ディーゼル発電機2台及び高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機1台を7日間連続運転するために必要な量を

考慮するとともに，全交流動力電源喪失を想定し，常設代替高圧電源

装置（2台）の運転も考慮した必要量（5台合計で約756 m3）を貯蔵す

るため，約400 m3/基のタンクを2基（2基合計約800 m3）設置する設計

とする。 

ロ. 燃料デイタンクは，タンク容量（約14 m3（HPCS系は約7 m3））に対

して，非常用ディーゼル発電機を8時間連続運転するために必要な量

（約11.5 m3（HPCS系は約6.5 m3）を考慮し，貯蔵量が約12.1 m3～12.8 

m3（HPCS系は約6.8 m3～7.2 m3）になるように管理する。 

ハ. 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンクは，緊急時対策所用発電機

2台を7日間連続運転するために必要な量（約140 m3）に対し，約75 m3/

基のタンクを2基（2基合計約150 m3）設置する設計とする。 

ニ. 緊急時対策所用燃料油サービスタンクは，タンク容量（約0.65 m3/

基）に対して，緊急時対策所用発電機を1.5時間連続運転するために

必要な量（約0.6 m3/基）を確保するように管理する。 

ホ. 可搬設備用軽油タンクは，可搬型設備を7日間連続運転するために

必要な量（約189 m3）に対し，約30 m3/基のタンクを7基（7基合計約

210 m3）設置する設計とする。 

b. 水素等を内包する設備に対する火災の発生防止対策 

(a) 水素の漏えい及び拡大防止対策 

水素を内包する設備のうち気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス冷却

設備の配管等は雰囲気への水素の漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グ

ランド部から雰囲気への水素漏えいの可能性のある弁は，雰囲気への水

素の漏えいを考慮しベローズ等によって，水素の漏えい及び拡大防止対
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策等を講じる。 

以下に示す水素ボンベは，ボンベ使用時に職員がボンベ元弁を開し通

常時は元弁を閉する運用とし，火災防護計画に定め管理することにより，

水素の漏えい及び拡大防止対策を講じる。 

イ．格納容器内雰囲気監視系校正用ボンベ 

(b) 水素の漏えい検出 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，水素濃度検出器を設置し，

水素の燃焼限界濃度である4 vol％の1／4以下の濃度にて，中央制御室に

警報を発する設計とする。 

気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度が燃焼限界濃度以下となる

ように設計するが，設備内の水素濃度については中央制御室にて常時監

視できる設計とし，水素濃度が上昇した場合には中央制御室に警報を発

する設計とする。 

発電機水素ガス冷却設備は，水素消費量を管理するとともに，発電機

内の水素純度及び圧力を中央制御室にて常時監視できる設計とし，発電

機内の水素純度や水素圧力が低下した場合には中央制御室に警報を発す

る設計とする。 

水素ボンベを設置する火災区域又は火災区画は，通常時はボンベ元弁

を閉とする運用とし，機械換気により水素濃度を燃焼限界濃度以下とす

るように設計することから，水素濃度検出器は設置しない設計とする。 

(c) 水素を内包する設備の配置上の考慮 

火災区域内に設置する水素を内包する設備の火災により，発電用原子

炉施設の安全機能及び重大事故等に対処する機能を損なわないよう，発

電用原子炉施設の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，

水素を内包する設備の火災による影響を軽減するために，壁，床及び天

井の設置による配置上の考慮を行う設計とする。 

(d) 水素を内包する設備がある火災区域の換気 

水素を内包する設備である蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機水素

ガス冷却設備及び水素ボンベを設置する火災区域又は火災区画は，火災

の発生を防止するために水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう，以下

に示す空調機器による機械換気を行う設計とする。（第4-2表） 

なお，空調機器は多重化して設置し，動的機器の単一故障を想定して

も換気が可能な設計とする。 

イ. 蓄電池 

安全機能を有する蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，非常

用電源から給電される排風機及び排風機による機械換気を行う設計
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とする。 

それ以外の蓄電池を設置する火災区域の換気設備は，常用電源から

給電される排風機及び排風機により機械換気を行う設計とする。 

重大事故等対処施設である蓄電池を設置する火災区域は，常設代替

高圧電源装置又は緊急時対策所用発電機からも給電される送風機及

び排風機による機械換気を行う設計とする。 

万一，上記の送風機及び排風機が異常により停止した場合は，中央

制御室に警報を発報する設計とし，運転員による現場での遮断器開放

により，送風機及び排風機が復帰するまでの間は，蓄電池に充電しな

い運用とする。 

蓄電池室には，蓄電池充電時に水素が発生することから，発火源と

なる直流開閉装置やインバータを設置しない設計とする。 

ロ. 気体廃棄物処理設備及び発電機水素ガス冷却設備 

気体廃棄物処理設備は，空気抽出器より抽出された水素と酸素の混

合状態が燃焼限界濃度とならないよう，排ガス再結合器によって設備

内の水素濃度が燃焼限界濃度である4 vol％以下となるよう設計する。

加えて，気体廃棄物処理設備及び発電機水素ガス冷却設備を設置する

火災区域又は火災区画は，常用電源から給電されるタービン建屋送風

機及び排風機により機械換気を行うことにより，水素濃度を燃焼限界

濃度以下とするように設計する。 

ハ. 水素ボンベ 

格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ボンベを設置する火災区域又

は火災区画は，原子炉建屋送風機及び排風機による機械換気を行うこ

とにより，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするように設計する。 

(e) 水素を内包する設備を設置する火災区域の防爆対策 

水素を内包する設備は，本項の(a)項及び(d)項に示す漏えい及び拡大

防止対策並びに換気を行うことから，「電気設備に関する技術基準を定

める省令」第69条及び「工場電気設備防爆指針」に示される爆発性雰囲

気とならない。 

したがって，水素を内包する設備を設置する火災区域等では，防爆型

の電気品及び計装品の使用並びに防爆を目的とした電気設備の接地対策

は不要とする設計とする。 

なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工作物に係る電気設

備に関する技術基準を定める命令」第10条，第11条に基づく接地を施す。 

(f) 水素の貯蔵 

水素を貯蔵する水素ボンベは，運転に必要な量にとどめるために，必
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要な本数のみを貯蔵することを火災防護計画に定める。 

(2) 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉の対策 

火災区域は，以下に示すとおり，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉を高所に排

出するための設備，電気及び計装品の防爆型の採用並びに静電気を除去する装

置の設置等，可燃性の蒸気又は可燃性の微粉の対策は不要である。 

a. 可燃性の蒸気 

油内包設備を設置する火災区域は，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏え

いしても，引火点が室内温度よりも十分高く，機器運転時の温度よりも高い

ため，可燃性蒸気は発生しない。 

火災区域において有機溶剤を使用する場合は必要量以上持ち込まない運

用とし，可燃性の蒸気が滞留するおそれがある場合は，建屋の送風機及び排

風機による機械換気を行うとともに，使用する有機溶剤の種類等に応じ，有

機溶剤を使用する場所において，換気，通風，拡散の措置によっても，有機

溶剤の滞留を防止する設計とする。 

このため，引火点が室内温度及び機器運転時の温度よりも高い潤滑油又は

燃料油を使用すること並びに火災区域における有機溶剤を使用する場合の

滞留防止対策について，火災防護計画に定め管理する。 

b. 可燃性の微粉 

火災区域には，「工場電気設備防爆指針」に記載される「可燃性粉じん（石

炭のように空気中の酸素と発熱反応を起こし爆発する粉じん）」や「爆発性

粉じん（金属粉じんのように空気中の酸素が少ない雰囲気又は二酸化炭素中

でも着火し，浮遊状態では激しい爆発を生じる粉じん）」のような可燃性の

微粉を発生する常設設備はない。 

「工場電気設備防爆指針」に記載される微粉を発生する仮設設備及び静電

気が溜まるおそれがある設備を設置しないことを火災防護計画に定め管理

する。 

(3) 発火源への対策 

火災区域は，以下に示すとおり，火花を発生する設備や高温の設備等，発火

源となる設備を設置しない設計とし，設置を行う場合は，火災の発生防止対策

を行う設計とする。 

a. 発電用原子炉施設における火花を発生する設備としては，直流電動機及び

ディーゼル発電機のブラシがあるが，これら設備の火花を発生する部分は金

属製の筐体内に収納し，火花が設備外部に出ない構造とする。 

b. 発電用原子炉施設には，高温となる設備があるが，高温部分を保温材で覆

うことによって，可燃性物質との接触による直接的な過熱防止及び間接的な

過熱防止を行う設計とする。 



46 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
2 

(4) 過電流による過熱防止対策 

発電用原子炉施設内の電気系統は，送電線への落雷等外部からの影響や，地

絡，短絡等に起因する過電流による過熱や焼損を防止するために，保護継電器

及び遮断器により，故障回路を早期に遮断する設計とする。 

(5) 放射線分解等により発生する水素の蓄積防止対策 

原子炉施設は，以下に示すとおり，放射線分解，充電時の蓄電池から発生す

る水素の蓄積防止対策を行う設計とする。 

a. 充電時の蓄電池から発生する水素については，「(1)b.(d) 水素を内包す

る設備がある火災区画の換気」に示す換気により，蓄積防止対策を行う設計

とする。 

b. 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設が設置される火災区域

又は火災区画のうち，放射線分解により水素が発生する火災区域又は火災区

画は，社団法人火力原子力発電技術協会「ＢＷＲ配管における混合ガス（水

素ガス・酸素ガス）蓄積防止に係るガイドライン（平成17年10月）」等に基

づき，原子炉の安全性を損なうおそれがある場合には，水素の蓄積を防止す

る設計とする。 

なお，ガイドライン制定前に経済産業省指示文書「中部電力株式会社浜岡

原子力発電所1号機の余熱除去系配管破断に関する再発防止対策について

（平成14年5月)」を受け，水素の蓄積のおそれがある箇所に対して対策を実

施している。 

また，重大事故等時の原子炉格納容器内及び建屋内の水素については，重

大事故等対処施設にて，蓄積防止対策を行う設計とする。 

(6) 火災発生防止に係る個別留意事項 

a. 放射性廃棄物の処理及び貯蔵設備の火災の発生防止対策 

放射性廃棄物の処理及び貯蔵設備の火災の発生防止として，放射性物質の

崩壊熱を考慮した火災の発生防止対策並びに放射性物質を含んだ使用済イ

オン交換樹脂，チャコールフィルタ及びHEPAフィルタを密閉した金属製のタ

ンク又は容器内に貯蔵する設計とする。 

放射性物質を処理する設備としては，気体，液体及び固体廃棄物処理設備

が該当するが，これら設備で処理する廃棄物には，火災発生の考慮が必要な

崩壊熱を有する放射性物質はない。 

放射性廃棄物貯蔵設備である使用済樹脂貯蔵タンクは，放射性物質を液体

に浸した状態で貯蔵し，固体廃棄物貯蔵庫は，ドラム缶等の不燃性材料であ

る金属製の容器に収納した状態で貯蔵するため，火災発生の考慮が必要な崩

壊熱を有する放射性物質はない。 

また，放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂，チャコールフィルタ及
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びHEPAフィルタは，火災防護計画にドラム缶や不燃シートに包んで保管する

ことを定め，管理する。 

b. 放射性廃棄物の処理及び貯蔵設備の換気設備 

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備の換気設備は，火災時に

他の火災区域や環境への放射性物質の放出を防ぐために，換気設備の停止及

び隔離弁の閉止により，隔離ができる設計とする。 

c. 電気室の目的外使用の禁止 

電気室は，電源供給に火災影響を与えるような可燃性の資機材等を保管せ

ず，電源供給のみに使用することを火災防護計画に定め管理する。 

4.2 不燃性材料又は難燃性材料の使用について 

火災の発生を防止するため，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，

以下に示すとおり，不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とする。 

以下，(1)項において，不燃性材料又は難燃性材料を使用する場合の設計，(2)項

において，不燃性材料又は難燃性材料を使用できない場合で不燃性材料又は難燃性

材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代替材料」という。）を使用する設計，

(3)項において，不燃性材料又は難燃性材料を使用できない場合で火災防護上重要

な機器等及び重大事故等対処施設の機能を確保するために必要な代替材料の使用

が技術的に困難な場合の設計について説明する。 

(1) 不燃性材料又は難燃性材料の使用 

a. 主要な構造材 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設のうち，機器，配管，ダ

クト，トレイ，電線管，盤の筐体及びこれらの支持構造物の主要な構造材は，

火災の発生防止及び当該設備の強度確保等を考慮し，以下のいずれかを満た

す不燃性材料を使用する設計とする。 

(a) 建築基準法に基づき認定を受けた不燃性材料 

(b) ステンレス鋼，低合金鋼，炭素鋼等の不燃性である金属材料 

b. 保温材 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設に使用する保温材は，以下のいずれかを満たす不燃性材料を使

用する設計とする。 

(a) 平成12年建設省告示第１４００号に定められた不燃性材料 

(b) 建築基準法に基づき認定を受けた不燃性材料 

c. 建屋内装材 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設を設置する建屋の内装材は，以下の(a)項を満たす不燃性材料

を使用する設計とし，中央制御室等のカーペットは，以下の(b)項を満たす
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防炎物品を使用する設計とする。 

(a) 建築基準法に基づき認定を受けた不燃性材料 

(b) 消防法に基づき認定を受けた防炎物品 

d. 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に使用するケーブル 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設に使用するケーブルには，以下の燃焼試験により自己消火性及

び耐延焼性を確認した難燃ケーブルを使用する設計とする。 

(a) 自己消火性 

第4-3表に示すとおり，バーナによりケーブルを燃焼させ，残炎による

燃焼が60秒を超えない等の判定基準にて自己消火性を確認するＵＬ １

５８１（Ｆｏｕｒｔｈ Ｅｄｉｔｉｏｎ）１０８０．ＶＷ－１垂直燃焼試

験に定められる試験方法により燃焼試験を実施し，判定基準を満足する

ことを確認する。 

(b) 耐延焼性 

イ. ケーブル（光ファイバケーブルを除く） 

第4-4表に示すとおり，バーナによりケーブルを燃焼させ，自己消

火時のケーブルのシース及び絶縁体の最大損傷距離が1800 ㎜未満で

あること等の判定基準にて耐延焼性を確認するＩＥＥＥ Ｓｔｄ ３

８３－1974垂直トレイ燃焼試験に定められる試験方法により燃焼試

験を実施し，判定基準を満足することを確認する。 

ロ. 光ファイバケーブル 

第4-5表に示すとおり，バーナによりケーブルを燃焼させ，自己消

火時のケーブルのシース及び絶縁体の最大損傷距離が1500 ㎜未満で

あること等の判定基準にて耐延焼性を確認するＩＥＥＥ Ｓｔｄ １

２０２－1991垂直トレイ燃焼試験に定められる試験方法により燃焼

試験を実施し，判定基準を満足することを確認する。 

e. 換気空調設備のフィルタ 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設のうち，換気空調設備のフィルタは，チャコールフィルタを除

き，以下のいずれか満足することを確認した難燃性フィルタを使用する設計

とする。 

(a) ＪＩＳ Ｌ １０９１（繊維製品の燃焼性試験方法） 

(b) ＪＡＣＡ Ｎｏ．１１Ａ（空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指針（公

益社団法人日本空気清浄協会）） 

f. 変圧器及び遮断器に対する絶縁油 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事
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故等対処施設のうち，建屋内に設置する変圧器及び遮断器は，可燃性物質で

ある絶縁油を内包していない以下の変圧器及び遮断器を使用する設計とす

る。 

(a) 乾式変圧器 

(b) ガス遮断器，真空遮断器，気中遮断器 

(2) 不燃性材料又は難燃性材料を使用できない場合の代替材料の使用 

不燃性材用又は難燃性材料を使用できない場合で代替材料を使用する場合は，

以下のa.項及びb.項に示す設計とする。 

a. 保温材 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設に使用する保温材の材料について，不燃性材料が使用できない

場合は，以下の(a)項を満たす代替材料を使用する設計とする。 

(a) 建築基準法に基づき認定を受けた不燃性材料と同等以上の性能を有す

る材料 

b. 建屋内装材 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設を設置する建屋の内装材として不燃性材料が使用できない場

合は，以下の(a)項を満たす代替材料を使用する設計とする。 

(a) 消防法に基づき認定を受けた防炎物品と同等以上であることを消防法

施行令の防炎防火対象物の指定等の項に示される防炎試験により確認し

た材料 

(3) 不燃性材料又は難燃性材料でないものを使用 

不燃性材用又は難燃性材料を使用できない場合で代替材料の使用が技術上困

難な場合は，以下の①項及び②項のいずれかを設計の基本方針とし，具体的な

設計について以下のa.項からc.項に示す。 

  ① 火災防護上重要な機器等の機能を確保するために必要な代替材料の使用が

技術上困難な場合は，当該構築物，系統及び機器における火災に起因して他

の火災防護上重要な機器等において火災が発生することを防止するための措

置を講じる。 

  ② 重大事故等対処施設の機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術

上困難な場合は，当該施設における火災に起因して他の重大事故等対処施設

及び設計基準事故対処設備において火災が発生することを防止するための措

置を講じる。 

a. 主要な構造材 

(a) 配管のパッキン類 

配管のパッキン類は，その機能を確保するために必要な代替材料の使
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用が技術上困難であり，ステンレス鋼等の不燃性である金属材料で覆わ

れたフランジ等の狭隘部に設置し，直接火炎に晒されることはないこと

から，不燃性材料又は難燃性材料ではない材料を使用する設計とする。 

(b) 金属材料内部の潤滑油 

不燃性材料である金属材料のポンプ，弁等の躯体内部に設置する駆動

部の潤滑油は，その機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術

上困難であり，発火した場合でも他の火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設に延焼しないことから，不燃性材料又は難燃性材料では

ない材料を使用する設計とする。 

(c) 金属材料内部の電気配線 

不燃性材料である金属材料のポンプ，弁等の躯体内部に設置する駆動

部の電気配線は，製造者等により機器本体と電気配線を含めて電気用品

としての安全性及び健全性が確認されているため，その機能を確保する

ために必要な代替材料の使用が技術上困難であり，発火した場合でも他

の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に延焼しないことか

ら，不燃性材料又は難燃性材料ではない材料を使用する設計とする。 

b. 建屋内装材 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設を設置する建屋の内装材について，その機能を確保するために

必要な代替材料の使用が技術上困難な場合は，当該構築物，系統及び機器に

おける火災に起因して他の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施

設において火災が発生することを防止するための措置を講じる設計とする。 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設を設置する建屋の内装材のうち，管理区域の床や原子炉格納容

器内部の床，壁に耐放射線性，除染性及び耐腐食性を確保することを目的と

して塗布するコーティング剤については，使用箇所が不燃性材料であるコン

クリート表面であること，旧建設省告示１２３１号第2試験に基づく難燃性

が確認された塗料であること，加熱源を除去した場合はその燃焼部が広がら

ないこと，原子炉格納容器内を含む建屋内に設置する火災防護上重要な機器

等及び重大事故等対処施設は，不燃性又は難燃性の材料を使用し，その周辺

における可燃物を管理することから，難燃性材料を使用する設計とする。 

なお，原子炉格納容器内に設置する原子炉の安全停止に必要な機器等及び

重大事故等対処施設は，不燃性又は難燃性の材料を使用し周辺には可燃物が

ないことを火災防護計画に定め，管理する。 

c. 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に使用するケーブル 

(a) 放射線モニタケーブル 
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放射線モニタケーブルは，放射線検出のためには微弱電流，微弱パル

スを扱う必要があり，耐ノイズ性を確保するため，絶縁体に誘電率の低

い架橋ポリエチレンを有することで高い絶縁抵抗を有する同軸ケーブル

を使用している。 

このケーブルは，自己消火性を確認するＵＬ １５８１（Ｆｏｕｒｔｈ 

Ｅｄｉｔｉｏｎ） １０８０．ＶＷ－１垂直燃焼試験は満足するが，耐延

焼性を確認するＩＥＥＥ Ｓｔｄ ３８３－1974垂直トレイ燃焼試験を満

足しない非難燃ケーブルである。 

したがって，他ケーブルへの延焼が発生しないようケーブルトレイで

はなく，専用の電線管に収納するとともに，電線管の両端は，電線管外

部からの酸素供給防止を目的とし，耐火性を有するシール材を処置する

ことで，難燃ケーブルと同等以上の延焼防止を図る設計とする。 

(b) 通信連絡設備の機器本体に使用する専用ケーブル 

通信連絡設備の機器本体に使用する専用ケーブルは，通信事業者の指

定するケーブルを使用する必要がある場合，製造者等により機器本体と

ケーブル（電源アダプタ等を含む。）を含めて電気用品としての安全性

が確認されている場合，又は電話コード等のような機器本体を移動して

使用することを考慮して大きな可とう性が求められる場合は，難燃ケー

ブルを使用することが技術上困難である。 

したがって，通信連絡設備の機器本体に使用する専用ケーブルは，以

下のいずれかを講じることにより，他の火災防護上重要な機器等及び重

大事故等対処施設において火災が延焼することを防止する設計とする。 

イ．金属製の筐体等に収納する措置 

ロ．延焼防止材＊により保護する措置 

ハ．専用の電線管に敷設する措置 

注記 ＊ＩＥＥＥ Ｓｔｄ ３８３－1974垂直トレイ燃焼試験に合格する

シート（プロテコ シート-P2・eco）を保護対象へ巻き付け延

焼を防止するものを示す。 

(4) 難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保するものを使用 

a. 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に使用する非難燃ケー

ブル 

火災区域又は火災区画に設置される火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設に使用する非難燃ケーブルは，自己消火性を確認するＵＬ １

５８１（Ｆｏｕｒｔｈ Ｅｄｉｔｉｏｎ）１０８０．ＶＷ－１垂直燃焼試験

は満足するが，耐延焼性を確認するＩＥＥＥ Ｓｔｄ ３８３－1974垂直トレ

イ燃焼試験は満足しない。 
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したがって，これらの非難燃ケーブルについては，原則，難燃ケーブルに

取り替えて使用する設計とするが，ケーブルの取替に伴い安全上の課題が生

じる場合には，難燃ケーブルを使用した場合と同等以上の難燃性能を確保で

きる代替措置（複合体）を施す設計又は電線管に収納する設計とする。 

非難燃ケーブルに防火措置を施すことによる難燃性能の向上について，別

添１に示す。 

 

4.3 落雷，地震等の自然現象による火災発生の防止について 

発電用原子炉施設では，地震，津波（重大事故等対処施設については，敷地に遡

上する津波を含む。），洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山

の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮の自然現象が想定される。 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，津波（重大事故等対処施設

については，敷地に遡上する津波を含む。），森林火災及び竜巻（風（台風）含む。）

に伴う火災により発電用原子炉施設の安全機能及び重大事故等に対処する機能を

損なわないよう，これらの自然現象から防護を行う設計とする。 

凍結，降水，積雪，高潮及び生物学的事象のうちクラゲ等の海生生物の影響につ

いては，火災が発生する自然現象ではなく，火山の影響についても，火山から発電

用原子炉施設に到着するまでに火山灰等が冷却されることを考慮すると，火災が発

生する自然現象ではない。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の影響については，侵入防止対策により影

響を受けないことから，火災が発生する自然現象ではない。 

洪水については，立地的要因により，発電用原子炉施設の火災防護上重要な機器

等及び重大事故等対処施設に影響を与える可能性がないため，火災が発生する自然

現象ではない。 

したがって，発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器においては，落雷，地

震，森林火災及び竜巻（風（台風）含む。）に対して，これらの現象によって火災

が発生しないように，以下のとおり火災防護対策を講じる。 

(1) 落雷による火災の発生防止 

発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，落雷による火災発生を防止

するため，地盤面からの高さ20 mを超える構築物には，建築基準法に基づき「Ｊ

ＩＳ Ａ ４２０１ 建築物等の避雷設備（避雷針）（1992年度版）」又は「ＪＩ

Ｓ Ａ ４２０１ 建築物等の雷保護（2003年度版）」に準拠した避雷設備の設

置及び接地網の敷設を行う設計とする。 

送電線については，「4.1(4) 過電流による過熱防止対策」に示すとおり，

故障回路を早期に遮断する設計とする。 

なお，常設代替高圧電源装置置場は，落雷による火災発生を防止するため，
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避雷設備を設置する設計とする。 

避雷設備設置箇所は以下のとおり。 

・タービン建屋（避雷針） 

・排気筒（避雷針） 

・廃棄物処理建屋（避雷針） 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋（棟上導体） 

・固体廃棄物作業建屋（棟上導体） 

・常設代替高圧電源装置置場（避雷針） 

・緊急時対策所（避雷針） 

(2) 地震による火災の発生防止 

a. 火災防護上重要な機器等は，耐震クラスに応じて十分な支持性能をもつ地

盤に設置する設計とするとともに，「実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則の解釈」（平成25年6月19日原子力規制委員会）に従

い，耐震クラスに応じた耐震設計とする。 

b. 重大事故等対処施設は，施設の区分に応じて十分な支持性能をもつ地盤に

設置する設計とするとともに，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則の解釈」（平成25年6月19日原子力規制委員会）に従い，

施設の区分に応じた耐震設計とする。 

(3) 森林火災による火災の発生防止 

屋外の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，外部火災防護に

関する基本方針に基づき評価し設置した防火帯による防護等により，火災発生

防止を講じる設計とする。 

(4) 竜巻（風（台風含む。））による火災の発生防止 

a. 屋外の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設は，竜巻防護に関

する基本方針に基づき設計する竜巻防護対策設備の設置，衝突防止を考慮し

て実施する燃料油等を内包した車両の飛散防止対策等，常設代替高圧電源装

置の燃料油等が漏えいした場合の拡大防止対策等により，火災の発生防止を

講じる設計とする。 

b. 常設代替高圧電源装置に火災が発生した場合においても，重大事故等に対

処する機能を喪失しないよう代替する機能を有する設備と位置的分散を講

じる設計とする。 
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第4-1表 潤滑油又は燃料油を内包する設備のある火災区域等の換気空調設備 

「潤滑油」及び「燃料油」を内包する設備があ

る火災区域又は火災区画 
換気空調設備等 

原子炉建屋（原子炉棟） 原子炉建屋給排気ファン 

原子炉建屋付属棟 原子炉建屋給排気ファン 

廃棄物処理棟 ラドウェスト建屋給排気ファン 

タービン建屋 
タービン建屋給排気ファン 

ラドウェスト建屋給排気ファン 

廃棄物処理建屋 ラドウェスト建屋給排気ファン 

非常用ディーゼル発電機室 D/G室ルーフベントファン 

軽油貯蔵タンクエリア 自然換気 

海水ポンプエリア 自然換気 

固体廃棄物貯蔵庫 建屋換気系 

固体廃棄物作業建屋 建屋換気系 

緊急時対策所発電機室 発電機室送排風機ファン 

緊急時対策所用燃料油貯蔵タンクエリア 自然換気 

常設代替高圧電源装置置場 自然換気 

可搬型設備用軽油タンク室 自然換気 

ブローアウトパネル設置エリア 自然換気 

原子炉格納容器 機械換気 

 

第4-2表 水素を内包する設備がある火災区域の換気空調設備 

水素を内包する設備がある 

火災区域又は火災区画 
換気空調設備等 

設備 耐震クラス 設備 供給電源 耐震クラス

常用蓄電池（250 V） Ｃ 
タービン建屋換気系 

送風機，排風機 
常用 Ｃ 

非常用蓄電池 

（125V 系蓄電池 A 系

／B 系／HPCS 系， 

中性子モニタ用蓄電

池 A 系/B 系） 

Ｓ 
バッテリー室換気系 

送風機，排風機 
非常用 Ｓ 

廃棄物処理建屋直流

125 V 蓄電池，廃棄物

処理建屋直流 48 V 蓄

電池 

Ｂ 
廃棄物処理建屋系 

送風機，排風機 
常用 Ｂ 

気体廃棄物処理設備 Ｃ 
タービン建屋換気系 

送風機，排風機 
常用 

Ｃ 

発電機水素ガス 

冷却設備 
Ｃ Ｃ 

格納容器内雰囲気 

監視系校正用ボンベ 
Ｃ 

原子炉建屋換気系 

送風機，排風機 
常用 Ｃ 

緊急用 125V 系蓄電池
Ｓｓ 

機能維持 

緊急用蓄電池室 

排風機 
緊急用 

Ｓｓ 

機能維持 

緊急時対策所用 125 V

系蓄電池 

Ｓｓ 

機能維持 

緊急時対策所用 

送風機，排風機 

緊急時対

策所用 

Ｓｓ 

機能維持 

緊急時対策所用 24 V

系蓄電池 

Ｓｓ 

機能維持 

緊急時対策所用 

送風機，排風機 

緊急時対

策所用 

Ｓｓ 

機能維持 
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第4-3表 ＵＬ １５８１（Ｆｏｕｒｔｈ Ｅｄｉｔｉｏｎ）１０８０．ＶＷ－１  

垂直燃焼試験の概要 

試験装置 

 
単位（mm） 

試験内容 

・試料を垂直に保持し，20 度の角度でバーナの炎をあてる。

・15 秒着火，15 秒休止を 5 回繰り返し，試料の燃焼の程度を

確認する。 

燃 焼 源 ・チリルバーナ 

使用燃料 ・工業用メタンガス 

バーナ熱量 ・2.13 MJ/h 

判定基準 

①  残炎による燃焼が 60 秒を超えない。 

②  表示旗が 25 ％以上焼損しない。 

③  落下物によって下に設置した外科用綿が燃焼しない。 
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第4-4表 ＩＥＥＥ Ｓｔｄ ３８３－1974 垂直トレイ燃焼試験の概要 

試験装置 

・ケーブル外径の1／2の間隔で敷設幅が150 mmとなる本数分

を，はしご状の垂直に設置されたトレイに敷設し，トレイの下

方に規定のリボンバーナを設置する。 

 
単位（mm） 

試験内容 

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止しそのま

ま放置してケーブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終

了する。 

燃 焼 源 ・リボンバーナ 

バーナ熱量 ・70000 BTU/h（約 73.3 MJ/h） 

使用燃料 ・天然ガス若しくはプロパンガス 

判定基準 

①  バーナを消火後，自己消火した時のケーブルのシース及び絶

縁体の最大損傷距離が 1800 mm 未満であること。 

②  3 回の試験いずれにおいても，上記を満たすこと。 
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第4-5表 ＩＥＥＥ Ｓｔｄ １２０２－1991 垂直トレイ燃焼試験の概要 

試験装置概要 

燃焼室 

寸法 2438×2438×3353 ㎜ 

壁伝熱性能 6.8 W/（m2K）以下 

換気量 0.65±0.02 m3/s 

風速 1 m/s以下 

火源 
燃料ガス調質 25 ℃±5 ℃ Air露点0 ℃以下 

バーナ角度 20度上向き 

試料 プレコンディショニング 18 ℃以上，3時間 

判定基準 シース損傷距離 1500 ㎜以下 
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第 4-1 図 拡大防止対策の例 

堰
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5. 火災の感知及び消火 

火災感知設備及び消火設備は，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に

対して火災の影響を限定し，早期の火災感知及び消火を行う設計とする。 

5.1 項では，火災感知設備に関して，5.1.1 項に要求機能及び性能目標，5.1.2 項に

機能設計及び 5.1.3 項に構造強度設計について説明する。 

5.2 項では，消火設備に関して，5.2.1 項に要求機能及び性能目標，5.2.2 項に機能

設計，5.2.3 項に構造強度設計及び 5.2.4 項に技術基準規則に基づく強度評価について

説明する。 

 

5.1 火災感知設備について 

火災感知設備は，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対して火災

の影響を限定し，早期の火災の感知を行う設計とし，火災防護上重要な機器等の耐

震クラス及び重大事故等対処施設の区分に応じて，機能を保持する設計とする。 

火災感知設備の設計に当たっては，機能設計上の性能目標と構造強度上の性能目

標を「5.1.1 要求機能及び性能目標」にて定め，これら性能目標を達成するため

の機能設計及び構造強度設計を「5.1.2 機能設計」及び「5.1.3 構造強度設計」

において説明する。 

 

5.1.1 要求機能及び性能目標 

本項では，火災感知設備の設計に関する機能及び性能を保持するための要求

機能を(1)項にて整理し，この要求機能を踏まえた機能設計上の性能目標及び

構造強度上の性能目標を(2)項にて定める。 

(1) 要求機能 

火災感知設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し早期の火災の感知を

行うことが要求される。 

火災感知設備は，地震等の自然現象によっても火災感知の機能が保持され

ることが要求され，地震については，火災区域又は火災区画の火災に対し，

地震時及び地震後においても，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設への火災の影響を限定し，火災を早期に感知する機能を損なわないこと

が要求される。 

(2) 性能目標 

a. 機能設計上の性能目標 

火災感知設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し，火災防護上重

要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，早期

に火災を感知する機能を保持することを機能設計上の性能目標とする。 
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火災感知設備のうち耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置

する火災区域又は火災区画の火災感知設備は，火災区域又は火災区画の

火災に対し，地震時及び地震後においても，電源を確保するとともに，

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設への火災の影響を限定

し，耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画の火災を感知する機能を保持することを機能設計上の性能目標

とする。 

耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火

災区画の火災感知設備の機能設計を「5.1.2(4) 火災感知設備の自然現

象に対する考慮」のa.項に示す。 

b. 構造強度上の性能目標 

火災感知設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し，火災防護上重

要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，早期

に火災を感知する機能を保持することを構造設計上の性能目標とする。 

火災感知設備のうち耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置

する火災区域又は火災区画の火災感知設備は，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対し，耐震性を有する原子炉建屋原子炉棟等にボルト等で固定し，

主要な構造部材が火災を早期に感知する機能を保持可能な構造強度を有

する設計とし，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，電気的機能を保持す

ることを構造強度上の性能目標とする。 

耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火

災区画の火災を感知する火災感知設備の電源は，非常用電源から受電す

る。非常用電源は，耐震Ｓクラスであるため，その耐震計算の方法及び

結果については，Ⅴ-2「耐震性に関する説明書」のうちⅤ-2-10-1-7-3

「モータコントロールセンタの耐震性についての計算書」示す。 

 

5.1.2 機能設計 

本項では，「5.1.1 要求機能及び性能目標」で設定している火災感知設備

の機能設計上の性能目標を達成するために，火災感知設備の機能設計の方針を

定める。 

(1) 火災感知器 

a. 設置条件 

火災感知設備のうち火災感知器（一部「東海，東海第二発電所共用」

（以下同じ。））は，早期に火災を感知するため，火災区域又は火災区

画における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の環境条件及び
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炎が生じる前に発煙する等の予想される火災の性質を考慮して選定する。 

火災感知器の選定においては，設置場所に対応する適切な火災感知器

の種類を以下，b.項に示す通り，消防法に準じて選定する設計とする。

また，火災感知器の取付方法，火災感知器の設置個数の考え方等の技術

的な部分については，消防法に基づき設置する設計する。 

b. 火災感知器の種類 

(a) 煙感知器，熱感知器を設置する火災区域又は火災区画（第5-1表） 

火災感知設備の火災感知器は，平常時の状況（温度，煙濃度）を監

視し，火災現象（急激な温度や煙濃度の上昇）を把握することができ

るアナログ式の煙感知器，アナログ式の熱感知器を異なる種類の感知

器を組み合わせて火災を早期に感知することを基本として，火災区域

又は火災区画に設置する設計とする。 

また，異なる種類の火災感知器の設置に加え，盤内で火災が発生し

た場合に早期に火災発生を感知できるよう，「6.2(5) 中央制御室制

御盤内の系統分離対策」のb.項及び「7.2(2) 対処系に単一故障を想

定した設計に対する評価」のc.項に基づき，安全機能及び重大事故等

に対処する機能を有する中央制御室制御盤内に高感度煙感知器を設

置する設計とする。 

(b) (a)項以外の組合せで火災感知器を設置する火災区域又は火災区画

（第5-2表） 

火災感知器の取付条件によっては(a)項に示すアナログ式の火災感

知器の設置が技術的に困難なものもある。 

以下①項から⑤項に示す火災感知器は，(a)項に示す設計とは，異

なる火災感知器の組合せによって設置し，これらの火災感知器を設置

する火災区域又は火災区画を以下のイ.項からヘ.項において説明す

る。 

① 天井が高く煙や熱が拡散しやすい火災区域又は火災区画 

天井が高く煙や熱が拡散しやすい場所の火災感知器は，炎が発す

る赤外線又は紫外線を感知するために，煙及び熱が火災感知器に到

達する時間遅れがなく，早期感知の観点で優位性のある非アナログ

式の炎感知器を設置する。 

なお，非アナログ式の炎感知器は，誤作動を防止するため炎特有

の性質を検出する赤外線方式を採用し，外光が当たらず，高温物体

が近傍にない箇所に設置することで，アナログ式と同等の機能を有

する。 
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② 燃料が気化するおそれがある火災区域又は火災区画 

燃料が気化するおそれがある燃料貯蔵タンクマンホール内の火

災感知器は，燃料が気化することを考慮し，防爆型の火災感知器と

する。 

防爆型の火災感知器は，非アナログ式のみ製造されており，接点

構造を持たないものとする。 

また，燃料貯蔵タンクマンホール内の地下埋設構造による閉鎖空

間によって，直接風雨にさらされない環境に設置することから，誤

作動防止を図る設計とする。さらに，非アナログ式の熱感知器は，

軽油の引火点，当該タンクの最高使用温度を考慮した温度を作動値

とすることで誤作動防止を図る設計とするため，アナログ式と同等

の機能を有する。 

③ 屋外の火災区域又は火災区画 

屋外に設置する火災感知器は，降雨等の影響を考慮し密閉性を有

する防爆型又は屋外仕様の火災感知器が適している。 

屋外仕様の炎感知器（赤外線）は非アナログ式である。屋外仕様

の炎感知器（赤外線）は，感知原理に「赤外線3波長式」（物質の

燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長帯を3つ検知した場

合にのみ発報する）を採用し，さらに太陽光の影響についても火災

発生時の特有な波長帯のみを感知することで誤作動防止を図る設

計とするため，アナログ式と同等の機能を有する。 

④ 放射線の影響が大きい火災区域又は火災区画 

放射線の影響が大きいところにおいて，アナログ式の火災感知器

は，内部の半導体部品が損傷するおそれがあり，設置が適さないた

め，放射線の影響を受けにくい非アナログ式のものとする。 

非アナログ式の火災感知器であっても，設置する環境温度を考慮

した設定温度とすることで誤作動防止を図る設計とするため，アナ

ログ式と同等の機能を有する。 

⑤ 水素の発生のおそれがある蓄電池室の火災区域又は火災区画 

水素の発生のおそれがある蓄電池室の火災感知器は，万一の水素

濃度の上昇を考慮し，非アナログ式の防爆型とする。 

また，防爆型の火災感知器は，非アナログ式のみ製造されており，

接点構造を持たないものとする。 

蓄電池室の火災感知器は，室内の周囲温度を考慮し，作動値を室

温より高めに設定し，誤作動防止を図る設計とするため，非アナロ
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グ式の火災感知器であっても，アナログ式と同等の機能を有する。 

イ. 原子炉建屋原子炉棟6階 

(イ) 火災感知器 

・アナログ式の光電分離型煙感知器 

・非アナログ式の炎感知器 

(ロ) 選定理由 

原子炉建屋原子炉棟6階は，天井が高く大空間となっており，

火災による熱が周囲に拡散することから，熱感知器による感知

は困難である。したがって，煙の拡散を考慮してアナログ式の

光電分離型煙感知器を設置する設計とする。 

また，早期感知の観点で優位性のある非アナログ式の炎感知

器をそれぞれの監視範囲に火災の感知に影響を及ぼす死角がな

いように設置する設計とする。 

炎感知器は非アナログ式であるが，炎感知器は，平常時より

炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境変化）を

把握でき，外光が当たらず，高温物体が近傍にない箇所に設置

する。また，炎感知器は，感知原理に「赤外線3波長式」（物質

の燃焼時に発生する特有な放射エネルギーの波長帯を3つ検知

した場合にのみ発報する）を採用し，誤作動防止を図る設計と

するため，アナログ式と同等の機能を有する。 

ロ. 原子炉格納容器 

(イ) 火災感知器 

・アナログ式の煙感知器 

・アナログ式の熱感知器 

(ロ) 選定理由 

原子炉格納容器は，以下の原子炉の状態及び運用により，火

災感知器の基本の組合せであるアナログ式の煙感知器及びアナ

ログ式の熱感知器とする。 

ⅰ. 起動中 

火災感知器の基本の組合せであるアナログ式の煙感知

器及びアナログ式の熱感知器とする。 

ただし，原子炉格納容器は，運転中，閉鎖した状態で長

期間高温かつ高線量環境となることから，アナログ式の火

災感知器が故障する可能性がある。そのため，原子炉格納

容器内に設置する火災感知器は，起動時の窒素封入後に作
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動信号を除外する運用とする。 

ⅱ. 運転中 

原子炉格納容器内は，窒素が封入され雰囲気が不活性化

されていることから，火災は発生しない。 

ⅲ. 低温停止中 

プラント停止後，運転中の環境によって，火災感知器が

故障している可能性があることから，火災感知器の基本の

組合せであるアナログ式の煙感知器及びアナログ式の熱

感知器に取り替える。 

ハ. 軽油貯蔵タンク設置区域，可搬型設備用軽油タンク設置区域及

び緊急時対策所発電機用燃料油貯蔵タンク設置区域 

(イ) 火災感知器 

・非アナログ式の防爆型の熱感知器 

・非アナログ式の防爆型の煙感知器 

(ロ) 選定理由 

熱感知器及び煙感知器は，タンク内部の燃料が気化し，タン

クマンホール部へ漏えいすることも考慮し，非アナログ式の防

爆型とする。 

なお，防爆型の煙感知器及び防爆型の熱感知器は，非アナロ

グ式しか製造されていない。 

火災感知器の誤作動防止の観点から，アナログ式の火災感知

器の設置が要求されているが，防爆型の煙感知器及び防爆型の

熱感知器は，ともに非アナログ式である。軽油貯蔵タンク設置

区域，可搬型設備用軽油タンク設置区域及び緊急時対策所発電

機用燃料油貯蔵タンク設置区域は，地下埋設構造による閉鎖空

間によって，直接風雨にさらされない環境に設置することから，

誤作動防止を図る設計とする。さらに，非アナログ式の熱感知

器は，軽油の引火点，当該タンクの最高使用温度を考慮した温

度を作動値とすることで誤作動防止を図る設計とするため，ア

ナログ式と同等の機能を有する。 

ニ. 海水ポンプエリア，常設代替高圧電源装置置場 

(イ) 火災感知器 

・アナログ式の屋外仕様の熱感知カメラ 

・非アナログ式の屋外仕様の炎感知器 

(ロ) 選定理由 
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海水ポンプエリア，常設代替高圧電源装置置場の屋外エリア

の火災感知器は，屋外に設置するため火災時の煙の拡散，降水

等の影響を考慮し，アナログ式の屋外仕様の熱感知カメラと非

アナログ式の屋外仕様の炎感知器とする。 

また，アナログ式の熱感知カメラについては，監視範囲内に

火災の検知に影響を及ぼす死角がないように設置する。 

火災感知器の誤作動防止の観点から，アナログ式の火災感知

器の設置が要求されるが，屋外仕様の炎感知器（赤外線）は非

アナログ式である。屋外仕様の炎感知器（赤外線）は，感知原

理に「赤外線3波長式」（物質の燃焼時に発生する特有な放射エ

ネルギーの波長帯を3つ検知した場合にのみ発報する）を採用し，

さらに太陽光の影響についても火災発生時の特有な波長帯のみ

を感知することで誤作動防止を図る設計とするため，アナログ

式と同等の機能を有する。 

ホ. 主蒸気管トンネル室 

(イ) 火災感知器 

・アナログ式の煙吸引式検出設備 

・非アナログ式の熱感知器 

(ロ) 選定理由 

放射線量が高い主蒸気管トンネルでは，アナログ式火災感知

器の検出部位が放射線の影響を受けて損傷する可能性があるた

め，煙吸引式検出設備により検出部位を当該エリア外に配置す

る設計とする。 

火災感知器の誤作動防止の観点から，放射線の影響を受けに

くい非アナログ式の熱感知器を設置し，主蒸気管トンネル室の

環境温度を考慮した設定温度とすることで誤作動防止を図る設

計とするため，アナログ式と同等の機能を有する。 

ヘ. 蓄電池室 

(イ) 火災感知器 

・非アナログ式の防爆型の煙感知器 

・非アナログ式の防爆型の熱感知器 

(ロ) 選定理由 

蓄電池室は，蓄電池の充電中に少量の水素を発生するおそれ

があることから，万一の水素濃度の上昇を考慮し，非アナログ

式の防爆型とする。 



68 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

なお，防爆型の煙感知器及び防爆型の熱感知器は，非アナロ

グ式しか製造されていない。 

火災感知器の誤作動防止の観点から，アナログ式の火災感知

器の設置が要求されているが，蓄電池室の火災感知器は，室内

の周囲温度を考慮し，作動値を室温より高めに設定し，誤作動

防止を図る設計とするため，非アナログ式の火災感知器であっ

ても，アナログ式と同等の機能を有する。 

(c) 火災感知器を設置しない火災区域又は火災区画 

火災感知器を設置しない火災区域又は火災区画について以下に示

す。 

イ. 非常用ディーゼル発電機ルーフベントファン室 

非常用ディーゼル発電機ルーフベントファン室は，コンクリー

トで囲われ，発火源となる可燃物が設置されておらず，可燃物管

理により不要な可燃物を持ち込まない運用とすることから，火災

が発生するおそれはない。 

このため，非常用ディーゼル発電機ルーフベントファン室には，

火災感知器を設置しない設計とする。 

ロ. 原子炉建屋付属棟屋上 

原子炉建屋付属棟屋上には，スイッチギア室チラーユニット，

中央制御室チラーユニット，バッテリー室送風機が設置されてい

る。当該区域は，不要な可燃物を持ち込まない運用とし，チラー

ユニットは金属等の不燃性材料で構成されていることから，周囲

からの火災の影響を受けず，また，周囲への影響も与えない。 

このため，原子炉建屋付属棟屋上には，火災感知器を設置しな

い設計とする。 

なお，万一，火災が発生した場合には，中央制御室に機器の異

常警報が発報するため，運転員が現場に急行することが可能な設

計とする。 

ハ. 使用済燃料プール，復水貯蔵タンク，使用済樹脂タンク 

使用済燃料プールの側面と底面は，金属に覆われ，プール内は

水で満たされており，使用済燃料プール内では火災は発生しない

ため，使用済燃料プールには火災感知器を設置しない設計とする。 

ただし，使用済燃料プール周りの火災を感知するために，使用

済燃料プールのある原子炉建屋原子炉棟6階（オペレーティングフ

ロア）に火災感知器を設置する設計とする。 
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(2) 火災受信機盤 

a. 火災感知設備のうち火災受信機盤は，火災感知設備の作動状況を中央

制御室において常時監視できる設計としており，火災が発生していない

平常時には，火災が発生していないこと及び火災感知設備に異常がない

ことを火災受信機盤で確認する。 

b. 火災受信機盤は，消防法に基づき設計し，構成される受信機により，

以下の機能を有するように設計する。 

(a) アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した火災感知器を

1つずつ特定できる機能 

(b) 非アナログ式の防爆型煙感知器，防爆型熱感知器，熱感知器及び炎

感知器が接続可能であり，作動した火災感知器を1つずつ特定できる

機能 

(c) アナログ式の屋外仕様の熱感知カメラによる映像監視（熱サーモグ

ラフィ）により，火災発生場所の特定ができる機能 

(d) アナログ式の煙吸引式検出設備が接続可能であり，作動した火災感

知器を1つずつ特定できる機能 

c. 火災感知器は，以下のとおり点検を行うことができる設計とする。 

(a) 火災感知器は，自動試験機能又は遠隔試験機能により点検ができる

設計とする。 

(b) 自動試験機能又は遠隔試験機能を持たない火災感知器は，機能に異

常がないことを確認するため，消防法施行規則に準じ，煙等の火災を

模擬した試験を実施できる設計とする。 

(3) 火災感知設備の電源確保 

火災感知設備は，外部電源喪失時又は全交流動力電源喪失時においても，

火災の感知を可能とするため，ディーゼル発電機又は代替電源から電力が供

給開始されるまでの容量を有した蓄電池を内蔵する。また，火災防護上重要

な機器等及び緊急時対策所建屋を除く重大事故等対処施設を設置する火災

区域又は火災区画の火災感知設備は，非常用電源及び常設代替高圧電源装置

からの受電も可能な設計とする。 

緊急時対策所建屋の火災区域又は火災区画の火災感知設備については，外

部電源喪失時においても火災の感知を可能とするため，緊急時対策所用発電

機からの受電も可能な設計とする。 

(4) 火災感知設備の自然現象に対する考慮 

東海第二発電所の安全を確保するうえで設計上考慮すべき自然現象とし

ては，網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺での発生実績の有
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無にかかわらず，国内外の基準や文献等に基づき事象を抽出した。これらの

事象のうち，原子力設備に影響を与えるおそれがある事象として，地震，津

波，洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物

学的事象，森林火災及び高潮を抽出した。 

これらの自然現象のうち，落雷については，「4. 火災発生防止4.3(1)

落雷による火災の発生防止」に示す対策により，機能を維持する設計とする。 

地震については，以下a.項に示す対策により機能を維持する設計とする。 

凍結については，以下b.項に示す対策により機能を維持する設計とする。 

竜巻，風（台風）に対しては，以下c.項に示す対策により機能を維持する

設計とする。 

上記以外の津波，洪水，積雪，火山の影響，高潮，生物学的事象及び森林

火災については，c.項に示す対策により機能を維持する設計とする。 

a. 火災感知設備は，第5-2表及び第5-3表に示すとおり，火災防護上重要

な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，早期の

火災の感知を行う設計とし，火災防護上重要な機器等の耐震クラス及び

重大事故等対処施設の区分に応じて，機能を保持する設計とする。火災

感知設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し，地震時及び地震後に

おいても，電源を確保するとともに，火災防護上重要な機器等及び重大

事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災防護上重要な機器等

の耐震クラス及び重大事故等対処施設の区分に応じて火災を早期に感

知する機能を保持するために，以下の設計とする。 

(a) 消防法の設置条件に準じ，「(1) 火災感知器」に示す範囲の環境

条件を考慮して設置する火災感知器及び「(2) 火災受信機盤」に示

す火災の監視等の機能を有する火災受信機盤等により構成する設計

とする。 

(b) 「(3) 火災感知設備の電源確保」に示すとおり，非常用電源及び

常設代替高圧電源装置から受電可能な設計とし，電源喪失時において

も火災の感知を可能とするために必要な容量を有した蓄電池を内蔵

する設計とする。 

(c) 地震時及び地震後においても，火災を早期に感知するための機能を

保持する設計とする。具体的には，火災感知設備を取り付ける基礎ボ

ルトの応力評価及び電気的機能を確認すための電気的機能維持評価

を行う設計とする。耐震設計については，「5.1.3 構造強度計算」

に示す。 

b. 屋外に設置する火災感知設備は，東海第二発電所で考慮している最低
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気温－12.7 ℃（水戸地方気象台（1897年～2012年））を踏まえ，外気

温度が－20 ℃まで低下しても使用可能な火災感知器を設置する設計と

する。 

c. 屋外の火災感知設備は，屋外仕様とした上で火災感知器の予備も保有

し，自然現象により感知の機能，性能が阻害された場合は，早期に取替

を行うことにより性能を復旧させる設計とする。 

5.1.3 構造強度設計 

火災感知設備が構造強度上の性能目標を達成するよう，機能設計で設定した

火災感知設備の機能を踏まえ，耐震設計の方針を以下のとおり設定する。 

火災感知設備は，「5.1.1 要求機能及び性能目標」の「(2) 性能目標」b.

項で設定している構造強度上の性能目標を踏まえ，火災区域又は火災区画の火

災に対し，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影

響を限定し，早期に火災を感知する機能を保持する設計とする。 

火災感知設備のうち耐震Ｓクラスの機器及び重大事故等対処施設を設置す

る火災区域又は火災区画の火災感知設備は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対

し，耐震性を有する原子炉建屋原子炉棟等にボルトで固定し，主要な構造部材

が火災を早期に感知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。また，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，電気的機能を保持する設計とする。 

火災感知設備の耐震評価は，Ⅴ-2「耐震性に関する説明書」のうちⅤ-2-1-9

「機能維持の基本方針」の荷重及び荷重の組み合わせ並びに許容限界に基づき

設定したⅤ-2-別添1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」に示す耐震評価の方

針により実施する。 

火災感知設備の耐震評価の方法及び結果をⅤ-2-別添1-2「火災感知器の耐震

計算書」及びⅤ-2-別添1-3「火災受信機盤の耐震計算書」に示すとともに，動

的地震力の水平2方向及び鉛直方向の組合せに対する火災感知設備の影響評価

結果をⅤ-2-別添1-11「火災防護設備の水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せ

に関する影響評価結果」に示す。 
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5.2 消火設備について 

消火設備は，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対して火災の影

響を限定し，早期の火災の消火を行う設計とし，火災防護上重要な機器等の耐震ク

ラス及び重大事故等対処施設の区分に応じて，機能を保持する設計とする。 

消火設備の設計に当たっては，機能設計上の性能目標と構造強度上の性能目標を

「5.2.1 要求機能及び性能目標」にて定め，これら性能目標を達成するための機

能設計及び構造強度設計を「5.2.2 機能設計」及び「5.2.3 構造強度設計」にお

いて説明する。 
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5.2.1 要求機能及び性能目標 

本項では，消火設備の設計に関する機能及び性能を保持するための要求機

能を(1)項にて整理し，この要求機能を踏まえた機能設計上の性能目標及び

構造強度上の性能目標を(2)項にて定める。 

(1) 要求機能 

消火設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し，早期の火災の消火を行

うことが要求される。 

消火設備は，地震等の自然現象によっても消火の機能が保持されることが

要求され，地震については，火災区域又は火災区画の火災に対し，地震時及

び地震後においても，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設への

火災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を損なわないことが要求さ

れる。 

(2) 性能目標 

a. 機能設計上の性能目標 

消火設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し，火災防護上重要な

機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，早期に消

火する機能を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

消火設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し，地震時及び地震後

においても電源を確保するとともに，煙の充満等により消火活動が困難

となる火災区域又は火災区画に設置する火災防護上重要な機器等及び重

大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，火災防護上重要な機器

等の耐震クラス及び重大事故等対処施設の区分に応じて火災を早期に消

火する機能を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

火災防護上重要な機器等の耐震クラス及び重大事故等対処施設の区分

に応じた消火設備の機能設計を「5.2.2(5) 消火設備の設計」のf.項に

示す。 

b. 構造強度上の性能目標 

消火設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し，火災防護上重要な

機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，早期に消

火する機能を保持することを構造設計上の性能目標とする。 

火災区域又は火災区画に設置する消火設備は，火災防護上重要な機器

等の耐震クラス及び重大事故等対処施設の区分に応じた地震力に対し，

耐震性を有する原子炉建屋原子炉棟等にボルト等で固定し，主要な構造

部材が火災を早期に消火する機能を保持可能な構造強度を有する設計と

し，火災防護上重要な機器等の耐震クラス及び重大事故等対処施設の区
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分に応じた地震力に対し，電気的及び動的機能を保持する設計とするこ

とを構造強度上の性能目標とする。 

耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火

災区画の火災を消火するハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン

化物自動消火設備（局所）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）の電源

は，外部電源喪失時にも消火ができるように，非常用電源から受電し，

これらのコントロールセンタの耐震計算の方法及び結果については，Ⅴ

-2「耐震性に関する説明書」のうち「コントロールセンタの耐震計算書」

に示す。 

クラス３機器である消火設備のうち，使用条件における系統圧力を考

慮して選定した消火設備は，技術基準規則第17条1項第3号及び第10号に

適合するよう，適切な材料を使用し，十分な構造及び強度を有する設計

とすることを構造強度上の性能目標とする。技術基準規則に基づく強度

評価を，「5.2.4 消火設備に対する技術基準規則に基づく強度評価につ

いて」に示す。 
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5.2.2 機能設計 

本項では，「5.2.1 要求機能及び性能目標」で設定している消火設備の機

能設計上の性能目標を達成するために，消火設備の機能設計の方針を定める。 

火災区域又は火災区画に設置する消火設備は，火災区域又は火災区画の火災

を早期に消火するために，消防法に準じて設置する設計とする。（第5-4表） 

消火設備の選定は，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動

が困難である火災区域又は火災区画と，消火活動が困難とならない火災区域又

は火災区画それぞれに対して実施する。 

以下，(1)項に示す火災発生時に煙の充満又は放射線の影響により消火活動

が困難である火災区域又は火災区画は，固定式消火設備であるハロゲン化物自

動消火設備（全域）による消火を基本とする設計とする。 

以下，(2)項に示す消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画におい

ては，消防法第21条の2第2項による型式適合検定に合格した消火器の設置又は

消火栓による消火を行う設計とする。 

なお，原子炉格納容器内についても，消火活動が困難とならない火災区画と

して，消火器の設置又は消火栓による消火を行う設計とする。 

「6.2 火災の影響軽減のうち火災防護対象機器等の系統分離について」に

示す系統分離対策として自動消火設備が必要な火災区域又は火災区画は，ハロ

ゲン化物自動消火設備を設置する設計とする。 

復水貯蔵タンクエリア，使用済燃料プール及び使用済樹脂貯蔵タンク室は，

火災の発生するおそれがないことから，消火設備を設置しない設計とする。 
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(1) 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難である火

災区域又は火災区画 

本項では，a.項において，火災発生時に煙の充満等により消火活動が困難

となる火災区域又は火災区画の選定について，b.項において，選定した火災

発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域又は火災区画に

設置する消火設備について説明する。 

a. 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域又は

火災区画の選定 

建屋内の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する

火災区域又は火災区画は，以下(2)項に示すものを除いて，火災発生時に

煙の充満等により消火活動が困難となるものとして選定する。 

b. 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域又は

火災区画に設置する消火設備 

火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域又は火

災区画は以下のいずれかの消火設備を設置する設計とする。 

(a) ハロゲン化物自動消火設備（全域） 

イ. 消火対象 

 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域

又は火災区画並びに火災防護に係る審査基準の「2.3 火災の影響

軽減」に基づく火災防護対象機器の系統分離を目的とした自動消

火設備の設置が必要な火災区域又は火災区画を対象とする。 

ロ. 消火設備 

第5-1図及び第5-5図に示す自動消火設備であるハロゲン化物自

動消火設備（全域）を設置する設計とする。 

ハ. 警報装置等 

ハロゲン化物自動消火設備（全域）は，消火能力を維持するた

めの自動ダンパの設置又は空調設備の手動停止による消火剤の流

出防止や電源断等の故障警報を中央制御室に発する設計とする。 

ハロゲン化物自動消火設備（全域）を自動起動させるための消

火設備用感知器は，煙感知器と煙感知器のAND回路とすることで誤

作動防止を図っており，火災時に本感知器が一つ以上動作した場

合，中央制御室に警報を発する設計とする。 

(b) ハロゲン化物自動消火設備（局所） 

イ. 消火対象 

火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域
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又は火災区画のうち，原子炉建屋周回通路部及び常設低圧代替注

水系ポンプ室並びに火災防護に係る審査基準の「2.3 火災の影響

軽減」に基づく火災防護対象機器の系統分離を目的とした自動消

火設備の設置が必要な火災区域又は火災区画のうち，中央制御室

床下コンクリートピットを対象とする。 

ロ. 消火設備 

原子炉建屋周回通路部は，煙の充満等により消火活動が困難と

なる火災区域又は火災区画であり，床面積が大きく，開口を有し

ているため，原子炉建屋周回通路部において，煙の充満を発生さ

せるおそれのある可燃物（ケーブル，電源盤・制御盤，潤滑油内

包設備）に対して，第5-2図及び第5-6図に示す自動消火設備であ

るハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置する設計とする。 

常設低圧代替注水系ポンプ室に設置される常設低圧代替注水系

ポンプについてもハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置する

設計とする。 

また，中央制御室の一部分である中央制御室床下コンクリート

ピットに対しても第5-2図及び第5-6図に示す自動消火設備である

ハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置する設計とする。 

ハ. 警報装置等 

ハロゲン化物自動消火設備（局所）は，電源断等の故障警報を

中央制御室に発する設計とする。 

ハロゲン化物自動消火設備（局所）を自動起動させるための消

火設備用感知器は，煙感知器と煙感知器のAND回路とすることで誤

作動防止を図っており，火災時に本感知器が一つ以上動作した場

合，中央制御室に警報を発する設計とする。 

(c) 二酸化炭素自動消火設備（全域） 

イ. 消火対象 

 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難となる火災区域

又は火災区画のうち，燃料油等を多量に貯蔵し，人が常駐する場

所ではない火災区域又は火災区画を対象とする。 

具体的には非常用ディーゼル発電機室（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機室含む）及び各デイタンク室並びに緊急時対策所

建屋発電機室 

ロ. 消火設備 

第5-3図及び第5-7図に示す自動消火設備である二酸化炭素自動
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消火設備（全域）を設置する設計とする。 

ハ. 警報装置等 

自動起動については，万一，室内に作業員等がいた場合の人身

安全を考慮し，自動起動用に用いる熱感知器及び煙感知器の両方

の動作により起動する設計とする。また，二酸化炭素自動消火設

備（全域）は，消火能力を維持するための自動ダンパの設置又は

空調設備の手動停止による消火剤の流出防止や電源断等の故障警

報を中央制御室に発する設計とする。 

二酸化炭素自動消火設備（全域）を自動起動させるための消火

設備用感知器は，煙感知器及び熱感知器のAND回路とすることで誤

作動防止を図っており，火災時に本感知器が一つ以上動作した場

合，中央制御室に警報を発する設計とする。 

(d) ケーブルトレイ消火設備 

イ. 消火対象 

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響等により消火活動が困

難となる火災区域又は火災区画のうち，発泡性耐火被覆又は鉄板

で密閉空間としたケーブルトレイ内 

ロ. 消火設備 

第5-4図に示す自動消火設備であるケーブルトレイ消火設備を

設置する設計とする。 

ハ. 警報装置等 

ケーブルトレイ消火設備は，設備異常の故障警報を中央制御室

に発する設計とする。 

ケーブルトレイ消火設備を自動起動させるための感知器は，火

災時に火災の熱で溶損する火災感知チューブで，早期に感知し，

中央制御室に警報を発する設計とする。 

(2) 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とならない火災区域又は

火災区画 

本項では，a.項において，火災発生時に煙の充満等により消火活動が困難

とならない火災区域又は火災区画の選定について，b.項において，選定した

火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とならない火災区域又は火

災区画に設置する消火設備について説明する。 

a. 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とならない火災区域

又は火災区画の選定 

消火活動が困難とならない火災区域又は火災区画は，以下に示すとお
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り，煙が大気へ放出される火災区域又は火災区画並びに煙の発生が抑制

される火災区域又は火災区画とする。 

(a) 煙が大気へ放出される火災区域又は火災区画 

イ. 海水ポンプ室，非常用ディーゼル発電機室ルーフベントファン

室，スイッチギア室チラーユニット，バッテリー室送風機設置区

域，常設代替高圧電源装置置場 

海水ポンプ室等の火災区域又は火災区画は，大気開放であり，

火災が発生しても煙が大気へ放出される設計とする。 

ロ. 軽油貯蔵タンク，可搬型設備用軽油タンク及び緊急時対策所用

発電機燃料油貯蔵タンク 

軽油貯蔵タンク等は，地下タンクとして屋外に設置し，火災が

発生しても煙が大気へ放出される設計とする。 

(b) 煙の発生が抑制される火災区域又は火災区画 

イ. 中央制御室 

中央制御室床下コンクリートピットを除く中央制御室は，運転

員が常駐するため，早期の火災感知及び消火活動が可能であり，

火災発生時において煙が充満する前に消火活動が可能な設計とす

る。中央制御室制御盤内は，高感度煙感知器による早期の火災感

知により運転員による消火活動が可能であり，火災発生時におい

て煙が充満する前に消火活動が可能な設計とする。なお，建築基

準法に準拠した容量の排煙設備により煙を排出することも可能な

設計とする。 

ロ. 緊急時対策所 

緊急時対策所は，中央制御室と同様に建築基準法に準拠した容

量の排煙設備により煙を排出することが可能であり，煙が充満し

ないため，消火活動が可能な設計とする。 

ハ. 緊急時対策所建屋通路部 

緊急時対策所建屋の通路部，階段室，エアロック室等は，消火

活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより区画内の

火災荷重を低く管理することで，煙の発生を抑える設計とする。 

ニ. 原子炉格納容器 

原子炉格納容器内において，原子炉運転中は，窒素置換される

ため火災発生のおそれはないが，窒素置換されない原子炉停止中

においては，原子炉格納容器の空間体積（約9800 m3）に対して容

量が16980 m3/hのパージ用排風機にて換気され，かつ原子炉格納
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容器の機器ハッチが開放されているため，万一，火災が発生した

場合でも煙が充満せず，消火活動が可能な設計とする。 

ホ. 原子炉建屋原子炉棟6階 

原子炉建屋原子炉棟6階は可燃物が少なく大空間となっており，

煙が充満しないため，消火活動が可能な設計とする。 

ヘ. 気体廃棄物処理系設備を設置する火災区域又は火災区画 

気体廃棄物処理系は，不燃性材料である金属により構成されて

おり，火災に対してフェイル・クローズ設計の隔離弁を設ける設

計とすることにより，火災による影響はない。また，放射線モニ

タ検出器は隣接した検出器間をそれぞれ異なる火災区画に設置す

る設計とし，火災発生時に同時に監視機能が喪失することを防止

する。加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行う

ことで，煙の発生を抑える設計とする。 

ト. 液体廃棄物処理系設備を設置する火災区域又は火災区画 

液体廃棄物処理系は，不燃性材料である金属により構成されて

おり，火災に対してフェイル・クローズ設計の隔離弁を設ける設

計とすることにより，火災による影響はない。加えて，消火活動

の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより区画内の火災

荷重を低く管理することで，煙の発生を抑える設計とする。 

チ. サプレッション・プール水排水系設備を設置する火災区域又は

火災区画 

サプレッション・プール水排水系は，不燃性材料である金属に

より構成されており，火災に対して通常時閉状態の隔離弁を多重

化して設ける設計とする。また，隔離弁を異なる火災区域に設置

し，単一の火災によってともに機能を喪失しない設計とする。加

えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことによ

り区画内の火災荷重を低く管理することで，煙の発生を抑える設

計とする。 

リ. 新燃料貯蔵庫 

新燃料貯蔵庫は，金属とコンクリートに覆われており，火災に

よる影響はない。加えて，消火活動の妨げとならないよう可燃物

管理を行うことにより庫内の火災荷重を低く管理することで，煙

の発生を抑える設計とする。 

ヌ. 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

使用済燃料乾式貯蔵建屋は，金属とコンクリートで構築された
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建屋であり，火災による影響はない。加えて，消火活動の妨げと

ならないよう可燃物管理を行うことにより建屋内の火災荷重を低

く管理することで，煙の発生を抑える設計とする。 

ル. 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫は，コンクリートで構築された建屋内に設置

されており，固体廃棄物は金属製の容器に収められていることか

ら火災による影響はない。加えて，消火活動の妨げとならないよ

う可燃物管理を行うことにより庫内の火災荷重を低く管理するこ

とで，煙の発生を抑える設計とする。 

ヲ. 固体廃棄物作業建屋 

固体廃棄物作業建屋は，金属とコンクリートで構築された建屋

であり，火災による影響はない。加えて，消火活動の妨げとなら

ないよう可燃物管理を行うことにより建屋内の火災荷重を低く管

理することで，煙の発生を抑える設計とする。 

ワ. 廃棄物処理建屋 

廃棄物処理建屋は，金属とコンクリートで構築された建屋であ

り，火災による影響はない。加えて，消火活動の妨げとならない

よう可燃物管理を行うことにより建屋内の火災荷重を低く管理す

ることで，煙の発生を抑える設計とする。 

カ. 格納容器圧力逃がし装置格納槽 

格納容器圧力逃がし装置格納槽は可燃物が少なく，煙の充満に

より消火活動が困難とならない火災区域であることから，消火活

動が可能な設計とする。 

ヨ. 可燃物が少なく，火災が発生しても煙が充満しない火災区域又

は火災区画 

以下に示す火災区域又は火災区画は，消火活動の妨げとならな

いよう可燃物管理を行うことにより区画内の火災荷重を低く管理

することで，煙の発生を抑える設計とする。 

(イ) 主蒸気管トンネル室 

主蒸気管トンネル室に設置している機器は，主蒸気外側隔

離弁，電動弁等であり，これらは不燃性材料又は難燃性材料

で構成されている。また，消火活動の妨げとならないよう可

燃物管理を行うことにより区画内の火災荷重を低く管理する

ことで，煙の発生を抑える設計とする。 

(ロ) FPCポンプ室，FPC保持ポンプA室，FPC保持ポンプB室，FPC
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熱交換器室 

本室内に設置している機器は，ポンプ，熱交換器，電動弁，

計器等である。これらは不燃性材料又は難燃性材料で構成さ

れている。また，消火活動の妨げとならないよう可燃物管理

を行うことにより区画内の火災荷重を低く管理することで，

煙の発生を抑える設計とする。 

 

b. 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とならない火災区域

又は火災区画に設置する消火設備 

(2)a.項に示す消火活動が困難とならない(a)項及び(b)項の火災区域

又は火災区画は，消防要員等による消火活動を行うために，消火器，消

火栓及び移動式消火設備を設置する設計とする。 

なお，新燃料貯蔵庫は，純水中においても未臨界となるように材料を

考慮した新燃料貯蔵ラックに貯蔵された燃料の中心間隔を確保する設計

とすることから，消火水の流入に対する措置を不要な設計とする。 

ただし，以下については，消火対象の特徴を考慮し，以下の消火設備

を設置する設計とする。 

(a) 中央制御室制御盤内 

イ. 消火設備 

二酸化炭素消火器 

ロ. 選定理由 

中央制御室床下コンクリートピットを除く中央制御室内は，常

駐運転員により，可搬式の消火器にて消火を行うが，中央制御室

制御盤内の火災を考慮し，通常の粉末消火器に加え，電気機器へ

の影響がない可搬式の二酸化炭素消火器を配備する。 

(b) 原子炉格納容器 

イ. 消火設備 

消火器，消火栓 

ロ. 選定理由 

原子炉格納容器内は，(2)a.(b)ハ.項のとおり，消火活動が困難

とならない火災区域又は火災区画であることから，原子炉の状態

を考慮し，消火器及び消火栓を使用する設計とする。 

(イ) 起動中 

原子炉の起動中は原子炉格納容器内の環境が高温となり，

消火器の使用温度を超える可能性があることから，原子炉起
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動前に原子炉格納容器内に設置した消火器を撤去し，原子炉

格納容器内の窒素置換作業が完了するまでの間は，消火器を

所員用エアロック近傍（原子炉格納容器外）に設置する。 

さらに，消火栓を用いても対応できる設計とする。 

(ロ) 運転中 

原子炉格納容器内は，プラント運転中，消火器は設置され

ないが，窒素が封入され雰囲気が不活性化されていることか

ら，火災の発生はない。 

(ハ) 停止中 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の消火について

は，消火器を使用する設計とする。また，消火栓を用いても

対応できる設計とする。 

(3) 火災が発生するおそれのない火災区域又は火災区画に対する消火設備の

設計方針 

本項では，火災が発生するおそれのない火災区域又は火災区画である復水

貯蔵タンクエリア，使用済燃料プール及び使用済樹脂貯蔵タンク室に対する

消火設備の設計方針について説明する。 

a. 復水貯蔵タンクエリア 

復水貯蔵タンクは，金属等で構成するタンクであり，タンク内は水

で満たされ，火災が発生しないため，復水貯蔵タンクエリアには，消

火設備を設置しない設計とする。 

b. 使用済燃料プール（オペレーティングフロアに含む） 

使用済燃料プールは，その側面と底面が金属とコンクリートに覆わ

れ，プール内は水で満たされることにより，使用済燃料プール内では

火災が発生しないため，使用済燃料プールには消火設備を設置しない

設計とする。 

使用済燃料プールは，純水中においても未臨界となるように使用済

燃料を配置する設計とすることから，消火水の流入に対する措置を不

要な設計とする。 

c. 使用済樹脂貯蔵タンク室 

使用済樹脂貯蔵タンクは金属製であること，タンク内に貯蔵する樹

脂は水に浸かっており，使用済樹脂貯蔵タンク室は可燃物を置かず発

火源がない設計とする。 

このため，使用済樹脂貯蔵タンク室には，消火設備を設置しない設

計とする。 
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(4) 消火設備の破損，誤作動及び誤操作による安全機能又は重大事故等に対処

するために必要な機能への影響評価 

本項では，消火設備の破損，誤作動及び誤操作による安全機能又は重大事

故等に対処するために必要な機能への影響について説明する。 

消火設備は，破損，誤作動又は誤操作が起きた場合においても，原子炉を

安全に停止させるための機能又は重大事故等に対処するために必要な機能

を損なわない設計とする。 

二酸化炭素は不活性であること，ハロゲン化物は電気絶縁性が大きく揮発

性も高いことから，設備の破損，誤作動又は誤操作により消火剤が放出され

ても電気及び機械設備に影響を与えないため，火災区域又は火災区画に設置

するガス消火設備には，ハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物

自動消火設備（局所）又は二酸化炭素自動消火設備（全域）選定する設計と

する。 

非常用ディーゼル発電機は，非常用ディーゼル発電機室に設置する二酸化

炭素自動消火設備の破損，誤動作又は誤操作により消火剤の放出を考慮して

も機能が喪失しないよう，燃焼用空気は外気から直接，給気する設計とする。 

消火設備の放水等による溢水は，技術基準規則第12条及び第54条に基づき，

原子炉の安全停止に必要な機器等の機能及び重大事故等に対処するために

必要な機能への影響がないよう設計する。 

(5) 消火設備の設計 

本項では，消火設備の設計として，以下のa.項に消火設備の消火剤の容量，

b.項に消火設備の系統構成，c.項に消火設備の電源確保，d.項に消火設備の

配置上の考慮，e.項に消火設備の警報，f.項に地震等の自然現象に対する考

慮について説明するとともに，g.項に消火設備の設計に係るその他の事項に

ついて説明する。 

a. 消火設備の消火剤の容量 

(a) 想定火災の性質に応じた消火剤の容量 

消火設備に必要な消火薬剤の容量については，ハロゲン化物自動消

火設備（全域），ハロゲン化物自動消火設備（局所）は，「消防法施

行規則」第20条及び試験結果に基づき，二酸化炭素自動消火設備は，

第19条に基づき算出する。また，ケーブルトレイ消火設備は，実証試

験により消火性能が確認された消火剤濃度以上となる容量以上を確

保するように設計する。消火剤に水を使用する消火栓の容量は，「(b) 

消火用水の最大放水量の確保」に示す。 

消火剤の算出については第5-4表に示す。 
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(b) 消火用水の最大放水量の確保 

イ. 原子炉建屋等に消火水を供給するための水源 

消火用水供給系の水源であるろ過水貯蔵タンク（東海，東海第

二発電所共用（以下同じ。）），多目的タンク（東海，東海第二

発電所共用（以下同じ。））及び原水タンク（東海，東海第二発

電所共用（以下同じ。））は，消防法施行令第11条（屋内消火栓

設備に関する基準）及び消防法施行令第19条（屋外消火栓設備に

関する基準）に基づき，屋内消火栓及び屋外消火栓を同時に使用

する場合を想定した場合の2時間の最大放水量を十分に確保する

設計とする。 

なお，屋外消火栓は東海発電所と共用であるが，東海発電所と

同時に火災が発生し，東海発電所における放水を想定しても，十

分な量を確保するとともに，発電用原子炉施設間の接続部の弁を

閉操作することにより隔離できる設計とすることで，安全性を損

なわない設計とする。 

b. 消火設備の系統構成 

(a) 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮 

イ. 原子炉建屋内等の屋内消火用水系 

消火用水供給系の水源は，容量約1500 m3のろ過水貯蔵タンク及

び多目的タンクを各１基設置し，多重性を有する設計とする。な

お，多目的タンクについては屋外消火用水系と共用である。 

消火用水供給系の消火ポンプは，電動機駆動消火ポンプ（東海，

東海第二発電所共用（以下同じ。））及びディーゼル駆動消火ポ

ンプ（東海，東海第二発電所共用（以下同じ。））の設置により，

多様性を有する設計とする。 

ディーゼル駆動消火ポンプの駆動用燃料は，ディーゼル駆動消

火ポンプ用燃料タンク（東海，東海第二発電所共用）に貯蔵する。 

燃料タンクを含むディーゼル駆動消火ポンプの内燃機関は，技

術基準規則第48条第3項に適合する設計とする。（第5-5表） 

ロ. 屋外消火用水系 

消火用水供給系の水源は，容量約1500 m3の多目的タンク1基，

容量約1000 m3の原水タンク1基を設置し，多重性を有する設計と

する。なお，多目的タンクについては屋内消火用水系と共用であ

る。 

消火用水供給系の消火ポンプは，構内消火用ポンプ（東海，東
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海第二発電所共用（以下同じ。））及びディーゼル駆動構内消火

ポンプ（東海，東海第二発電所共用（以下同じ。））の設置によ

り，多様性を有する設計とする。 

ディーゼル駆動構内消火ポンプの駆動用燃料は，ディーゼル駆

動構内消火ポンプに付属する燃料タンクに貯蔵する。 

ディーゼル駆動構内消火ポンプの内燃機関は，技術基準規則第

48条第3項に適合する設計とする。（第5-5表） 

(b) 系統分離に応じた独立性の考慮 

原子炉の安全停止に必要な機器等のうち，火災防護対象機器等の系

統分離を行うために設置するハロゲン化物自動消火設備（全域），ハ

ロゲン化物自動消火設備（局所）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）

は，以下に示す系統分離に応じた独立性を有する設計とする。 

・静的機器は24時間以内の単一故障の想定が不要であり，静的機器で

ある消火配管は，基準地震動Ｓｓで損傷しないように設計する。な

お，早期感知及び早期消火によって火災は収束するため，配管は多

重化しない設計とする。 

・動的機器である選択弁等の単一故障を想定して選択弁等は多重化

する設計とする。また，動的機器である容器弁の単一故障を想定し

て容器弁及びボンベも消火濃度を満足するために必要な本数以上

のボンベを設置する設計とする。 

・重大事故等対処施設は，重大事故に対処する機能と設計基準事故対

処設備の安全機能が単一の火災によって同時に機能喪失しないよ

う，区分分離や位置的分散を図る設計とする。 

重大事故等対処施設のある火災区域又は火災区画，及び設計基準

事故対処設備のある火災区域又は火災区画に設置する消火設備は，

上記の区分分離や位置的分散に応じた独立性を備えた設計とする。 

(c) 消火栓の優先供給 

消火用水供給系は，飲料水系や所内用水系等と共用する場合には，

隔離弁を設置して遮断する措置により，消火用水の供給を優先する設

計とする。 

c. 消火設備の電源確保 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火ポンプは，外

部電源喪失時にもディーゼル機関を起動できるように，蓄電池により電

源が確保される設計とする。 

ハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消火設備（局
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所）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，外部電源喪失時又は全交

流動力電源喪失時にも設備の動作に必要な電源が蓄電池により確保され

る設計とする。 

ケーブルトレイ用のハロゲン化物自動消火設備（局所）であるケーブ

ルトレイ消火設備は，火災の熱によって感知チューブが溶損することで，

ボンベの容器弁を開放させ，消火剤が放出される機械的な構造であるた

め，作動には電源が不要な設計とする。 

d. 消火設備の配置上の考慮 

(a) 火災に対する二次的影響の考慮 

イ. ハロゲン化物自動消火設備（全域）及び二酸化炭素自動消火設

備（全域） 

ハロゲン化物自動消火設備（全域）及び二酸化炭素自動消火設備

（全域）は，電気絶縁性の高いガスを採用することで，火災が発生

している火災区域又は火災区画からの火災の火炎及び熱による直

接的な影響のみならず，煙，流出流体，断線，爆発等の二次的影響

が，火災が発生していない火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設に悪影響を及ばない設計とする。また，防火ダンパを設け，

煙の二次的影響が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施

設に悪影響を及ばない設計とする。 

(イ) ハロゲン化物自動消火設備（全域）及び二酸化炭素自動消火

設備（全域）のボンベ及び制御盤は，火災防護上重要な機器等

及び重大事故等対処施設に悪影響を及ぼさないよう，消火対象

となる機器が設置されている火災区域又は火災区画とは別の

区画に設置する設計とする。 

(ロ) ハロゲン化物自動消火設備（全域）及び二酸化炭素自動消火

設備（全域）のボンベは，火災による熱の影響を受けても破損

及び爆発が発生しないよう，ボンベに接続する安全弁によりボ

ンベの過圧防止を図る設計とする。 

ロ. ハロゲン化物自動消火設備（局所） 

ハロゲン化物自動消火設備（局所）についても，電気絶縁性の

高いガスを採用することで，火災が発生している火災区域又は火

災区画からの火災の火炎及び熱による直接的な影響のみならず，

煙，流出流体，断線，爆発等の二次的影響が，火災が発生してい

ない火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を

及ばない設計とする。 
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(イ) ハロゲン化物自動消火設備（局所）のボンベ及び制御盤は，

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を

及ぼさないよう，消火対象と十分に離れた位置にボンベ及び制

御盤を設置する設計とする。 

(ロ) ハロゲン化物自動消火設備（局所）は，火災による熱の影響

を受けても破損及び爆発が発生しないよう，ボンベに接続する

安全弁によりボンベの過圧防止を図る設計とする。 

(ハ) ハロゲン化物自動消火設備（局所）のうち，ケーブルトレイ

に対する消火設備については，消火剤の流出を防ぐためにケー

ブルトレイ内に消火剤を留める設計とする。また，電源盤・制

御盤に対する消火設備については，消火剤の流出を防ぐために

盤内に消火剤を留める設計とする。 

(b) 管理区域からの放出消火剤の流出防止 

管理区域内に放出した消火水は，放射性物質を含むおそれがあるこ

とから，管理区域外への流出を防止するため，管理区域と非管理区域

の境界に堰等を設置するとともに，各フロアのファンネルや配管によ

り排水及び回収し，液体廃棄物処理設備で処理する設計とする。 

(c) 消火栓の配置 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する火災

区域又は火災区画に設置する消火栓は，「消防法施行令」第11条（屋

内消火栓設備に関する基準）及び第19条（屋外消火栓設備に関する基

準）に準拠し，すべての火災区域又は火災区画の消火活動に対処でき

るように原子炉建屋等の屋内は消火栓から半径25 mの範囲，屋外は消

火栓から半径40 mの範囲に配置する。 

e. 消火設備の警報 

(a) 消火設備の故障警報 

電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動消火ポ

ンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，ハロゲン化物自動消火設備（全

域），ハロゲン化物自動消火設備（局所）及び二酸化炭素自動消火設

備（全域）は，電源断等の故障警報を中央制御室に発する設計とする。 

消火設備の故障警報が発信した場合には，中央制御室及び必要な現

場の制御盤警報を確認し，消火設備に故障が発生している場合には早

期に補修を行う。 

(b) ハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消火設備（局

所）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）の退避警報 
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固定式ガス消火設備であるハロゲン化物自動消火設備（全域），ハ

ロゲン化物自動消火設備（局所）（ケーブルトレイ用及び電源盤・制

御盤用を除く）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，作動前に職

員等の退出ができるように警報又は音声警報を発する設計とする。 

ケーブルトレイ用及び電源盤・制御盤用のハロゲン化物自動消火

設備（局所）は，消火剤に毒性がなく，消火時に生成されるフッ化水

素は防火シートを設置したケーブルトレイ内又は金属製の盤内に留

まり，外部に有意な影響を及ぼさないため，消火設備作動前に退避警

報を発しない設計とする。 

f. 消火設備の自然現象に対する考慮 

東海第二発電所の安全を確保するうえで設計上考慮すべき自然現象と

しては，網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺での発生実

績の有無にかかわらず，国内外の基準や文献等に基づき事象を抽出した。

これらの事象のうち，原子力設備に影響を与えるおそれがある事象とし

て，地震，津波，洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，

火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を抽出した。 

これらの自然現象のうち，落雷については，「4. 火災発生防止4.3(1)

落雷による火災の発生防止」に示す対策により，機能を維持する設計と

する。 

地震については，以下(c)項及び(d)項に示す対策により機能を維持す

る設計とする。 

凍結については，以下(a)項に示す対策により機能を維持する設計とす

る。 

竜巻，風（台風）に対しては，以下(b)項に示す対策により機能を維持

する設計とする。 

上記以外の津波，洪水，降水，積雪，火山の影響，生物学的事象，森

林火災及び高潮についても(b)項に示すその他の自然現象の対策により

機能を維持する設計とする。 

(a) 凍結防止対策 

屋外消火設備の配管は，保温材により凍結防止対策を実施する。ま

た，凍結を防止するため，自動排水機構により消火栓内部に水が溜ま

らないような構造とする設計とする。 

(b) 風水害対策 

電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動消火ポ

ンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，ハロゲン化物自動消火設備（全
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域），ハロゲン化物自動消火設備（局所）及び二酸化炭素自動消火設

備（全域）は，風水害により性能が阻害されず，影響を受けないよう

建屋内に設置する設計とする。 

電動機駆動消火ポンプ，構内消火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポン

プ及びディーゼル駆動構内消火ポンプを設置しているポンプ室の壁

及び扉については，風水害に対してその性能が著しく阻害されること

がないよう浸水対策を実施する。 

屋外消火栓は風水害に対してその性能が著しく阻害されることが

ないよう，雨水の浸入等により動作機構が影響を受けない機械式を用

いる設計とする。 

万一，風水害を含むその他の自然現象により消火の機能，性能が阻

害された場合，代替消火設備の配備等を行い，必要な機能及び性能を

維持する設計とする。 

(c) 地震対策 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の

影響を限定し，耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置する

火災区域又は火災区画のハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲ

ン化物自動消火設備（局所）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，

第5-6表及び第5-7表に示すとおり，火災防護上重要な機器等の耐震ク

ラス及び重大事故等対処施設の区分に応じて，機能を保持する設計と

する。消火設備は，火災区域又は火災区画の火災に対し，地震時及び

地震後においても，電源を確保するとともに，煙の充満等により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画に設置する火災防護上重要

な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限定し，耐震

Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災

区画の火災を早期に消火する機能を保持するため，以下の設計とする。 

イ. 「(5) 消火設備の設計」のa.項に示す消火剤の容量等，消防法

の設置条件に準じて設置する設計とする。 

ロ. 「(5) 消火設備の設計」のc.項に示すとおり，非常用電源及び

常設代替高圧電源装置から受電可能な設計とする。 

 緊急時対策所建屋に設置するハロゲン化物自動消火設備（全

域）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，緊急時対策所用発

電機から受電可能な設計とする。 

ハ. 耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置する火災区域

又は火災区画のハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化
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物自動消火設備（局所）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，

消火設備の主要な構造部材が火災を早期に消火する機能を保持可

能な構造強度を有する設計とする。また，消火設備の電気的機能

及び動的機能も保持する設計とする。 

なお，具体的な設計内容については，「5.2.3 構造強度設計」

に示す。 

(d) 地盤変位対策 

イ. 地震時における地盤変位対策として，屋外消火配管は，地上又

はトレンチに設置し，地震時における地盤変位に対し，配管の自

重や内圧，外的荷重を考慮し地盤地下による建屋と周辺地盤との

相対変位を考慮する設計とする。 

また，地盤変位対策としては，水消火配管のレイアウト，配管

曲げ加工，配管支持長さからフレキシビリティを考慮した配置と

することで，地盤変位による変形を配管系統全体で吸収する設計

とする。 

ロ. 屋外消火配管が破断した場合でも移動式消火設備を用いて屋内

消火栓へ消火用水の供給ができるように，建屋に給水接続口を複

数個所設置する設計とする。 

g. その他 

(a) 移動式消火設備の配備 

移動式消火設備は，「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規

則」第83条第5号に基づき，消火ホース等の資機材を備え付けている

化学消防自動車（1台）及び水槽付消防自動車（1台）を配備する。 

また，消火用水のバックアップラインとして原子炉建屋に設置する

給水接続口に水槽付消防自動車の給水口を取り付けることで，各消火

栓への給水も可能となる設計とする。 

移動式消火設備の仕様を第5-8表に示す。 

(b) 消火用の照明器具 

建築基準法第35条及び建築基準法施行令第126条の5に準じ，屋内の

消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場所への経路には，移動

及び消火設備の操作を行うため，現場への移動等の時間（最大約1時

間）に加え，消防法の消火継続時間20分を考慮して，2時間以上の容

量の蓄電池を内蔵する照明器具を設置する設計とする。 

(c) ポンプ室 

火災発生時の煙の充満により消火活動が困難となるポンプ室には，
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消火活動によらなくとも迅速に消火できるように固定式ガス消火設

備を設置し，鎮火の確認のために運転員や消防隊員がポンプ室に入る

場合については，再発火するおそれがあることから，十分に冷却時間

を確保した上で可搬型排煙装置により換気が可能な設計とする。 

(d) 使用済燃料貯蔵設備，新燃料貯蔵設備及び使用済燃料乾式貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵設備は，水中に設置されたラックに燃料を貯蔵し，

消火水が流入しても未臨界となるように使用済燃料を配置する設計

とする。 

新燃料貯蔵庫は，消火活動により消火用水が放水され，消火水に満

たされても臨界とならない設計とする。 

使用済燃料乾式貯蔵設備は，使用済燃料を乾式で貯蔵する密封機能

を有する容器であり，使用済燃料を収納後，内部を乾燥させ，不活性

ガスを封入し貯蔵する設計であり，消火水が放水されても容器内部に

浸入することはない。 

(e) ケーブル処理室 

ケーブル処理室は，消火活動のため2箇所の入口を設置する設計と

する。 
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5.2.3 構造強度設計 

消火設備が構造強度上の性能目標を達成するよう，機能設計で設定した消火

設備の機能を踏まえ，耐震設計の方針を以下のとおり設定する。 

消火設備は，「5.2.1 要求機能及び性能目標」の「(2) 性能目標」b.項で

設定している構造強上の性能目標を踏まえ，火災区域又は火災区画の火災に対

し，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火災の影響を限

定し，早期に消火する機能を保持する設計とする。 

消火設備のうち耐震Ｓクラス機器及び重大事故等対処施設を設置する火災

区域又は火災区画のハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消

火設備（局所）及び二酸化炭素自動消火設備（全域）は，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対し，耐震性を有する原子炉建屋（原子炉棟）等にボルトで固定し，

主要な構造部材が火災を早期に消火する機能を保持可能な構造強度を有する

設計とし，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，電気的及び動的機能を保持す

る設計とする。 

消火設備の耐震評価は，Ⅴ-2「耐震性に関する説明書」のうちⅤ-2-1-9「機

能維持の基本方針」の荷重及び荷重の組み合わせ並びに許容限界に基づき設定

したⅤ-2-別添1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」に示す耐震評価の方針に

より実施する。 

消火設備の耐震評価の方法及び結果については，以下に示す。また，動的地

震力の水平2方向及び鉛直方向の組合せに対する消火設備の影響評価結果につ

いても示す。 

・Ⅴ-2-別添1-4「ハロンボンベ設備の耐震計算書」 

・Ⅴ-2-別添1-5「ハロン選択弁の耐震計算書」 

・Ⅴ-2-別添1-6「ハロン消火設備制御盤の耐震計算書」 

・Ⅴ-2-別添1-7「二酸化炭素ボンベ設備の耐震計算書」 

・Ⅴ-2-別添1-8「二酸化炭素選択弁の耐震計算書」 

・Ⅴ-2-別添1-9「二酸化炭素自動消火設備制御盤の耐震計算書」 

・Ⅴ-2-別添1-10「ガス供給配管の耐震計算書」 

・Ⅴ-2-別添1-11「火災防護設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ

に関する影響評価」 
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5.2.4 消火設備に対する技術基準規則に基づく強度評価について 

クラス３機器である消火設備は，技術基準規則により，クラスに応じた強度

を確保することを要求している。 

このため，消火設備のうち，その使用条件における系統圧力を考慮して選定

して消火水配管（主配管）及びハロゲン化物自動消火設備の配管は，技術基準

規則第17条に基づき強度評価を行う。 

消火設備のうち，完成品としてそれぞれ高圧ガス保安法及び消防法の規制を

うけるハロゲン化物自動消火設備の容器（ボンベ）及び消火器は，技術基準規

則第17条に規定されるクラス３機器の材料，構造及び強度の規定と，高圧ガス

保安法及び消防法の材料，構造及び強度の規定が同等の水準であることを，Ⅴ

-3「強度に関する説明書」において確認する。 

燃料タンクを含むディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火

ポンプの内燃機関は，「5.2 消火設備について」の5.2.2(5)b.(a)項に示すと

おり，技術基準規則第48条の規定により，「発電用火力設備に関する技術基準

を定める省令」第25条から第29条に適合する設計とし，同省令第25条に基づく

強度評価については，その基本方針と強度評価結果をⅤ-3「強度に関する説明

書」に示す。 
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第5-1表 火災感知器の型式ごとの設置状況について 

火災感知器の設置場所 火災感知器の型式 

・一般区域 

「異なる 2 種類の火災感知

器」の設置要求を満足するた

め，火災感知器を設置 

・格納容器圧力逃がし装置格納

槽 

・常設代替低圧注水系ポンプ室

・緊急用海水ポンプエリア 

煙感知器 

（感度:煙濃度 10 ％） 

熱感知器 

（感度:温度 60～75 ℃） 

火災時に炎が生じる前の発

煙段階から感知できる煙感

知器を設置（アナログ式） 

火災時に生じる熱を感知で

きる熱感知を設置（アナログ

式） 

・蓄電池室，緊急用 125V 系蓄

電池室，非常用 125V 系蓄電

池室等 

蓄電池室は万一の水素濃

度上昇を考慮 

・軽油貯蔵タンク設置区域，可

搬型設備用軽油タンク，緊急

時対策所用発電機燃料油貯

蔵タンク 

万一の燃料気化による引

火性又は発火性の雰囲気

を形成する可能性を考慮 

防爆型煙感知器 

（感度：煙濃度 10 ％） 

防爆型熱感知器 

（感度:65 ℃） 

防爆機能を有する火災感知

器として煙感知器を設置

（非アナログ式） 

防爆機能を有する火災感知

器として熱感知器を設置（非

アナログ式） 

原子炉建屋原子炉棟 6 階 

（オペレーティングフロア） 

・天井が高く大空間であるた

め，煙の拡散を考慮 

煙感知器 

（感度：煙濃度 50 ％/ｽﾊﾟ

ﾝ） 

炎感知器 

（公称監視距離最大 60 m 以

内） 

赤外光を発する発光部と受

光部間の光路上を煙が遮っ

た時の受光量変化で火災検

出する光電式分離型煙感知

器を設置（アナログ式） 

炎から発生する赤外線の波

長を感知する炎感知器を設

置（非アナログ式） 

・海水ポンプ室，常設代替高圧

電源装置置場（屋外区域） 

炎感知器 

（公称監視距離最大 60 m 以

内） 

熱感知カメラ 

（感度：温度 80 ℃） 

炎感知器（赤外線）を設置

なお，炎感知器（紫外線）

は太陽光による誤作動の頻

度が高いため設置しない

（非アナログ式） 

屋外であり煙による火災感

知が困難であるため，炎から

放射される赤外線エネルギ

ーを感知する熱感知カメラ

を設置（アナログ式） 

原子炉格納容器内 

煙感知器 

（感度:煙濃度 10 ％） 

熱感知器 

（感度:温度 70～80 ℃） 

火災時に炎が生じる前の発

煙段階から感知できる煙感

知器を設置（アナログ式） 

火災時に生じる熱を感知で

きる熱感知を設置（アナログ

式） 

主蒸気管トンネル室 

（高線量区域） 

煙感知器 

（感度:煙濃度 10 ％） 

熱感知器 

（感度：温度 70 ℃～93 ℃）

検出器部分を高線量区域外

に設置可能な煙吸引式感知

器を設置（アナログ式） 

放射線の影響を受けにくい

非アナログ式の熱感知器を

設置（非アナログ式） 
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第5-2表 火災感知設備耐震評価対象機器（火災防護上重要な機器等） 

№ 
防護対象 火災感知設備 耐震設計の

基本方針 
備 考 

対象設備 耐震クラス 構成品 耐震クラス 

①   

火災防護上

重要な機器

等のうち，耐

震Ｓクラス

機器（ほう酸

水ポンプ等）

Ｓ 

火災感知器＊1 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

 

火災受信機盤  

② 

火災防護上

重要な機器

等のうち，耐

震Ｂクラス

機器 

Ｂ 

火災感知器＊2 

Ｃ 

耐震Ｂクラ

ス機器で考

慮する地震

力に対する

機能保持 

 

火災受信機盤  

③ 一般エリア Ｃ 
火災感知器 

Ｃ ＊3 
 

火災受信機盤  

注記 ＊1：煙感知器（アナログ），熱感知器（アナログ），熱感知器（非アナログ），

防爆型熱感知器（非アナログ），防爆型煙感知器（非アナログ），炎感

知器（非アナログ），熱感知カメラ（アナログ）を示す。 

＊2：煙感知器（アナログ），熱感知器（アナログ）を示す。 

＊3：耐震重要度分類に応じた静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどま

る範囲で耐えられる設計とする。 

 

第5-3表 火災感知設備耐震評価対象機器（重大事故等対処施設） 

№ 
防護対象 火災感知設備 耐震設計の

基本方針 
備考 

対象設備 構成品 耐震クラス 

① 

火災防護対策を講じる

重大事故等対処施設 

（常設代替高圧電源装

置，緊急時対策所建屋

等） 

火災感知器＊ 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

 

火災受信機盤 

注記 ＊：煙感知器（アナログ），熱感知器（アナログ），熱感知器（非アナログ），

防爆型熱感知器（非アナログ），防爆型煙感知器（非アナログ），炎感知

器（非アナログ），熱感知カメラ（アナログ）を示す。 
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第5-4表 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設が設置 

される火災区域又は火災区画で使用する消火設備 

消火設備 消火剤 消火剤量 主な消火対象 

ハロゲン化

物自動消火

設備（全域）

ハロン1301 

防護区画体積×0.32＋開口面積×2.4 

（kg） 

 

（消防法施行規則第20条に基づき，開

口部を考慮して算出される量以上） 

火災発生時の煙の

充満又は放射線の

影響による消火活

動が困難な火災区

域，又は火災の影

響軽減のための対

策が必要な火災区

域 

ハロゲン化

物自動消火

設備（局所）

ハロン1301 

防護区画体積＊1×1.25× 

（4－3×ａ/Ａ） （kg） 

 

ａ：防護対象物の周囲に実際に設け

られた壁の面積の合計（m2） 

Ａ：防護区画の壁の面積（壁のない部

分にあっては，壁があると仮定し

た 場 合 に お け る 当 該 部 分 の 面

積）の合計（m2） 

 

＊1：防護対象物のすべての部分から

0.6 m離れた部分によって囲ま

れた空間の部分（m3） 

 

（消防法施行規則第20条に基づき算

出される量以上） 

火災発生時の煙の

充満又は放射線の

影響による消火活

動が困難な火災区

域，又は火災の影

響軽減のための対

策が必要な火災区

域 

二酸化炭素

自動消火設

備（全域）

二酸化炭素 

防護区画体積×0.75（kg/m3）＊2＋ 

開口部面積×5（kg/m2） 

 

＊2：防火区画体積が1500 m3以上で

は0.75（kg/m3），150～1500 m3

では0.80（kg/m3），50～150 m3

では0.90（kg/m3）となる。 

 

（消防法施行規則第19条に基づき，開

口部を考慮して算出される量以上） 

火災発生時の煙の

充満又は放射線の

影響による消火活

動が困難な火災区

域 

ケーブル 

トレイ 

消火設備 

ハロゲン化物

（FK-5-1-12）

・対象ケーブルトレイ（水平）の 

空間容積（m3）× （kg/m3） 

・対象ケーブルトレイ（垂直）の 

空間容積（m3）× （kg/m3） 

（試験結果による） 

発泡性耐火被覆の

隔壁又は鉄板を設

置するケーブルト

レイ内 

消火栓 水 

130 L/min以上 

（屋内消火栓：消防法施行令第11条） 

350 L/min以上 

（屋外消火栓：消防法施行令第19条） 

全火災区域又は火

災区画 

消火器 
粉末 

二酸化炭素 

消防法施行規則第6条及び第7条に基

づき算出される必要量 
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第5-5表 ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火ポンプの内燃機関 

（燃料タンク含む）の技術基準規則第48条第3項への適合性 

要求 内容 

技術基準規則 

第48条第3項 

設計基準対象施設に施設する内燃機関に対して，発電用火

力設備に関する技術基準を定める省令第25条から第29条を

準用することを要求 

 

発電用火力設備に関する

技術基準を定める省令 
内容 

（内燃機関等の構造等）

第25条 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火

ポンプの内燃機関は，非常調速装置が作動したときに達する

回転速度に対して構造上十分な機械的強度を有する設計と

する。 

（調速装置） 

第26条 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火

ポンプは，内燃機関に流入する燃料を自動的に調整し，定格

負荷を遮断した場合でも非常調速装置が作動する回転速度

未満にする能力を有する調速装置（ガバナ）を設ける設計と

する。 

（非常停止装置） 

第27条 

本条の規定に適合すべき内燃機関は，発電用火力設備の技

術基準の解釈第40条第1項において，一般用電気工作物であ

り，かつ，定格出力500 kWを超えるものとされており，ディ

ーゼル駆動消火ポンプの内燃機関は，事業用電気工作物のう

ち自家用電気工作物であり，定格出力も131 kWであることか

ら，本条文は適用外である。 

 また，ディーゼル駆動構内消火ポンプの内燃機関は，事業

用電気工作物のうち自家用電気工作物であり，定格出力も90

kWであることから，本条文は適用外である。 

（過圧防止装置） 

第28条 

本条の規定に適合すべき内燃機関は，発電用火力設備の技

術基準の解釈第41条第2項において，シリンダーの直径が230

mmを超えるもの等と示されており，ディーゼル駆動消火ポン

プの内燃機関は，シリンダー直径が  mmであり，ディーゼ

ル駆動構内消火ポンプの内燃機関は，シリンダー直径が  

mmであり，本条文は適用外である。 

（計測装置） 

第29条 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火

ポンプの内燃機関には，設備の損傷を防止するため運転状態

を計測する装置を設ける設計とする。 
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第5-6表 消火設備 耐震評価対象機器（火災防護上重要な機器等） 

№ 

防護対象＊3，＊4 消火設備 
備

考対象設備 
耐震

クラス
消火設備 構成品 

耐震

クラス

耐震設計の

基本方針 

① 

火災防護上重

要な機器等 

（空調機械室

等） 

Ｓ 

ハロゲン

化物自動

消火設備

（全域） 

ボンベラック 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

 

容器弁 

選択弁 

制御盤 

ガス供給配管 

② 

火災防護上重

要な機器等（ほ

う酸水注入系

ポンプ等） 

Ｓ 

ハロゲン

化物自動

消火設備

（局所） 

消火ユニット 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

 

ガス供給配管 

③ 
非常用ディー

ゼル発電機 
Ｓ 

二酸化炭

素自動消

火設備 

（全域） 

ボンベラック 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

 

容器弁 

選択弁 

制御盤 

ガス供給配管 

④ 

火災防護上重

要な機器等（ケ

ーブルトレイ

等） 

Ｓ 

ケーブル 

トレイ 

消火設備 

消火ユニット 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

 
ガス供給配管 

感知チューブ＊1 

⑤ 一般エリア Ｃ 消火栓 

電動機駆動消火ポンプ 

Ｃ ＊2  

構内消火ポンプ 

ディーゼル駆動 

消火ポンプ 

ディーゼル駆動 

構内消火ポンプ 

ろ過水貯蔵タンク 

多目的タンク 

原水タンク 

制御盤 

消火水供給配管 

注記 ＊1：ケーブルトレイ消火設備の感知チューブについては，強制的に座屈させた

状態の模擬，強制的につぶした状態の模擬を行った後に，漏えい試験を実

施し，ガスの漏えいがないことを確認することにより，機能保持を確認す

る。 

＊2：耐震重要度分類に応じた静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる

範囲で耐えられる設計とする。 

＊3：火災防護上重要な機器等のうち，屋外の火災区域又は火災区画である海水

ポンプ室に対しては，煙が充満せず消火活動が可能であるため，壁又は床

に固縛した消火器にて消火する。 

＊4：火災防護上重要な機器等のうち，タービン建屋等に設置される耐震Ｂクラ

ス機器は，煙等が充満せず消火活動が可能な火災区域にあるため，壁又は

床に固縛した消火器にて消火する。
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第5-7表 消火設備 耐震評価対象機器（重大事故等対処施設） 

№ 

防護対象
＊2 

消火設備 備考 

対象設備 消火設備 構成品 
耐震 

クラス 

耐震設計の

基本方針 
 

① 

火災防護

対策を講

じる重大

事故等対

処施設 

ハロゲン化

物自動消火

設備（全域）

ボンベラック 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

 

容器弁 

選択弁 

制御盤 

ガス供給配管 

② 

ハロゲン化

物自動消火

設備（局所）

消火ユニット 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

ほう酸水

注入系ポ

ンプ等 ガス供給配管 

③ 

二酸化炭素

自動消火設

備（全域） 

ボンベラック 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

ディーゼ

ル発電機 

容器弁 

選択弁 

制御盤 

ガス供給配管 

④ 

ケーブル 

トレイ 

消火設備 

消火ユニット 

Ｃ 

基準地震動

Ｓｓによる地

震力に対す

る機能保持 

ケーブル

トレイ 
ガス供給配管 

感知チューブ＊1 

⑤ 消火栓 

電動機駆動消火ポ

ンプ 

Ｃ －  

構内消火ポンプ 

ディーゼル駆動消

火ポンプ 

ディーゼル駆動構

内消火ポンプ 

ろ過水貯蔵タンク 

多目的タンク 

原水タンク 

制御盤 

消火水供給配管 

注記 ＊1：ケーブルトレイ消火設備の感知チューブについては，強制的に座屈させ

た状態の模擬，強制的につぶした状態の模擬を行った後に，漏えい試験

を実施し，ガスの漏えいがないことを確認することにより，機能保持を

確認する。 

＊2：重大事故等対処施設のうち，屋外の火災区域又は火災区画である海水ポ

ンプ室に対しては，煙が充満せず消火活動が可能であるため，壁又は床

に固縛した消火器にて消火する。 
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第5-8表 移動式消火設備の仕様 

項目 仕様 

車種 化学消防自動車Ⅰ型 水槽付消防ポンプ車 

消火剤 水／泡水溶液 水 

消火剤の特徴 
消火剤の確保が容易／ 

主に油火災に対して有効 
消火剤の確保が容易 

水槽／薬槽容量 1500 L／300 L 2000 L 

消火原理 冷却及び窒息 冷却 

薬液濃度 3 ％ － 

放水能力 

水：2.8 m3/min以上 

（泡消火について，薬液濃度維持

のため0.8 m3/min） 

2.8 m3/min 以上 

0.85 MPa 0.7 MPa 

ホース長 20 m×20本 20 m×22本 

水槽への給水 

消火栓 

防火水槽 

ろ過水貯蔵タンク 

多目的タンク 

消火栓 

防火水槽 

ろ過水貯蔵タンク 

多目的タンク 

適用法令 

・消防法施行令第20条 

・動力消防ポンプの技術上の規

格を定める省令 

・泡消火薬剤の技術上の規格を

定める省令 

・消防法施行令第20条 

・動力消防ポンプの技術上の規

格を定める省令 

 

化学消防自動車は，水槽と泡消火薬液槽を有し，水又は泡消火剤とを混合希釈した泡

消火により，様々な火災に対応可能である。また，水槽付消防ポンプ車については，大

容量の水槽を有していることから，消火用水の確保に優れている。 

これらの移動式消火設備は，消火栓や防火水槽等から給水し，車両に積載しているホ

ースにより約400 mの範囲が消火可能である。 

化学消防自動車及び水槽付消防ポンプ車は，原子力発電所の火災防護規定（ＪＥＡＣ

４６２６－2010）及び原子力発電所の火災防護審査指針（ＪＥＡＧ４６０７－2010）に

よる，新潟県中越沖地震における柏崎刈羽原子力発電所の火災に対する自衛消防体制の

強化策として要求された2箇所において30分の消火活動に必要な水量に対し，防火水槽も

考慮した上で水量を確保でき，また，アクセスルートを考慮し，通行可能な車種を選定

する。 
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ハロゲン化物自動消火設備（全域）の仕様 

項目 仕様 

消火剤 

消火剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条 

火災感知 

・早期感知及び早期消火の観点から自動消火設備

用の火災感知器（煙感知器）を設置する。 

・誤作動防止を図るため，以下のAND回路の構成と

する。 

自動消火設備用の火災感知器 

（煙感知器2系統のAND信号） 

又は 

火災感知設備用の火災感知器 

（熱感知器2系統のAND信号） 

放出方式 

・自動（現場での手動起動も可能な設計とする） 

又は 

・中央制御室からの手動起動 

（現場での手動起動も可能な設計とする） 

消火方式 全域放出方式 

電源 蓄電池を設置 

破損，誤動作，誤操作

による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高いハロンは，電気設

備及び機械設備に影響を与えない。 

 

 

第5-1図 ハロゲン化物自動消火設備（全域）概要 

中央制御室からの手動起動

採用時は中央制御室から手

動起動が可能 
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ハロゲン化物自動消火設備（局所）の仕様 

項目 仕様 

消火剤 

消火剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条 

火災感知 

・早期感知及び早期消火の観点から自動消火設備用の火

災感知器（煙感知器）を設置する。 

・誤作動防止を図るため，以下のAND回路の構成とする。

自動消火設備用の火災感知器 

（煙感知器2系統のAND信号） 

又は 

火災感知設備用の火災感知器 

（熱感知器2系統のAND信号） 

放出方式 

・自動（現場での手動起動も可能な設計とする） 

又は 

・中央制御室からの手動起動 

（現場での手動起動も可能な設計とする） 

消火方式 局所放出方式 

電源 蓄電池を設置 

破損，誤動作，

誤 操 作 に よ る

影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高いハロンは，電気設備及び

機械設備に影響を与えない。 

 

 

 

第5-2図 ハロゲン化物自動消火設備（局所）の概要図

【自動消火設備用】 【火災感知設備用】 
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二酸化炭素自動消火設備（全域）の仕様 

項目 仕様 

消火剤 

消火剤 二酸化炭素 

消火原理 窒息消火 

消火剤の特徴 設備に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第19条 

火災感知 

・早期感知及び早期消火の観点から自動消火設備用

の火災感知器を設置する。 

・二酸化炭素は人体に有害であり，誤作動防止を図る

観点から，以下のAND回路の構成とする。 

自動消火設備用の火災感知器 

（煙感知器1系統，熱感知器1系統のAND信号＊） 

放出方式 自動（現場での手動起動も可能な設計とする） 

消火方式 全域放出方式 

電源 蓄電池を設置 

破損，誤動作，誤操

作による影響 

不活性である二酸化炭素は，電気設備及び機械設備に

影響を与えない。 

注記 ＊：ハロゲン化物消火設備・機器の使用抑制等について（通知）[消防危第88号，

消防予第161号]により，二酸化炭素は人体に有害であり，誤作動防止を図る

観点から，異なる種類の火災感知器（煙感知器，熱感知器）のAND回路の構成

とする。 

 

第5-3図 二酸化炭素自動消火設備（全域）の概要 
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ケーブルトレイ消火設備の仕様 

項目 仕様 

消火剤 

消火剤 ハロゲン化物（FK-5-1-12） 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条（準用）及び試験結果 

火災感知 消火設備作動用の火災感知器（火災感知チューブ） 

放出方式 

・自動（現場での手動起動も可能な設計とする） 

ただし，複合体のケーブルトレイは中央制御室から

の手動起動も可能な設計とする。 

消火方式 局所放出方式 

電源 

火災の熱によって感知チューブが溶損することで，ボ

ンベの容器弁を開放させ，消火剤が放出される機械的

な構造であるため，作動には電源が不要な設計とする。

破損，誤動作，誤

操作による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高い消火剤（FK-5-1-12）

は，電気設備及び機械設備に影響を与えない。 

 

 

 

 

 

 

 

第5-4図 ケーブルトレイ消火設備の概要 

ケーブルトレイ消火設備の自動起動の動作原理 

① ケーブルトレイ内で火災が発生 

② 火災感知チューブが火災の熱で溶損し，チューブ内に蓄圧されたガスが開放される。 

（圧力スイッチの動作にて中央制御室内の盤に警報発報） 

③ 消火剤ボンベの容器弁が開動作し，消火配管内に消火剤が放出される。 

④ 消火ノズルから消火剤を放出し，防火シートで覆ったケーブルトレイ内に消火剤を充満させる。

⑤ 火災を消火する。 

複合体のケーブルトレイ

は 中 央 制 御 室 か ら も 手 動

起動が可能な設計とする。
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火災感知器

制御盤

各火災区域・火災区画ハロンボンベラック

容器弁

ガス供給配管

自動起動信号

凡例

第5-5図 ハロゲン化物自動消火設備（全域） 自動起動信号 

ﾔ

火災感知器

制御部

消火ユニット

ガス供給配管

自動起動信号

凡例

消火対象
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火災感知器

制御部

消火ユニット

ガス供給配管

自動起動信号

凡例

消火対象

 

第5-6図 ハロゲン化物自動消火設備（局所） 自動起動信号 
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火災感知器

制御盤

各火災区域・火災区画二酸化炭素ボンベラック

容器弁

ガス供給配管

自動起動信号

凡例

選択弁

 

第5-7図 二酸化炭素自動消火設備（全域） 自動起動信号 
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6. 火災の影響軽減対策 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性を損なわないよう，火災防護上重要な

機器等の重要度に応じ，それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及び隣接す

る火災区域又は火災区画における火災による影響に対し，火災の影響軽減のための対

策を講じる。 

6.1項では，火災防護上重要な機器等が設置される火災区域又は火災区画内の分離に

ついて説明する。 

6.2項では，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要となる火

災防護対象機器等の選定，火災防護対象機器等に対する系統分離対策について説明す

るとともに，中央制御室制御盤及び原子炉格納容器内に対する火災の影響軽減対策に

ついても説明する。 

6.3項では，換気空調設備，煙，油タンク及びケーブル処理室に対する火災の影響軽

減対策について説明する。 
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6.1 火災の影響軽減対策が必要な火災区域の分離 

火災の影響軽減対策が必要な火災防護上重要な機器等が設置される火災区域に

ついては，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3時間耐火に設計上必要

な150 mm以上の壁厚を有するコンクリート耐火壁や3時間以上の耐火能力を有す

ることを確認した耐火壁（耐火隔壁，配管貫通部シール，ケーブルトレイ及び電

線管貫通部，防火扉，防火ダンパを含む。）により他の火災区域と分離する。 

3時間以上の耐火能力を有する耐火壁により分離されている火災区域又は火災

区画のファンネルは，煙等流入防止装置の設置によって，他の火災区域又は火災

区画からの煙の流入を防止する設計とする。 

3時間以上の耐火能力を有する耐火壁（耐火隔壁，貫通部シール，防火扉，防火

ダンパを含む。）の設計として，耐火性能を以下の文献等又は火災耐久試験にて

確認する。 

(1) コンクリート壁 

3時間の耐火性能に必要なコンクリート壁の最小壁厚は，第6-1表及び第

6-2表に示す以下の文献により，保守的に150 mm以上の設計とする。 

a. 2001年版耐火性能検証法の解説及び計算例とその解説（「建設省告示

第１４３３号耐火性能検証法に関する算出方法等を定める件」講習会テ

キスト（国土交通省住宅局建築指導課）） 

b. 海外規定のＮＦＰＡハンドブック 

(2) 耐火隔壁，配管貫通部シール，ケーブルトレイ及び電線管貫通部，防火扉，

防火ダンパ 

耐火隔壁，配管貫通部シール，ケーブルトレイ及び電線管貫通部，防火扉，

防火ダンパは，以下に示す実証試験にて3時間耐火性能を確認したものを使

用する設計とする。 

a. 耐火隔壁 

(a) 試験方法 

建築基準法の規定に準じて第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３

４）で3時間加熱し，第6-2図に示す非加熱側より離隔を確保した各温

度を測定する。 

(b) 判定基準 

第6-3表に示す建築基準法第2条第7号 耐火構造を確認するための

防火設備性能試験（防耐火性能試験・評価業務方法書）の判定基準を

すべて満足する設計とする。 

(c) 試験体 

第6-4表に示す0.4 mm以上の厚さの鉄板の両側に，厚さ約1.5 mmの

発泡性耐火被覆をそれぞれ3枚施工した試験体とする。 
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(d) 試験結果 

試験結果を第6-5表及び第6-3図に示す。 

b. 配管貫通部シール 

(a) 試験方法 

建築基準法の規定に準じて第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３

４）で3時間加熱する。 

(b) 判定基準 

第6-3表に示す建築基準法第2条第7号 耐火構造を確認するための

防火設備性能試験（防耐火性能試験・評価業務方法書）の判定基準を

すべて満足する設計とする。 

(c) 試験体 

東海第二発電所の配管貫通部の仕様に基づき，第6-6表に示す配管

貫通部とする。 

(d) 試験結果 

試験結果を第6-7表に示す。 

c. ケーブルトレイ及び電線管貫通部 

(a) 試験方法 

建築基準法の規定に準じて第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３

４）で3時間加熱する。 

(b) 判定基準 

第6-3表に示す建築基準法第2条第7号 耐火構造を確認するための

防火設備性能試験（防耐火性能試験・評価業務方法書）の判定基準を

すべて満足する設計とする。 

(c) 試験体 

東海第二発電所のケーブルトレイ及び電線管貫通部の仕様を考慮

し，それぞれ第6-8表及び第6-9表に示すとおりとする。 

(d) 試験結果 

試験結果を第6-10表に示す。 

d. 防火扉 

(a) 試験方法 

建築基準法の規定に準じて第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３

４）で3時間加熱する。 

(b) 判定基準 

第6-3表に示す建築基準法第2条第7号 耐火構造を確認するための

防火設備性能試験（防耐火性能試験・評価業務方法書）の判定基準を

すべて満足する設計とする。 
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(c) 試験体 

東海第二発電所の防火扉の仕様を考慮し，第6-11表に示すとおりと

する。 

(d) 試験結果 

試験結果を第6-12表に示す。 

e. 防火ダンパ 

(a) 試験方法 

建築基準法の規定に準じて第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３

４）で3時間加熱する。 

(b) 判定基準 

第6-3表に示す建築基準法第2条第7号 耐火構造を確認するための

防火設備性能試験（防耐火性能試験・評価業務方法書）の判定基準を

すべて満足する設計とする。 

(c) 試験体 

東海第二発電所の防火ダンパの仕様を考慮し，第6-13表に示すとお

りとする。 

(d) 試験結果 

試験結果を第6-14表に示す。 

 

6.2 火災の影響軽減のうち火災防護対象機器等の系統分離 

発電用原子炉施設内の火災によって，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要となる火災防護対象機器等を選定し，それらについて互いに

相違する系列間を隔壁又は離隔距離により系統分離する設計とする。 

6.2.1 火災防護対象機器等の選定 

火災が発生しても，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する（以

下「原子炉の安全停止」という。）ためには，プロセスを監視しながら原子炉

を停止し，冷却を行うことが必要であり，このためには，手動操作に期待して

でも，原子炉の安全停止に必要な機能を少なくとも1つ確保する必要がある。 

このため，単一火災（任意の一つの火災区域又は火災区画で発生する火災）

の発生によって，原子炉の安全停止に必要な機能を有する多重化されたそれぞ

れの系統が同時に機能喪失することのないよう，「3.(1)a. 原子炉の安全停

止に必要な機器等」にて選定した原子炉の安全停止に必要となる火災防護対象

機器等について系統分離対策を講じる設計とする。 

選定した火災防護対象機器及び火災防護対象機器の駆動若しくは制御に必

要となる火災防護対象ケーブルを火災防護対象機器等とする。 

選定した火災防護対象機器のリストを第6-15表に示す。 
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6.2.2 火災防護対象機器等に対する系統分離対策の基本方針 

東海第二発電所における系統分離対策は，火災防護対象機器等が設置される

火災区域又は火災区画に対して，6.2.1項に示す考え方に基づき，安全区分Ⅰ

と安全区分Ⅱ，Ⅲを境界とし，以下の(1)項から(3)項に示すいずれかの方法で

実施することを基本方針とする。 

(1) 3時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離 

(2) 水平距離6 m以上の確保，火災感知設備及び自動消火設備の設置 

(3) 1時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及び自動消火設備の設置 

上記(1)項から(3)項の基本方針について以下に説明する。 

上記(1)項に示す系統分離対策は，互いに相違する系列の火災防護対象機器

等を，火災耐久試験により3時間以上の耐火能力を確認した隔壁等で分離する

設計とする。 

上記(2)項に示す系統分離対策は，互いに相違する系列の火災防護対象機器

等を，仮置きするものを含めて可燃性物質のない水平距離6 m以上の離隔距離

を確保する設計とする。火災感知設備は，自動消火設備を作動させるために設

置し，自動消火設備の誤作動防止を考慮した感知器の作動により自動消火設備

を作動させる設計とする。 

上記(3)項に示す系統分離対策は，第6-16表に示すとおり互いに相違する系

列の火災防護対象機器等を，火災耐久試験により1時間以上の耐火能力を確認

した隔壁等（耐火間仕切り，耐火ラッピング）で分離する設計とする。火災感

知設備は，自動消火設備を作動させるために設置し，自動消火設備の誤動作防

止を考慮した感知器の作動により自動消火設備を作動させる設計とする。 

6.2.3 火災防護対象機器等に対する具体的な系統分離対策 

(1) 3時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離 

「6.2.2 火災防護対象機器等に対する系統分離対策の基本方針」の(1)

項に示す，3時間以上の耐火性能を有する隔壁等による分離について，具体

的な対策を以下に示す。 

a. 3時間以上の耐火能力を有する隔壁等 

3時間以上の耐火能力を有する隔壁等として，耐火隔壁，配管貫通部シ

ール，ケーブルトレイ及び電線管貫通部，防火扉，防火ダンパ，耐火間

仕切り，耐火ラッピングの設置で分離する設計とする。 

b. 火災耐久試験 

耐火隔壁，配管貫通部シール，ケーブルトレイ及び電線管貫通部，防

火扉，防火ダンパは，「6.1 火災の影響軽減対策が必要な火災区域の分

離」の(2)項に示す実証試験にて3時間以上の耐火性能を確認したものを

使用する設計とする。 
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耐火間仕切り及び耐火ラッピングは，以下に示す実証試験にて3時間耐

火性能を確認したものを使用する設計とする。 

(a) 耐火間仕切り 

イ. 試験方法 

建築基準法の規定に準じて第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３

４）で3時間加熱する。 

ロ. 判定基準 

第6-3表に示す建築基準法第2条第7号 耐火構造を確認するた

めの防火設備性能試験（防耐火性能試験・評価業務方法書）の判

定基準をすべて満足する設計とする。 

ハ. 試験体 

東海第二発電所の火災防護対象機器等に応じて適するものを選

定し，第6-17表に示すとおりとする。 

ニ. 試験結果 

試験結果を第6-18表に示す。 

(b) 耐火ラッピング 

イ. 試験方法 

建築基準法の規定に準じて第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３

４）で3時間加熱する。 

ロ. 判定基準 

第6-19表に示す外観，電気特性（導通，絶縁抵抗）確認を行い，

判定基準をすべて満足する設計とする。 

ハ. 試験体 

東海第二発電所のケーブルトレイ及び電線管の仕様を考慮し，

第6-20表及び第6-21表に示すとおりとする。 

ニ. 試験結果 

試験結果を第6-22表に示す。 

(2) 1時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及び自動消火設備の設置 

「6.2.2 火災防護対象機器等に対する系統分離対策の基本方針」の(3)

項に示す，1時間耐火隔壁による分離，火災感知設備及び自動消火設備の設

置について，具体的な対策を以下に示す。 

a. 1時間の耐火能力を有する隔壁 

(a) 機器間の分離に使用する場合 

1時間の耐火能力を有する隔壁として，以下のイ.項に示す発泡性耐

火被覆を施工した鉄板で機器間の系統分離を実施する場合は，以下の

ロ.項に示す火災耐久試験により耐火性能を確認した発泡性耐火被覆
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を施工した鉄板で分離する設計とする。 

イ. 系統分離方法 

(イ) 耐火隔壁の仕様 

第6-4表に示す0.4 mm以上の厚さの鉄板の両側に，厚さ約

1.5 mmの発泡性耐火被覆をそれぞれ2枚施工したものを耐火

隔壁とし，機器間に設置する設計とする。 

(ロ) 耐火隔壁の寸法 

耐火隔壁の寸法は，以下に示す「原子力発電所の内部火災

影響評価ガイド」（以下「評価ガイド」という。）を参照し

て求めた高温ガス及び輻射により，互いに相違する系列の火

災防護対象機器等に同時に火災の影響が及ばないよう設計

する。 

ⅰ. 高温ガス 

高温ガスによる火災防護対象機器等の損傷の有無を評価

するため，耐火隔壁を設置する火災区域又は火災区画におい

て，火災源として想定する油内包機器，電気盤，ケーブル及

び一時的に持ち込まれる可燃物のうち，最も厳しい火災源に

よる火災が1時間継続した場合の高温ガスの影響範囲の温度

を，火災源の発熱速度や火災区域又は火災区画の寸法等を入

力とする火災力学ツールＦＤＴｓ（Ｆｉｒｅ Ｄｙｎａｍｉ

ｃｓ Ｔｏｏｌｓ）により求め，火災防護対象機器等の損傷

温度を超えないことを確認する。 

解析コードは，Ｆｉｒｅ Ｄｙｎａｍｉｃｓ Ｔｏｏｌｓ

（ＦＤＴｓ）を用いる。なお，評価に用いる解析コードの検

証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-63 計算機

プログラム（解析コード）の概要・Ｆｉｒｅ Ｄｙｎａｍｉ

ｃｓ Ｔｏｏｌｓ（ＦＤＴｓ）」に示す。 

ⅱ. 輻射 

輻射は，火災による熱源を中心とし，放射状に輻射熱によ

る影響を及ぼすため，隔壁の高さ及び幅は，以下のとおり設

計する。 

(ⅰ) 耐火隔壁の高さ 

耐火隔壁の高さは，輻射の影響を考慮し，火災防護対象

機器等の火災により発生する火炎からの輻射の影響を考

慮し，互いに相違する系列の火災防護対象機器等が互いに

直視できない高さ以上となるよう設計する。 
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(ⅱ) 耐火隔壁の幅 

耐火隔壁の幅は，輻射の影響を考慮し，相違する系列の

火災防護対象機器等（ドレンリム，オイルパン含む）が互

いに直視できない幅以上となるよう設計する。また，耐火

隔壁は，接炎による延焼を防止するため，隔壁を跨ぐ可燃

物がない範囲に設置する。 

ロ. 火災耐久試験 

(イ) 試験方法 

耐火隔壁近傍での火災を想定し，建築基準法の規定に準じ

て，第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３４）で1時間加熱し，

第6-2図に示す非加熱側より離隔を確保した各温度を測定す

る。 

火災耐久試験の加熱に当たっては，耐火炉の炉内測定温度

のばらつきが，加熱曲線（ＩＳＯ８３４）の下限の許容差を

下回らないよう加熱を行う。 

(ロ) 判定基準 

非加熱側より離隔を確保した各点温度を測定計測器の誤

差を考慮して測定し，当該機器の最高使用温度を超えないこ

と。 

(ハ) 試験結果 

試験結果を第6-5表及び第6-3図に示す。 

(b) ケーブルトレイの分離に使用する場合 

1時間の耐火能力を有する耐火隔壁として，以下のイ.項に示す発泡

性耐火被覆を施工した鉄板で，ケーブルトレイ間の系統分離を実施す

る場合は，以下のロ.項に示す火災耐久試験により耐火性能を確認し

た発泡性耐火被覆を施工した鉄板で分離する設計とする。 

イ. 系統分離方法 

(イ) 第6-4図に示す0.4 mm以上の厚さの鉄板に，4 ㎜以上の空気

層を確保して約1.5 mmの発泡性耐火被覆を2枚施工したものを，

ケーブルトレイ全周に設置する設計とする。 

(ロ) 以下のロ.項に示す火災耐久試験の条件を維持するために，

下記事項を火災防護計画に定め，管理する。 

ⅰ. 発泡性耐火被覆を施工した鉄板を設置するケーブルトレイ

の真下に火災源がある場合は，火災源の火災に伴う火炎が，ケ

ーブルトレイ上面まで達しない設計とする。 

ⅱ. 発泡性耐火被覆を施工した鉄板を設置するケーブルトレイ
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が設置される各々の火災区域又は火災区画において，火災源と

して想定する油内包機器，電気盤，ケーブル及び一時的に持ち

込まれる可燃物のうち，最も厳しい火災源による火災が1時間

継続した場合の高温ガス温度をＦＤＴｓにより求め，第6-23

表に示す火災耐久試験における温度条件を超えないよう火災

荷重を制限する。 

ロ. 火災耐久試験 

(イ) 試験方法 

ケーブルトレイが設置される火災区域又は火災区画にお

ける火災源の火災を想定し，ケーブルトレイ下面は，建築基

準法の規定に準じた第6-1図に示す加熱曲線（ＩＳＯ８３

４）による加熱，ケーブルトレイ上面及び側面は，180 ℃を

下回らない温度により加熱し，第6-4図に示す非加熱側のケ

ーブルトレイ内の温度測定位置の温度を測定する。 

火災耐久試験の加熱に当たっては，耐火炉の炉内測定温度

のばらつきが，加熱曲線（ＩＳＯ８３４）の下限の許容差を

下回らないよう加熱を行う。 

また，ケーブル占積率が耐火性能に及ぼす影響を確認する

ため，占積率は第6-5図に示すとおり，ケーブルが多いケー

スと少ないケースの2ケースとする。 

(ロ) 判定基準 

非加熱側のケーブルトレイ内の温度が，ケーブルの損傷温

度（205 ℃）を超えないこと。 

(ハ) 試験結果 

試験結果を第6-6図に示す。 

(c) コンクリート壁（中央制御室床下コンクリートピット） 

1時間の耐火能力を有する耐火隔壁として，コンクリート壁による

方法で機器間の系統分離を実施する場合は，以下の方法により耐火性

能を確認した仕様のコンクリート壁で分離する設計とする。 

1時間の耐火能力を有するコンクリート壁の最小板厚は，ＪＥＡＧ

４６０７－2010に基づき70 ㎜の設計とする。 

コンクリート壁は，火災防護対象機器等の火災により発生する火炎

からの輻射の影響を考慮し，互いに相違する系列の火災防護対象機器

等間を分離する耐火壁として設置する設計とする。 

b. 火災感知設備 

(a) 系統分離のために設置する自動消火設備を作動させるために，火災
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感知設備を設置する設計とする。 

(b) 火災感知器は，自動消火設備の誤動作を防止するため，複数の火災

感知器を設置し，2つの火災感知器が作動することにより自動消火設

備が動作する設計とする。 

c. 自動消火設備 

(a) 系統分離のための自動消火設備は，「5.2 消火設備について」の

ハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物自動消火設備（局

所），ケーブルトレイ消火設備及び二酸化炭素自動消火設備（全域）

を設置する設計とする。 

(b) 自動消火設備は，「5.2 消火設備について」の5.2.2(5)b(b）項に

示す系統分離に応じた独立性を有する系統構成（第6-7図）とし，「5.2 

消火設備について」の5.2.2(5)f(c)項に示す火災防護対象機器等の耐

震クラスに応じて機能維持できるよう設置する設計とする。 

6.2.4 中央制御室及び原子炉格納容器の系統分離対策 

中央制御室及び原子炉格納容器は，「6.2.2 火災防護対象機器等に対する

系統分離対策の基本方針」と同等の保安水準を確保する対策として以下のとお

り系統分離対策を講じる。 

(1) 中央制御室制御盤の系統分離対策 

中央制御室制御盤の火災防護対象機器等は，運転員の操作性及び視認性向

上を目的として近接して設置することから，互いに相違する系列の水平距離

を6 m以上確保することや互いに相違する系列を1時間の耐火能力を有する

隔壁等で分離することが困難である。 

このため，中央制御室制御盤の火災防護対象機器等は，「6.2.2 火災防

護対象機器等に対する系統分離対策の基本方針」に示す対策と同等の系統分

離対策を実施するために，以下のa.項に示す措置を実施するとともに，以下

のb.項に示す系統分離対策を実施する設計とする。 

なお，中央制御室床下は，「6.2.2 火災防護対象機器等に対する系統分

離対策の基本方針」の(3)項に示す系統分離対策を実施する設計とする。 

a. 措置 

火災により中央制御室制御盤1面の安全機能が喪失しても，原子炉を安

全に停止するために必要な運転操作に必要な手順を管理する。 

b. 系統分離対策 

(a) 離隔距離等による系統分離及び1時間の耐火能力を有する隔壁等に

よる分離対策 

中央制御室制御盤の操作スイッチ及びケーブルは，火災を発生させ

て近接する他の構成部品に火災の影響がないことを確認した実証試
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験（「ケーブル，制御盤及び電源盤火災の実証試験」ＴＬＲ－０８８）

の結果に基づき，以下に示す分離対策を実施する。 

イ. 安全系異区分が混在する制御盤内にある操作スイッチは，厚さ

1.6 ㎜以上の金属製筐体で覆い，さらに，上下方向20 ㎜，左右方

向15 ㎜以上の離隔距離を確保する設計とする。 

ロ. 安全系異区分が混在する制御盤内では，区分間に厚さ3.2 ㎜以

上の金属製バリアを設置するとともに，盤内配線ダクトの離隔距

離を3 ㎝以上確保する設計とする。 

ハ. 安全系異区分が混在する制御盤内にある配線は，金属バリアに

より覆う設計とする。 

ニ. ケーブルは，当該ケーブルに火災が発生しても延焼せず，また，

周囲へ火災の影響を与えない金属外装ケーブル，耐熱ビニル電線，

難燃仕様のフッ素樹脂（ETFE）及び難燃ケーブルを使用する設計

とする。 

ホ. 中央制御室制御盤は，厚さ3.2 ㎜以上の金属製筐体で覆う設計

とする。 

(b) 火災感知設備 

イ. 火災感知設備として，中央制御室内は煙感知器及び熱感知器を

設置し，火災発生時には常駐する運転員による早期の消火活動に

よって，異なる安全区分への影響を軽減する設計とする。これに

加えて，中央制御室制御盤内には，高感度煙感知器を設置する設

計とする。 

ロ. 中央制御室制御盤内の火災発生時，常駐する運転員は煙を目視

することで火災対象の把握が可能であるが，火災発生個所の特定

が困難な場合も想定し，可搬型のサーモグラフィカメラを中央制

御室に配備する設計とする。 

(c) 消火設備 

中央制御室制御盤内の消火については，電気機器への影響がない二

酸化炭素消火器を使用して，運転員による消火を行う。 

(2) 原子炉格納容器内の火災の影響軽減対策 

原子炉格納容器内は，プラント運転中は，窒素が封入され雰囲気が不活性

化されていることから，火災の発生は想定されない。一方で，窒素が封入さ

れていない期間のほとんどは原子炉が低温停止に到達している期間である

が，わずかではあるものの原子炉が低温停止に到達していない期間もあるこ

とから以下のとおり影響軽減対策を行う設計とする。 

なお，原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物については，持込み
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期間，可燃物量，持込み場所を管理する。また，原子炉格納容器内の油内包

機器，分電盤等については，金属製の筐体やケーシングで構成すること，油

を内包する点検用機器は通常電源を切る運用とすることによって，火災発生

時においても火災防護対象機器等への火災影響の低減を図る設計とする。 

原子炉格納容器内は，機器やケーブル等が密集しており，干渉物が多く，

3時間以上の耐火能力を有する隔壁等の設置や，6 m以上の離隔距離の確保，

かつ，火災感知設備及び自動消火設備の設置，1時間の耐火能力を有する隔

壁等の設置，かつ，火災感知設備及び自動消火設備の設置が困難である。 

このため，原子炉格納容器内の火災防護対象機器等に対し，「6.2.2 火

災防護対象機器等に対する系統分離対策の基本方針」に示す対策と同等の系

統分離対策を実施するために，以下a.項に示す措置を実施するとともに，以

下b.項に示す系統分離対策を実施する設計とする。 

a. 措置 

原子炉格納容器内の油内包機器の単一の火災が時間経過とともに徐々

に進展した結果，原子炉格納容器内における動的機器の動的機能も除々

に喪失し最終的にすべてが喪失し，空気作動弁は，電磁弁に接続される

制御ケーブルの断線によりフェイル動作，電動弁は，モータに接続され

る電源ケーブルの断線により火災発生時の開度を維持するものと想定し

た場合に，原子炉を安全に停止するために必要な手順を選定し，管理す

る措置を行う設計とする。 

b. 系統分離対策 

(a) 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象機器の分散配置 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器等は，系統分離の観点から安

全区分Ⅰと安全区分Ⅱ機器を可能な限り離隔して配置し，異なる安全

区分の機器間にある介在物（ケーブル，電磁弁）については，金属製

の筐体に収納することや本体が金属製であることで延焼防止対策を

行う設計とする。 

また，原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，可能な限り位

置的分散を図る設計とする。 

原子炉起動中において，原子炉格納容器内のケーブルは，難燃ケー

ブルを使用するとともに，電線管で敷設することにより，火災の影響

軽減対策を行う設計とする。この際，電線管の端部には耐火性能を有

するシール材を充填し，万一，電線管内のケーブルに火災が発生した

場合でも延焼を防止する設計とする。 

なお，原子炉圧力容器下部に敷設されている起動領域モニタの核計

装ケーブルは電線管ではなく露出して敷設するが，難燃ケーブルを使
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用しており，また，第6-8図に示すとおり，火災の影響軽減の観点か

ら起動領域モニタはチャンネルごとに位置的分散を図って設置する

設計とする。 

原子炉停止中においても，原子炉起動中と同様の設計とし，制御棒

は金属等の不燃性材料で構成された機械品であることから，原子炉格

納容器内の火災によっても，原子炉の停止機能及び未臨界機能を喪失

しない設計とする。 

また，原子炉格納容器内は仮置きする可燃物を置かないことを，火

災防護計画に定め，管理する。 

(b) 火災感知設備 

火災感知設備は，アナログ式の煙感知器，アナログ式の熱感知器を

設置する設計とする。 

なお，誤作動を防止するため，窒素封入により不活性化し火災が発

生する可能性がない期間については，作動信号を除外する運用とする。 

(c) 消火設備 

イ. 原子炉格納容器内の消火については，運転員及び初期消火要員

による原子炉格納容器外のエアロック付近に常備する消火器及び

消火栓を用いた速やかな消火活動により消火ができる設計とする。 

ロ． 原子炉起動後の窒素置換中で原子炉格納容器内への進入が困難

である場合は，窒素パージ後に原子炉格納容器へ進入し消火活動

を実施する他，窒素封入開始後，約1.5時間を目安に窒素封入を継

続し，格納容器内の酸素濃度を下げて消火する消火活動も実施可

能とする。 

ハ. また，イ.項及びロ.項に示す原子炉格納容器内での消火活動の

手順については，火災防護計画に定め，管理する。 

6.3 その他の影響軽減対策 

(1) 換気空調設備に対する火災の影響軽減対策 

a. 火災防護上重要な機器等を設置する火災区域に関連する換気空調設

備には，他の火災区域又は火災区画への火，熱又は煙の影響が及ばな

いよう，他の火災区域又は火災区画の境界となる箇所に3時間耐火性

能を有する防火ダンパを設置する設計とする。 

b. 換気空調設備のフィルタは，「4.2 不燃性材料又は難燃性材料の使

用について」に示すとおり，チャコールフィルタを除き，難燃性のも

のを使用する設計とする。 

(2) 煙に対する火災の影響軽減対策 

a. 中央制御室 
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運転員が常駐する中央制御室の火災発生時の煙を排気するために，建

築基準法に準拠した容量の排煙設備を配備する設計とする。 

中央制御室の排煙設備は，「建築基準法施行令第126条の3」に準じ，

120 m3/min以上で，かつ，床面積l m2につきl m3/min以上を満足するよう，

中央制御室の床面積約524 m2に対して排気容量（約580 m3/min）の容量と

する。 

排煙設備の使用材料は，火災発生時における高温の煙の排気も考慮し

て，換気空調機，ダクトは耐火性及び耐熱性を有する金属を使用する設

計とする。 

また，排煙設備の電源は外部電源喪失を考慮し，非常用電源より供給

する。 

b. ケーブル処理室 

計装・制御ケーブルが密集するケーブル処理室は，ハロゲン化物自動

消火設備（全域）による自動消火により火災発生時の煙の発生が抑制さ

れることから，煙の排気は不要である。 

c. 軽油貯蔵タンク，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク及び可搬設

備用軽油タンク 

引火性液体である軽油を貯蔵する軽油貯蔵タンク等は，屋外に設置す

るため，煙が大気に放出されることから，排煙設備は設置不要である。 

(3) 油タンクに対する火災の影響軽減対策 

火災区域又は火災区画に設置する油タンクは，油タンク内で発生するガス

を換気空調設備により排気又はベント管により屋外へ排気する。 

(4) ケーブル処理室に対する火災の影響軽減対策 

ケーブル処理室のケーブルトレイ間は，互いに相違する系列間を水平方向

0.9 m，垂直方向1.5 mの最小分離距離を確保する設計とする。最小分離距離

を確保できない場合は，隔壁等で分離する設計とする。
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第6-1表 2001年版耐火性能検証法の解説及び計算例とその解説 

普通コンクリー

ト壁の屋内火災

耐火時間（遮熱

性）の算定図 

 

「「建設省告示第

１４３３号 耐

火性能検証法に

関する算出方法

等を定める件」講

習会テキスト」に

加筆 

 

解説 

火災強度2時間を越えた場合，建築基準法により指定された耐火構

造壁はないが，2001年版耐火性能検証法の解説及び計算例とその解

説（「建設省告示第１４３３号耐火性能検証法に関する算出方法等

を定める件」講習会テキスト（国土交通省住宅局建築指導課）によ

り，コンクリート壁の屋内火災保有耐火時間（遮熱性限界時間）の

算定方法が次式のとおり示されており，これにより最小壁厚を算出

することができる。 

 
ここで，t：保有耐火時間［min]，D：壁の厚さ［mm］，α：火災

温度上昇係数［460：標準加熱曲線］＊1，CD：遮熱特性係数［l.0：

普通コンクリート］＊2である。 

 

注記 ＊1：建築基準法の防火規定は2000年に国際的な調和を図る

ため，国際標準の加熱曲線（ＩＳＯ８３４）が導入され，

火災温度係数αは460となる。 

＊2：普通コンクリート（1.0），軽量コンクリート（1.2）を

示す。 

上記式より，屋内火災保有耐火時間180 min（3時間）に必要な壁

厚は123 mmと算出できる。 

また，普通コンクリート壁の屋内火災保有耐火時間（遮熱性限界

時間）について，上図のとおり240 min（4時間）までの算定図が示

されている。 
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第6-2表 海外規定のＮＦＰＡハンドブック 

（「原子力発電所の火災防護指針ＪＥＡＧ４６０７－2010」に加筆） 

耐火壁の厚さと

耐火時間の関係 

（米国

NFPAHandbook 

Twentieth 

Editionより） 

 

Reproduced with 

permission 

from NFPA’s 

Fire Protection

Handbook  

 

Copyright 2008,

National Fire 

Protection 

Association 

NORMAL AGGREGATE : 普通骨材 

SLAG : スラグ骨材 

EXPANDED SHALE : 膨張頁（けつ）岩骨材 

EXPANDED SLAG  : 膨張スラグ骨材 

解説 

コンクリート壁の耐火性を示す海外規格として，米国のＮＦＰＡハンド

ブックがあり，3時間耐火に必要な壁の厚さは約l50 mm＊と読み取れる。

 

注記 ＊：3時間耐火に必要なコンクリート壁の厚さとしては，「原子

力発電所の火災防護指針ＪＥＡＧ４６０７－2010」に例示さ

れた米国ＮＦＰＡ （Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｆｉｒｅ Ｐｒｏｔ

ｅｃｔｉｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）ハンドブックに記

載される耐火壁の厚さと耐火時間の関係より，3時間耐火に

必要な厚さが約150 mm程度であることが読み取れる。 



125 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
0 

第6-3表 防火設備性能試験の判定基準 

試験項目 防火設備の性能の確認 

判定基準 

①隙問，非加熱面側に達する亀裂等が生じない。

②非加熱面側に10秒を超えて発炎を生じない。

③非加熱面側に10秒を超えて火炎が噴出しない。

第6-4表 耐火隔壁の試験体 

第6-5表 耐火被覆材による耐火隔壁の火災耐久試験結果 

試験体 

判定基準 

試験結果 
非加熱面側に 10

秒を超えて発炎を

生じないこと 

非加熱面側に 10

秒を超えて火炎が

噴出しないこと 

火炎がとおる亀裂

等の損傷及び隙間

が生じないこと 

試験体① 良 良 良 合格 

試験体② 良 良 良 合格 
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第6-6表 配管貫通部の試験体 

試験体 

壁面 

床面 

第6-7表 配管貫通部シールの試験結果 

試験体 配管径 適用箇所 貫通部シール 判定 

配管貫通部① 50A 

壁 

良 

配管貫通部② 100A 良 

配管貫通部③ 150A 良 

配管貫通部④ 250A 良 

配管貫通部⑤ 300A 良 

配管貫通部⑥ 350A 良 

配管貫通部⑦ 450A 良 

配管貫通部⑧ 550A 良 

配管貫通部⑨ 600A 良 

配管貫通部⑩ 50A 

床 

良 

配管貫通部⑪ 100A 良 

配管貫通部⑫ 150A 良 

配管貫通部⑬ 250A 良 

配管貫通部⑭ 600A 良 

配管貫通部⑮ 900A 良 

配管貫通部⑯ 50A 良 

配管貫通部⑰ 250A 良 
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第6-8表 ケーブルトレイ貫通部の試験体

項目 
ケーブルトレイ

（１） （２） （３） （４） 

開口部 

寸法 

貫通部 

シール材

ケーブル

占積率＊ 40 ％ 40 ％ 40 ％ 40 ％ 

注記 ＊：非加熱面側に伝搬する熱量が大きくなるよう設計上最大の占積率である

40 ％とする。 

第6-9表 電線管貫通部の試験体 

項目 
電線管 

（１） （２） （３） （４） 

開口部寸法

貫通部 

シール材

ケーブル

占積率＊ 40 ％ 40 ％ 40 ％ 40 ％ 

注記 ＊：非加熱面側に伝搬する熱量が大きくなるよう設計上最大の占積率である

40 ％とする。 

第6-10表 ケーブルトレイ及び電線管貫通部の試験結果 

試験体 ケーブルトレイ貫通部 電線管貫通部 

試験結果 良 良 
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第6-11表 防火扉の試験体 

扉種別 両開き 

扉寸法 

板厚 

扉姿図 

第6-12表 防火扉の試験結果 

扉種別 両開き 

試験結果 良 
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第6-13表 防火ダンパの試験体 

型式 角型① 角型② 

板厚 

羽根長さ 

ダンパ 

サイズ

構造 

第6-14表 防火ダンパの試験結果 

試験体 角型① 角型② 

試験結果 良 良 
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第6-15表 火災防護対象機器等（1／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

原子炉圧

力容器バ

ウンダリ

機能

B22-F016（MO） 
主蒸気ドレンライン内側隔

離弁 

B22-F019（MO） 
主蒸気ドレンライン外側隔

離弁 

原子炉緊

急停止，未

臨界維持 

SLC-PMP-C001A ほう酸水注入ポンプ A 

SLC-PMP-C001B ほう酸水注入ポンプ B 

C41-F004A ほう酸水注入系爆破弁 A 

C41-F004B ほう酸水注入系爆破弁 B 

原子炉停

止後の除

熱機能 

B22-AO-F013B 逃がし安全弁 B＊1 

B22-AO-F013C 逃がし安全弁 C＊1 

B22-AO-F013F 逃がし安全弁 F＊1 

B22-AO-F013H 逃がし安全弁 H＊1 

B22-AO-F013K 逃がし安全弁 K＊1 

B22-AO-F013L 逃がし安全弁 L＊1 

B22-AO-F013R 逃がし安全弁 R＊1 

RCIC-PMP-C001 原子炉隔離時冷却系ポンプ 

TBN-RCIC-C002 
原子炉隔離時冷却系タービ

ン 

E51-F010（MO） 
原子炉隔離時冷却系復水貯

蔵タンク水供給弁 

E51-F031（MO） 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

サプレッション・プール水

供給弁

E51-F013（MO） 原子炉隔離時冷却系注入弁 

E51-F019（MO） 
原子炉隔離時冷却系ミニフ

ロー弁

E51-F046（MO） 
原子炉隔離時冷却系潤滑油

クーラー冷却水供給弁

E51-F045（MO） 
原子炉隔離時冷却系蒸気供

給弁 

E51-C002（MO） 
原子炉隔離時冷却系トリッ

プ／スロットル弁 

E51-HO 
原子炉隔離時冷却系ガバナ

弁 

E51-F063（MO） 
原子炉隔離時冷却系内側隔

離弁 

E51-F064（MO） 
原子炉隔離時冷却系外側隔

離弁 

E51-F068（MO） 
原子炉隔離時冷却系タービ

ン排気弁
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（2／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

原子炉停

止後の除

熱機能 

E51-F069（MO） 
原子炉隔離時冷却系真空ポ

ンプ出口弁

RCIC-PMP-COND 
原子炉隔離時冷却系復水ポ

ンプ

RCIC-PMP-VAC 
原子炉隔離時冷却系真空ポ

ンプ

E51-F022（MO） 
原子炉隔離時冷却系テスト

バイパス弁 

E51-F004（AO） 
原子炉隔離時冷却系真空タ

ンク復水排水第一止め弁

原子炉停

止後の除

熱機能／

炉心冷却

機能 

RHR-PMP-C002A 残留熱除去系ポンプ A 

RHR-PMP-C002B 残留熱除去系ポンプ B 

RHR-PMP-C002C 残留熱除去系ポンプ C 

E12-F004A（MO） 
残留熱除去系ポンプ A 入口

弁 

E12-F004B（MO） 
残留熱除去系ポンプ B 入口

弁 

E12-F004C（MO） 
残留熱除去系ポンプ C 入口

弁 

E12-F042A（MO） 残留熱除去系 A 系注入弁 

E12-F042B（MO） 残留熱除去系 B 系注入弁 

E12-F042C（MO） 残留熱除去系 C 系注入弁 

E12-F064A（MO） 
残留熱除去系 A 系ミニフロ

ー弁 

E12-F064B（MO） 
残留熱除去系 B 系ミニフロ

ー弁 

E12-F064C（MO） 
残留熱除去系 C 系ミニフロ

ー弁 

E12-F024A（MO） 
残留熱除去系 A 系テストラ

イン弁＊2

E12-F024B（MO） 
残留熱除去系 B 系テストラ

イン弁＊2

E12-F021（MO） 
残留熱除去系 C 系テストラ

イン弁＊2

E12-F009（MO） 
残留熱除去系停止時冷却ラ

イン内側隔離弁

E12-F006A（MO） 
残留熱除去系ポンプ A 停止

時冷却ライン入口弁 

E12-F006B（MO） 
残留熱除去系ポンプ B 停止

時冷却ライン入口弁 

E12-F053A（MO） 
残留熱除去系 A 系停止時冷

却注入弁 

E12-F053B（MO） 
残留熱除去系 B 系停止時冷

却注入弁 
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（3／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

原子炉停

止後の除

熱機能／

炉心冷却

機能 

E12-F048A（MO） 
残留熱除去系熱交換器 A バ

イパス弁

E12-F048B（MO） 
残留熱除去系熱交換器 B バ

イパス弁

炉心冷却

機能 

HPCS-PMP-C001 高圧炉心スプレイ系ポンプ 

E22-F001（MO） 
高圧炉心スプレイ系ポンプ

入口弁（CST 側） 

E22-F015（MO） 
高圧炉心スプレイ系ポンプ

入口弁（S／P 側） 

E22-F004（MO） 高圧炉心スプレイ系注入弁 

E22-F012（MO） 
高圧炉心スプレイ系ミニフ

ロー弁

LPCS-PMP-C001 低圧炉心スプレイ系ポンプ 

E21-F001（MO） 
低圧炉心スプレイ系ポンプ

入口弁 

E21-F005（MO） 低圧炉心スプレイ系注入弁 

E21-F011（MO） 
低圧炉心スプレイ系ミニフ

ロー弁

サポート

系（制御設

備）

H13-P601 緊急時炉心冷却系操作盤 

H13-P603 原子炉制御操作盤 

H13-P609 原子炉保護系（A）継電器盤 

H13-P611 原子炉保護系（B）継電器盤 

H13-P613 プロセス計装盤 

H13-P614 原子炉廻り温度記録計盤 

H13-P617 プロセス計装盤 

H13-P618 
残留熱除去系（B）,（C）補

助継電器盤 

H13-P621 
原子炉隔離時冷却系継電器

盤 

H13-P622 
原子炉格納容器内側隔離系

継電器盤 

H13-P623 
原子炉格納容器外側隔離系

継電器盤 

H13-P625 
高圧炉心スプレイ系継電器

盤 

H13-P628 自動減圧系（A）継電器盤 

H13-P629 
低圧炉心スプレイ系，残留熱

除去系（A）補助継電器盤 

H13-P631 自動減圧系（B）継電器盤 

H13-P632 
漏えい検出系操作盤（区分

Ⅰ） 
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（4／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（制御設

備）

H13-P635 
プロセス放射線モニタ，起動時

領域モニタ（A）操作盤 

H13-P636 
プロセス放射線モニタ，起動時

領域モニタ（B）操作盤 

H13-P642 漏えい検出系操作盤（区分Ⅱ） 

H13-P689 
サプレッション・プール温度

記録計盤（A）

H13-P921 
原子炉保護系 1A トリップユニ

ット盤 

H13-P922 
原子炉保護系 1B トリップユニ

ット盤 

H13-P923 
原子炉保護系 2A トリップユニ

ット盤 

H13-P924 
原子炉保護系 2B トリップユニ

ット盤 

H13-P925 
緊急時炉心冷却系 DIV-Ⅰ-1 ト

リップユニット盤

H13-P926 
緊急時炉心冷却系 DIV-Ⅱ-1 ト

リップユニット盤

H13-P929 
高圧炉心スプレイ系トリップ

ユニット盤

CP-1 所内電気操作盤 

PNL-CP-4 タービン補機盤

CP-5 窒素置換－空調換気制御盤 

CP-6A 
非常用ガス処理系，非常用ガス

再循環系 A 操作盤 

CP-6B 
非常用ガス処理系，非常用ガス

再循環系 B 操作盤 

CP-9 タービン補機補助継電器盤

DGCP-2C 

2C 非常用ディーゼル発電機励

磁装置（中性点接地変圧器盤，

自動電圧調整器盤，シリコン整

流器盤，交流リアクトル盤及び

シリコン整流器用変圧器盤を

含む）

DGCP-2D 

2D 非常用ディーゼル発電機励

磁装置（中性点接地変圧器盤，

自動電圧調整器盤，シリコン整

流器盤，交流リアクトル盤及び

シリコン整流器用変圧器盤を

含む）

DGCP-HPCS 

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機励磁装置（中性点接地

変圧器盤，自動電圧調整器盤，

シリコン整流器盤，交流リアク

トル盤及びシリコン整流器用

変圧器盤を含む）
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（5／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

サポート

系（非常用

ディ－ゼ

ル発電設

備（燃料移

送系を含

む））

LCP-105 RCIC タービン制御盤 

C61-P001 
中央制御室外原子炉停止制

御盤 

GEN-DG-2C／DGU-2C 

2C 非常用ディーゼル発電機

（内燃機関，調速装置，非常

用調速装置，冷却水ポンプを

含む） 

GEN-DG-2D／DGU-2D 

2D 非常用ディーゼル発電機 

（内燃機関，調速装置，非常

用調速装置，冷却水ポンプを

含む） 

GEN-DG-HPCS／

DGU-HPCS 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機（内燃機関，調速

装置，非常用調速装置，冷却

水ポンプを含む） 

DG-VSL-2C-DO-1 
2C 非常用ディーゼル発電機

燃料油デイタンク 

DG-VSL-2D-DO-1 
2D 非常用ディーゼル発電機

燃料油デイタンク 

DG-VSL-HPCS-DO-1 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料油デイタン

ク 

DG-VSL-DO-A 軽油貯蔵タンク A 

DG-VSL-DO-B 軽油貯蔵タンク B 

DO-PMP-2C  
2C 非常用ディーゼル発電機

燃料移送ポンプ 

DO-PMP-2D 
2D 非常用ディーゼル発電機

燃料移送ポンプ 

DO-PMP-HPCS 
高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料移送ポンプ 

サポート

系（非常用

交流電源

設備）

SWGR 2C-BUS メタルクラッド開閉装置 2C

SWGR 2D-BUS メタルクラッド開閉装置 2D

SWGR HPCS-BUS 
メタルクラッド開閉装置

HPCS

DIN-PC 2C パワーセンタ 2C 

DIN-PC 2D パワーセンタ 2D 

MCC 2C-3 モータコントロールセンタ

MCC 2C-4 モータコントロールセンタ

MCC 2C-5 モータコントロールセンタ
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（6／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

交流電源

設備）

MCC 2C-6 モータコントロールセンタ

MCC 2C-7 モータコントロールセンタ

MCC 2C-8 モータコントロールセンタ

MCC 2C-9 モータコントロールセンタ

MCC 2D-3 モータコントロールセンタ

MCC 2D-4 モータコントロールセンタ

MCC 2D-5 モータコントロールセンタ

MCC 2D-6 モータコントロールセンタ

MCC 2D-7 モータコントロールセンタ

MCC 2D-8 モータコントロールセンタ

MCC 2D-9 モータコントロールセンタ

MCC HPCS モータコントロールセンタ

SUPS 2A 非常用無停電電源装置 A 

SUPS 2B 非常用無停電電源装置 B 

SUPS DIST PNL 2A 非常用無停電計装分電盤 2A 

SUPS DIST PNL 2B 非常用無停電計装分電盤 2B 

120V／240V AC 

INST.DIST.BUS 2A 
交流計装電源用電源盤 2A 

120V／240V AC 

INST.DIST.BUS 2B 
交流計装電源用電源盤 2B 

RX PROT MG A MO 原子炉保護系 MG セット A 

RX PROT MG B MO 原子炉保護系 MG セット B 

PNL-C72-P001 原子炉保護系分電盤 A 

PNL-C72-P002 原子炉保護系分電盤 B 

サポート

系（直流電

源設備）

125V DC 2A BATTERY 125V 系蓄電池 A 系 

125V DC 2B BATTERY 125V 系蓄電池 B 系 

125V DC HPCS 

BATTERY 
125V 蓄電池 HPCS 系 

125V DC 2A 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 2A 

125V DC 2B 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 2B 

125V DC HPCS 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 HPCS 

125V DC DIST.CTR 2A 直流 125V 主母線盤（2A） 

125V DC DIST.CTR 2B 直流 125V 主母線盤（2B） 
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（7／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（直流電

源設備）

125V DC HPCS 

DIST.CTR 
直流 125V 主母線盤 HPCS 

125V DC MCC 2A-1 
直流 125V モータコントロー

ルセンタ 2A-1

125V DC MCC 2A-2 
直流 125V モータコントロー

ルセンタ 2A-2

125V DC DIST PNL 

2A-1 
直流 125V 分電盤 2A-1 

125V DC DIST PNL 

2A-2 
直流 125V 分電盤 2A-2 

125V DC DIST PNL 

2B-1 
直流 125V 分電盤 2B-1 

125V DC DIST PNL 

2B-2 
直流 125V 分電盤 2B-2 

125V DC DIST PNL 

2A-2-1 
直流 125V 分電盤 2A-2-1 

125V DC DIST PNL 

2B-2-1 
直流 125V 分電盤 2B-2-1 

125V DC DIST PNL 

HPCS 
直流 125V 分電盤 HPCS 

24V DC 2A-1 

BATTERY 

中性子モニタ用蓄電池 A 系

（2A-1） 

24V DC 2A-2 

BATTERY 

中性子モニタ用蓄電池 A 系

（2A-2） 

24V DC 2B-1 

BATTERY 

中性子モニタ用蓄電池 B 系

（2B-1） 

24V DC 2B-2 

BATTERY 

中性子モニタ用蓄電池 B 系

（2B-2） 

24V DC 2A-1 

BATT.CHARGER 
直流±24V 充電器 2A-1 

24V DC 2A-2 

BATT.CHARGER 
直流±24V 充電器 2A-2 

24V DC 2B-1 

BATT.CHARGER 
直流±24V 充電器 2B-1 

24V DC 2B-2 

BATT.CHARGER 
直流±24V 充電器 2B-2 

24V DC DIST PNL 2A
直流±24V 中性子モニタ用分

電盤（2A） 

24V DC DIST PNL 2B
直流±24V 中性子モニタ用分

電盤（2B） 

サポート

系（非常用

補機冷却

系）

RHRS-PMP-A 残留熱除去系海水系ポンプ A 

RHRS-PMP-B 残留熱除去系海水系ポンプ B 

RHRS-PMP-C 残留熱除去系海水系ポンプ C 

RHRS-PMP-D 残留熱除去系海水系ポンプ D 

3-12-F068A
残留熱除去系熱交換器（A）

出口弁 

3-12-F068B
残留熱除去系熱交換器（B）

出口弁 
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（8／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

補機冷却

系）

DGSW-PMP-2C 
2C 非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプ 

DGSW-PMP-2D 
2D 非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプ 

DGSW-PMP-HPCS 
高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機用海水ポンプ 

サポート

系（非常用

換気空調

系）

AH2-9A 
中央制御室換気系空気調和

機ファン A 

AH2-9B 
中央制御室換気系空気調和

機ファン B 

E2-14A 
中央制御室換気系フィルタ

系ファン A 

E2-14B 
中央制御室換気系フィルタ

系ファン B 

HVAC-E2-15 中央制御室排気ファン 

HVAC-PMP-P2-3 
中央制御室チラー冷却水循

環ポンプ（A） 

HVAC-PMP-P2-4 
中央制御室チラー冷却水循

環ポンプ（B） 

HVAC-WC2-2 
中央制御室チラーユニット

（A） 

HVAC-WC2-1 
中央制御室チラーユニット

（B） 

SW AH2-10A スイッチギア室空調機（A）

SW AH2-10B スイッチギア室空調機（B）

HVAC-PMP-P2-5 
スイッチギア室チラー冷却

水循環ポンプ（A）

HVAC-PMP-P2-6 
スイッチギア室チラー冷却

水循環ポンプ（B）

SW WC2-3A 
スイッチギア室チラーユニ

ット 3A

SW WC2-3B 
スイッチギア室チラーユニ

ット 3B

SW WC2-4A 
スイッチギア室チラーユニ

ット 4A

SW WC2-4B 
スイッチギア室チラーユニ

ット 4B

SW AH2-12A バッテリ室空調機（A） 

SW AH2-12B バッテリ室空調機（B） 

HVAC-E2-11A バッテリ室排風機（A） 

HVAC-E2-11B バッテリ室排風機（B） 

SW AH2-1 
高圧炉心スプレイ系ポンプ

室空調機 

SW AH2-2 
高圧炉心スプレイ系ポンプ

室空調機 

SW AH2-3 
低圧炉心スプレイ系ポンプ

室空調機 
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（9／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

換気空調

系） 

SW AH2-5 
残留熱除去系 B 系ポンプ室空

調機 

SW AH2-6 
残留熱除去系 C 系ポンプ室空

調機 

SW AH2-7 
残留熱除去系 A 系ポンプ室空

調機 

プロセス

監視 

C51-N002A～H 起動領域計装 

PT-B22-N051A 原子炉圧力 

PT-B22-N051B 原子炉圧力 

LT-B22-N091A,C 原子炉水位（広帯域） 

LT-B22-N091B,D 原子炉水位（広帯域） 

LT-B22-N044A 原子炉水位（燃料域） 

LT-B22-N044B 原子炉水位（燃料域） 

PT-26-79.51A ドライウェル圧力 

PT-26-79.51B ドライウェル圧力 

PT-26-79.52A 
サプレッション・チェンバ圧

力

PT-26-79.52B 
サプレッション・チェンバ圧

力

LT-26-79.5A サプレッション・プール水位

LT-26-79.5B サプレッション・プール水位

TE-T23-N001～6A 
サプレッション・プール水温

度

TE-T23-N001～6B 
サプレッション・プール水温

度

TE-T23-N001～6C 
サプレッション・プール水温

度

TE-T23-N001～6D 
サプレッション・プール水温

度

FT-E12-N015A 残留熱除去系系統流量 A 

FT-E12-N015B 残留熱除去系系統流量 B 

FT-E12-N015C 残留熱除去系系統流量 C 

FT-E22-N005 高圧炉心スプレイ系系統流量 

FT-E21-N003 低圧炉心スプレイ系系統流量 

FT-E51-N003 原子炉隔離時冷却系系統流量 

FT-E12-N007A 
残留熱除去系海水系系統流量

A 

FT-E12-N007B 
残留熱除去系海水系系統流量

B 

PT-13-92A 
2C 非常用ディーゼル発電機用

海水ポンプ出口圧力 

PT-13-92B 
2D 非常用ディーゼル発電機用

海水ポンプ出口圧力 

PT-13-692 

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機用海水ポンプ出口圧

力
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第 6-15 表 火災防護対象機器等（10／10） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

プロセス

監視 

CP-1-EI-45 M／C 2C 電圧 

CP-1-EI-48 M／C 2D 電圧 

H13-P601-EI-1 M／C HPCS 電圧 

CP-1-EI-61 直流 125V 主母線盤 2A 電圧 

CP-1-EI-62 直流 125V 主母線盤 2B 電圧 

H13-P601-EI-9 直流 125V 主母線盤 HPCS 電圧 

RE-D23-N003A 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（D／W）

RE-D23-N003B 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（D／W）

RE-D23-N003C 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（S／C）

RE-D23-N003D 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（S／C）

H2E-D23-N002A 格納容器内水素濃度 A 

H2E-D23-N002B 格納容器内水素濃度 B 

注記 ＊1：自動減圧機能を有する逃がし安全弁を示す。 

＊2：サプレッション・プール冷却モードにて使用する。
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第6-16表 ケーブルトレイに対する系統分離方法 

 c. 1時間耐火隔壁＋火災感知＋自動消火 

概 要 

 

耐火隔壁 ○（1時間） 

火災感知設備 ○ 

自動消火設備 ○ 

設計の考え方 

1時間耐火隔壁＋火災感知設備及び自動消火設備を設置 

・ケーブルトレイ外の火災から，1時間耐火隔壁，早期感知及び消火によって，火災防護対象ケーブルを防護 

・ケーブルトレイ内の火災から，1時間耐火隔壁，早期感知及び消火によって，他のケーブルトレイの火災防護

対象ケーブルを防護 

火災区域（区画）で発生するケーブルトレイ外及びケーブルトレイ内の火災は，1時間耐火隔壁＋火災感知及

び自動消火の早期消火により火災防護対象ケーブルへ影響を与えず，a.項又はb.項による方法と同等の分離性

能を有する方法である。 

互いに相違する系列の 

火災防護対象ケーブル 

1時間の耐火隔壁 

自動消火設備 

火災区域（火災区画）

火災感知器 
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第6-17表 耐火間仕切りの試験体 

項目 耐火間仕切り 

試験体 ① ② ③ 

主な使用

用途 
電動弁・電気ペネトレーション 

計装品（現場制御盤，計装ラック）・電

気ペネトレーション 
計装品（現場制御盤，計装ラック） 

形状 箱形 
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第6-18表 耐火間仕切りの試験結果 

試験体 ① ② ③ 

判定基準 

非加熱面側に10秒を超えて

発炎を生じないこと 
良 良 良 

非加熱面側に10秒を超えて

火炎が噴出しないこと 
良 良 良 

火炎がとおる亀裂等の損傷

及び隙間が生じないこと 
良 良 良 

試験結果 合格 合格 合格 
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第6-19表 耐火ラッピングの判定基準 

項目 確認内容 判定基準 

外観確認 

耐火試験中，ケーブルラッピングの著しい変

化，破壊，脱落等の変化がないことを目視で

確認する。 

著しい変化が生じないこと 

耐火試験後，ケーブル表面及びケーブルトレ

イ表面に延焼の痕跡がないことを目視で確認

する。

延焼の痕跡がないこと 

放水試験後，ケーブルラッピングにケーブル

及びケーブルトレイが見える貫通口が生じな

いことを目視確認する。 

貫通口が生じないこと。 

電気特性 

確認 

耐火試験後にケーブルの導通を確認する。 導通があること 

耐火試験前後にケーブルの導体－大地間の絶

縁抵抗を測定する。 

試験後に絶縁抵抗の著しい

低下がないこと（10 MΩ以

上） 

第6-20表 耐火ラッピングの試験体（ケーブルトレイ） 

型式 3時間耐火ラッピング 

ケーブル

トレイ

構成材料 

概要 
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第6-21表 耐火ラッピングの試験体（電線管） 

型式 3時間耐火ラッピング 

電線管 

構成材料 

概要 

第6-22表 耐火ラッピングの試験結果 

判定基準 
判定 

ケーブルトレイ 電線管 

外観確認 

著しい変化が生じないこと 良 良 

延焼の痕跡がないこと 良 良 

貫通口が生じないこと。 良 良 

電気特性確認

導通があること 良 良 

試験後に絶縁抵抗の著しい低下が

ないこと（10 MΩ以上） 
良 良 

試験結果 合格 合格 
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第6-23表 試験条件 

トレイ下面 トレイ側面 トレイ上面

試験体 ＩＳＯ加熱 180 ℃以上＊ 180 ℃以上＊ 

注記 ＊：ＦＤＴｓにて求めた高温ガスのうち，最も高温となる火災区域（区画）の温

度を包絡する180 ℃と想定する。 
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第 6-2 図 非加熱面側の表面温度及び空間温度の測定位置 
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第 6-3 図 非加熱面側の表面からの距離と温度（試験体①） 

第 6-3 図 非加熱面側の表面からの距離と温度（試験体②）
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第6-4図 発泡性耐火被覆を施工した鉄板の1時間耐火能力を確認する 

火災耐久試験 
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第6-5図 ケーブル占積率
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第6-6図 試験結果 
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第6-7図 ハロゲン化物自動消火設備（全域）の系統構成
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第 6-8 図 起動領域モニタの位置的分散 
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7. 原子炉の安全確保について

火災防護に係る審査基準では，火災の影響軽減として系統分離対策を要求するとと

もに，発電用原子炉施設内の火災によって，安全保護系及び原子炉停止系の作動が要

求される場合には，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子

炉の安全停止が可能である設計であることを要求し，原子炉の安全停止が可能である

ことを火災影響評価によって確認することを要求している。 

評価ガイドには，内部火災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全保護系，原子炉

停止系の作動を要求される場合には，その影響を考慮し，「発電用軽水型原子炉施設

の安全評価に関する審査指針」に基づき安全解析を行うとの記載がある。 

このため，7.1項では，火災に対する原子炉の安全停止対策としての設計について説

明する。 

7.2項では，7.1項に示す設計により，火災が発生しても原子炉の安全停止が達成で

きることを，火災影響評価として説明する。 

7.1 火災に対する原子炉の安全停止対策 

東海第二発電所の火災に対する原子炉の安全停止対策としての設計を以下に示す。 

(1) 火災区域又は火災区画に設置される不燃性材料で構成される構築物，系統及

び機器を除く全機器の機能喪失を想定した設計 

発電用原子炉施設内の火災区域又は火災区画に火災が発生し，安全保護系及

び原子炉停止系の作動が要求される場合には，当該火災区域又は火災区画に設

置される不燃性材料で構成される構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪

失を想定しても，「6. 火災の影響軽減対策」に示す火災の影響軽減のための

系統分離対策によって，原子炉の安全停止に必要な機能を確保するための手段

（以下「成功パス」という。）を少なくとも1つ確保することで，多重化された

それぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉を安全に停止できる設計

とする。 

(2) 設計基準事故等に対処するための機器に単一故障を想定した設計

内部火災により，安全保護系及び原子炉停止系の作動を要求される運転時の

異常な過渡変化又は設計基準事故が発生する場合には，「発電用軽水型原子炉

施設の安全評価に関する審査指針」に基づき，運転時の異常な過渡変化又は設

計基準事故に対処するための機器に単一故障を想定しても，制御盤間の離隔距

離，盤内の延焼防止対策又は現場操作によって，多重化されたそれぞれの系統

が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停止，低温停止を達成し，維持で

きる設計とする。 

7.2 火災の影響評価 
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(1) 火災区域又は火災区画に設置される不燃性材料で構成される構築物，系統及

び機器を除く全機器の機能喪失を想定した設計に対する評価 

評価ガイドを参照し，火災の影響軽減における系統分離対策により，発電用

原子炉施設内の火災区域又は火災区画（以下「火災区域（区画）」という。）

で火災が発生し，当該火災区域（区画）に設置される不燃性材料で構成される

構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想定しても，多重化されたそ

れぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の安全停止に係わる安全機

能が確保されることを火災影響評価にて確認する。 

火災影響評価は，火災区域（区画）内の火災荷重の増加により，火災荷重か

ら求める等価時間が，火災区域（区画）を構成する壁，防火扉，防火ダンパ及

び貫通部シールの耐火時間より大きくなる場合や，設備改造により火災防護対

象機器等を設置する火災区域（区画）が変更となる場合には，再評価を実施す

る。 

火災影響評価の評価方法及び再評価については，火災防護計画に定め管理す

る。 

以下，a.項において評価条件，b.項において評価方法及びc.項において評価

結果を説明する。 

a. 評価条件

火災影響評価では，各火災区域（区画）内の可燃性物質，機器，ケーブ

ル，隣接する火災区域又は火災区画（以下「隣接火災区域（区画）」とい

う。）等の情報を整理して評価を実施することから，評価の前に火災区域

（区画）特性表を，以下の(a)項から(f)項に従って作成する。 

火災区域（区画）内の資機材の保管状況及び設備の設置状況等に変更が

ある場合は，火災区域（区画）特性表における等価時間や火災防護対象機

器等の設置位置等の更新を行う。 

火災区域（区画）特性表の作成及び更新については，火災防護計画にて

定め，管理する。 

(a) 火災区域（区画）の特定

各火災区域（区画）に対して，以下の情報を整理し，火災区域（区

画）特性表に記載する。 

イ. プラント名

ロ. 建屋

ハ. 火災区域（区画）番号

(b) 火災区域（区画）にある火災ハザードの特定

各火災区域（区画）内に存在する火災ハザードを整理し，火災区域

（区画）特性表に記載する。 
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イ. 火災区域内の火災区画番号，名称

ロ. 床面積

ハ. 発熱量

ニ. 火災荷重

ホ. 等価時間

(c) 火災区域（区画）にある防火設備

火災影響評価では，評価する火災区域（区画）における系統分離対

策が実施されていることを確認することから，火災区域（区画）内の

消火設備と消火方法を整理し，火災区域（区画）特性表に記載すると

ともに，火災区域（区画）内の火災感知器も記載する。 

(d) 隣接火災区域（区画）への火災伝播経路

各火災区域（区画）と隣接火災区域（区画）との火災伝播経路を整

理し，火災区域（区画）特性表に記載する。 

なお，隣接火災区域（区画）は，火災を想定する当該火災区域（区

画）の一部でも壁が接している火災区域（区画）を選定する。 

イ. 隣接火災区域（区画）番号

ロ. 隣接火災区域内の火災区画番号，名称

ハ. 火災伝播経路

ニ. 耐火壁の耐火時間

ホ. 伝播の可能性

(e) 火災により影響を受ける火災防護対象機器の特定

「6.2.1 火災防護対象機器等の選定」で選定した火災防護対象機器

を，当該火災区域（区画）の火災により影響を受けるものとして，火

災区域（区画）特性表に記載する。 

(f) 火災防護対象ケーブルの特定

(e)項で特定した火災防護対象機器の電源，制御，計装ケーブルであ

る火災防護対象ケーブルを，火災区域（区画）特性表に記載する。 

火災影響評価では，成功パスが少なくとも一つ確保されるか否かを

評価するが，その際に，ポンプや弁等の火災防護対象機器の機能喪失

を想定することに加え，火災防護対象ケーブルの断線等も想定して火

災影響評価を行うことから，火災防護対象ケーブルが通過する火災区

域（区画）を調査し，火災区域（区画）特性表に記載する。 

b. 評価方法

評価ガイドを参照して実施する火災影響評価では，火災区域（区画）の

火災を想定し，隣接火災区域（区画）に火災の影響が及ぶ場合には，隣接

火災区域（区画）も含んで火災影響評価を行う必要がある。 
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このため，火災影響評価を実施する前に，当該火災区域（区画）に火災

を想定した場合の隣接火災区域（区画）への影響を評価する火災伝播評価

を実施する。 

火災伝播評価の結果，隣接火災区域（区画）に影響を与えない火災区域

（区画）に対する評価及び隣接火災区域（区画）に影響を与える火災区域

（区画）に対する評価を実施する方法で火災影響評価を実施する。 

以下(a)項に火災伝播評価の方法，(b)項に火災区域（区画）に対する火

災影響評価の方法を示す。 

(a) 火災伝播評価

当該火災区域（区画）に火災を想定した場合に，隣接火災区域（区

画）へ影響を与えるか否かを評価する火災伝播評価の方法を以下に示

す。（第7-1図） 

イ. 隣接火災区域（区画）に影響を与えない火災区域（区画）

隣接火災区域との境界の障壁に開口がなく，かつ，当該火災区域の

等価時間が，火災区域を構成する障壁の耐火能力より小さければ，隣

接火災区域への影響はないことから，当該火災区域（区画）は，隣接

火災区域（区画）に影響を与えない火災区域（区画）として選定する。 

ロ. 隣接火災区域（区画）に影響を与える火災区域（区画）

隣接火災区域との境界の障壁に開口があるか，又は，当該火災区域

の等価時間が，火災区域を構成する障壁の耐火能力より大きい場合は，

隣接火災区域（区画）に影響を与える可能性があることから，隣接火

災区域（区画）に影響を与える火災区域（区画）として選定する。 

(b) 火災区域（区画）に対する火災影響評価

(a)項に示す火災伝播評価によって選定された隣接火災区域（区画）

に影響を与えない火災区域（区画）及び隣接火災区域（区画）に影響

を与える火災区域（区画）に対する火災影響評価の方法を，以下のイ.

項及びロ.項に示す。 

イ. 隣接火災区域（区画）に影響を与えない火災区域（区画）

隣接火災区域（区画）に影響を与えない火災区域（区画）について，

不燃性材料で構成される構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪

失を想定しても，原子炉の安全停止に必要な成功パスが少なくとも一

つ確保される場合は，原子炉の安全停止に影響を与えない。 

上記条件を満足しない当該火災区域（区画）は，系統分離対策を行

うことで，原子炉の安全停止が可能となる。 

当該火災区域（区画）内に設置される不燃性材料で構成される構築

物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想定した場合に，原子炉
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の安全停止に影響を与えるか否かを確認する手順を，以下の(イ)項か

ら(ニ)項に示す。（第7-2図） 

(イ) 成功パス確認一覧表の作成 

当該火災区域（区画）に対し，系統の多重性及び多様性を踏

まえ，原子炉の安全停止に必要な系統，機器の組合せを整理し

た成功パス確認一覧表を作成する。 

(ロ) 成功パスの確認 

当該火災区域（区画）に設置される不燃性材料で構成される

構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想定した場合

に，機能喪失する火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル

（以下「ターゲット」という。）を成功パス確認一覧表に記載

し，原子炉の安全停止に必要な機能が維持されるか否かを確認

する。 

(ハ) スクリーンアウトされる火災区域（区画） 

上記(ロ)項において，原子炉の安全停止に必要な成功パスが

少なくとも一つ確保される火災区域（区画）は，当該火災区域

（区画）に火災を想定しても原子炉の安全停止に影響を与えな

いことから，スクリーンアウトする火災区域（区画）とする。 

(ニ) スクリーンアウトされない火災区域（区画） 

上記(ロ)項において，原子炉の安全停止に必要な成功パスが

確保されない当該火災区域（区画）は，当該火災区域（区画）

の火災を想定すると，原子炉の安全停止に影響を与える可能性

がある。 

このため，当該火災区域（区画）において，詳細な火災影響

評価として，「6. 火災の影響軽減対策」に示す系統分離対策

を実施することを確認する。 

なお，原子炉の安全停止に必要な成功パスが確保されない場

合は，追加の火災防護対策を実施し，原子炉の安全停止に必要

な成功パスを少なくとも一つ確保する。 

ロ. 隣接火災区域（区画）に影響を与える火災区域（区画） 

隣接火災区域（区画）に影響を与える火災区域（区画）は，当該火

災区域（区画）及び隣接火災区域（区画）（以下「隣接2区域（区画）」

という。）に設置される不燃性材料で構成される構築物，系統及び機

器を除く全機器の機能喪失を想定しても，原子炉の安全停止に必要な

成功パスが少なくとも一つ確保される場合は，原子炉の安全停止に影

響を与えない。 



159 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
2 

上記条件を満足しない隣接2区域（区画）は，系統分離対策を行う

ことで，原子炉の安全停止が可能となる。 

隣接2区域（区画）に設置される不燃性材料で構成される構築物，

系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想定しても，原子炉の安全停

止に影響を与えないことを確認する手順を，以下の(イ)項から(ニ)

項に示す。（第7-3図） 

(イ) 隣接2区域（区画）のターゲットの確認 

隣接2区域（区画）のターゲットを確認し，以下のiからⅳに

分類する。 

ⅰ. 当該火災区域（区画）及び隣接火災区域（区画）にターゲッ

トが存在する場合 

ⅱ. 当該火災区域（区画）はターゲットが存在するが隣接火災区

域（区画）にはターゲットが存在しない場合 

ⅲ. 当該火災区域（区画）はターゲットが存在しないが隣接火災

区域（区画）にターゲットが存在する場合 

ⅳ. 当該火災区域（区画）及び隣接火災区域（区画）にターゲッ

トが存在しない場合 

(ロ) 成功パスの確認 

上記(イ)項で実施した分類に応じて，原子炉の安全停止に必

要な機能が維持されるか否かを以下のⅰ.項からⅳ.項のとおり

確認する。 

確認に当たっては，「(b)イ.(ロ) 成功パスの確認」と同様

に行う。 

ⅰ. 当該火災区域（区画）及び隣接火災区域（区画）にターゲッ

トが存在する場合 

隣接2区域（区画）のターゲットが全喪失しても，少なくと

も1つの成功パスが確保されるか否かを確認する。 

ⅱ. 当該火災区域（区画）はターゲットが存在するが隣接火災区

域（区画）にはターゲットが存在しない場合 

当該火災区域（区画）のターゲットが全喪失しても，少な

くとも1つの成功パスが確保されるか否かを確認する。 

ⅲ. 当該火災区域（区画）はターゲットが存在しないが隣接火災

区域（区画）にターゲットが存在する場合 

隣接火災区域（区画）のターゲットが全喪失しても，少な

くとも1つの成功パスが確保されるか否かを確認する。 

ⅳ. 当該火災区域（区画）及び隣接火災区域（区画）にターゲッ
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トが存在しない場合 

この場合は，隣接2区域（区画）に設置される不燃性材料で

構成される構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を

想定しても，原子炉の安全停止に必要な成功パスが少なくと

も一つ確保される。 

(ハ) スクリーンアウトされる火災区域（区画） 

上記(ロ)ⅰ.項からⅲ.項において，原子炉の安全停止に必要

な成功パスが少なくとも一つ確保される火災区域（区画）は，

当該火災区域（区画）に火災を想定しても原子炉の安全停止に

影響を与えないことから，スクリーンアウトする火災区域（区

画）とする。 

また，上記(ロ)ⅳ.項の場合も，当該火災区域（区画）に火災

を想定しても，原子炉の安全停止に影響を与えないことからス

クリーンアウトする火災区域（区画）とする。 

(ニ) スクリーンアウトされない火災区域（区画） 

上記(ロ)ⅰ.項からⅲ.項において，原子炉の安全停止に必要

な成功パスが確保されない火災区域（区画）は，当該火災区域

（区画）の火災を想定すると，原子炉の安全停止に影響を与え

る可能性がある。 

このため，以下に示すとおり「6. 火災の影響軽減対策」に

示す系統分離対策を実施することを確認する。 

ⅰ. 当該火災区域（区画）及び隣接火災区域（区画）にターゲッ

トが存在する場合 

当該火災区域（区画）及び隣接火災区域（区画）内のター

ゲットの系統分離対策 

ⅱ. 当該火災区域（区画）はターゲットが存在するが隣接火災区

域（区画）にはターゲットが存在しない場合 

当該火災区域（区画）内のターゲットの系統分離対策 

ⅲ. 当該火災区域（区画）はターゲットが存在しないが隣接火災

区域（区画）にターゲットが存在する場合 

隣接火災区域（区画）内のターゲットの系統分離対策 

c. 評価結果 

b.項に示す評価方法に従い火災影響評価を実施した結果，「6. 火災の

影響軽減対策」の系統分離対策を実施する7.1(1)項に示す設計により，発

電用原子炉施設内で火災が発生しても，原子炉の安全停止に係わる安全機

能は確保される。 
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以下(a)項に火災伝播評価結果，(b)項に隣接火災区域（区画）に影響を

与えない火災区域（区画）に対する火災影響評価の結果を示す。 

(a) 火災伝播評価 

「b. 評価方法」の(a)項に示す当該火災区域（区画）に火災を想定し

た場合に，隣接火災区域（区画）へ影響を与えるか否かを評価する火災

伝播評価を実施した。 

その結果，隣接火災区域（区画）に影響を与える火災区域（区画）が

存在しないことを確認した。（第7-1表） 

(b) 隣接火災区域（区画）に影響を与えない火災区域（区画）に対する火

災影響評価 

隣接火災区域（区画）に影響を与えない火災区域（区画）に対して，

b.(b)イ.(ロ)項に示すとおり，当該火災区域（区画）に設置される不燃

性材料で構成される構築物，系統及び機器を除く全機器の機能喪失を想

定しても原子炉の安全停止に必要な機能が確保されるか否かを確認した。

成功パス確認一覧表を第7-2表に示す。 

成功パス確認一覧表において，成功パスが少なくとも1つ確保される火

災区域（区画）は，b.(b)イ.(ハ)項に示すとおり，スクリーンアウトす

る火災区域（区画）とした。 

成功パスが確保されない火災区域（区画）は，b.(b)イ.(ニ)項に示す

とおり，スクリーンアウトされない火災区域（区画）として，詳細な火

災影響評価を実施し，「6. 火災の影響軽減対策」に示す火災の影響軽

減のための系統分離対策が実施されていることを確認した。確認結果を

第7-3表に示す。 

また，詳細な火災影響評価を実施する火災区域（区画）の最終結果を

第7-4表に示す。 

以上より隣接火災区域（区画）に影響を与えない火災区域（区画）は，

火災区域（区画）に設置される不燃性材料で構成される構築物，系統及

び機器を除く全機器の機能喪失を想定しても，原子炉の安全停止が可能

であることを確認した。 

(2) 対処系に単一故障を想定した設計に対する評価 

内部火災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全保護系及び原子炉停止系の

作動を要求される運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生する可能性

があるため，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」（以下

「安全評価審査指針」という。）に基づき，対処系に対し単一故障を想定して

も，事象が収束して原子炉は支障なく低温停止に移行できることを確認する。 

以下，a.項において評価条件，b.項において評価方法及びc.項において評価
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結果を説明する。 

a. 評価条件 

対処系に単一故障を想定した設計に対する評価における条件を，以下の

(a)項及び(b)項に示す。 

(a) 火災影響評価における運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の条

件は，安全評価審査指針に示される条件を用いる。 

(b) (a)項に示す条件とは異なる火災影響評価特有の条件は，以下に示すも

のとする。 

イ. 電動弁は，遮断器に接続される制御ケーブルが，火災の影響による

誤信号で，当該系統の機能を考慮し，厳しい方向に動作するものとす

る。 

ロ. 空気作動弁は，電磁弁に接続される制御ケーブルが，火災の影響に

よる誤信号で，当該系統の機能を考慮し，厳しい方向に動作するもの

とする。 

ハ. 電動補機は，遮断器に接続される制御ケーブルが，火災の影響によ

る誤信号で，当該系統の機能を考慮し，厳しい方向に起動又は停止す

るものとする。 

b. 評価方法 

対処系に単一故障を想定した設計に対して，以下の(a)項から(c)項に示す

方法で火災影響評価を実施する。 

(a) 内部火災により発生する可能性のある運転時の異常な過渡変化又は設

計基準事故の特定 

内部火災により発生する可能性のある運転時の異常な過渡変化又は設

計基準事故は，安全評価審査指針において評価すべき具体的な事象とし

て示される運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故のうち，火災の影

響を考慮した場合に発生する可能性のある事象を対象とする。 

(b) 単一故障の想定 

本評価における単一故障の想定は，内部火災により発生する可能性の

ある運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故に対処するために必要な

系統及び機器のうち，解析の結果を最も厳しくする機器の単一故障を想

定する。 

(c) 火災影響評価 

(a)項で特定した各事象発生時に(b)項に示す単一故障を想定し，事象

を収束するために必要な機能が失われず，事象が収束して原子炉は支障

なく低温停止に移行できることを確認する。 

c. 評価結果 
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a.項及びb.項に従い火災影響評価を実施した結果，火災による影響を考慮

しても，事象が収束して原子炉は支障なく低温停止に移行できることを以下

のとおり確認した。 

(a) 火災影響評価結果 

火災による影響を考慮しても，内部火災により発生する可能性のあ

る設計基準事故として原子炉冷却材流量の喪失を選定し，対処系に対

し安全評価審査指針に基づく単一故障を想定しても，原子炉スクラム

に係る論理回路がフェイルセーフ設計であること及び当該制御盤は安

全区分に応じて分離されていることから，事象が収束して原子炉は支

障なく低温停止に移行できることを確認した。 

また，内部火災により発生する可能性のある運転時の異常な過渡変

化を選定し，対処系に対し安全評価審査指針に基づく単一故障を想定

しても，原子炉スクラムに係る論理回路がフェイルセーフ設計である

こと及び当該制御盤は安全区分に応じて分離されていることから，事

象が収束して原子炉は支障なく低温停止に移行できることを確認した。 
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7.2(1)b(a)イ 7.2(1)b(a)ロ

は，本文中の記載箇所を示す。

 

第7-1図 火災伝播評価手順の概要フロー 

7.2(1)b.(a)イ . 7.2(1)b.(a)ロ . 
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7.2(1)b(b)イ

7.2(1)b(b)イ(ロ)

7.2(1)b(b)イ(ハ)

7.2(1)b(b)イ(ニ)

は，本文中の記載箇所を示す。

第7-2図 隣接火災区域（区画）に影響を与えない火災区域（区画）の火災影響評価手順

の概要フロー

7.2(1)b.(b)イ .(ハ) 

7.2(1)b.(b)イ .(ロ) 

7.2(1)b.(b)イ .(ニ) 

7.2(1)b.(b)イ . 
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1
6
6 

当該火災区域（区画）に
ターゲットはあるか？

隣接火災区域（区画）に
ターゲットはあるか？

隣接火災区域（区画）に
ターゲットはあるか？

隣接2区域（区画）の
ターゲットが喪失しても，
少なくとも1つの成功パ
スが確保されるか？

当該火災区域（区画）の
ターゲットが喪失しても，
少なくとも1つの成功パ
スが確保されるか？

隣接火災区域（区画）の
ターゲットが喪失しても，
少なくとも1つの成功パ
スが確保されるか？

隣接する火災区域（区画）に影響を与える火災区域（区画）の火災影響評価

当該火災区域
（区画）及び
隣接する火災
区域（区画）
の系統分離対
策の実施確認

当該火災区域
（区画）及び
隣接する火災
区域（区画）
の系統分離対
策の実施確認

スクリーン
アウト

スクリーン
アウト

スクリーン
アウト

当該火災区域（区画）に火災が発生し隣接する火災区域（区画）へ延焼しても，原子炉の安全停止への影響はない

隣接火災区域
（区画）の系
統分離対策の

実施確認

YES

YES YES

YES YES YES

NO

NO NO

NO NO NO

7.2(1)b(b)ロ(イ)ⅰ

7.2(1)b(b)ロ(イ)ⅱ

7.2(1)b(b)ロ(イ)ⅲ

7.2(1)b(b)ロ(イ)ⅳ

7.2(1)b(b)
ロ(ロ)ⅰ

7.2(1)b(b)
ロ(ロ)ⅱ

7.2(1)b(b)
ロ(ロ)ⅲ

7.2(1)b(b)ロ

 

第7-3図 隣接火災区域（区画）に影響を与える火災区域（区画）の火災影響評価

は，本文中の記載箇所を示す。

7.2(1)b.(b)ロ .(イ )ⅰ . 

7.2(1)b.(b)ロ .(イ )ⅱ .

7.2(1)b.(b)ロ .(イ )ⅲ . 

7.2(1)b.(b)ロ .(イ )ⅳ .

7.2(1)b.(b)

ロ .(ロ )ⅰ .

7.2(1)b.(b) 

ロ .(ロ )ⅱ . 
7.2(1)b.(b)

ロ .(ロ )ⅲ .

7.2(1)b.(b)ロ . 
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第7-1表 火災伝播評価結果 

火災区域 
火災区域内の 

主な区画（部屋）名称 

等価火災 

時間 
○：３時間以内

隣接火災区域 開口の有無＊ 耐火時間 
火災伝播の 

可能性 
備考 
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第 7-1 表 火災伝播評価結果 

火災区域 
火災区域内の 

主な区画（部屋）名称 

等価火災 

時間 
○：３時間以内

隣接火災区域 開口の有無＊ 耐火時間 
火災伝播の 

可能性 
備考 
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第 7-1 表 火災伝播評価結果 

火災区域 
火災区域内の 

主な区画（部屋）名称 

等価火災 

時間 
○：３時間以内

隣接火災区域 開口の有無＊ 耐火時間 
火災伝播の 

可能性 
備考 

注記 ＊：実証試験により3時間耐火性能を確認した耐火隔壁，配管貫通部シール，ケーブルトレイ及び電線管貫通部，防火扉，防火

ダンパを使用している場合は，開口無として評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-1） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊１ 

原子炉 

停止系＊１ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊1：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-3） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊１ 

原子炉 

停止系＊１ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊1：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 

1
7
2 

第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-4） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊１ 

原子炉 

停止系＊１ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊1：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-5） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊１ 

原子炉 

停止系＊１ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊1：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-6） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊１ 

原子炉 

停止系＊１ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊1：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-7） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 1：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

2：中央制御室については，6.2.4(1)のとおり影響軽減対策を行うこと，運転員が常駐しており早期感知・消火が可能であること

から，多重化された安全機能が同時に喪失する可能性は低い。万一，当該火災区域内の安全機能が全喪失した場合であっても

RSSからの操作により安全停止パスが確保可能である。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-8） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-9） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-10） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-11） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域R-12） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域RW-1） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域T-1,RW-5,RW-6,NRW-1,LLW-1,DY-1,DY-2,DC-1,O-1,O-17,O-18）

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域O-2） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域O-3） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域O-4（R-1の一部）） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域O-5（R-3の一部）） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域O-6（R-3の一部）） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域O-7） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域O-8） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域O-9） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域K-1,K-2,K-3,K-4,O-10,O-11,O-14,O-15,O-16） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第 7-2 表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域 D-1,D-2（D-B1-2,D-B1-4,D-B1-5,D-1-5）） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-2表 東海第二発電所 成功パス確認一覧表（火災区域D-1,D-2（D-B1-6,D-1-6）） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊ 

原子炉 

停止系＊ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む。）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブル

を含む。）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊：原子炉スクラムに係る論理回路は，フェイルセーフの設計としていること及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから，火災影響なしとして評価する。 
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第7-3表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域R-3 1／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 2／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 3／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 4／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 5／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 6／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 7／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 8／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 9／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 10／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 11／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 12／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 13／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 14／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 15／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 16／50）
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 17／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 18／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 19／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 20／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 21／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 22／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 23／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 24／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 25／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 26／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 27／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 28／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 29／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 30／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 31／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 32／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 33／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 34／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 35／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 36／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 37／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 

2
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 38／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 

2
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 39／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 40／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 41／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 42／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 43／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 44／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 45／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 46／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 47／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 48／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 49／50） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-3 50／50） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-6 1／2） 
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第 7-3 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価（火災区域 R-6 2／2） 



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 

2
5
2 

第 7-4 表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価による最終結果（火災区域 R-3） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊１ 

原子炉 

停止系＊１ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブルを

含む）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊1：原子炉スクラムに係る論理回路はフェイルセーフの設計としていること，及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから火災影響なしとして評価する。 

＊2：系統分離等の火災防護対策を実施する系統，機器を示す。



NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R2 

2
5
3 

第7-4表 東海第二発電所 詳細な火災影響評価による最終結果（火災区域R-6） 

火災 

区域 

番号 

安全 

保護系＊１ 

原子炉 

停止系＊１ 

工学的 

安全施設等

非常用 

所内電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱 

除去系 

最終的 

な熱の 

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温 

停止 

低温 

停止 
確認事項 

注 ：機能喪失するターゲット（関連するケーブルを含む）がない場合は，「○」，機能喪失するターゲット（関連するケーブルを

含む）がある場合は，「－」とする。 

注記 ＊1：原子炉スクラムに係る論理回路はフェイルセーフの設計としていること，及び当該系統は安全区分に応じて分離されてい

ることから火災影響なしとして評価する。 

＊2：系統分離等の火災防護対策を実施する系統，機器を示す。 
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8. 火災防護計画

火災防護計画は，発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実施するため

に策定する。 

火災防護計画に定める主なものを以下に示す。 

(1) 組織体制，教育訓練及び手順

計画を遂行するための体制，責任の所在，責任者の権限，体制の運営管理，

必要な要員の確保及び教育訓練並びに火災防護対策を実施するために必要な手

順等について定める。 

(2) 発電用原子炉施設の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設

a. 発電用原子炉施設の火災防護上重要な機器等については，火災発生防止，

火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減の3つの深層防護の概念に基づき，

必要な火災防護対策を行うことについて定める。重大事故等対処施設につい

ては，火災発生防止，火災の感知及び消火に必要な火災防護対策を行うこと

について定める。 

b. 屋外の火災区域は，火災区域外への延焼防止を考慮し，資機材管理，火気

作業管理，危険物管理，可燃物管理及び巡視を行うことについて定める。 

c. 非難燃ケーブル及びケーブルトレイを防火シートで覆い，その状態を維持

するため結束ベルト及びファイアストッパで固定した複合体の保守管理につ

いて，火災防護計画に定める。 

d. 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に使用する電力ケーブル

については，適切な保守管理を実施するとともに，必要に応じケーブルの引

替えを行うことについて，火災防護計画に定める。 

e. 潤滑油又は燃料油を貯蔵する設備は，運転に必要な量にとどめて貯蔵する

ことについて，火災防護計画に定める。 

f. 水素ボンベは，ボンベ使用時に職員がボンベ元弁を開弁し通常時は元弁を

閉弁する運用とする。 

g. 水素を内包する設備がある火災区域において，送風機及び排風機が異常に

より停止した場合は，運転員が現場にて遮断器を開放し，送風機及び排風機

が復帰するまでの間は，蓄電池に充電しない運用とする。 

h. 水素を貯蔵する水素ボンベは，運転に必要な量にとどめるため，必要な本

数のみを貯蔵することを火災防護計画に定める。 

i. 引火点が室内温度及び機器運転時の温度よりも高い潤滑油又は燃料油を使

用すること並びに火災区域における有機溶剤を使用する場合の滞留防止対策

について，火災防護計画に定め管理する。 

j. 「工場電気設備防爆指針」に記載される微粉を発生する仮設設備及び静電

気が溜まるおそれがある設備を設置しないことを火災防護計画にて定め，管
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理する。 

k. 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂，チャコールフィルタ及びHEPA

フィルタは，火災防護計画にドラム缶や不燃シートに包んで保管することを

定め，管理する。 

l. 電気室は，電源供給に火災影響を与えるような可燃性の資機材等を保管せ

ず，電源供給のみに使用することを火災防護計画に定め，管理する。 

m. 原子炉格納容器内に設置する原子炉の安全停止に必要な機器等及び重大事

故等対処施設は，不燃性又は難燃性の材料を使用し周辺には可燃物がないこ

とを火災防護計画に定め，管理する。 

n. 原子炉格納容器内に設置する火災感知器は，起動時の窒素封入後に作動信

号を除外する運用とする。 

o. 火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とならない火災区域又は火

災区画のうち，可燃物管理を行うことで煙の発生を抑える火災区域又は火災

区画は，可燃物管理を行い火災荷重を低く管理する。 

p. 発泡性耐火被覆を施工した鉄板でケーブルトレイ間の系統分離を実施する

場合は，火災耐久試験の条件を維持するための管理を行う。 

q. 中央制御室制御盤の1面に火災が発生した場合における消火の手順につい

て，火災防護計画に定める。 

r. 原子炉格納容器内の油内包機器，分電盤等については，金属製の筐体やケ

ーシングで構成すること，油を内包する点検用機器は通常電源を切る運用と

する。 

s. 原子炉格納容器内で火災が発生した場合における消火の手順について，火

災防護計画に定める。 

t. 火災影響評価の評価方法及び再評価について，火災防護計画に定める。 

u. 火災影響評価の条件として使用する火災区域（区画）特性表の作成及び更

新について，火災防護計画に定める。 

v. 外部火災から防護するための運用等について，火災防護計画に定める 

(3) 可搬型重大事故等対処設備，その他発電用原子炉施設 

可搬型重大事故等対処設備及び(2)項で対象とした設備以外の発電用原子炉

施設（以下「その他の発電用原子炉施設」という。）については，設備等に応

じた火災防護対策を行うことについて定める。可搬型重大事故等対処設備及び

その他発電用原子炉施設の主要な火災防護対策は以下のとおり。 

a. 可搬型重大事故等対処設備 

(a) 火災発生防止 

イ. 火災によって重大事故等に対処する機能が同時に喪失しないよう

考慮し，分散して保管する。 
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ロ. 可搬型重大事故等対処設備のうち，発火性又は引火性物質である潤

滑油及び燃料油を内包する設備は，溶接構造，シール構造の採用によ

り漏えいの防止対策を講じる。 

ハ. 可搬型重大事故等対処設備の保管に当たっては，保管エリア内での

他設備への火災の影響を軽減するため，金属製の容器への収納，不燃

シートによる養生，又は距離による離隔を考慮して保管する。 

ニ. 可搬型ホース及び可搬型ケーブルは，通常時は金属製の容器に保管

し，使用時は，周囲に可燃物がないよう設置する。 

ホ. 可搬型重大事故等対処設備保管エリア内の潤滑油及び燃料油を内

包する機器は，可燃物に隣接する場所には配置しない等のエリア外へ

の延焼防止を考慮する。 

へ. 可搬型重大事故等対処設備の保管エリア内外の境界付近に可燃物

を置かない管理を実施する。 

ト. 可搬型重大事故等対処設備は，地震による火災の発生を防止するた

めの転倒防止対策を実施する。 

チ. 竜巻（風（台風）含む。）による火災において，重大事故等に対処

する機能が損なわれないよう，可搬型重大事故等対処設備の分散配置

又は固縛を実施する。 

(b） 火災の感知及び消火 

イ. 可搬型重大事故等対処設備保管エリアの火災感知器は，早期に火災

感知できるように，固有の信号を発する異なる種類の火災感知器を設

置する。 

ロ. 屋外の保管エリアの火災感知は，炎感知器と熱感知器により感知が

できる範囲に，可搬型重大事故等対処設備を保管することにより実施

する。 

ハ. 屋外の可搬型重大事故等対処設備保管エリアの火災感知器は，故障

時に早期に取り替えられるよう予備を保有する。 

ニ. 可搬型重大事故等対処設備の保管エリアの消火のため，消火器及び

消火栓を設置する。 

b. その他の発電用原子炉施設 

(a) その他の発電用原子炉施設の火災防護は，設計基準対象施設及び重

大事故等対処施設に対して実施している火災防護対策を考慮して，消

防法，建築基準法，日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に

応じた火災防護対策を実施する。
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(b) 火災区域又は火災区画並びに可搬型重大事故等対処設備の保管エ

リアに設置又は保管しているその他の発電用原子炉施設に対する火

災感知は，それぞれの火災区域，火災区画又は可搬型重大事故等対処

設備の保管エリアにおける火災感知の設計方針を適用する。 

(c) (b)項以外のその他の発電用原子炉施設の火災感知として，設備の

設置状況又は保管状況及びその場所の環境等を考慮して火災感知器

を設置する。 

(d) 火災区域又は火災区画並びに可搬型重大事故等対処設備の保管エ

リアに設置又は保管しているその他の発電用原子炉施設に対する消

火は，それぞれの火災区域，火災区画又は可搬型重大事故等対処設備

の保管エリアにおける消火の設計方針を適用する。 

(e) (d)項以外のその他の発電用原子炉施設の消火は，設備の設置状況

又は保管状況及びその場所の環境を考慮して，消火器又は消火栓によ

る消火を行う。 
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非難燃ケーブルに防火措置を施すことによる難燃性能の向上について 
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1. 複合体の概念と設計目標 

東海第二発電所に敷設されたケーブルは，発電所運転開始以降に改造工事を行った

際には難燃ケーブルを採用しているものの，建設時に敷設されたケーブルは非難燃ケ

ーブルが使用されている。また，建設当初より安全系ケーブルと非安全系ケーブルが

同一トレイ内に同載する設計となっており，同載する場合は，安全系ケーブルと同様

の設計としている。ケーブルは建屋全域にわたって敷設されており，ケーブルトレイ

やケーブルピットに敷設されているものには延焼防止材が施工されている。 

一方，「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準（以下「火災

防護に係る審査基準」という。）」では，火災防護上重要な機器等のケーブルは難燃ケ

ーブルを使用することが要求されている。 

このため，東海第二発電所においては，火災防護上重要な機器等に使用している非

難燃ケーブルについては，原則，難燃ケーブルに取り替えることとする。 

また，ケーブル取替に伴い安全上の課題が生じる範囲で，かつ，施工後の状態にお

いて，安全上の課題を回避可能な場合はケーブル取替以外の措置（以下「代替措置」

という。）を適用する。代替措置については不燃材の防火シートを適用し，複合体＊1 を

形成することで，難燃ケーブルを使用した場合と同等以上の難燃性能＊2 を達成可能な

設計とする。 

難燃性が要求されるケーブルへの対応として，難燃ケーブルを使用する範囲及び代

替措置を適用する範囲について別紙 1 に示す。 

なお，複合体とするケーブルトレイから分岐し，電線管で敷設される非難燃ケーブ

ルは，電線管に収納するとともに両端に耐熱シール材を処置する設計とする。 

 

注記 ＊1：複合体とは，ケーブル及びケーブルトレイを防火シートで覆い，その

状態を維持するため，結束ベルトで固定したものをいう。 

＊2：難燃性能とは，複合体が自己消火し，耐延焼性を有する（燃え止まる）

ことをいう。 

 

1.1 複合体の概念 

複合体の形成においては，難燃ケーブルに求められている難燃性能と同等以上

の性能を確保する目的から，複合体の概念を確認する。 

(1) 非難燃ケーブルを防火シートにより覆い複合体とする。複合体は可燃物を内

包することから，燃焼の 3 要素のうち，熱，酸素を抑制することにより難燃

性能を確保する。燃焼の 3 要素について第 1.1-1 表に示す。 
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第 1.1-1 表 複合体概念に対する燃焼の 3 要素の検討 

燃焼の 3 要素 複合体の特徴 

熱エネルギー 

（火炎） 
防火シートは不燃材で火炎を遮るが伝熱はある。 

酸素 
ケーブルトレイの特徴を考慮してケーブル周囲の空間が少なく

なるように防火シートを施工することで酸素量を抑制する。 

可燃物 

（ケーブル） 

ケーブル自体が可燃物であるため，ケーブルを排除することは不

可能。 

 

(2) 難燃性能（自己消火性及び耐延焼性）を確保するための考え方は以下のとお

り。 

① 複合体内部の非難燃ケーブルは，単体で自己消火性を有することを確認す

る。 

② 複合体として外部の火炎に対し，防火シートにより複合体外部からの火炎

を遮断し，非難燃ケーブルの延焼（外部の火災からの伝熱による損傷及び

発火）を抑制する。 

③ 複合体として内部の火災（過電流発火）に対し，複合体内部の酸素量を抑

制することにより非難燃ケーブルの延焼を抑制する。 

 

1.2 複合体の設計上考慮すべき事項 

複合体は防火シート，既設ケーブル，ケーブルトレイ等から構成されることを

考慮し，複合体の設計上考慮すべき事項として，妥当性を確認する。 

(1) 複合体としての難燃性能 

・難燃性（自己消火性，耐延焼性） 

・耐久性（腐食，経年劣化） 

・外力（地震）による健全性 

・施工性（実機トレイへの施工） 

(2) ケーブル及びケーブルトレイの安全機能 

・電気的機能（通電機能，絶縁機能） 

・機械的機能（ケーブルシースの保護機能，ケーブルトレイの保持機能，重量

増加） 

 

設計目標は，これらの複合体の設計上考慮すべき事項のうち，難燃性（自己消

火性，耐延焼性）について設定する。 
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1.3 設計目標（難燃性能）の設定 

複合体は，設置許可基準規則及び火災防護審査基準に定める技術的要件を満足

する技術的内容と同一でないため，複合体の難燃性に対して以下の設計目標（保

安水準）を設定する。 

【設計目標】 

Ⅰ．複合体外部の火災に対して，難燃ケーブルを使用した場合と同等以上の難燃

性能を確保する。 

Ⅱ．複合体内部の火災に対して，難燃性能を確保する。 

Ⅲ．想定外の施工不良，傷等により複合体の不完全な状態を仮定しても耐延焼性

を確保する。 

 

1.4 設計目標を達成するための設計方針 

1.3 項で設定した設計目標を達成するために，自己消火性と耐延焼性の設計項

目に対し，以下の設計の考え方により設計方針を設定する。 

Ⅰ．外部の火災に対する難燃性能 

【設計の考え方】 

・複合体は外部被覆となる防火シート（不燃材）により，外部の火災からの伝熱

による内部ケーブルの損傷及び発火を抑制 

・内部ケーブルが伝熱により発火する場合の耐延焼性は，設計目標Ⅱとして延焼

抑制 

(1) 自己消火性 

・複合体の外部被覆となる防火シートは不燃材のため，自己消火性はケーブル

発火を模擬する内部の火災にて設定する。 

(2) 耐延焼性 

・燃焼の 3 要素のうち熱（火炎）を遮断する。 

【設計／設計仕様】 

① 非難燃ケーブル及びケーブルトレイを不燃材＊3 の防火シートにより被覆

する。 

② 防火シートの継ぎ目は，一定量の重ね代を設けて形成する。 

③ 防火シートは，一定間隔以内ごとに結束ベルトにより固定する。 

＊3：防火シートには，建築基準法で定められた不燃材で防火設備に求めら

れる遮炎性及び使用環境に対応した耐久性を有するシートを採用し，

使用環境に対応した耐久性を有する結束ベルト及び必要に応じファイ

アストッパを用いて複合体を形成する。また，1.4 項で確認する施工

方法によることで，想定される外力（地震）ではケーブルが露出しな
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い被覆性を確保する。これらの基本性能を確認した試験結果を以下の

a.項から d.項に示す。 

a. 不燃性 

防火シートにより複合体内部のケーブルに直接火炎が接触するのを抑制する

ため，建築基準法に基づき指定性能評価機関が定めた試験である発熱性試験に

て防火シートが不燃材料としての性能を有していることを確認した。（一般財団

法人日本建築総合誌験所，防耐火性能試験・評価業務方法書 8A-103-01) 

確認結果を第 1.4-1 表に示す。 

 

第 1.4-1 表 発熱性試験結果 

供試体 No 判定結果 

防火シート 

1 良 

2 良 

3 良 

 

b. 遮炎性 

防火シートにより火炎を抑制するため，建築基準法に基づき指定性能評価機

関が定めた試験である遮炎・準遮炎性能試験にて防火シートが火炎を遮る性能

を有していることを確認した。（一般財団法人日本建築総合試験所，防耐火性能

試験・評価業務方法書 8A-103-01） 

確認結果を第 1.4-2 表に示す。 

 

第 1.4-2 表 遮炎性能試験結果 

供試体 No 判定結果 

防火シート 
1 良 

2 良 

 

c. 耐久性 

複合体に対して火炎を抑制するために防火シートで火炎を遮ることから，(a)

項から(d)項の使用環境で想定される条件において防火シートの遮炎性能に影

響がないことを，防火シート外観の割れ，膨れ，変色のないことで確認した。

また，結束ベルトについても同様に(a)項から(d)項の使用環境で想定される条

件において外観の割れ，膨れ，変色のないことで確認した。確認結果を第 1.4-3

表に示す。 

(a) 耐寒性 

東海第二発電所において考慮している最低気温－12.7 ℃（水戸地方気象
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台（1897 年～2012 年））を踏まえ，より保守的な条件を用いた「ＪＩＳ Ｃ ３

６０５ 600 V ポリエチレンケーブル」の耐寒の試験方法に準拠した試験を

実施。 

(b) 耐水性 

消火設備による放水の最大持続時間（2 h）より保守的な条件を用いた「Ｊ

ＩＳ Ｋ ５６００－６－２ 塗料一般試験方法－第 6 部：塗膜の化学的性

質－第 2 節：耐液体性（水浸せき法）」に準拠した試験を実施。 

(c) 耐薬品性 

工事又は点検による塗料の付着を想定した条件を用いた「ＪＩＳ Ｋ５６

００－６－１ 塗料一般試験方法－第 6 部：塗膜の化学的性質－第 1 節：耐

液体性（一般的方法）に準拠した試験を実施。 

(d) 熱・放射線劣化 

原子力発電所特有の高温環境及び放射線環境下において，保守的な条件を

用いた電気学会技術報告Ⅱ部第１３９号（原子力発電所電線・ケーブルの環

境試験方法ならびに耐延焼試験方法に関する推奨（案））に準拠した 40 年相

当の熱劣化試験及び放射線照射試験を実施。 

 

第 1.4-3 表 耐久性試験結果 

供試体 試験項目 判定結果 

防火シート 

耐寒性試験 良 

耐水性試験 良 

耐薬品性試験 良 

熱・放射線劣化試験 良 

結束ベルト 

耐寒性試験 良 

耐水性試験 良 

耐薬品性試験 良 

熱・放射線劣化試験 良 

 

d. 被覆性 

外力（地震）が作用しても複合体として火炎を抑制できるようにするため，

基準地震動Ｓｓに対し，保守的な加速度にて加振試験を実施し，結束ベルトが外

れないこと及び，ケーブルが外部に露出しないことを確認した。加えて，垂直

トレイについてはファイアストッパが外れないことを確認した。確認結果を第

1.4-4 表に示す。 
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第 1.4-4 表 加振試験結果 

トレイ設置方向 

試験結果 

結束ベルト 

の外れ 

ファイアス 

トッパの外れ 

ケーブル 

の露出 

水平トレイ 無 － 無 

垂直トレイ 無 無 無 

判定結果 良 良 良 

 

Ⅱ．内部の火災に対する難燃性能 

【設計の考え方】 

・複合体内部ケーブルの過電流発火に対し，複合体被覆の防火シートが健全であ

り，酸素抑制空間を維持することで延焼を抑制する。 

・外部の火災からの伝熱による発火に対し，複合体内部の酸素量を抑制（防火シ

ート，ファイアストッパ）により耐延焼性を確保する。 

(1) 自己消火性 

・ケーブル単体の自己消火性を確保する。 

(2) 耐延焼性 

・燃焼の 3 要素のうち酸素量を抑制する。 

【設計／設計仕様】 

① 不燃材の防火シートで覆うこと及び延焼性の高いトレイ設置方向にはフ

ァイアストッパ設置による酸素量の抑制空間を形成する。 

（壁床貫通部や電線管によるケーブルトレイからの分岐部は，開口部の両

端に耐火シール＊4 を施工する。） 

② 防火シートを極力密着させ施工することによる複合体内酸素量を抑制す

る。 

＊4：耐火シールは建築基準法に基づく防火設備性能試験により耐火性能が

確認されたものを採用する。確認結果を第 1.4-5 表に示す。また，耐

火シールはケーブルトレイから分岐する電線管開口部の他，火災区域

又は火災区画の境界となる壁，天井又は床をケーブルトレイや電線管

が貫通する部分に施工する。 
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第 1.4-5 表 防火設備性能試験結果 

供試体 仕様 判定結果 

耐火シール 
難燃性パテ材（両端） 

（＋耐火材（中間）） 
良 

 

Ⅲ．難燃性能に対する設計余裕 

【複合体の不完全な状態での火災】 

・想定外の施工不良，傷等による複合体の不完全な状態までも考慮し，安全余裕

（設計裕度）を持たせた難燃性能を確保する。 

(1) 複合体が不完全な状態での耐延焼性 

・施工不良，傷等の実機状態での不確かさを考慮しても難燃ケーブルと同等の

耐延焼性を確保する。 

 

以上の設計方針より，複合体が設計目標を実現できることを試験及び評価にて確認

するため，供試体となる複合体を構成する防火シート，結束ベルト及びファイアスト

ッパの仕様，耐火シールの仕様並びに複合体の構造及び寸法を以下のとおり設定した。

試験における複合体概要を第 1.4-1 図に示す。 

なお，実機施工時の複合体については，試験結果を基に保守的な条件を反映するこ

とで，複合体を構成する防火シート，結束ベルト及びファイアストッパの仕様，耐火

シールの仕様並びに複合体の構造及び寸法を設定する。 

 

【防火シートの仕様】 

(1) 名称 

難燃ゴム含浸ガラスクロスシート 

(2) 材料 

・ガラスクロス：アルミノ硼珪酸ガラス 

・難燃ゴム： 

（主材）アクリロニトリルブタジエンゴム 

（難燃材）ホウ酸亜鉛，水酸化アルミニウム 

(3) 規格 

ガラスクロス： ＪＩＳ Ｒ ３４１４ （ガラスクロス） 

(4) 寸法 

幅：l m （公称値） 

厚さ： 0.4 mm （公称値） 
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【結束ベルトの仕様】 

(1) 名称 

シリコン樹脂含浸ガラスクロスベルト 

(2) 材料 

・ガラスクロス：アルミノ硼珪酸ガラス 

・シリコン樹脂 

(3) 規格 

ガラスクロス： ＪＩＳ Ｒ ３４１４ （ガラスクロス） 

【ファイアストッパの仕様】 

(1) 名称 

ケーブルトレイ設置用ファイアストッパ（ファイアストッパを第 1.4-1 図に

示す。） 

(2) 材料 

・上フレーム，下フレーム，保持板： SS400 

・ボルト： SCM435 

・耐火材：リフラクトリーセラミックファイバー 

【耐火シールの仕様】 

(1) 名称 

ケーブル貫通部耐火シール 

(2) 材料 

建築基準法の定めにより国土交通大臣が認定した構造に基づく耐火シール材 

・端部材（両端） :難燃性パテ材 

(3) 寸法 

端部材（両端） ：充填幅 50 mm 以上 （公称値） 

【複合体の構造及び寸法】 

(1) 防火シート間重ね代 

lOO mm 以上 

(2) 防火シートとケーブル間の隙間 

防火シートをケーブル表面に沿わせる。 

(3) 結束ベルト間隔 

300 mm 以内（防火シートの重ね部は必須） 

(4) ファイアストッパ設置対象 

複合体内部の発火に対する延焼の可能性のあるケーブルトレイに設置する。

また，設置位置は防火シートの重ね部とする。 

(5) ファイアストッパによるケーブルと防火シートの密着（耐火材の押え付け） 
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耐火材を保持板でトルクレンチを使用して圧縮（スキマゲージで密着確認） 

(6) ファイアストッパ間隔 

900 mm 以内（防火シート重ね部） 

(7) 防火シートの巻き付け回数 

一重巻き（シート重ね部は除く。）
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1.5 設計目標の達成確認項目 

設計内容を実現した複合体が，設計目標を達成することを確認するための項目を

以下に示す。なお，具体的な確認方法や結果については 3.項以降に示す。 

 

1.5.1 設計目標Ⅰの確認項目 

【複合体外部の火災に対する難燃性能評価】 

(1) 自己消火性の確認 

複合体外部の火災に対する自己消火性については，不燃材の防火シートで火

炎が遮られることから，ケーブル自体が発火する複合体内部の火災で確認する。 

(2) 耐延焼性の確認 

① 防火シートの遮炎性の維持 

a. 防火シートの遮炎性について，実機の火災荷重を考慮した防火シートの加

熱試験（限界性能試験）を実施し，防火シートの損傷，火炎の噴出が発生

しない範囲の確認により遮炎性能を確認する。 

b. 防火シートの重ね部の遮炎性について，建築基準法の防火設備に求められ

る遮炎性試験を準拠して実施し，遮炎性を確認する。 

② 複合体の耐延焼性 

試験条件の考え方として，以下に示す a.項及び b.項に基づき選定された供試

体について，難燃ケーブルの耐延焼性試験（ＩＥＥＥ ｓｔｄ．３８３－1974）

に燃焼条件を準拠させた試験を実施し，複合体の延焼が止まることを確認する。

また，比較対象とした複合体内ケーブルの損傷長と難燃ケーブルの損傷長を比

較評価する。 

a. 複合体構成品の組合せ（ケーブル，ケーブルトレイの組合せによる供試体

仕様） 

b. 試験条件（実機敷設状態を考慮した供試体との組み合わせとして，ケーブ

ル敷設量，ケーブルトレイ設置方向，ファイアストッパの設置の有無を考

慮）上記 a.項及び b.項の確認方法は，3.2 項に供試体の仕様及び試験条

件を示す。 

 

1.5.2 設計目標Ⅱの確認項目 

【複合体内部の火災に対する難燃性能評価】 

(1) 自己消火性の確認 

複合体内部の火災を想定した自己消火性の確認として，保守的に不燃材の防

火シートで酸素の供給が妨げられないように，非難燃ケーブル単体にてＵＬ １

５８１ １０８０．ＶＷ－１垂直燃焼試験（以下「ＵＬ垂直燃焼試験」という。）
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により自己消火性を確認する。 

(2) 耐延焼性の確認 

① 複合体の耐延焼性 

試験条件の考え方として，以下に示す a.項及び b.項に基づき選定された供試

体について，内部ケーブルをバーナで燃焼させる耐延焼性試験を実施し，バー

ナ停止後，複合体が燃え止まることを確認する。 

a. 複合体構成品の組合せ（ケーブル，ケーブルトレイの組合せによる供試体

仕様） 

b. 試験条件（実機敷設状態を考慮した供試体との組み合わせとして，ケーブ

ル敷設量，ケーブルトレイ設置方向，ファイアストッパの設置の有無を考

慮） 

上記 a.項及び b.項の確認方法は，4.2.2 項に供試体の仕様及び試験条件を示

す。 

② 防火シートによる酸素量抑制空間の維持 

a. 過電流発火模擬試験による防火シートの健全性評価 

過電流火災は，導体が熱源となり絶縁体及びシースが加熱されて発生する

可燃性ガスが発火温度に至り発火するため，この現象を導体に代えてマイク

ロヒータで模擬し，ケーブルから発生する可燃性ガス及びケーブルからの発

火により，防火シートに与える影響を確認し，外部からの酸素供給パスとな

る防火シートの損傷がないことを確認する。 

 

1.5.3 設計目標Ⅲの確認項目 

複合体外部の火災及び複合体内部の火災の設計仕様を満足した防火シートの

施工ができることを確認するものの，試験条件として保守的な条件を設定し，

耐延焼性試験により確認する。 

(1) 複合体外部の火災に対する耐延焼性評価 

① 1.4 項にて示した試験における複合体概要に基づくことで設計方針を満足し

た巻付けができることを確認するものの，設計裕度として保守的にファイア

ストッパ及び結束ベルト 1 箇所が脱落し，シート間にずれが生じてケーブル

が露出した状態を模擬した耐延焼性試験を実施し，複合体が燃え止まること

を確認する。 

② 実機施工以降の工事や点検による機材の接触等の状況により防火シートに傷

が発生する極端な状態を設定した耐延焼性試験を念のため実施し，複合体が

燃え止まることを確認する（上記，1.5.3(1)①項の防火シート間にケーブル

露出を設定した試験で包絡）。 



別添-1-13 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

(2) 複合体内部の火災に対する耐延焼性評価 

① 1.4 項にて示した試験における複合体概要に基づくことで設計方針を満足し

た巻付けができることを確認するものの，設計裕度として保守的にファイア

ストッパ及び結束ベルト 1 箇所が脱落し，シート間にずれが生じてケーブル

が露出した状態を模擬した耐延焼性試験を実施し，複合体が燃え止まること

を確認する。 

② 実機施工以降の工事や点検による機材の接触等の状況により防火シートに傷

が発生する極端な状態を設定した耐延焼性試験を念のため実施し，複合体が

ファイアストッパにて燃え止まることを確認する（上記，1.5.3(2)①項の防

火シート間にケーブル露出を設定した試験で包絡）。 

 

1.6 複合体の設計上考慮すべき事項の確認項目 

複合体を形成するに当たり複合体の難燃性能を確保するための耐性や，ケーブル

及びケーブルトレイの持つ電気的機能並びに機械的機能への影響を確認する。 

1.6.1 複合体としての難燃性能 

複合体の難燃性能を確保するために必要な性能として，使用環境による防火

シートの耐久性，外力（地震）からの耐性（被覆性）を確認する。 

(1) 耐久性（腐食，経年劣化） 

① 実機使用環境下における防火シート及び結束ベルトの耐性に問題ないことを

確認する。 

② 高温及び放射線環境下における防火シート及び結束ベルトの耐久性に問題な

いことを確認する。 

(2) 外力（地震）による健全性 

想定する外力（地震）で結束ベルトが外れないこと，ケーブルが露出しない

こと及び垂直トレイではファイアストッパが外れないことを確認する。 

 

1.6.2 ケーブル及びケーブルトレイの保有機能 

複合体はケーブル及びケーブルトレイを防火シートで覆ったものであるため，

防火シートがケーブル及びケーブルトレイの機能に与える影響が軽微であり，

ケーブル及びケーブルトレイの許容範囲内であることを以下の項目により確認

する。 

(1) 防火シートによる電気的機能への影響 

ケーブルについては，電動機等の機器を動かすために必要となる電流を供給

する機能である通電機能，電源盤から電動機等の機器間に印加される電圧によ

り絶縁破壊することがないように絶縁体に求められる絶縁機能について問題な
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いかを確認する。 

(2) 防火シートによる機械的機能への影響確認 

ケーブル敷設時の摩擦や外部からの接触等により絶縁体に傷がつかないよう

にシースに求められる保護機能及びケーブルトレイに求められるケーブル保持

機能について，防火シートによる影響がないかを確認する。 



別添-1-15 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

2. 供試体の仕様と試験条件の設定 

2.1 試験対象ケーブルの選定 

試験対象ケーブルの選定に当たり，東海第二発電所で使用されている非難燃ケー

ブルを網羅的に抽出する。 

発電所建設時のケーブルの選定においてケーブルの型式（絶縁体及びシース材の

組合せ），導体サイズ，線芯数等の情報は，ケーブル種類（使用用途による回路種

別）により様々に存在することから，ケーブル情報を一括に整理した図書として配

線表（以下「ケーブルリスト」という。）がある。そのため，実機で使用される非

難燃ケーブルの抽出に当たり，建設時のケーブルリストからケーブル種類（使用用

途による回路種別），ケーブルの型式，導体サイズ，芯数を網羅的に抽出する。ま

た，建設時から使用され，難燃性を実証された難燃ケーブル及び運転開始後の改造

工事においてケーブルを新設又は取り替える場合には，難燃ケーブルを使用してい

ることから，これらのケーブルは抽出対象から除外する。 

抽出された実機で使用される非難燃ケーブルの一覧を第 2-1 表に示す。 

 

第 2-1 表 実機で使用される非難燃ケーブルの一覧 

ケーブル種類 

（回路種別） 

ケーブル構成材料 

絶縁材 シース材 

計装ケーブル 

架橋ポリエチレン ビニル 
制御ケーブル 

低圧電力ケーブル 

高圧電力ケーブル 

 

2.2 実機を代表するケーブルの抽出 

2.1 項で抽出した発電所で使用されている非難燃ケーブルの構成材料の組み合わ

せは，架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースの 1 種類であり，ケーブル種類（使用用

途による回路種別）として計装，制御，低圧電力，高圧電力の 4 つに分類され，更

に導線サイズや線芯数により多種にわたる。また，ケーブルの形態として多芯で構

成され一体となった多芯ケーブル型と，単芯のケーブルをより合わせたトリプレッ

クス形等が存在する。 

このようにケーブルは多種多様にわたるため，以下の方法により保守的に代表性

を検討し，実機を代表するケーブルを選定する。なお，高圧電力ケーブルは難燃ケ

ーブルに取り替えるため選定対象外とした。 

2.2.1 寸法における代表性 

ケーブルの構成が同じである場合，ケーブル径が細い方が熱容量は小さくな

り，着火しやすくなることから，それぞれの材料のケーブルのうち，最も外径
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が細いものを実機を代表するケーブルとして抽出する。 

電気学会技術報告（Ⅱ部）第１３９号 付 2.10 図ケーブル外径と損傷長を参

考にすると，ケーブルの損傷長はケーブル外径が約 25 mm 以下で比較的長くな

る傾向がある。このため，比較対象とするケーブルの外径をおおむね 25 mm 以

下とし，使用する非難燃ケーブルを網羅的に抽出し，抽出したケーブルは，ケ

ーブル外径とケーブルの種類の観点を踏まえ耐延焼性試験を実施し，延焼性の

比較をしたうえで代表ケーブルを選定する。 

・延焼性に及ぼすケーブルサイズからの効果は，それほど顕著には認められ

ないが，比較的ケーブル外径，導体サイズが小さいところで損傷長が大き

くなっている。 これは，ケーブルの熱容量，熱放散などの影響が現れた

ものと考えられる。 

（引用：電気学会技術報告（Ⅱ部）第１３９号） 

 

CV タイプ：架橋ポリエチレンビニル絶縁ビニルシースタイプ 

PN タイプ：EP ゴム絶縁クロロプレンシースタイプ 

 

第 2-1 図 ケーブル外径と損傷長 

（抜粋：電気学会技術報告（Ⅱ部）第１３９号 付 2.10 図） 

 

2.2.2 ケーブルの使用期間による経年変化 

ケーブルに使用されているビニルは経年変化で添加剤のうち可燃性物質であ

る可塑剤がわずかに揮発して可燃性物質が減少することにより燃えにくくなる。

また，架橋ポリエチレンは，揮発性の高い添加剤がないことから経年的に酸化

劣化が主となり，可燃性成分の割合は減少し燃えにくくなる。燃焼試験に使用

するケーブルは，経年変化を考慮する必要があるため，使用するケーブル材料

に対し，熱及び放射線の加速劣化による酸素指数の変化を確認した。その結果，
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新品ケーブルに対し経年劣化後は酸素指数が高くなり，燃えにくくなっている

ことから，ケーブルは新品ケーブルを供試体とする。ケーブルの使用期間によ

る経年変化を第 2-2 表に示す。 

 

第 2-2 表 酸素指数測定結果 

構成材料 
酸素指数測定結果 

初期 劣化後（40 年） 

ビニル 25.3 28.6 

架橋ポリエチレン 18.3 19.3 

 

2.2.3 実機を代表するケーブルの選定 

使用する非難燃ケーブルを抽出し，ケーブルの外径及びケーブル種類（回路

種別）を比較条件とした結果，選定ケーブルは 4 種類となり，これらのケーブ

ルを使って延焼性を確認することで使用ケーブルを網羅できる。 

ケーブルの種類（回路種別）ごとに選定した非難燃ケーブル及び試験対象ケ

ーブル一覧を第 2-3 表に示す。 

 

第 2-3 表 実機を代表するケーブルの選定結果及び試験対象ケーブル一覧 

ケーブル種類 

（回路種別） 
絶縁材 シース材 

外形 

（mm） 

計装ケーブル 架橋ポリエチレン ビニル 9.5 

制御ケーブル 架橋ポリエチレン ビニル 9.9 

低圧電力ケーブル 
架橋ポリエチレン ビニル 14.5 

架橋ポリエチレン ビニル 19（41）＊ 

注記 ＊：トリプレックス型:（）外は外形，（）内は 3 本より合わせ外径を示す。 

 

2.3 代表ケーブル選定までの流れ 

代表ケーブルを選定するためのケーブルは，網羅的に抽出したケーブルの中から

以下の観点で耐延焼性試験を実施し，延焼性を比較し代表ケーブルを選定する。な

お，耐延焼性試験の供試体は，トレイ上のケーブルに対して一括してシートを巻く

施工（少量敷設）とし，垂直トレイ燃焼試験を実施する。 

また，延焼性比較においてケーブルの損傷長に差がない場合は，ケーブルの損傷

長に差がなかったケーブルを設計最大量にしてケーブルを敷設した供試体で垂直

トレイ試験から損傷長を比較し，代表ケーブルを選定する。 

(1) ケーブルの外径による延焼性比較 

(2) ケーブルの種類（使用用途による回路種別）による延焼性比較 
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代表ケーブルを選定するためのフローを第 2-2 図に，比較内容を第 2-2 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-2 図 実機を代表するケーブル選定フロー 

 

 

第 2-2 表 代表ケーブルを選定するための比較内容 

比較内容 対象ケーブル 
ケーブル 

外形（mm） 

ケーブル 

外形 

① 計装ケーブル（細物径）

と低圧電力ケーブル(太

物径)による比較 

【細物径】 

計装ケーブル 
9.5 mm 

【太物径】 

低圧電力ケーブル 

トリプレックス 

1 本：19 mm 

3 本より合わせ：41 mm

② 制御ケーブルの細物径

と低圧電力の太物径の

外径の違いによる比較 

【細物径】 

制御ケーブル 
9.9 mm 

【太物径】 

低圧電力ケーブル 
14.5 mm 

③ 低圧電力ケーブルの細

物径と太物径の外径の

違いによる比較 

【細物径】 

低圧電力ケーブル 
14.5 mm 

【太物径】 

低圧電力ケーブル 

トリプレックス 

1 本：19 mm 

3 本より合わせ：41 mm

回路種別 
④ 計装ケーブルと制御ケ

ーブルによる比較 

計装ケーブル 9.5 mm 

制御ケーブル 9.9 mm 

 

実機で使用する非難燃ケーブル 

外径が約 25 mm 以下から抽出 

回路種別ごとに整理 

実機を代表するケーブル選定 

耐延焼性試験（垂直トレイ燃焼試験） 
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3. 外部の火災に対する難燃性能の確認 

3.1 自己消火性の確認 

複合体外部の火災に対する自己消火性については，不燃材の防火シートで火炎が

遮られることから，ケーブルが発火する複合体内部の火災で確認する。 

3.2 耐延焼性の確認 

3.2.1 目的 

複合体の外部からの火炎にさらされた場合においても加熱源が除去された場

合は，複合体被覆及び内部の燃焼部が燃え止まることを確認する。また，複合

体として難燃ケーブルを使用した場合と同等以上の耐延焼性を有していること

を確認する。 

3.2.2 試験内容 

外部からの加熱源にて供試体を燃焼させ，加熱源を除去した後に複合体被覆

及び内部について燃焼部が燃え止まることを確認する。 

なお，複合体外郭はケーブルの露出がない状態において結束ベルトで固定し

た標準的な状態とし，ファイアストッパは外部からの火炎を遮る可能性がある

ことから保守的に設置しない条件の試験とする。 

また，複合体内部のケーブルは複合体外郭である防火シートにより火炎が遮

られること及び空気の流入が抑制されることから延焼性は低いが，外部からの

熱は伝わるため，複合体内部の損傷の確認を行う。なお，外部からの伝熱によ

り内部ケーブルが発火した場合は，加熱源を除去した場合に延焼が停止するこ

とを内部の火災として確認を行う。 

耐延焼性の実証試験では，損傷の境界を確認し，バーナ位置を基準として最

大損傷長を測定する。 

3.2.3 耐延焼性の確認の流れ 

複合体が難燃ケーブルを使用した場合と同等以上の耐延焼性を有することを

以下の流れで確認する。 

(1) ケーブル種類ごとの性能比較評価 

難燃ケーブルの耐延焼性の試験に試験条件を準拠させた試験を実施し，複合

体が燃え止まることを確認する。実機を代表するケーブルの複合体の損傷長に

ついて難燃ケーブルの損傷長と比較評価する。 

(2) 加熱熱量の違いによる性能比較評価（参考） 

複合体に与える熱量を 3.2.3(1)項の試験から変化させた燃焼条件で試験を

実施しても，複合体が燃え止まることを確認する。加熱熱量は，ケーブルの設

置環境を考慮すると難燃ケーブルと非難燃ケーブルで同じ条件であることか

ら，3.2.3(1)項の燃焼条件である 20 kW を超える 30 kW を加熱熱量とする。ま
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た，複合体と難燃ケーブルの燃焼状態及び損傷長を比較評価する。なお，複合

体とするケーブルは本文 2.2 項で選定されたケーブルを使用する。 

(3) 複合体構成品の組合せによる性能評価 

3.2.3(1)項の燃焼試験結果を踏まえた燃焼条件にて，本文 2.2 項及び 2.3

項で設定した複合体の構成品による供試体仕様及び試験条件により試験を実

施し，複合体が燃え止まることを確認する。また，複合体の損傷長について難

燃ケーブルの損傷長と比較評価する。 

さらに，複合体の限界把握のため，防火シートにおける遮炎性の限界を把握

する試験を実施する。 

3.2.4 ケーブル種類ごとの性能比較評価 

3.2.4.1 供試体 

2.2 項にて選定した試験対象ケーブル，ケーブルトレイ及び防火シート

を組合せた複合体を供試体とする。供試体（例）を第 3-1 図に示す。 

     

（シート施工前）    （シート施工後） 

第 3-1 図 耐延焼性を確認する供試体（例） 

 

3.2.4.2 試験方法 

難燃ケーブルとの耐延焼性を確認するため難燃ケーブルの耐延焼性試

験に試験条件を準拠させた方法により実施する。ケーブル種類ごとの性能

確認試験の方法について第 3-1 表に示す。 
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第 3-1 表 ケーブル種類ごとの性能確認試験の概要 

試験体の 

据付例 

単位：mm 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

熱量 20 kW 

加熱時間 

20 分 

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケーブル

の燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 3 回 

判定基準 燃え止まること。 

 

3.2.4.3 試験結果 

試験結果を第 3-2 表に示す。試験結果により複合体が燃え止まることを

確認した。また，次項において最大損傷長平均が長い制御ケーブルと低圧

電力ケーブルについて比較を実施する。 

 

第 3-2 表 耐延焼性確認試験結果 

ケーブル 

種類 
絶縁材 シース材 外径（mm） 

最大損傷長 

平均（mm） 
判定結果

計装 

ケーブル 

架橋ポリエ

チレン 
ビニル 9.5 763 良 

制御 

ケーブル 

架橋ポリエ

チレン 
ビニル 9.9 840 良 

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリエ

チレン 
ビニル 14.5 800 良 

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリエ

チレン 
ビニル 19（41）＊ 595 良 

注記 ＊：トリプレックス形：（）外は単芯外径，（）内は 3 本より合わせ外径を示す。 

 

3.2.4.4 実機施工を模擬した垂直トレイの試験方法 

第 3-2 表に示すとおり，少量敷設による複合体の耐延焼性を実施した結

果，損傷距離に大差がなかった制御ケーブルと低圧電力ケーブル（外径：

【防火シート施工後】 
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14.5 mm）について，実機施工を考慮して，ケーブルトレイとケーブルに

対して一括して巻いた複合体とし，ケーブル敷設量は設計最大量とする。

供試体について第 3-3 表に示す。また，少量敷設の耐延焼試験で実施した

燃焼条件に準拠した試験概要について第 3-4 表に示す。 

 

第 3-3 表 供試体の種類 

形態 
ケーブル種類

（回路種別）

ケーブル材料 外径 

（mm） 
ケーブル量 

絶縁材 シース材 

複合体 
制御 

ケーブル 

架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 9.9 設計最大量 

複合体 
低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 14.5 設計最大量 

 

第 3-4 表 実機状態を模擬した垂直トレイ燃焼試験の概要 

試験体の 

据付例 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

熱量 20 kW 

加熱時間 

20 分 

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケーブルの

燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

 

3.2.4.5 実機施工を模擬した垂直トレイの試験結果 

耐延焼性試験（垂直トレイ燃焼試験）によるケーブル損傷長を比較した

結果，制御ケーブルに比べ，低圧電力ケーブルの損傷長が長いことを確認

した。損傷長比較結果を第 3-5 表に示す。 

 

 

ケーブル 

防火シート 

バーナ 

結束ベルト 
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第 3-5 表 垂直トレイ燃焼試験による損傷長比較結果 

ケーブル 

種類 
絶縁材 シース材 

ケーブル 

外径 

（mm） 

最大損傷長 

平均（mm） 

シート間

重ね代 

（mm） 

比較

結果

制御 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレン 
ビニル 9.9 635 100 － 

低圧電力 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレン 
ビニル 14.5 663 100 選定 

 

第 3-5 表の試験結果を踏まえ，複合体の構成品として，ケーブルは低圧

電力ケーブル（外径：14.5 mm）を代表に選定する。 

 

3.2.4.6 難燃ケーブルとの比較 

2.2 項で選定した実機を代表するケーブル，第 3-5 表の低圧電力ケーブ

ルの試験結果と同一ケーブルサイズかつ同種材料における難燃ケーブル

の耐延焼性試験結果を比較した損傷長を第 3-6 表に示す。第 3-6 表より，

複合体の損傷長は難燃ケーブルの損傷長より短いことから，複合体は難燃

ケーブルを使用した場合と同等以上の耐延焼性を有していることが確認

できた。 

 

第 3-6 表 難燃ケーブルとの比較結果 

供試体 
ケーブル

種類 
絶縁材 シース材 

外径

（mm） 

最大損傷長 

平均（mm） 

複合体 
低圧電力

ケーブル

架橋 

ポリエチレン 
ビニル 14.5 800 

難燃 

ケーブル 

難燃架橋 

ポリエチレン 
難燃ビニル 14.0 1010 

 

3.2.5 加熱熱量の違いによる性能比較評価の確認方法 

3.2.5.1 供試体 

耐延焼性能試験の評価より，保守的にケーブルを選定し，本文 2.2 項に

て比較評価して複合体の損傷長から選定したケーブルを用いる。供試体を

第 3-7 表に示す。 
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第 3-7 表 供試体の種類 

対象 

ケーブル 
ケーブル 

トレイ形状ケーブル 

種類 
絶縁材 シース材 

外径 

（mm） 
敷設量

複合体 

低圧電力 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレン 
ビニル 14.5 

設計 

最大量
ラダー 

難燃 

ケーブル 

難燃架橋 

ポリエチレン 

難燃 

ビニル 
14.0 

設計 

最大量
ラダー 

 

3.2.5.2 試験方法及び判定基準 

難燃ケーブルの耐延焼性試験の燃焼条件以上の加熱量を与える。試験方

法については，第 3-8 表に示す。 

また，複合体の耐延焼性の限界を把握する試験では，複合体外郭である

不燃材の防火シートに対して，建築基準法に基づき指定性能評価機関が定

めた試験である遮炎・準遮炎性能試験（一般財団法人日本建築総合試験所，

防耐火性能試験・評価業務方法書 8A-103-01）に準拠した試験を実施する。

試験方法を第 3-9 表に示す。
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第 3-8 表 加熱量を増加させた性能確認試験の概要 

試験体の 

据付例 

複合体（非難燃ケーブル） 難燃ケーブル 

 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ 

熱量 
防火シートの遮炎性能が確保される範囲（20，30 kW）で試験を行う。

加熱時間 

20 分 

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケーブルの

燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 
複合体：3 回（20 kW），2 回（30 kW），難燃ケーブル 1 回（20 kW，30

kW） 

判定基準 複合体：燃え止まること。 

 

第 3-9 表 防火シート限界性能試験の概要 

試験装置 

概要 

試験内容 
・ＩＳＯ８３４加熱曲線で加熱し，防火シートに火炎等が通るき裂

等の損傷及び隙間が生じる温度を確認する。 

【ＩＳＯ８３４加熱曲線】

1500 

 mm 

ケーブル 

防火シート 

バーナ 

結束ベルト 

ケーブル 

ケーブル 

トレイ 

バーナ 

【供試体正面】 

800 mm
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3.2.5.3 試験結果 

試験結果を第 3-10 表に示す。実機状態を模擬した複合体に 3.2.5 項の

試験で用いた燃焼条件（熱量）を変化させても，複合体と難燃ケーブル

間の耐延焼性の関係性が保たれており，その関係性から複合体が難燃ケ

ーブルを使用した場合と同等以上の耐延焼性を有していることが確認で

きた。防火シートの限界性能試験の結果を第 3-11 表に示す。 

 

第 3-10 表 加熱熱量の違いによる耐延焼性試験結果（参考） 

バーナ 

熱量 

（kW） 

供試体 
ケーブル

回路種別

絶縁材 

／シース材 

外径 

（mm） 
敷設量 

トレイ

形状 

最大 

損傷長

（mm）

20 

複合体 

低圧電力

ケーブル

架橋ポリエチ

レン／ビニル 
14.5 

設計 

最大量 
ラダー

700 

難燃 

ケーブル

難燃架橋 

ポリエチレン 

／難燃ビニル 

14.0 1780 

30 

複合体 
架橋ポリエチ

レン／ビニル 
14.5 1010 

難燃 

ケーブル

難燃架橋 

ポリエチレン 

／難燃ビニル 

14.0 2030 

 

第 3-11 表 防火シートの限界性能試験結果 

供試体 判定結果 

防火シート 良 

 

3.2.6 複合体の構成要素によるばらつきの確認 

3.2.6.1 目的 

複合体は設計方針に基づき防火シートを巻付けており完全な状態であ

るが，複合体の燃焼メカニズムから構成品（ケーブル，ケーブルトレイ）

のばらつきを組合せた保守的な試験条件を選定し，3.2.5 項の燃焼試験

結果を踏まえた燃焼条件にて耐延焼性の試験を実施し，複合体が燃え止

まるとともに，複合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷長より短いことを

確認する。 

 

3.2.6.2 ばらつきの抽出 

ケーブル，ケーブルトレイ及び防火シートの組合せにおいて，保守的

な実機模擬条件となるため，ケーブル及びケーブルトレイについて実機

の設置状態で想定されるばらつきを抽出する。 
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3.2.6.2.1 抽出方法 

ケーブル及びケーブルトレイのそれぞれのばらつきについて敷設

に係る系統設計及び実機の設置状況を踏まえ抽出する。 

(1) ケーブルのばらつきの抽出 

（種類（回路種別）・サイズ／使用期間／敷設量（防火シートとケーブ

ルの隙間）／延焼防止材／埃） 

(2) ケーブルトレイのばらつき抽出 

（トレイタイプ（トレイ有無）／トレイサイズ／トレイ形状／トレイ設

置方向／ケーブル敷設形態／ケーブル組合せ） 

(3) 防火シートのばらつきの抽出 

（外力による防火シートのずれ／傷，ファイアストッパ有無） 

 

3.2.6.2.2 抽出結果 

抽出したばらつきと燃焼の 3 要素の関係を第 3-12 表に示す。 

 

第 3-12 表 抽出したばらつきと燃焼 3 要素の関係 

構成品 ばらつき 
燃焼要素 

可燃物 酸素 熱 

ケーブル 

種類・サイズ
複数の種類（回路種別）・サイズが

存在 
○   

使用期間 プラント運転開始以降，長期間使用 ○   

敷設量 
設置場所によりケーブルの敷設量

が変化 
○   

延焼防止材 
場所により延焼防止材の有無が存

在 
○   

埃（汚れ） 埃（汚れ）の付着 ○   

ケーブル 

トレイ 

トレイタイプ

（トレイ 

有無） 

ラダートレイ，ソリッドトレイ又は

ケーブルトレイと電線管，盤の間で

ケーブルトレイ上に敷設されない

形態が存在 

  ○ 

トレイサイズ トレイの幅の違いが存在 ○   

トレイ 

設置方向 
垂直，水平及び勾配が存在  ○ ○ 

ケーブル 

敷設状態 
隙間無，隙間有の形態が存在  ○  

トレイ形状 様々なトレイ形状が存在    

ケーブルの 

組合せ 

様々なケーブルサイズの組合せが

存在 
 ○  

防火 

シート 

防火シートの

ずれ 

外力が加わった場合の防火シート

のずれを想定 
 ○ ○ 

防火シートの

傷 

外力が加わった場合の防火シート

の傷を想定 
 ○  

ファイアスト

ッパの有無 

ファイアストッパ設置の有無を想

定 
 ○ ○ 
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3.2.6.3 試験条件の選定 

3.2.6.2 項で抽出した各構成品の実機状況におけるばらつきについて，

燃えやすさの観点で選定した保守的な実機模擬条件を第 3-13 表に示す。
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第 3-13 表 実機模擬条件の選定結果（1／2） 

構成品 実機の状態 実機模擬条件の選定結果 

ケーブル 種類・ 

サイズ 

構成材料は 1 種類だが，複数

の種類（回路種別），複数の

サイズが存在する。 

損傷長が長く，発火性及び延焼リスクが高い非難燃ケーブルを選定す

る。 

使用期間 プラント運転開始以降，長期

間使用している。 

ケーブルの絶縁材及びシース材は，経年劣化の傾向として，酸素指数

が高く，燃えにくくなることから，新品ケーブルを選定する。 

敷設量 使用箇所により，ケーブル敷

設量が変化する。 

ケーブル敷設量が耐延焼性に及ぼす影響を確認するため，少量敷設，

設計最大量敷設の 2 種類の敷設量を選定する。参考として満杯敷設に

よる影響を確認する。 

延焼 

防止材 

延焼防止材が塗布されている

箇所，されていない箇所が存

在する。 

延焼防止材は，加速劣化後も高い難燃性を有していることから，延焼

防止材を塗布していないケーブルを選定する。 

埃 長期間の使用により，可燃物

である埃が付着している。 

実機でサンプリングした埃の成分の発熱量はケーブルの発熱量と比

べ非常に小さく，耐延焼性にほとんど影響しないことから，埃が付着

していないケーブルを選定する。 

ケーブル 

トレイ 

トレイ 

タイプ 

（トレイ

有無） 

基本的に使用するラダータイ

プと計装ケーブルを敷設する

ソリ ッド タイ プ が 存在 。ま

た，電線管等からトレイへの

入線部などケーブル単体の状

態が存在する。 

・トレイタイプは火炎を遮らないラダータイプを選定し，ケーブルト

レイごと防火シートを施工する 

・ケーブル単体での敷設は距離が短く延焼の可能性は少ないため（ケ

ーブトレイから分岐する電線管が該当。端部に耐火シールを施工）

ケーブルトレイ敷設を選定する。参考として，ケーブルに直接，防

火シートを巻き確認する。 

ト レ イ サ

イズ（幅） 

150 mm～750 mm までのトレイ

幅が存在する。 

ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験では約 300 mm 幅のバーナを使用

することを踏まえ，ケーブルトレイ幅として 300 mm を選定する。 
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第 3-13 表 実機模擬条件の選定結果（2／2） 

構成品 実機の状態 実機模擬条件の選定結果 

ケーブル 

トレイ 

トレイ 

サイズ 

（高さ） 

非難燃性ケーブルを敷設す

るトレイは 120 mm の高さの

み。 

トレイ高さ 120 mm を選定する。 

トレイ 

設置方向 

垂直，水平及び勾配が存在す

る。 

最も延焼が広がる速度が速い垂直トレイを選定する。 

ケーブル 

敷設形態 

整線，波状の形態が存在す

る。 

垂直トレイではケーブルは自重で整線形態となることから，整線形態を

選定する。念のため，水平トレイにおいても，防火シートからケーブル

への熱伝導（熱伝達）が良い整線形態での延焼への影響を確認する。参

考として，波状による影響を確認する。 

トレイ 

形状 

直線形，Ｌ字形等，様々なト

レイ形状が存在する。 

火炎が最も速く広がる直線形の垂直トレイを選定する。 

ケーブル 

の組合せ 

ケーブルには，様々なサイズ

の組合せが存在する。 

ケーブルの種類（回路種別）で熱容量の小さい細径ケーブルのみが集合

したものを選定する。念のため，太径ケーブルのみが集合したものと比

較する。 

防火 

シート 

シートの 

ずれ 

外力が加わった場合の防火

シートのずれを想定する。 

ケーブルが防火シートで覆われた状態を実機模擬条件に選定する。 

シートの 

隙間 

防火シートの隙間を想定す

る。 

トレイの形状により防火シートとケーブルの隙間には不確かさが生じ

るため，隙間がある状態とする（ケーブル敷設量による隙間の変化で包

絡される。） 

シートの 

傷 

外力が加わった場合の防火

シートの傷を想定する。 

防火シートに傷がない状態を実機模擬条件に選定する。 

ファイア

ストッパ 

ファイアストッパの有無を

想定する。 

ファイアストッパ設置の有無を実機模擬条件に選定する。念のため，フ

ァイアストッパと加熱源の距離を変化させて確認する。 
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3.2.6.4 実機模擬試験の実施 

3.2.6.3 項で選定したばらつきに対する実機模擬条件は，ケーブル及

びケーブルトレイごとに選定している。実機ではケーブル，ケーブルト

レイ及び防火シートを組合せた複合体となるため，実機模擬条件の保守

的な組合せにおいても，複合体の損傷長が難燃ケーブルよりも短いこと

の関係性が保たれていることを確認する。 

 

3.2.6.4.1 実機模擬試験の流れ 

以下のとおりケーブル及びケーブルトレイごとの実機模擬条件を

組合せて実機模擬試験を実施する。 

(1) トレイとケーブルの組合せとして，ケーブルトレイタイプ及び

ケーブル敷設量のばらつきを考慮して実機模擬試験を行う。試

験結果からケーブルトレイに関する最も燃えやすい組合せを選

定する。参考としてケーブル単体の形態を確認する。 

(2) (1)項のトレイとケーブルの組合せに対して，多層敷設時のケー

ブル組合せを踏まえた実機模擬試験を行う。この結果から最も

保守的なケーブル，ケーブルトレイの組合せを選定し，複合体

の損傷長が難燃ケーブルよりも短いことの関係性が保たれてい

ることを確認する。 

(3) 水平トレイにおける実機模擬試験を行い，保守的なトレイ設置

方向を確認する。なお，参考として波状敷設の形態を確認する。 

(4) ファイアストッパの有無における実機模擬試験を行い，複合体

の損傷長への影響を確認する。 

 

実機模擬試験の実施に係る保守的型式の決定フローを第 3-2 図に

示す。また，各項目の詳細を以下に記載する。 
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第 3-2 図 実機模擬試験の実施に係る保守的型式の決定フロー 

 

①   最も燃えやすいトレイ型式の選定 

トレイタイプ及びケーブル敷設量（満載，少量）を組合せた保守的な

条件により実機模擬試験を行う。その実機模擬条件の組合せを第 3-14 表

に示す。上記結果から最も燃えやすいトレイ型式を選定する。トレイタ

イプを第 3-3 図に示す。 

 

第 3-3 図 トレイタイプ 

 

(a) ばらつき 

ケーブルトレイには，ケーブル積載面が開口した梯子状のラダータ

イプとケーブル積載面が板状で開口していないソリッドタイプがあ

り，このトレイ上にケーブルが敷設された形態又はケーブルトレイと

電線管，盤の間でケーブルトレイ上に敷設されない形態が存在する。 

(b) 実機模擬条件の検討 

ケーブルトレイのケーブル敷設面の開口有無により火炎からケー

【ラダータイプ】 【ソリッドタイプ】 【ケーブル単体部】 

①燃えやすいトレイ型式の選定（トレイタイプ，ケーブル敷設量） 

②ケーブルの組合せの評価（ケーブルサイズ） 

③水平トレイの評価 

 （整線敷設，波状敷設）

⑤保守的型式での評価 

 ケーブル，ケーブルトレイ及び防火シートの組合せにおける最も燃

焼しやすい保守的型式にて耐延焼性を確認する。 

④ファイアストッパ設置の評価（ファイアストッパ設置有無， 

 バーナとファイアストッパの距離） 
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ブルへの熱の伝達に差が生じ，耐延焼性に影響を与えることが想定さ

れるが，ソリッドトレイは敷設面からの空気の供給がなく，溶けたケ

ーブルに引火して落下し延焼する可能性もない。一方，ラダートレイ

は空気が供給される開口面を有することから延焼リスクが高い。また，

ケーブルトレイから電線管部にはケーブル単体となる箇所が存在す

るが，電線管開口部は耐火シールを施すとともにトレイ敷設に比べ距

離が短いため延焼の可能性は少ない。参考として，ケーブルと防火シ

ートの組合せでの耐延焼性を確認する。ケーブルの敷設量について，

第 3-4 図に示す。 

 

第 3-4 図 ケーブル敷設量 

 

(a) ばらつき 

ケーブルは使用箇所により，ケーブル敷設量が変化する。 

(b) 実機模擬条件の検討 

ケーブル量が少ない方がケーブル全体の熱容量＊は小さく，同一熱

量を加えた場合，温度上昇が大きくなり燃焼しやすい。一方，防火シ

ートとケーブル間の隙間が大きくなり空気層ができることから，熱伝

導（熱伝達）が悪く燃焼しにくくなる。また，ケーブル量が多くなる

と可燃物量が多くなり，かつ，防火シートとケーブルの隙間が小さく

なることで，熱伝導（熱伝達）が良くなり燃焼継続に影響する可能性

があることから，ケーブル量を変化させて複合体の耐延焼性に及ぼす

影響を確認する。 

注記 ＊：熱容量とは，任意の量の物質の温度を 1 ℃上昇させるの

に必要な熱量のことで，値が小さいほど加熱により温度上

昇しやすい。熱容量は以下の式で表される。 

Ｃ ＝ ｍ×ｃ 

熱容量：Ｃ（J/K） 

物質の質量：ｍ（ｇ） 

比熱：ｃ（J/（ｇ K）） 

【ケーブル設計最大量】 

（占積率 40 ％：敷設量上限）

【ケーブル少量】 

（1 層敷設） 

【ケーブル満杯】 

試験のため占積率

40 ％を超える状態 
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②   ケーブル組合せの評価 

各ケーブル組合せ（細径のケーブルのみが集合したもの，太径のケー

ブルのみが集合したもの）において，①項から選定された最も燃えやす

い条件による実機模擬試験を行う。その実機模擬条件の組合せ一覧を第

3-15 表に示す。 

上記結果から最も燃えやすいケーブル組合せを選定する。ケーブルの

組合せを第 3-5 図に示す。 

 

第 3-5 図 ケーブル組合せ 

 

(a) ばらつき 

ケーブルトレイに敷設されているケーブルには，様々なサイズの組

合せが存在している。 

(b) 実機模擬条件の検討 

実機では，様々なケーブルのサイズが存在しているが，ケーブルの

単位面積にバーナから与えられる熱量は一定であることから，熱容量

が小さい細径のケーブルが集合している方が燃えやすい。一方，異な

るサイズが混在する場合は，ケーブル間に隙間が発生し，その隙間が

耐延焼性に影響する可能性がある。このため，ケーブル種類ごとの性

能比較評価の中で，同じケーブル種類の外径の小さいケーブルと外径

の大きいケーブルにより，比較評価する。 

 

③   水平トレイにおけるケーブル敷設形態の評価 

水平トレイにおけるケーブル敷設形態（整線）を条件とした保守的な

実機模擬試験を行う。その実機模擬条件の組合せ一覧を第 3-16 表に示す。 

ケーブル敷設形態の違いによる耐延焼性への影響を評価するとともに，

敷設方向が垂直であることが燃えやすい条件であることを確認する。ケ

ーブルの敷設形態を第 3-6 図に示す。 

【細径（隙間小）】 【太径（隙間大）】 



 

別添-1-35 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

 

第 3-6 図 水平トレイのケーブル敷設形態 

 

(a) ばらつき 

ケーブルトレイに敷設されるケーブルの形態には，整線され隙間が

ない形態と隙間がある形態（波状）が存在する。 

(b) 実機模擬条件の検討 

ケーブルに隙間がある形態（波状）で敷設されることがあるのは，

水平トレイに敷設された場合であり，延焼の速度は垂直トレイと比較

して遅い。また，波状の形態はケーブル間に隙間があり，防火シート

からの熱伝導（熱伝達）が悪くなるとともに延焼防止材が施工されて

いることから，水平トレイは整線形態における延焼への影響を確認す

る。 

 

④   ファイアストッパ設置の評価 

ファイアストッパ設置の有無を条件とした保守的な実機模擬試験を行

う。その実機模擬条件の組合せ一覧を第 3-17 表に示す。ファイアストッ

パによりシートとケーブル間の空間が異なることから，第 3-7 図に示す

通り，ファイアストッパと加熱源の距離により，複合体への影響を確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-7 図 ファイアストッパとバーナの距離 

【整線敷設】 【波状敷設】 

①近距離  ②中距離   ③長距離 ①362.5 mm 
 シート重ね部から見て

下方側の最初の結束ベ
ルトの下端 

②662.5 mm 
2 つ目の結束ベルト
下端（①+300 mm） 

③1262.5 mm 
十分に離れた位置 
（①+900 mm） 
 

300 mm：結束ベルト間隔 

362.5 mm

662.5 mm 

1262.5 mm 
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⑤ 保守的型式での評価 

①項から④項にて決定するケーブル，ケーブルトレイ及び防火シート

の組合せにおける最も燃焼しやすい保守的型式にて実機模擬試験を行い，

保守的型式においても損傷長が難燃ケーブルよりも短いことで，難燃ケ

ーブルとの関係性及び耐延焼性が保たれていることを確認する。 

複合体の耐延焼性の確認として，①項から③項の実機模擬条件の組合

せ一覧を第 3-18 表に示す。なお，ファイアストッパは内部発火を想定し

たものであるが，外部の火災においても耐延焼性が保たれていることを

確認する。 
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第 3-14 表 実機模擬条件組合せ一覧①最も燃えやすいトレイ型式の選定 

構 成

品  
ば ら つ き  実 機 模 擬 条 件 の 選 定 結 果  

①  燃 え や す い 敷 設 形 態（ ト レ イ 有 無 ，ト

レ イ タ イ プ ，ケ ー ブ ル 敷 設 量 ）の 選 定

① - 1  ① - 2  ① - 3  

（ 参 考 ）

① - 4  

（ 参 考 ）

ケーブル 敷設量 使用箇所によりケーブル敷設量が

変化する。 

ケーブル敷設量が耐延焼性に及ぼす影響を確認するため，少量敷設，設計最

大量敷設の 2 種類の敷設量を選定する。参考として満杯敷設による影響を確

認する。 

設計最大量 少量 満杯 少量 

ケーブル 

トレイ 

トレイ有無， 

トレイタイプ 

基本的に使用するラダータイプと

計装ケーブルを敷設するソリッド

タイプ又はケーブルトレイと電線

管入線部でケーブルトレイ上に敷

設されない形態が存在する。 

計装ケーブルを敷設するソリッドタイプはトレイによって火炎を遮るため，

トレイはラダータイプを選定する。また，ケーブルトレイと電線管入線部で

ケーブル単体状態が存在するが，ケーブルトレイ敷設に対して距離が短く，

電線管端部は耐火シールを施すことから延焼の可能性は少ない。参考として

トレイなしのケーブルに防火シートを巻き確認する。 

ケーブル 

トレイ有 
← ← 

トレイなし 

防火シート巻

き 

（参考） 

トレイ 

設置方向 

垂直，水平及び勾配が存在する。 最も延焼が広がる速度が速い垂直トレイを選定する。 
垂直方向 ← ← ← 

ケーブル 

敷設形態 

整線，波状の形態が存在する。 垂直トレイではケーブルは重力で整線形態となることから，整線形態を選定

する。念のため，水平トレイにおいても，防火シートからケーブルへの熱伝

導（熱伝達）が良い整線形態での延焼への影響を確認する。 

整線形態 ← ← ← 

ケーブル 

組合せ 

ケーブルトレイに敷設されている

ケーブルには，様々なサイズの組

合せが存在している。 

熱容量の小さい細径ケーブルのみが集合したものを選定する。念のため，ケ

ーブル間の隙間が最大となる太径ケーブルのみが集合したものと比較する。 －＊ ← ← ← 

注記 ＊：ケーブルトレイに敷設されているケーブル組合せについては，②の実機模擬試験で評価するため，条件は細径ケーブルのみとする。 

以下の敷設条件は実機を想定した保守的な条件を選定しており，上記組合せにおいて共通の実機模擬条件を記載している。 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 保守的な条件 

ケーブル 種類・サイズ 構成材料は1種類だが，複数の種類（回

路種別），複数のサイズが存在する。

損傷長が長く，発火性及び延焼リスクが高い非難燃性ケーブルを選定する。 

 

低圧電力 

架橋ポリエチレン 

／ビニル 

14.5 mm 

使用期間 プラント運転開始以降，長期間使用して

いる。 

ケーブルの絶縁材及びシース材は，経年劣化の傾向として燃えにくくなることから，新品ケーブルを選定する。
新品ケーブル 

延焼防止材 延焼防止材が塗布されている箇所，され

ていない箇所が存在する。 

延焼防止材は，加速劣化後も高い難燃性を有していることから，延焼防止材を塗布していないケーブルを選定

する。 

延焼防止材塗布 

なし 

埃 長期間の使用により，可燃物である埃が

付着している。 

実機でサンプリングした埃の成分の発熱量はケーブルの発熱量と比べ非常に小さく，耐延焼性にほとんど影響

しないことから，埃が付着していないケーブルを選定する。 
埃なし 

ケーブル 

トレイ 

トレイサイズ

（幅） 

150 mm～750 mm までのトレイ幅が存在

する。 

ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験では約300 mm幅のバーナを使用することを踏まえ，ケーブルトレイ幅とし

て300 mmを選定する。 
300 mm 

トレイサイズ

（高さ） 

120 mmのトレイ高さのみ。 トレイ高さ120 mmを選定する。 
120 mm 

トレイ形状 直線形，Ｌ字形等，様々なトレイ形状が

存在する。 

火炎が最も速く広がる直線形の垂直トレイを選定する。 
直線形 
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第 3-15 表 実機模擬条件組合せ一覧②ケーブル組合せの評価 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 
②ケーブル組合せの評価 

②-1（①で実施） ②-2 

ケーブル 敷設量 ケーブルトレイに敷設されてい

るケーブル使用箇所により，ケー

ブル敷設量が変化する。 

ケーブル敷設量が耐延焼性に及ぼす影響を確認するため，少量敷設，設計最大量敷設の 2 種類

の敷設量を選定する。参考として満杯敷設による影響を確認する。 
①で評価した 

敷設量 
← 

ケーブル 

トレイ 

トレイ有無， 

トレイタイプ 

基本的に使用するラダータイプ

と計装ケーブルを敷設するソリ

ッドタイプ又はケーブルトレイ

と電線管入線部でケーブルトレ

イ上に敷設されない形態が存在

する。 

計装ケーブルを敷設するソリッドタイプはトレイによって火炎を遮るため，トレイはラダータ

イプを選定する。また，ケーブルトレイと電線管入線部でケーブル単体状態が存在するが，ケ

ーブルトレイ敷設に対して距離が短く，電線管端部は耐火シールを施すことから延焼の可能性

は少ない。参考としてトレイなしのケーブルに防火シートを巻き確認する。 

①で評価した形態 ← 

①で評価した 

トレイタイプ 
← 

トレイ 

設置方向 

垂直，水平及び勾配が存在する。 最も延焼が広がる速度が速い垂直トレイを選定する。 
垂直方向 ← 

ケーブル 

敷設形態 

整線，波状の形態が存在する。 垂直トレイではケーブルは重力で整線形態となることから，整線形態を選定する。念のため，

水平トレイにおいても，防火シートからケーブルへの熱伝導（熱伝達）が良い整線形態での延

焼への影響を確認する。 

整線形態 ← 

ケーブル 

組合せ＊ 

ケーブルトレイに敷設されてい

るケーブルには，様々なサイズの

組合せが存在している。 

熱容量の小さい細径ケーブルのみが集合したものを選定する。念のため，ケーブル間の隙間が

最大となる太径ケーブルのみが集合したものと比較する。 
細径ケーブル 

のみの集合 

太径ケーブル

のみの集合 

注記 ＊：細径ケーブルのみと太径ケーブルのみ集合したケーブルについては，少量敷設で加熱されやすい状態で比較する。 

以下の敷設条件は実機を想定した保守的な条件を選定しており，上記組合せにおいて共通の実機模擬条件を記載している。 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 保守的な条件 

ケーブル 種類・サイズ 構成材料は1種類だが，複数の種類（回

路種別），複数のサイズが存在する。

損傷長が長く，発火性及び延焼リスクが高い非難燃ケーブルを選定する。 低圧電力 

架橋ポリエチレン 

／ビニル 

14.5 mm 

使用期間 プラント運転開始以降，長期間使用し

ている。 

ケーブルの絶縁材及びシース材は，経年劣化の傾向として燃えにくくなることから，新品ケーブルを選定する。
新品ケーブル 

既塗布 

延焼防止材 

延焼防止材が塗布されている箇所，さ

れていない箇所が存在する。 

延焼防止材は，加速劣化後も高い難燃性を有していることから，延焼防止材を塗布していないケーブルを選定

する。 

延焼防止材塗布 

なし 

埃 長期間の使用により，可燃物である埃

が付着している。 

実機でサンプリングした埃の成分の発熱量はケーブルの発熱量と比べ非常に小さく，耐延焼性にほとんど影響

しないことから，埃が付着していないケーブルを選定する。 
埃なし 

ケーブル 

トレイ 

トレイサイズ

（幅） 

150 mm～750 mm までのトレイ幅が存在

する。 

ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験では約300 mm幅のバーナを使用することを踏まえ，ケーブルトレイ幅とし

て300 mmを選定する。 
300 mm 

トレイサイズ 

（高さ） 

120 mmのトレイ高さのみ。 トレイ高さ120 mmを選定する。 
120 mm 

トレイ形状 直線形，Ｌ字形等，様々なトレイ形状

が存在する。 

火炎が最も速く広がる直線形の垂直トレイを選定する。 
直線形 
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第 3-16 表 実機模擬条件組合せ一覧③水平トレイにおけるケーブル敷設形態の評価 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 
③ 水平トレイにおけるケーブ

ル敷設形態の評価 

ケーブル 敷設量 ケーブルトレイに敷設されている

ケーブル使用箇所により，ケーブ

ル敷設量が変化する。 

ケーブル敷設量が耐延焼性に及ぼす影響を確認するため，少量敷設，設計最大量敷設の2種類の敷設

量を選定する。参考として満杯敷設による影響を確認する。 ①で評価した敷設量 

ケーブル 

トレイ 

トレイ有無， 

トレイタイプ 

基本的に使用するラダータイプと

計装ケーブルを敷設するソリッド

タイプ又はケーブルトレイと電線

管入線部でケーブルトレイ上に敷

設されない形態が存在する。 

計装ケーブルを敷設するソリッドタイプはトレイによって火炎を遮るため，トレイはラダータイプを

選定する。また，ケーブルトレイと電線管入線部でケーブル単体状態が存在するが，ケーブルトレイ

敷設に対して距離が短く，電線管端部は耐火シールを施すことから延焼の可能性は少ない。参考とし

てトレイなしのケーブルに防火シートを巻き確認する。 

①で評価した形態 

①で評価したトレイタイプ 

トレイ 

設置方向 

垂直，水平及び勾配が存在する。 水平トレイを選定する。 
水平方向 

ケーブル 

敷設形態 

整線，波状の形態が存在する。 垂直トレイではケーブルは重力で整線形態となることから，整線形態を選定する。念のため，水平ト

レイにおいても，防火シートからケーブルへの熱伝導（熱伝達）が良い整線形態での延焼への影響を

確認する。 

整線形態 

ケーブル 

組合せ 

ケーブルトレイに敷設されている

ケーブルには，様々なサイズの組

合せが存在している。 

熱容量の小さい細径ケーブルのみが集合したものを選定する。念のため，ケーブル間の隙間が最大と

なる太径ケーブルのみが集合したものと比較する。 ①で評価した組合せ 

 

以下の敷設条件は実機を想定した保守的な条件を選定しており，上記組合せにおいて共通の実機模擬条件を記載している。 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 保守的な条件 

ケーブル 種類・サイズ 構成材料は1種類だが，複数の種類（回

路種別），複数のサイズが存在する。

損傷長が長く，発火性及び延焼リスクが高い非難燃性ケーブルを選定する。 

 

低圧電力 

架橋ポリエチレン 

／ビニル 

14.5 mm 

使用期間 プラント運転開始以降，長期間使用し

ている。 

ケーブルの絶縁材及びシース材は，経年劣化の傾向として燃えにくくなることから，新品ケーブルを選定する。
新品ケーブル 

既塗布 

延焼防止材 

延焼防止材が塗布されている箇所，さ

れていない箇所が存在する。 

延焼防止材は，加速劣化後も高い難燃性を有していることから，延焼防止材を塗布していないケーブルを選定

する。 

延焼防止材塗布 

なし 

埃 長期間の使用により，可燃物である埃

が付着している。 

実機でサンプリングした埃の成分の発熱量はケーブルの発熱量と比べ非常に小さく，耐延焼性にほとんど影響

しないことから，埃が付着していないケーブルを選定する。 
埃なし 

ケーブル 

トレイ 

トレイサイズ

（幅） 

150 mm～750 mm までのトレイ幅が存在

する。 

ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験では約300 mm幅のバーナを使用することを踏まえ，ケーブルトレイ幅と

して300 mmを選定する。 
300 mm 

トレイサイズ

（高さ） 

120 mmのトレイ高さのみ。 トレイ高さ120 mmを選定する。 
120 mm 

トレイ形状 直線形，Ｌ字形等，様々なトレイ形状

が存在する。 

火炎が速く広がる直線形のトレイを選定する。 
直線形 
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第 3-17 表 実機模擬条件組合せ一覧④ファイアストッパの設置の評価 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 
ファイアストッパの評価 

④-1 ④-2 ④-3 

ケーブル 敷設量 ケーブルトレイに敷設されている

ケーブル使用箇所により，ケーブ

ル敷設量が変化する。 

ケーブル敷設量が耐延焼性に及ぼす影響を確認するため，少量敷設，設計最大量敷設の 2

種類の敷設量を選定する。参考として満杯敷設による影響を確認する。 

①で評価した敷設量 

ケーブル 

トレイ 

トレイ有無, 

トレイタイプ 

基本的に使用するラダータイプと

計装ケーブルを敷設するソリッド

タイプ又はケーブルトレイと電線

管入線部でケーブルトレイ上に敷

設されない形態が存在する。 

計装ケーブルを敷設するソリッドタイプはトレイによって火炎を遮るため，トレイはラダ

ータイプを選定する。また，ケーブルトレイと電線管入線部でケーブル単体状態が存在す

るが，ケーブルトレイ敷設に対して距離が短く，電線管端部は耐火シールを施すことから

延焼の可能性は少ない。参考としてトレイなしのケーブルに防火シートを巻き確認する。 

①で評価したトレイタイプ 

トレイ 

設置方向 

垂直，水平及び勾配が存在する。 最も延焼が広がる速度が速い垂直トレイを選定する。 ③で評価した設置方法 

ケーブル 

敷設形態 

整線，波状の形態が存在する。 垂直トレイではケーブルは重力で整線形態となることから，整線形態を選定する。念のた

め，水平トレイにおいても，防火シートからケーブルへの熱伝導（熱伝達）が良い整線形

態での延焼への影響を確認する。 

②で評価した敷設方向 

ケーブル 

組合せ 

ケーブルトレイに敷設されている

ケーブルには，様々なサイズの組

合せが存在している。 

熱容量の小さい細径ケーブルのみが集合したものを選定する。念のため，ケーブル間の隙

間が最大となる太径ケーブルのみが集合したものと比較する。 

②で評価した組合せ 

ファイア 

ストッパ 

有無 延焼の可能性があるトレイ設置方

向への有無 

先行他プラントの試験データより，防火シートとケーブルに隙間がある太鼓巻の，垂直部

は延焼するものとしてファイアストッパを設置する。 
有 

設置位置 火災源とファイアストッパの距離 火災源とファイアストッパ設置位置の距離の変化により，延焼への影響を確認する。 短距離 中距離 長距離 

 

以下の敷設条件は実機を想定した保守的な条件を選定しており，上記組合せにおいて共通の実機模擬条件を記載している。 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 保守的な条件 

ケーブル 種類・サイズ 構成材料は1種類だが，複数の種類（回

路種別），複数のサイズが存在する。

損傷長が長く，発火性及び延焼リスクが高い非難燃ケーブルを選定する。 

 

低圧電力 

架橋ポリエチレン 

／ビニル 

14.5 mm 

使用期間 プラント運転開始以降，長期間使用し

ている。 

ケーブルの絶縁材及びシース材は，経年劣化の傾向として燃えにくくなることから，新品ケーブルを選定する。
新品ケーブル 

延焼防止材 延焼防止材が塗布されている箇所，さ

れていない箇所が存在する。 

延焼防止材は，加速劣化後も高い難燃性を有していることから，延焼防止材を塗布していないケーブルを選定

する。 

延焼防止材塗布 

なし 

埃 長期間の使用により，可燃物である埃

が付着している。 

実機でサンプリングした埃の成分の発熱量はケーブルの発熱量と比べ非常に小さく，耐延焼性にほとんど影響

しないことから，埃が付着していないケーブルを選定する。 
埃なし 

ケーブル 

トレイ 

トレイサイズ

（幅） 

150 mm～750 mm までのトレイ幅が存在

する。 

ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験では約300 mm幅のバーナを使用することを踏まえ，ケーブルトレイ幅と

して300 mmを選定する。 
300 mm 

トレイサイズ

（高さ） 

120 mmのトレイ高さのみ。 トレイ高さ120 mmを選定する。 
120 mm 

トレイ形状 直線形，Ｌ字形等，様々なトレイ形状

が存在する。 

火炎が最も速く広がる直線形の垂直トレイを選定する。 
直線形 
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第 3-18 表 実機模擬条件組合せ一覧⑤保守的型式での評価 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 
構成品 

⑤-1 

ケーブル 敷設量 ケーブルトレイに敷設されているケ

ーブル使用箇所により，ケーブル敷

設量が変化する。 

ケーブル敷設量が耐延焼性に及ぼす影響を確認するため，少量敷設，設計最大量敷設の2種類の敷設量を

選定する。参考として満杯敷設による影響を確認する。 ① 評価した敷設量 

ケーブル 

トレイ 

トレイ有無， 

トレイタイプ 

基本的に使用するラダータイプと計

装ケーブルを敷設するソリッドタイ

プ又はケーブルトレイと電線管入線

部でケーブルトレイ上に敷設されな

い形態が存在する。 

計装ケーブルを敷設するソリッドタイプはトレイによって火炎を遮るため，トレイはラダータイプを選定

する。また，ケーブルトレイと電線管入線部でケーブル単体状態が存在するが，ケーブルトレイ敷設に対

して距離が短く，電線管端部は耐火シールを施すことから延焼の可能性は少ない。参考としてトレイなし

のケーブルに防火シートを巻き確認する。 

① 評価した形態 

①で評価したトレイタイプ

トレイ 

設置方向 

垂直，水平及び勾配が存在する。 最も延焼が広がる速度が速い垂直トレイを選定する。 
③で評価した敷設方向 

ケーブル 

敷設形態 

整線，波状の形態が存在する。 垂直トレイではケーブルは重力で整線形態となることから，整線形態を選定する。念のため，水平トレイ

においても，防火シートからケーブルへの熱伝導（熱伝達）が良い整線形態での延焼への影響を確認する。 
③で評価した敷設形態 

ケーブル 

組合せ 

ケーブルトレイに敷設されているケ

ーブルには，様々なサイズの組合せ

が存在している。 

熱容量の小さい細径ケーブルのみが集合したものを選定する。念のため，ケーブル間の隙間が最大となる

太径ケーブルのみが集合したものと比較する。 ②で評価した組合せ 

ファイア 

ストッパ 

有無 延焼の可能性があるトレイ設置方向

への有無 

先行他プラントの試験データより，防火シートとケーブルに隙間がある太鼓巻の，垂直部は延焼するもの

としてファイアストッパを設置する。 
有 

設置位置 火災源とファイアストッパの距離 火災源とファイアストッパ設置位置の距離の変化により，延焼への影響を確認する。 ④ で評価した設置位置

 

以下の敷設条件は実機を想定した保守的な条件を選定しており，上記組合せにおいて共通の実機模擬条件を記載している。 

構成品 ばらつき 実機模擬条件の選定結果 保守的な条件 

ケーブル 種類・サイズ 構成材料は1種類だが，複数の種類（回

路種別），複数のサイズが存在する。 

損傷長が長く，発火性及び延焼リスクが高い非難燃ケーブルを選定する。 

 

低圧電力 

架橋ポリエチレン 

／ビニル 

14.5 mm 

使用期間 プラント運転開始以降，長期間使用して

いる。 

ケーブルの絶縁材及びシース材は，経年劣化の傾向として燃えにくくなることから，新品ケーブルを選定する。
新品ケーブル 

延焼防止材 延焼防止材が塗布されている箇所，され

ていない箇所が存在する。 

延焼防止材は，加速劣化後も高い難燃性を有していることから，延焼防止材を塗布していないケーブルを選定

する。 

延焼防止材塗布 

なし 

埃 長期間の使用により，可燃物である埃が

付着している。 

実機でサンプリングした埃の成分の発熱量はケーブルの発熱量と比べ非常に小さく，耐延焼性にほとんど影響

しないことから，埃が付着していないケーブルを選定する。 
埃なし 

ケーブル 

トレイ 

トレイサイズ

（幅） 

150 mm～750 mm までのトレイ幅が存在

する。 

ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験では約300 mm幅のバーナを使用することを踏まえ，ケーブルトレイ幅と

して300 mmを選定する。 
300 mm 

トレイサイズ

（高さ） 

120 mmのトレイ高さのみ。 トレイ高さ120 mmを選定する。 
120 mm 

トレイ形状 直線形，Ｌ字形等，様々なトレイ形状が

存在する。 

火炎が最も速く広がる直線形の垂直トレイを選定する。 
直線形 
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3.2.6.4.2 試験方法，判定基準 

3.2.5 項の燃焼試験結果より加熱熱量を変化させても複合体と難燃

ケーブル間の耐延焼性の関係性が保たれていることから，難燃ケーブ

ルの延焼性を確認するＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験の試験条件

に準拠した方法にて試験を実施する。ただし，水平トレイに対する試

験については，ケーブルの燃焼に対して，より保守的となるように太

鼓巻の完全な状態と，複合体内部のケーブルを露出させた部分に外部

の加熱源から上記試験と同じバーナ熱量にて加熱して比較する。また，

加熱源が除去された場合複合体が燃え止まるとともに，保守的型式に

おいて複合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷長（1780 mm）より短いこ

とを確認する。 

 

3.2.6.4.3 試験結果 

複合体の構成品のばらつきを組合せた保守的な試験条件とした場合

においても，難燃ケーブルを上回る耐延焼性を有することが確認でき

た。試験結果を第 3-19 表～第 3-23 表にまとめる。 

 

第 3-19 表 最も燃えやすい敷設形態の確認試験結果 

ケーブル

敷設量 

ケーブル 

トレイ形状

防火シートとケーブ

ルの隙間（mm）＊ 

最大損傷長 

（mm） 

判定 

結果 

少量 
ラダー 85 570 良 

なし（参考） 0 800 良 

設計 

最大量 
ラダー 40 700 良 

満杯 ラダー 0 980 良 

注記 ＊：ケーブルトレイに敷設の形態は防火シートが太鼓巻のため，ケーブルと

防火シートの隙間（空気層）により熱伝達が悪くなる。一方，隙間が小

さくなると熱伝達（熱伝導）が良くなりケーブルがシートに接するため，

損傷長が大きくなる。なお，実機で非難燃ケーブルがトレイいっぱいに

敷設されることはなく，トレイなし（ケーブル単体）箇所は距離が短く

延焼の可能性が小さいことから参考とした。 
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第 3-20 表 ケーブル組合せの確認試験結果 

ケーブル 

の組合せ＊ 

最大損傷長の平均 

（mm） 

判定 

結果 

太径 595 良 

細径 800 良 

注記 ＊：ケーブルの種類ごとの性能比較結果より，低圧電力ケーブルの太径と

細径で比較した。 

 

第 3-21 表 水平トレイにおけるケーブル敷設形態の確認試験結果 

トレイ 

設置形態 

最大損傷長 

（mm） 

判定 

結果 

整線 740 良 

 

第 3-22 表 ファイアストッパとバーナ距離変化の確認試験結果 

ファイアストッパと 

バーナの距離（mm） 

最大損傷長 

（mm） 
判定結果 

362.5 1220 良 

662.5 890 良 

1262.5 760 良 

 

第 3-23 表 保守的型式における確認試験結果 

供試体 
ケーブル 

敷設量 

トレイ 

タイプ 

ケーブル

組合せ 

トレイ 

設置方向 

最大 

損傷長 

（mm） 

判定

結果

複合体 
設計 

最大量 
ラダー 細径 垂直 1220＊ 良 

注記 ＊：第 3-22 表で示した複合体のうち損傷長が最も長いものを再掲した。 
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4. 複合体内部の火災を想定した難燃性能の確認 

4.1 内部火災と耐延焼性確保の考え方 

複合体内部発火における燃焼の 3 要素は第 4-1 表のとおりである。 

 

第 4-1 表 複合体内部の火災における燃焼の 3 要素 

燃焼の 3 要素 複合体内部の状態 

熱エネルギー ケーブルに電気を流すことによりジュール熱が導体に発生 

酸素 防火シートを施工するが，空気（酸素）の吸込みは発生 

可燃物 ケーブル自体が可燃物 

 

このうち，発火要因となる熱エネルギーについては，その発熱要因を以下の(1)

項から(3)項に分類し，ケーブルの発火の有無について検討する。また，複合体外

部からの伝熱によるケーブルの発火についても検討する。 

 

(1) 通電電流による発熱 

負荷となる設備の通電電流によりケーブルは発熱するが，許容電流以内で使用

するため，発火には至らない。 

(2) 過電流による発熱（保護継電器等の作動時） 

地絡，短絡等に起因する過大な電流が流れた場合には，ケーブルの通電電流は

通常の数倍以上に達し，ケーブルが発熱する。しかし，上流に設置している保護

継電器と遮断器の組合せ等により，過大な電流は瞬時に遮断されることから発火

に至らない。 

(3) 過電流による発熱（保護継電器等が作動しない場合） 

保護継電器等が作動しない場合，地絡，短絡等に起因する過大電流を遮断する

ことができず，ケーブルの発熱は継続する。導体が細いケーブルは導体抵抗も大

きく，過電流が継続すると導体が溶断し，電流が遮断されることから導体の発熱

による燃焼の継続に至らない。 

しかし，導体が太いケーブルの場合，許容電流を超える電流が長時間流れても，

導体が溶断しないことから，導体の発熱による発火が継続する可能性がある。 

上記(1)項から(3)項より，ケーブルの発火は(3)項の過電流発生時に保護継電器

等が作動しない場合に生じる。過電流によるケーブルの燃焼プロセスを補足説明

資料 5-20 に示す。 

過電流によるケーブルの燃焼プロセスに示すとおり，ケーブルの過電流による

燃焼には，①過電流は遮断されるが燃焼が継続し延焼する状態及び，②過電流の

継続による燃焼状態が持続する 2 つのプロセスが存在することから，これらにつ
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いて以下の評価を実施する。 

①過電流は遮断されるが燃焼が継続し延焼する状態 

・複合体内部ケーブルの難燃性能評価（4.2 項で説明） 

②過電流の継続による燃焼が持続する状態 

・過電流模擬試験による遮炎性能評価（4.3 項で説明） 

 

なお，複合体外部からの伝熱によりケーブルが発火した場合を想定すると，加

熱源がなくなった状態は過電流が遮断された①と同様の経過となることから，内

部の火災として評価する。 

 

4.2 複合体内部ケーブルの難燃性能確認 

4.2.1 自己消火性の確認 

(1) 目的 

複合体内部の発火を想定した自己消火性の実証試験を実施し，非難燃ケーブ

ルが自己消火することを確認する。 

(2) 供試体 

防火シートにより，燃焼の 3 要素である酸素の供給が妨げられる可能性があ

るため，保守的にケーブルが外気にさらされる条件として，ケーブル単体で防

火シートを巻かないものとする。 

(3) 試験方法及び判定基準 

ＵＬ垂直燃焼試験（ＵＬ １５８１ １０８０．ＶＷ－１ Ｆｌａｍｅ Ｔｅｓ

ｔ）を準拠して試験を実施する。試験方法について，第 4-2 表に示す。 
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第 4-2 表 自己消火性の実証試験の概要（ＵＬ １５８１ １０８０．ＶＷ－１ Ｆｌａｍ

ｅ Ｔｅｓｔ） 

供試体の

据付例 

試験内容

・供試体を垂直に保持し，20 度の角度でバーナの炎をあてる。 

・15 秒着火，15 秒休止＊を 5 回繰り返し，試料の燃焼の程度を確認す

る。 

火源 チリルバーナ 

使用燃料 メタンガス 

試験回数 3 回（回数の規定なし） 

判断基準

残炎による燃焼が 60 秒を超えない。 

表示旗が 25 ％以上焼損しない。 

落下物によって下に設置した外科用綿が燃焼しない。 

注記 ＊：「前回のガス接炎が終了した後の接炎休止時間 15 秒を超えて試験品による

自己燃焼が持続する場合には，当該自己燃焼が消滅した後に次回のガス炎

の接炎を行う。」（ＵＬ １５８１ １０８０．１３より抜粋） 

 

(4) 試験結果 

自己消火性の試験結果のまとめを第 4-3 表に示す。 

供試体 

単位：mm 

表示旗 
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第 4-3 表 自己消火性の実証試験結果のまとめ 

ケーブル

種類 
絶縁材料

シース

材料 

外径 

（mm） 

最大 

残炎時間 

（秒） 

表示旗

の損傷 

（％） 

綿の

燃焼

判定

結果

計装 

ケーブル 

架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 9.5 12 0 無 良 

制御 

ケーブル 

架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 9.9 13 0 無 良 

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 14.5 16 0 無 良 

架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 19（41）＊ 0 0 無 良 

注記 ＊：トリプレックス形：（）外は単芯外径，（）内は 3 本より合わせ外径を示す。 

 

4.2.2 耐延焼性の確認 

4.2.2.1 試験目的 

垂直又は水平等のトレイ設置方向による複合体内部の発火を模擬した燃焼試

験を実施し，延焼の可能性のある設置方向を確認する。 

また，延焼の可能性のあることが確認された設置方向については，ファイア

ストッパにより複合体内部の閉鎖空間を作ることにより，複合体内部での発火

を想定しても複合体内部ケーブルが燃え止まることを確認する。 

 

4.2.2.2 延焼の可能性のあるトレイ敷設方向の特定 

(1) 供試体 

供試体は，2.項にて延焼の可能性のあると特定されたトレイ設置方向におい

て，内部のケーブルの延焼を抑えるためファイアストッパを設置し，閉鎖空間

を作る。また，防火シートとケーブルに隙間がない状態と隙間がある状態を模

擬する。なお，複合体内部の発火を想定するため，燃焼部についてはケーブル

を露出させた状態とする。 

(2) 試験方法及び判定基準 

試験方法を第 4-4 表に示す。 



別添-1-48 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

第 4-4 表 トレイ設置方向の延焼性確認試験の概要 

試験体の 

据付例 

トレイ設置方向 複合体 

垂直 

勾配 

（45°） 

水平 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ熱量 20 kW 

加熱時間 

20 分 

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケーブルの

燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 １回 

判定基準 供試体の間で燃え止まること。 

 

(3) 試験結果 

試験結果のまとめを第 4-5 表に示す。 

隙間 

バーナ 

非難燃 

ケーブル 

防火シート 

非難燃 

ケーブル 

バーナ 

隙間 

防火シート 

バーナ 

非難燃 

ケーブル バーナ部 

ケーブル露出 

隙間 

防火シート 
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第 4-5 表 トレイの設置方向による延焼性の確認試験結果 

トレイ設置方向 
防火シートとケーブル

の隙間有無 

最大損傷長

（mm） 
判定結果 

水平（整線） 有 740 良 

水平（波状:参考） 有 1690 良 

勾配（45°） 有 850 良 

垂直 有 －＊ 否＊ 

注記 ＊：垂直は他プラントにおける燃焼の可能性の高いトレイ設置方向の試験結果を

引用して評価し延焼すると判断した。 

 

4.2.2.3 垂直トレイ方向への対応 

(1) 供試体 

供試体は，4.2.2.2 項にて延焼すると判断した垂直トレイ設置方向において，

内部のケーブルの延焼を抑えるためファイアストッパを設置し，ケーブルとシ

ートの隙間を排除する。 

なお，複合体内部の発火を想定するため，燃焼部についてはケーブルを露出

させた状態とする。供試体（例）を第 4-1 図に示す。 

以下【ケース 1】は，実機を模擬して複合体と防火シートとの隙間がない状

態での内部発火を模擬したものであり，【ケース 2】は，保守的に複合体と防

火シートとの隙間がある内部発火を模擬する。 

 

 

第 4-1 図 内部発火を模擬した供試体（例） 

 

(2) 試験方法及び判定基準 

試験方法を延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験の概要

として第 4-6 表に示す。 

ファイア 

ストッパ 

バーナ 

非難燃 

ケーブル 

防火シート 

重ね部 

ケーブル 

トレイ

防火シート 

バーナ 

ファイア

ストッパ

非難燃ケーブル 

防火シート 

重ね部 

【ケース 2】 【ケース 1】 
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第 4-6 表 延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験概要 

試験体の 

据付例 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ熱量 20 kW 

加熱時間 

20 分 

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケーブル

の燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 1 回 

判定基準 ・燃え止まること。 

 

(3) 試験結果 

実証試験結果のまとめを第 4-7 表に示す。 

 

第 4-7 表 延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験結果 

ケーブル ケーブル

トレイ形

状 

複合体の 

ケース 

最大 

損傷長 

（mm） 

判定

結果ケーブル

種類 
絶縁材 

シース

材 

外径 

（mm） 

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリ

エチレン
ビニル 14.5 

ラダー 

（垂直） 

1 1070 良 

2 1280 良 

 

4.3 複合体外部への遮炎性能確認 

4.3.1 過電流模擬試験による遮炎性能評価 

4.3.1.1 試験対象ケーブル 

この試験は過電流継続時の発火を想定しているため，燃焼の 3 要素を考慮

した以下により発火時の影響が大きくなるケーブルを選定する。 

 

防火シート 

バーナ 

ファイア

ストッパ

非難燃ケーブル

防火シート 

重ね部 

ファイア 

ストッパ 

バーナ 

防火シート

重ね部

ケーブル 

トレイ

非難燃 

ケーブル 

【ケース 1】 【ケース 2】 

隙間 
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(1) 熱エネルギー 

ケーブルの導体はすべて同一材料であり，許容電流が大きいほど発熱量が大

きくなることから，導体サイズが太いケーブルを選定する。 

(2) 可燃物 

導体の発熱による絶縁体の熱分解による可燃性ガスの発生が多くなる絶縁

体等の体積が大きいケーブルを選定する。 

上記条件を満たすケーブルで，実機で使用しているケーブルの構成材料とし

て第 4-8 表の試験対象ケーブルのとおり選定する。 

 

第 4-8 表 試験対象ケーブル 

ケーブル 

種類 

芯数 

－ 

導体サイズ

（mm2） 

絶縁材 

絶縁体 

厚さ 

（mm） 

シース材 

シース 

厚さ 

（mm） 

外径 

（mm）

高圧電力 

ケーブル 
3C-325 

架橋ポリ 

エチレン 
4.5 ビニル 1.5 71 

 

4.3.2 過電流模擬試験 

(1) 目的 

過電流による過熱で複合体内部のケーブルから可燃性ガスが発生し，発火し

た場合においても防火シートの健全性（遮炎性能）が維持され，外部からの酸

素供給パスになる損傷がないことを確認する。 

(2) 供試体 

4.3.1 項にて選定した高圧電力ケーブルを一層敷設し，防火シートで，覆っ

たものを供試体とする。 

(3) 試験方法及び判定基準 

ケーブル内部に設置したマイクロヒータを導体の代わりに通電することで，

過電流模擬試験を実施し，ケーブルから発生する可燃性ガスの発火による火炎

が防火シートの健全性に影響を与えないことを確認する。試験方法を第 4-9

表に示す。 
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第 4-9 表 過電流模擬試験の概要 

試験装置 

概要 

【試験装置全体】 

【加熱ケーブル内部】 

マイクロ 

ヒータ温度 
650 ℃ 

試験内容 

・少量敷設した高圧電力ケーブルの内の一条に対して，マイクロヒ

ータを取り付け，絶縁材及びシース材の発火温度を超える温度で

加熱する。 

・一定時間後，複合体内部においてケーブルから発生する可燃性ガ

ス及びケーブルが発火することを確認する。 

・複合体内部の火炎について連続した外部への噴出の有無を確認す

る。 

判定基準 複合体外部へ連続した火炎の噴出がないこと。 

 

(4) 試験結果 

試験結果を第 4-10 表にまとめる。 

 

第 4-10 表 過電流模擬試験結果 

複合体外部へ連続した火炎の噴出 判定結果 

無 良 

 

非難燃 

ケーブル 

マイクロ 

ヒータ接続 

シート重ね部 

温度 

コントローラ 

防火シート 

シース 

導体 

マイクロヒータ 

絶縁体 
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5. 複合体が不完全な状態を仮定した場合の性能評価の確認方法 

5.1 目的 

防火シートの標準施工方法に基づくことで，設計方針を満足する防火シートの施

工ができることの管理及び維持管理を実施するものの，防火シートの施工不良や傷

等の実機状態の不確かさを考慮しても，耐延焼性を確保する。そのため，複合体の

外郭である防火シートが不完全な状態でも，複合体が燃え止まることを確認する。 

5.2 不完全性の抽出 

(1) 抽出方法 

防火シートの不完全性について，実機のケーブル敷設状況及びシートの施工性

確認試験を踏まえ，代表的な不完全性を抽出する。 

(2) 抽出結果 

抽出した不完全性を第 5-1 表に示す。 

 

第 5-1 表 不完全性抽出一覧 

要因 不完全性 

施工状態 

防火シートつなぎ部のずれ 

防火シートの隙間 

防火シートの傷 

 

(3) 評価方法 

(1)項で抽出した不完全性を設定した複合体における耐延焼性の評価方法を以

下に示す。 

a. 防火シートのずれ 

(a) 不完全性 

第 5-1 図に示す通り，防火シートのつなぎ部にずれが生じることにより，メ

ーカの施工要領にて定められているシート間重ね代（100 mm）未満となる状態

を不完全性とする。 
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第 5-1 図 防火シートつなぎ部のずれ（複合体正面） 

 

(b) 評価方法 

防火シート間にずれが生じてケーブルが露出した場合を設定した耐延焼性

の試験を実施し，複合体が燃え止まることを確認する。 

b. 防火シートの隙間 

(a) 不完全性 

第 5-2 図に示すとおり，防火シートとケーブルの隙間の発生を不完全性とす

る。 

なお，防火シートの施工においては隙間を極力なくするものの，隙間の状態

には不確かさがあるため，隙間ができるものとして確認する。なお，この条件

は，複合体構成品の組合せの供試体仕様の中で包絡される。 

 

第 5-2 図 防火シートとケーブルの隙間（複合体断面） 

 

(b) 評価方法 

防火シートとケーブルに隙間が発生した場合を設定した複合体の構成品の

組合せによる供試体仕様での耐延焼性の試験の中で，複合体が燃え止まること

を確認する。 

c. 防火シートの傷 

【完全な状態】 【不完全な状態】 

シート 
重ね部 

防火シート 

ファイア
ストッパ 

結束ベルト 

ケーブル 
露出 

シート 
重ね部 

シート 
のずれ 

防火シート 

結束ベルト 

ファイア
ストッパ 

【完全な状態】 【不完全な状態】 

防火シート 

ケーブル 隙間 



別添-1-55 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

(a) 不完全性 

第 5-3 図に示す通り，機材の接触等による極端な状態の想定による防火シー

トの傷の発生を不完全性とする。 

 

第 5-3 図 防火シートの傷（複合体正面） 

 

(b) 評価方法 

防火シートに傷が発生した場合を設定した耐延焼性の試験を実施し，複合体

が燃え止まることを確認する。 

なお，5.2(3)a.項のずれが生じてケーブルが露出した場合を設定した試験に

包絡するものとする。 

5.3 供試体 

耐延焼性能試験の評価より，最も保守的なケーブルを選定し，本文 3.2.3(1)項に

て比較評価する複合体の損傷長から選定したケーブル及び同じサイズの難燃ケー

ブルを用いる。 

5.4 試験方法及び判定基準 

メーカの標準施工方法に基づくことで，設計方針を満足する防火シートの施工が

可能であるが，保守的に防火シートが不完全な状態における耐延焼性の確認を行な

うため，複合体外部の火災，複合体内部の火災の両方について試験を実施する。ま

た，5.2 項で決定した防火シートの不完全な場合を模擬した耐延焼性試験を実施す

る。 

なお，複合体外部の火災においては，複合体のケーブルが露出した不完全な状態

でも燃え止まることを確認するとともに，複合体内部の火災については，ケーブル

の燃焼がファイアストッパにより燃え止まることを確認する。 

5.4.1 複合体外部の火災に対する不完全な場合における耐延焼性試験 

5.4.1.1 防火シートのずれ 

防火シート 

【完全な状態】 【不完全な状態】 

傷 
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防火シートの間にずれが生じてケーブルが露出した場合を設定した耐延

焼性試験を実施する。試験方法を第 5-2 表に示す。 

 

第 5-2 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能試験の概要 

試験体の 

据付例 

不完全性 

の試験条件 

ずれの大きさをケーブルが完全露出する 200 mm とし，耐延焼性が

確保されることを確認する。 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ熱量 20 kW 

加熱時間 

20 分 

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケーブル

の燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 1 回 

判定基準 燃え止まること。 

 

5.4.1.2 防火シートの傷 

防火シートに傷が生じてケーブルが露出した場合を設定し，耐延焼性試験

を実施する。（この状態は防火シートにずれが生じた場合と同じであること

から，ケーブル露出を設定した 5.4.1.1 項の試験で包絡。） 

5.4.2 複合体内部の火災に対する不完全な場合における耐延焼性試験 

5.4.2.1 防火シートのずれ 

防火シートの間にずれが生じてケーブルが露出した場合を設定した耐延

焼性試験を実施する。試験方法を第 5-3 表に示す。 

【防火シートのずれ模擬】 

防火シート 

バーナ 

ファイア 

ストッパ 

非難燃 

ケーブル 

シート 

重ね部 
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第 5-3 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能試験の概要 

試験体の 

据付例 

不完全性 

の試験条件 

ずれの大きさは，ファイアストッパ及び結束ベルトが同じ箇所でそ

れぞれ 1 つ脱落し，防火シートが剥がれたこととするため，約 330 mm

のシートずれ（ケーブル露出約 230 mm）を設定し，耐延焼性を確認

する。 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ 

熱量 
20 kW 

加熱時間 

20 分 

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケーブル

の燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 1 回 

判定基準 燃え止まること。 

 

5.4.2.3 防火シートの傷 

防火シートに傷が生じてケーブルが露出した場合を設定し，耐延焼性試験

を実施する。（この状態は防火シートにずれが生じた場合と同じであること

から，ケーブル露出を設定した 5.4.1.1 項の試験で包絡。） 

5.5 試験結果 

5.5.1 複合体が不完全な状態における外部の火災に対する耐延焼性の確認結果 

複合体外部の火災に対して，防火シートのずれ及び傷があっても複合体が燃

え止まることを確認した。参考として，難燃ケーブルの損傷長と比較し，複合

体の損傷長が難燃ケーブルより短いことを確認した。試験結果を第 5-4 表に示

す。 

【防火シートのずれ模擬】 

防火シート 

バーナ 

ファイア 

ストッパ 

非難燃 

ケーブル 

ケーブル 

露出 
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第 5-4 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能確認結果 

供試体 
絶縁材／ 

シース 
ケーブル量 

バーナ 

熱量 

（kw） 

防火シート 

のずれ 

（mm） 

最大 

損傷長 

（mm） 

判定結果 

（燃え止ま

ること） 

複合体 
架橋ポリエチレン

／ビニル 

設計 

最大量 
20 

300 

露出:200 
1280 良 

難燃 

ケーブル

（参考） 

難燃架橋ポリエチ

レン／難燃ビニル

設計 

最大量 
20 － 1780 － 

 

5.5.2 複合体内部の火災に対する不完全な場合における耐延焼性試験結果 

複合体内部の火災に対して，防火シートのずれ，隙間及び傷があっても複合

体が燃え止まることを確認した。参考として，難燃ケーブルの損傷長と比較し，

複合体の損傷長が難燃ケーブルより短いことを確認した。試験結果を第 5-5 表

に示す。 

 

第 5-5 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能試験結果 

供試体 
ケーブル 

量 

バーナ

熱量 

（kW）

防火シート

のずれ 

（mm） 

ファイアストッパ 

の設置位置 

（バーナからの距離） 

（mm） 

最大 

損傷長 

（mm） 

判定 

結果 

複合体 
設計 

最大量 
20 

330 

露出:230 
1675～1750 1770 良 

難燃 

ケーブル

（参考） 

設計 

最大量 
20 － － 1780 － 
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6. 複合体による影響 

複合体を形成することで，ケーブル及びケーブルトレイの機能を損なわれないこと

を確認する。 

6.1 ケーブルに与える影響の評価 

6.1.1 通電機能 

6.1.1.1 電流低減率試験 

(1) 目的 

複合体の形成による放熱性の低下によりケーブルの通電機能に問題のない

ことを確認する。 

(2) 供試体 

ＩＥＥＥ８４８－1996 に準じた供試体とする。 

a. ケーブル 

多層敷設ケーブル 

（架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル 外径:17.5 mm） 

b. ケーブルトレイ 

複合体形成前後のラダートレイ 

(3) 試験方法 

ＩＥＥＥ８４８－1996 に準じた試験方法による。 

電流低減率は，ケーブル選定時に使用する設計基準であり，電力ケーブルが

敷設してあることで熱影響を受けるラダートレイの防火シート有無による測

定電流との比較にて算出する。 

なお，実機ではケーブルトレイに多層敷設されたすべてのケーブルが通電さ

れることはないが，ＩＥＥＥ８４８－1996 ではすべてのケーブルに通電する

ため，保守的な試験条件である。 

(4) 判定基準 

防火シートの施工前後の電流低減率が設計の範囲内であることを確認する。

また，設計裕度は確保され，機器等に影響がないことを確認する。 

(5) 試験結果 

試験結果のまとめを第 6-1 表に示す。また，試験結果の詳細を第 6-2 表に示

す。 
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第 6-1 表 試験結果のまとめ 

項 目 防火シートなし 防火シート有り 

通電電流（A） 26.97 23.34 

基準周囲温度（補正温度）（℃） 40.00 40.00 

導体温度（℃） 90.00 90.00 

電流低減率（％） 基準 13.46 

注：通電電流は基準周囲温度に補正後の値を示す。 

 

第 6-2 表 試験結果の詳細 

測定項目 
防火シートなし 防火シート有り 

測定値 温度補正 測定値 温度補正 

通電電流平均値（A） 32.73 26.97 28.68 23.34 

周囲温度平均値（℃） 18.13 40.00 16.42 40.00 

導体（6～10）平均温度（℃） 89.77 90.00 89.99 90.00 

導体（1～5）平均温度（℃） 87.96  86.00  

導体（11～15）平均温度（℃） 87.30  85.84  

ケーブル表面平均温度（℃） 71.34  71.86  

電流低減率（％）  基準  13.46 

注：通電電流は基準周囲温度に補正後の値を示す。 

 

6.1.2 絶縁機能 

6.1.2.1 絶縁抵抗試験 

(1) 目的 

防火シートの施工によりケーブルの絶縁特性に影響がないことを確認する。 

(2) 供試体 

防火シート施工後のケーブル 

防火シート（プロテコ シート-P2・eco） 

ケーブル 

ケーブル 

種類 

絶縁材／ 

シース材 
芯数-サイズ 外径（mm） 

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリエチレン／ 

ビニル 
3C-5.5 mm2 14.5 

 

(3) 試験方法 

「ＪＩＳ Ｃ ３００５ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法」の絶縁抵抗

に準拠し，供試体の一部を水中に 1 時間以上浸した状態で規定電圧（直流：100 

V 以上）を 1 分間印加し，絶縁抵抗を測定する。 
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(4) 判定基準 

2500 MΩ・km 以上であること。（「ＪＩＳ Ｃ ３６０５ 600V ポリエチレン

ケーブル」） 

(5) 試験結果 

試験結果を第 6-3 表にまとめる。 

 

第 6-3 表 絶縁抵抗試験結果 

No 相 判定基準 測定値（MΩ） 判定結果 

1

R 

2500 MΩ以上 

8.98×106 良 

S 1.02×107 良 

T 8.86×106 良 

2

R 9.61×106 良 

S 1.06×107 良 

T 7.68×106 良 

 

6.1.2.2 耐電圧試験 

(1) 目的 

防火シートの施工によって耐電圧特性に影響がないことを確認する。 

(2) 供試体 

防火シート施工後のケーブル 

防火シート（プロテコ シート-P2・eco） 

ケーブル 

ケーブル 

種類 

絶縁材／ 

シース材 
芯数-サイズ 

外径 

（mm） 

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリエチレン

／ビニル 
3C-5.5 mm2 14.5 

 

(3) 試験方法 

「ＪＩＳ Ｃ ３６０５ 600 V ポリエチレンケーブル」の耐電圧試験に準

拠し，供試体の一部を水中に 1 時間以上浸した状態で規定電圧 AC1500 V を印

加し，1 分間耐えることを確認する。 

(4) 判定基準 

防火シートの施工前後で 1 分間の規定電圧印加に耐えること。 

(5) 試験結果 

試験結果を第 6-4 表にまとめる。 
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第 6-4 表 耐電圧試験結果 

No 相 判定基準 判定結果

1 

R 

絶縁破壊がないこと 

良 

S 良 

T 良 

2 

R 良 

S 良 

T 良 

 

6.1.3 ケーブルシースへの影響 

6.1.3.1 化学的影響 

(1) 目的 

複合体の形成によってケーブルシースの保護機能に影響ないことを確認す

る。 

(2) 供試体 

防火シート 

(3) 試験方法 

「ＪＩＳ Ｋ ６８３３－１ 接着剤－一般試験方法一第 1 部：基本特性の

求め方」のｐＨに準拠した方法でｐＨを測定する。 

(4）判定基準 

中性の範囲（ｐＨ 6～8） 

(5) 試験結果 

測定値（ｐＨ）:6.4 試験結果「良」 

複合体の形成によってケーブルシースの保護機能に影響ないことを確認し

た。 

6.2 ケーブルトレイに与える影響の確認 

6.2.1 ケーブルトレイ材質への影響 

6.2.1.1 化学的影響 

(1) 目的 

複合体の形成によってケーブルトレイの保護機能に影響ないことを確認す

る。 

(2) 供試体 

防火シート 

(3) 試験方法 

「ＪＩＳ Ｋ ６８３３－１ 接着剤－一般試験方法－第 1 部：基本特性の

求め方」のｐＨに準拠した方法でｐＨを測定する。 

(4) 判定基準 
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中性の範囲（ｐＨ 6～8） 

(5) 試験結果 

測定値（ｐＨ）:6.4 試験結果「良」 

複合体の形成によってケーブルトレイの保持機能に影響ないことを確認し

た。 

6.2.1.2 重量増加の影響 

(1) 目的 

複合体の形成に伴う重量増加により，ケーブルトレイのケーブルを保持する

機能に影響がないことを確認する。 

(2) 検討内容 

防火シート等を施工することによるケーブルトレイの重量増加が，ケーブル

トレイの設計の範囲内であることを確認する。 

a. ケーブルトレイの種類 

非難燃性ケーブルを敷設しているケーブルトレイの形状は，梯子状のラダ

ートレイと鉄板上のソリッドトレイがありケーブルの回路種別により使い

分けている。また，ケーブルの量によりケーブルトレイの幅を選定している。 

b. ケーブルトレイの重量 

ケーブルトレイの重量は，ケーブルトレイの形状及び幅により異なり，ケ

ーブルの量を考慮した設計としている。 

c. 防火シートの質量 

防火シート（プロテコ シート-P2・eco）の質量は技術資料より，1 巻（1 

m×10 m）で約 7 ㎏，結束ベルトは 1 束（10 本）で約 0.1 kg である。 

d. 防火シート施工による重量増加 

非難燃性ケーブルを敷設するケーブルトレイについて防火シートのメー

カの標準施工により増加する重量を確認した結果，防火シート１巻で幅 600 

mm 高さ 120 mm のケーブルトレイを 4.5 m 巻くことができる。また，結束ベ

ルトは 300 mm ごとに設置するためケーブルトレイ 3 m で 0.1 kg の増加とな

る。 

(3) 判定基準 

重量増加がケーブルトレイの設計の範囲内であること。 

(4) 評価結果 

複合体の形成による重量増加がケーブルトレイの重量余裕の範囲内である

ことを確認した。第 6-5 表に防火シートによるトレイ重量の増加割合を示す。 
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第 6-5 表 防火シート施工によるケーブルトレイの重量増加 

トレイタイプ 幅（mm) 高さ（mm） 設計重量（kg/m） 重量（kg/m） 重量増加率（％）

300 120 40 1.3 3.3

450 120 60 1.5 2.5

600 120 75 1.7 2.3

750 120 93.75 2.0 2.1

150 120 25 1.0 4.0

300 120 40 1.3 3.3

450 120 60 1.5 2.5

600 120 75 1.7 2.3

750 120 93.75 2.0 2.1

ケーブルトレイ 防火シート

ラダー

ソリッド

 

注：防火シートはケーブルトレイの形状に沿った施工とし，裕度を持たせた保守

的な質量で計算している。 

 

(5) 評価 

ケーブルトレイの設計重量はケーブルトレイにケーブルを設計最大量にし

た状態における重量に対して，ラダータイプで 5 ％以上，ソリッドタイプで

14 ％以上の余裕あり，防火シート施工による重量増加はこの範囲内に納まっ

ており，防火シート施工によるケーブルトレイのケーブル保持機能に影響はな

い。なお，ケーブルトレイの重量に対する設計裕度は別に保有している。 

また，既設のケーブルトレイサポートはケーブル量に応じて耐震補強してい

る。 
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7. 複合体の設計及び施工範囲 

7.1 実機施工時の複合体設計及び施工範囲 

複合体を構成する防火シート，結束ベルト及びファイアストッパ並びに耐火シー

ルの仕様については，1.4 項にて定めた仕様にて各確認項目を満足する。 

また，6.項までの試験及び評価の結果より，実機施工時の複合体の構造及び寸法

について以下のとおり設定する。 

複合体の防火シート間重ね代については，実機においても供試体における防火シ

ート間重ね代 lOO mm 以上を確保する。 

ケーブルと防火シート間の隙間については，防火シートの施工においては隙間を

極力なくすものの，隙間の状態には不確かさがあるため，隙間ができるものとして

確認する。 

ファイアストッパ設置対象については，4.2.2.2 項の結果から勾配 45°を超える

ケーブルトレイに設置するとともに，ケーブルトレイが火災区画の境界となる壁，

天井又は床を貫通する部分に耐火シールを処置する。 

ファイアストッパ設置間隔については，900 mm 以内とする。 

以上のことから，実機施工時の複合体を構成する防火シート，結束ベルト及びフ

ァイアストッパの仕様，耐火シールの仕様並びに複合体の構造及び寸法を設定する。 

【防火シートの仕様】 

以下の(5)項に示す試験で性能を確認した防火シートと同一仕様であり，同試験

を満足する性能を有する防火シートを使用する。 

(1) 名称 

難燃ゴム含浸ガラスクロスシート 

(2) 材料 

・ガラスクロス：アルミノ硼珪酸ガラス 

・難燃ゴム： 

（主材）アクリロニトリルブタジエンゴム 

（難燃材）ホウ酸亜鉛，水酸化アルミニウム 

(3) 規格 

ガラスクロス： ＪＩＳ Ｒ ３４１４ （ガラスクロス） 

(4) 寸法 

幅：l m（公称値） 

厚さ：0.4 mm（公称値） 

(5) 性能確認試験 

a. 不燃性 

実証試験：発熱性試験 
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一般財団法人日本建築総合試験所，防耐火性能試験・評価業務方法書

8A-103-01 

判定基準 

・加熱開始後 20 分間の総発熱量が 8 MJ/m2 以下であること。 

・加熱開始後 20 分間，防火上有害な裏面まで貫通するき裂及び穴がないこ

と。 

・加熱開始後 20 分間，最高発熱速度が，10 秒以上継続して 200 kW/m2 を超

えないこと。 

b. 遮炎性 

実証試験： 

(a) 遮炎・準遮炎性能試験（70 分） 

一般財団法人日本建築総合試験所防耐火性能試験・評価業務方法書

8A-103-01 

判定基準 

・火炎が通るき裂等の損傷及び隙間を生じないこと。 

・非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎がないこと。 

・非加熱面で 10 秒を超えて連続する火炎の噴出がないこと。 

(b) 過電流通電試験（ヒータ加熱） 

複合体内部に一層敷設した高圧電力ケーブルに対して，マイクロヒータ

を取り付け，絶縁材及びシース材の発火温度を超える温度で加熱する。 

判定基準 

・複合体外部へ連続した火炎の噴出がないこと。 

c. 耐久性 

(a) 熱劣化試験・放射線照射試験 

実証試験：熱・放射線劣化試験 

電気学会技術報告Ⅱ部第１３９号「原子力発電所用電線・ケーブルの環

境試験方法ならびに耐延焼性試験方法に関する推奨（案）」 

(b) 耐寒性 

実証試験：耐寒性試験  

「ＪＩＳ Ｃ ３６０５ 600 V ポリエチレンケーブル」の耐寒 

(c) 耐水性 

実証試験：耐水性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－２ 塗料一般試験方法－第 6 部：塗膜の化学

的性質－第 2 節： 耐液体性（水浸せき法）」 

 



別添-1-67 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

(d) 耐薬品性 

実証試験：耐薬品性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－１ 塗料一般試験方法－第 6 部：塗膜の化学

的性質－第 1 節：耐液体性（一般的方法）」 

     (e) 耐油 

実証試験：耐油試験 

「ＪＩＳ Ｃ ２３２０の 1 種 2 号絶縁油」 

     (f) 耐塩水性 

実証試験：対塩水性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００」 

判定基準（(a)から(f)項共通） 

・外観に割れ，膨れ，変色のないこと。 

d. 外力（地震）に対する健全性 

実証試験：加振試験 

基準地震動Ｓｓにおいて裕度を持った試験加速度を設定し実施。 

なお，防火シート間重ね代の設定値に保守性を考慮するため防火シート重ね部

のずれを測定する。 

判定基準 

・結束ベルトが外れないこと。 

・ケーブルが外部に露出しないこと。 

・ファイアストッパは外れないこと。 

e. 耐延焼性 

実証試験： 

(a) 複合体外部の火災を想定した試験 

イ. ケーブル種類ごとの耐延焼性 

ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験の燃焼条件に準拠した方法 

ロ. 加熱熱量の違いによる耐延焼性 

イ.項の試験方法のうち最も複合体の損傷長が長いケーブルを用いて

加熱熱量を変化させる。 

ハ. 複合体構成要素のばらつきを組合せた耐延焼性 

イ.項の試験方法のうち最も複合体の損傷長が長いケーブルを用いて，

複合体損傷長が最も長くなるように構成品のばらつきを組合せる。 

判定基準（イ.項からハ.項共通） 

・複合体が燃え止まること。 

・複合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷長より短いこと。 
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(b) 複合体内部の発火を想定した試験 

イ. 内部ケーブルの耐延焼性 

・延焼の可能性のあるトレイ敷設方向を特定するため，水平，勾配（45°），

垂直トレイにおいて(a)イ.項の試験方法のうち最も複合体の損傷長が

長いケーブルを用いて直接ケーブルを燃焼させる。 

・特定したトレイ敷設方向に対してファイアストッパを設置し燃焼させ

る。 

判定基準 

・ファイアストッパによる防火シートの押さえ箇所で燃え止まること。 

 

【結束ベルトの仕様】 

以下の(4)項に示す試験で性能を確認した結束ベルトと同一仕様であり，同試験

を満足する性能を有する結束ベルトを使用する。 

(1) 名称 

シリコン樹脂含浸ガラスクロスベルト 

(2) 材料 

・ガラスクロス：アルミノ硼珪酸ガラス 

・シリコン樹脂 

(3) 規格 

ガラスクロス： ＪＩＳ Ｒ ３４１４ （ガラスクロス） 

(4) 性能確認試験 

a. 耐久性 

(a) 熱劣化試験・放射線照射試験 

実証試験：熱劣化試験，放射線照射試験 

電気学会技術報告Ⅱ部第１３９号（原子力発電所用電線・ケーブルの環境試

験方法ならびに耐延焼性試験方法に関する推奨案） 

(b) 耐寒性 

実証試験：耐寒性試験 

「ＪＩＳ ３６０５ 600 V ポリエチレンケーブル」の耐寒 

(c) 耐水性 

実証試験：耐水性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－２ 塗料一般試験方法－第 6 部：塗膜の化学

的性質－第 2 節：耐液体性（水浸せき法）」 

(d) 耐薬品性 

実証試験：耐薬品性試験 
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「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－１ 塗料一般試験方法－第 6 部：塗膜の化学

的性質－第 1 節：耐液体性（一般的方法）」 

判定基準（(a)項から(d)項共通） 

・外観に割れ，膨れ，変色のないこと。 

b. 外力（地震）に対する被覆性 

実証試験：加振試験 

基準地震動Ｓｓにおいて裕度を持った試験加速度を設定し実施。 

判定基準 

・結束ベルトが外れないこと。 

・ケーブルが外部に露出しないこと。 

 

【ファイアストッパの仕様】 

以下の(3)項に示す試験で性能を確認したファイアストッパと同一仕様であり，

同試験を満足する性能を有するファイアストッパを使用する。 

(1) 名称 

ケーブルトレイ設置用ファイアストッパ 

(2) 材料 

・上フレーム，下フレーム，保持板：SS400 

・ボルト：SCM435 

・耐火材：リフラクトリーセラミックファイバー 

(3) 性能確認試験 

a. 外力（地震）に対する被覆性 

実証試験：加振試験 

基準地震動Ｓｓにおいて裕度を持った試験加速度を設定し実施。 

判定基準 

・ファイアストッパが外れないこと（垂直トレイのみ）。 

b. 耐延焼性 

実証試験：複合体内部の発火を想定した試験 

(a) 内部ケーブルの耐延焼性 

「防火シートの仕様」に示す(5)f.(b)項の試験方法及び判定基準と同様 

 

【耐火シールの仕様】 

(1) 名称 

ケーブル貫通部耐火シール 

(2) 材料 
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建築基準法の定めにより国土交通大臣が認定した構造に基づく耐火シール材 

・端部材（両端）:難燃性パテ材 

(3) 寸法 

端部材（両端）：充填幅 50 mm 以上（公称値） 

 

【複合体の構造及び寸法】 

(1) 防火シート間重ね代 

lOO mm 以上 

(2) 防火シートとケーブル間の隙間 

防火シートをケーブル表面に沿わせる。 

(3) 結束ベルト間隔 

300 mm 以内（防火シートの重ね部は必須） 

(4) ファイアストッパ設置対象 

複合体内部の発火に対する延焼の可能性のあるケーブルトレイに設置する。ま

た，設置位置は防火シートの重ね部とする。 

(5) ファイアストッパ間隔 

900 mm 以内（防火シート重ね部） 

(6) 防火シートの巻き付け回数 

一重巻き（シート重ね部は除く。） 

 

実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要を第 7-1 表にまとめる。また，

上記，複合体を構成する防火シート，結束ベルト及びファイアストッパの仕様並び

に複合体の構造及び寸法にて形成したケーブルトレイ幅 300 mm で，の実機施工時

の標準施工を第 7-1 図に示し，複合体施工対象ケーブルトレイ配置図を第 7-2 図に

示す。 

なお，ファイアストッパは防火シートをケーブル表面に沿わせた状態を維持させ

るものであり，ファイアストッパで防火シートを押さえておくことでその状態が維

持できることから，ファイアストッパ上板とボルトとの締付け管理は行わず，ファ

イアストッパの押さえ付け時寸法にて管理する。
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（１／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合

体概要への保守性

に対する考察 

実機施工時の複合体概要 

１ （複合体の形成） 複合体の基本構造 ・複合体は防火シート，結束ベルト及

びファイアストッパを用いて形成

する。 

・防火シートと防火シートは重ね部

を設けながら巻き付ける。 

・防火シートをケーブルトレイ内に

敷設されたケーブル表面に沿って

巻き付ける。 

・防火シートは結束ベルトで固定す

る。 

・防火シート重ね部にファイアスト

ッパを設置する。（設置対象はNo.8

に記載） 

（以下の項目で確認） （以下の項目で検

討） 

（以下の項目で設計条件を確定） 

 

なお，複合体の構造・寸法（No.5

～10）は，複合体の仕様（No.2，

3，4）を基に設計する。 

２ （複合体の形成） 【複合体の仕様】

防火シートの仕様

名称 

難燃ゴム含浸ガラスクロスシート 

寸法 

幅： l m （公称値） 

厚さ： 0.4 mm （公称値） 

材料 

・ガラスクロス：アルミノ硼珪酸ガ

ラス 

・難燃ゴム： 

（主材）アクリロニトリルブタジエ

ンゴム 

（難燃材）ホウ酸亜鉛，水酸化アル

ミニウム 

(1)防火シートの不燃性の確認 

(2-1) 

＜内容＞ 

 建築基準法に基づく発熱性試

験を行い，防火シートが不燃性

を有することを確認する。 

＜結果＞ 

 防火シートは不燃性を有する

ことを確認した。 

(2)防火シートの遮炎性の確認 

（2-2-1） 

＜内容＞ 

 建築基準法に基づく遮炎性能

試験における複合

体を詳細にする。 

（理由） 

防火シートは不燃

性・遮炎性を有

し，通常の使用環境

よりも厳しい条件

においても遮炎性

に影響する外観の

異常はない。また，

防火シートをケー

ブル表面に沿わせ

た場合においても

名称 

難燃ゴム含浸ガラスクロスシート 

寸法 

幅： l m （公称値） 

厚さ： 0.4 mm （公称値） 

材料 

・ガラスクロス：アルミノ硼珪酸ガ

ラス 

・難燃ゴム： 

（主材）アクリロニトリルブタジエン

ゴム 

（難燃材）ホウ酸亜鉛，水酸化アルミ

ニウム 
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合

体概要への保守性

に対する考察 

実機施工時の複合体概要 

(3)規格 

ガラスクロス：ＪＩＳ Ｒ ３４

１４ （ガラスクロス） 

試験にて70分間加熱し，遮炎性

を有することを確認する。 

＜結果＞ 

 防火シートを建築基準法に基

づく遮炎性に基づく遮炎性能試

験にて70分間加熱（加熱熱量平

均約500 kW）しても防火シート

が遮炎性を有することを確認し

た。 

ケーブル及びケー

ブルトレイに化学

的影響を与えるこ

とはなく，被覆性を

有している。さら

に，複合体を形成す

ることで耐延焼性

を有していること

及び複合体内部の

発火に対する遮炎

性を有しているこ

とを確認してい

る。（No.5，6 にて

確認） 

このため，防火シー

トは試験における

複合体概要の仕様

とするが，詳細を規

定する。 

(3）規格 

ガラスクロス：ＪＩＳ Ｒ ３

４１４ （ガラス

クロス） 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（２／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合

体概要への保守性

に対する考察 

実機施工時の複合体概要 

２ （複合体の形成） 【複合体の仕様】

防火シートの仕様

 (3)防火シートの耐久性の確認

（2-3） 

＜内容＞ 

熱，放射線，低温，水分，塗料

の影響により，防火シートの遮

炎性に影響を与える割れ，膨

れ，変色がないことを確認する。 

＜結果＞ 

熱，放射線，低温，水分，塗料

の影響により，防火シートに割

れ，膨れ，変色がないことを確

認した。 

(4)外力（地震）に対する防火シ

ートの被覆性（加振試験）の確

認（2-4） 

＜内容＞ 

基準地震動Ｓｓにおいて複合

体内部のケーブルが露出しない

ことを確認する。 

＜結果＞ 

複合体外部へケーブルが露出

しないことを確認した。 

(5)化学的影響の確認（2-5） 

＜内容＞ 

防火シートのｐＨを測定し，

中性の範囲であることを確認す

 性能確認方法 

以下の方法で性能を確認した防火シー

トと同一仕様のシートを仕様 

2-1. 不燃性 

実証試験：発熱性試験 

 一般社団法人 日本建築総合試験所 

 防耐火性能試験・評価業務報告書

8A-103-01 

判定基準 

 ・総発熱量が8 MJ/m2以下であること

 ・防火上有害な裏面まで貫通するき

裂及び穴がないこと 

 ・最高発熱速度が，10秒以上継続して

200 kW/m2を超えないこと 

2-2. 遮炎性 

実証試験： 

 2-2-1. 遮炎・準遮炎性能試験（70

分） 

  一般財団方針 日本建築総合試験

所 

  防耐火性能試験・評価業務方法書 

  8A-103-01 

 

 判定基準 

 ・火炎が通るき裂等の損傷及び隙間

を生じないこと 
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合

体概要への保守性

に対する考察 

実機施工時の複合体概要 

る。 

＜結果＞ 

中性の範囲であることを確認

した。 

 ・非加熱面で 10 秒を超えて継続する

発炎がないこと 

 ・非加熱面で 10 秒を超えて連続する

火炎の噴出がないこと 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（３／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合

体概要への保守性

に対する考察 

実機施工時の複合体概要 

2 （複合体の形成） 【複合体の仕様】

防火シートの仕様

   2-3. 耐久性 

 2-3-1. 熱・放射線劣化 

 実証試験：熱劣化試験，放射線照

射試験 

  電気学会技術報告Ⅱ部第１３９

号（原子力発電所電線・ケーブル

の環境試験方法ならびに耐延焼試

験方法に関する推奨案） 

 2-3-2. 耐寒性 

 実証試験：耐寒性試験 

  「JＩＳ Ｃ ３６０５ 600Vポ

リエチレンケーブル」の耐寒

 2-3-3. 耐水性 

 実証試験：耐水性試験 

  「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－２ 

塗料一般試験方法－第 6 部：

塗膜の化学的性質－第 2 節：

耐液体性（水浸せき法）」 

 2-3-4. 耐薬品性 

 実証試験：耐水性試験 

  「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－２ 

塗料一般試験方法－第 6 部：

塗膜の化学的性質－第 1 節：

耐液体性（一般的方法）」 
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合

体概要への保守性

に対する考察 

実機施工時の複合体概要 

 2-3-5. 耐油 

実証試験：耐油試験 

「ＪＩＳ Ｃ ２３２０の

1 種 2 号絶縁油」 

 2-3-6. 耐塩水性 

実証試験：対塩水性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００」

 判定基準（2-3-1.～2-3-6. 共通）

 ・外観に割れ，膨れ，変色のない

こと 

 2-4. 外力（地震）に対する被覆

   性 

  実証試験：加振試験 

  基準地震動Ｓｓにおいて実施 

判定基準 

・ケーブルが外部に露出しないこと
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（４／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

2 （複合体の形成） 【複合体の仕様】

防火シートの仕様

   2-5. 耐延焼性 

 実証試験： 

 (1) 複合体外部の火災を想定し

た試験 

 2-5-1. ケーブル種類ごとの耐延

焼性 

  ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼

試験の燃焼条件に準拠した方法

 判定基準 

 ・複合体が燃え止まること 

 ・複合体の損傷長が難燃ケーブル

の損傷長より短いこと 

 2-5-2. 加熱熱量の違いによる耐

延焼性 

 ・2-5-1.の試験で最も複合体の損

傷長が長いケーブルを用いて，

加熱熱量を変化させる 

 ・複合体の損傷長が難燃ケーブル

の損傷長より短いこと 

 2-5-3. 複合体構成要素のばらつ

きを組合せた耐延焼性 

 ・2-5-1.の試験で最も複合体の損

傷長が長いケーブルを用いて，

複合体損傷長が最も長くなるよ

うに構成品のばらつきを組合せ

た供試体を，2-5-1の燃焼条件に
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

て燃焼させる。 

判定基準 

・複合体が燃え止まること 

・複合体の損傷長が難燃ケーブルの

損傷長より短いこと 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（５／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体概

要への保守性に対する

考察 

実機施工時の複合体概要 

2 （複合体の形成） 【複合体の仕様】

防火シートの仕様

   (2) 複合体内部の発火を想定し

た試験 

 2-5-4. 内部ケーブルの耐延焼

性 

 ・延焼の可能性のあるトレイ敷

設方向を特定するため，水

平，勾配（45°），垂直トレ

イにおいて 2-5-1.の試験で最

も複合体の損傷長が長いケー

ブルを用い複合体の内部ケー

ブルを，2-5-1の燃焼条件にて

直接燃焼させる。 

 ・特定したトレイ敷設方向に対

してファイアストッパを設置

し燃焼させる。 

判定基準 

 ・防火シートのファイアストッ

パ設置箇所にて複合体が燃え

止まること 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（６／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

3 （複合体の形成） 【複合体の仕様】

結束ベルトの仕様

名称 

シリコン樹脂含浸ガラスクロスベル

ト 

 

材料 

・ガラスクロス：アルミノ硼珪酸ガ

ラス 

・シリコン樹脂 

 

規格 

ガラスクロス：ＪＩＳ Ｒ ３４１

４（ガラスクロス） 

 

(1) 結束ベルトの耐久性の確認

（3-1） 

＜内容＞ 

 熱，放射線，低温，水分，塗料の影

響により，結束ベルトに割れ，膨れ，

変色がないことを確認する。 

＜結果＞ 

 熱，放射線，低温，水分，塗料の影

響により，結束ベルトに割れ，膨れ，

変色がないことを確認した。 

 

(2) 外力（地震）に対する防火シー

トの被覆性（加振試験）の確認

（3-2） 

＜内容＞ 

 基準地震動Ｓｓにおいて結束ベル

トが外れないこと及びケーブルが露

出しないことを確認する。 

試験における複合体

概要を詳細にする。 

（理由） 

結束ベルトは通常

の使用環境よりも厳

しい条件においても

防火シートを固定す

る機能に影響を与え

る有意な変化がな

い。また，外力（地

震）が加わっても結

束ベルトに外れはな

い。このため，結束

ベルトは試験におけ

る複合体概要の仕様

とするが，詳細を規

定する。 

名称 

シリコン樹脂含浸ガラスクロ

スベルト 

材料 

・ガラスクロス：アルミノ硼珪

酸ガラス 

・シリコン樹脂 

規格 

ガラスクロス：ＪＩＳ Ｒ

３４１４（ガラスクロス）

 

性能確認方法 

以下の方法で性能を確認した

結束ベルトと同一仕様のベルト

を使用 

3-1. 耐久性 

 3-3-1. 熱・放射線劣化 

 実証試験：熱劣化試験，放射

線照射試験 

  電気学会技術報告Ⅱ部第１

３９号（原子力発電所電線・

ケーブルの環境試験方法なら

びに耐延焼試験方法に関する

推奨案） 

 3-3-2. 耐寒性 

  実証試験：耐寒性試験 
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

  「ＪＩＳ Ｃ ３６０５

600 V ポリエチレンケー

ブル」の耐寒 

 3-3-3. 耐水性 

 実証試験：耐水性試験 

  「ＪＩＳ Ｋ ５６００－

６－２ 塗料一般試験方法－

第 6 部：塗膜の化学的性質－

第 2 節：耐液体性（水浸せき

法）」 

 3-3-4. 耐薬品性 

 実証試験：耐水性試験 

  「ＪＩＳ Ｋ ５６００－

６－２ 塗料一般試験方法－

第6部：塗膜の化学的性質－

第1節：耐液体性（一般的方

法）」 

判定基準（2-3-1.～2-3-4.共通）

 ・外観に割れ，膨れ，変色の

ないこと 

 3-2. 外力（地震）に対する

被覆性 

 実証試験：加振試験 

  基準地震動Ｓｓ 

判定基準 

・ケーブルが外部に露出しな

いこと 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（７／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

4 （複合体の形成） 【複合体の仕様】

ファイアストッパ

の仕様 

名称 

ファイアストッパ 

 

材料 

・上フレーム，下フレーム，保持板

・ボルト 

・耐火材：リフラクトリーセラミッ

クファイバー 

 

(1) 外力（地震）に対する防火シー

トの被覆性（加振試験）の確認

（4-1） 

＜内容＞ 

 基準地震動Ｓｓにおいてファイア

ストッパが外れないことを確認す

る。 

＜結果＞ 

 ファイアストッパが外れないこと

を確認した。 

 

 

試験における複合体

概要を詳細にする。 

（理由） 

外力（地震）が加わ

っても，ケーブルとボ

ルトで固定したファ

イアストッパに外れ

はない。さらに，延焼

の可能性があると特

定した敷設方法にお

いて，防火シートのフ

ァイアストッパ設置

箇所で複合体が燃え

止まることを確認し

ている。（No.8にて確

認） 

このため，ファイア

ストッパは試験にお

ける複合体概要の仕

様とするが，詳細を規

定する。 

名称 

ファイアストッパ 

材料 

・上フレーム，下フレーム，保持

板：SS400 

・ボルト：SCM435 

・耐火材：リフラクトリーセラ

ミックファイバー 

性能確認方法 

以下の方法で性能を確認した

ファイアストッパと同一仕様の

器具を使用 

4-1. 外力（地震）に対する被覆

性 

 実証試験：加振試験 

 基準地震動Ｓｓにおいて実施 

 判定基準 

 ・ファイアストッパが外れな

いこと（垂直トレイのみ） 

4-2. 耐延焼性 

 実証試験： 

  複合体内部の発火を想定し

た試験 

   内部ケーブルの耐延焼性 

   2-5-4. と同様の試験方法
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

判定基準 

  ・2-5-4.と同様の判定基準 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（８／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 
試験における複合体概要

への保守性に対する考察 
実機施工時の複合体概要 

5 ・火炎の抑制 

・複合体外部への

延焼を抑制 

【複合体の構造・寸法】

防火シート間重ね代 

100 mm以内 (1) 耐延焼性の確認 

＜内容＞ 

複合体の防火シート間重ね代を 100 

mm 以下とし，以下の耐延焼性試験を実

施する。 

a. 複合体外部の火災を想定した試験 

(a) ケーブル種類ごとの耐延焼性

（2-5-1） 

ケーブル種類ごとに複合体が燃え

止まること及び複合体の損傷長が難

燃ケーブルの損傷長よりも短いこと

を確認する。 

(b) 加熱熱量の違いによる耐延焼性

（2-5-2） 

(a)で最も複合体の損傷長が長いケ

ーブルを用いて，加熱熱量を変化させ

複合体が燃え止まること及び複合体

と難燃ケーブルの損傷長を比較し(a)

で確認した耐延焼性の関係性が保た

れていることを確認する。また，加熱

熱量は20 kW，30 kWとする。 

(c） 複合体構成要素のばらつきを組合

せた耐延焼性（2-5-3） 

(a)で最も複合体の損傷長が長いケ

ーブルを用いて，複合体の損傷長が最

も長くなるように構成品のばらつき

を組合せた供試体を，(a)の燃焼条件

試験における複合体概要

に裕度を加える。 

（理由） 

外力（地震）が加わっ

てもlOO mmの重ね代を確

保する。 

100 mm以内 
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 
試験における複合体概要

への保守性に対する考察 
実機施工時の複合体概要 

にて燃焼させても複合体が燃え止ま

ること及び複合体の損傷長が難燃ケ

ーブルの損傷長より短いことを確認

する。 

 

b. 複合体内部の発火を想定した試験 

(a) 内部ケーブルの耐延焼性（2-5-4） 

   延焼の可能性のあるトレイの敷

設方向を特定する。なお，延焼の可

能性のある敷設方向を特定するた

め，水平，勾配（45°）及び垂直ト

レイにおいて，a.(a)で最も複合体

の損傷長が長いケーブルを用いた

複合体の内部ケーブルを直接燃焼

させ複合体が燃え止まるか確認す

る。 

   また，延焼の可能性のあると特定

した敷設方向において防火シート

のファイアストッパ設置箇所で複

合体が燃え止まることを確認する。 

＜結果＞ 

 防火シート間重ね代が 100 mm 以下の

複合体にて下記のとおり実証試験に合

格することを確認した。 

a. 複合体外部の火災を想定した試験 

(a)すべてのケーブル種類において，

複合体が燃え止まり，その損傷長

は難燃ケーブルの損傷長よりも短

いことを確認した。 
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 
試験における複合体概要

への保守性に対する考察 
実機施工時の複合体概要 

(b)加熱熱量を変化させても複合体が

燃え止まり，その損傷長は難燃ケ

ーブルよりも短いとの関係性が保

たれていることを確認した。 

(c)複合体の損傷長が最も長くなるよ

うに構成品のばらつきを組合せて

も複合体が燃え止まり，その損傷

長は難燃ケーブルの損傷長よりも

短いことを確認した。 

 

b. 複合体内部の発火を想定した試験 

(a)水平，勾配（45°）トレイは延焼

が燃え止まったが，垂直トレイは

燃え止まらなかった。また，延焼

の可能性のある垂直トレイは，防

火シートのファイアストッパ設置

箇所で複合体が燃え止まることを

確認した。 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（９／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

5 ・火炎の抑制 

・複合体外部への

延焼を抑制 

【複合体の構造・寸法】

防火シート間重ね代 

 (2) 遮炎性の確認（2-2-2） 

＜内容＞ 

 複合体の防火シート間重ね代を 100 

mm以下とし，過電流による複合体内部

ケーブルは発火しても複合体外部に火

炎が露出しないことを確認する。 

＜結果＞ 

 防火シート間重ね代が100 mm以下の

複合体で外部に火炎が露出しないこと

を確認した。 

 

(3) 外力（地震）に対する防火シート

の被覆性（加振試験）の確認

（2-2-4） 

＜内容＞ 

 複合体の防火シート間重ね代を 100 

mm とし，基準地震動Ｓｓにおいて複合

体内部のケーブルが露出しないことを

確認する。 

＜結果＞ 

 複合体外部へケーブルが露出しない

ことを確認した。 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（１０／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

6 ・酸素量の抑制 【複合体の構造・寸法】

防火シート間重ね代 

防火シートをケーブル表面に沿

わせる。 

(1) 耐延焼性の確認 

＜内容＞ 

 複合体の防火シートをケーブル表面

に沿わせ，以下の耐延焼性試験を実施

する。 

a. 複合体外部の火災を想定した試験 

(a) ケーブル種類ごとの耐延焼性

（2-5-1） 

ケーブル種類ごとに複合体が燃え

止まること及び複合体の損傷長が難

燃ケーブルの損傷長より短いことを

確認する。 

 

(b) 加熱熱量の違いによる耐延焼性

（2-5-2） 

  (a)で最も複合体の損傷長が長い

ケーブルを用いて，加熱熱量を変化

させ複合体が燃え止まること及び複

合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷

長を比較し(a)で確認した耐延焼性

の関係性が保たれていることを確認

する。また，加熱熱量は20 kW，30 kW

とする。 

 

 

 

試験における複合体

概要を詳細にする。 

（理由） 

防火シートをケー

ブル表面に沿わせて

巻きつけた複合体が

形成できる。 

複合体内部の空気を極力抑制

するように防火シートを巻き

つける。 



 

 

NT2 補② Ⅴ-1-1-7 R1 

別
添

-
1-
8
9 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

(c) 複合体構成要素のばらつきを組

合せた耐延焼性（2-5-3） 

  (a)で最も複合体の損傷長が長い

ケーブルを用いて，複合体の損傷長

が最も長くなるように構成品のばら

つきを組合せた供試体を，(a)の燃焼

条件にて燃焼させても複合体が燃え

止まること及び複合体の損傷長が難

燃ケーブルの損傷長より短いことを

確認する。 

 

b. 複合体内部の発火を想定した試験 

(a) 内部ケーブルの耐延焼性（2-5-4） 

延焼の可能性のあるトレイの敷設

方向を特定する。 

なお，燃焼の可能性のある敷設方

向を特定するため，水平，勾配

（45°）及び垂直トレイにおいて，

a.(a)で最も複合体の損傷長が長い

ケーブルを用いた複合体の内部ケー

ブルを直接燃焼させ複合体が燃え止

まるかを確認する。 

また，延焼の可能性のあると特定

した敷設方向において防火シートの

ファイアストッパ設置箇所にで複合

体が燃え止まることを確認する。 

＜結果＞ 

 防火シートをケーブル表面に沿わせ
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No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

た複合体で下記のとおり実証試験に合

格することを確認した。 

 

a. 複合体外部の火災を想定した試験 

(a) すべてのケーブル種類におい

て，複合体が燃え止まり，その損傷

長は難燃ケーブルの損傷長よりも

短いことを確認した。 

(b) 加熱熱量を変化させても複合体

が燃え止まり，その損傷長は難燃ケ

ーブルの損傷長よりも短いとの関

係性が保たれていることを確認し

た。 

(c) 複合体の損傷長が最も長くなる

ように構成品のばらつきを組合せ

ても複合体が燃え止まり，その損傷

長は難燃ケーブルの損傷長よりも

短いことを確認した。 

b. 複合体内部の発火を想定した試験 

(a)水平，勾配（45°）トレイに

おいて複合体が燃え止まり，垂直ト

レイにおいては燃え止まらないこと

を確認した。延焼の可能性のある垂

直トレイにおいては燃え止まらない

ことを確認した。延焼の可能性のあ

る垂直トレイにおいて防火シートの

ファイアストッパ設置箇所で複合体

が燃え止まることを確認した。 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（１１／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体概

要への保守性に対する

考察 

実機施工時の複合体概要 

7 ・防火シートを覆

った状態の維持 

【複合体の構造・寸法】

結束ベルト間隔 

300 mm以内（防火シートの重

ね部は必須） 

(1) 外力（地震）に対する防火シート

の被覆性（加振試験）の確認（3-2） 

＜内容＞ 

 結束ベルトの間隔を 300 mm 以内と

し，基準地震動Ｓｓにおいて結束ベルト

が外れないこと及びケーブルが露出し

ないことを確認する。 

＜結論＞ 

 結束ベルトが外れないこと及びケー

ブルが露出しないことを確認した。 

（300 mm間隔で固定） 

試験における複合体概

要のとおりとする。 

（理由） 

結束ベルトを 300 mm

間隔で設置することで

防火シートを固定した

複合体が形成できる。こ

のとき，外力（地震）が

加わっても結束ベルト

に外れはなく，ケーブル

を露出させずに，防火シ

ートを固定しておくこ

とができる。 

300 mm以内 

（防火シートの重ね部は必

須） 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（１２／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

8 ・酸素量の抑制 【複合体の構造・寸法】

ファイアストッパ設置

対象 

複合体内部の発火に対する延

焼の可能性のあるケーブルト

レイに設置する。また，設置位

置は防火シートの重ね部とす

る。 

(1) 耐延焼性の確認（2-5-4,4-2） 

＜内容＞ 

 延焼可能性のあるトレイの敷設方向

を特定する。なお，延焼の可能性のあ

るトレイ敷設方向を特定するため，水

平，勾配（45°）及び垂直トレイにお

いて，ケーブル種類ごとの耐延焼性試

験でもっとも複合体の損傷長が長いケ

ーブルを用い複合体内の内部ケーブル

を直接燃焼させ複合体が燃え止まるか

確認する。 

また，延焼の可能性があると特性し

たトレイ敷設方向において防火シート

のファイアストッパ設置箇所で複合体

が燃え止まることを確認する。 

＜結果＞ 

 水平，勾配 45°トレイは延焼が止ま

ったが，垂直トレイは燃え止まらなか

った。また，延焼の可能性のある垂直

トレイは，防火シートのファイアスト

ッパ設置箇所で燃え止まることを確認

した。 

試験における複合体

概要を詳細にする。 

（理由） 

ケーブル間の段差

をつなぐ勾配 45°を

超えるトレイは延焼

の可能性があると判

断し，ファイアストッ

パを設置する。このと

き，防火シートにファ

イアストッパを設置

することで防火シー

トの浮き上がりは防

止できる。 

ケーブルトレイ間の段差につ

なぐ勾配 45°を超えるトレイ

に対して，防火シートの重ね部

にファイアストッパを設置す

る。 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（１３／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

9 ・防火シートの隙

間の拡大の抑制 

【複合体の構造・寸法】

ファイアストッパ間隔 

900 mm以内 

（防火シート重ね部） 

(1) 外力（地震）に対する防火シー

トの被覆性（加振試験）の確認

（4-1） 

＜内容＞ 

 ファイアストッパの間隔を 900 mm

以内とし，基準地震動Ｓｓにおいてフ

ァイアストッパが外れないことを確

認した。（900 mm間隔で固定） 

試験における複合体

概要を詳細にする。 

（理由） 

・ファイアストッパ

を 900 mm 以内の間

隔で設置すること

で防火シートの重

ね部を押さえるこ

とができる。このと

き，外力（地震）が

加わってもファイ

アストッパに外れ

がなく，ファイアス

トッパで防火シー

トの浮き上がりを

防止することがで

きる。 

900 mm未満 

（防火シート重ね部） 
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第7-1表 実証試験結果を踏まえた実機施工時の複合体概要について（１４／１４） 

No. 設計の目的 項目 試験における複合体概要 実証試験とその結果 

試験における複合体

概要への保守性に対

する考察 

実機施工時の複合体概要 

10 ・ケーブル及

びケーブル

トレイの機

能への悪影

響防止 

【複合体の構造・寸法】

防火シートの巻き付け

回数 

一重巻き 

ただし，シート重ね部は除く 

(1) 熱の蓄積による影響の確認 

＜内容＞ 

 複合体形成による熱の蓄積により

ケーブルの通電機能に問題のないこ

とを，通電電流が多くなる電力ケー

ブルにおける電流低減試験で確認す

る。 

＜結果＞ 

放熱性の低下がケーブル通電機能

に対し影響が出ないことを確認し

た。 

(2)重量増加の影響の確認 

＜内容＞ 

 複合体形成による重量増加がケー

ブルトレイの重量余裕の範囲内であ

ることを確認する。 

＜結果＞ 

 複合体形成による重量増加はトレ

イの重量余裕の範囲内であることを

確認した。 

試験における複合体

概要を詳細にする。 

（理由） 

防火シートはシー

ト重ね部を設けなが

ら一重巻きで複合体

が形成できる。 

一重巻き 

ただし，シート重ね部は除く。

 



 

別添-1-95 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

 

第 7-1 図 実機施工時の標準施工（１／２） 

CASE 名 称 施工例 

1 

直線トレイ巻き 

（直線トレイ＋トレイサ

ポートへ巻く方法） 

2 傾斜トレイ巻き 

 

3 Ｌ字トレイ巻き 

 

4 Ｔ字トレイ巻き 

 

Ｔ字トレイ  

水平トレイ  

垂直トレイ  

傾斜トレイ  

Ｌ字トレイ  

ファイアストッパ  
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第 7-1 図 実機施工時の標準施工（２／２） 

CASE 名 称 施工例 

5 

電線管からトレイ入線部

への施工（シートに切欠

きを入れて巻く方法） 

6 
直巻き（ケーブル単体に

巻く方法） 

 

7 
ケーブルトレイエンド部

への施工 

傾斜トレイ  
電 線 管  
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第 7-2 図 複合体施工対象ケーブルトレイ配置図（１／４） 

EL. 38.8 m 



 

別添-1-98 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

 

 

第 7-2 図 複合体施工対象ケーブルトレイ配置図（２／４） 

 

 

EL. 14.0 m 
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第 7-2 図 複合体施工対象ケーブルトレイ配置図（３／４） 

 

 

EL. 8.2 m 

EL. 2.0 m 



 

別添-1-100 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

 

第 7-2 図 複合体施工対象ケーブルトレイ配置図（４／４） 

 

7.2 複合体形成における確認事項 

7.1 項までの検証結果より，複合体は，ケーブル及びケーブルトレイの機能を

損なわれないよう複合体内部への熱の蓄積及び重量増加を考慮した上で，第 7-2

表から第 7-4 表に示す性能確認項目を満たす防火シート，結束ベルト及びファイ

アストッパの仕様並びに以下の(1)項から(4)項にて定める構造及び寸法にて設計

する。 

(1) 防火シート間重ね代 

第 7-2 表の②b.項及び⑥項の試験を満足する防火シート間重ね代以上を設定

する。 

(2) 結束ベルト間隔 

第 7-3 表の②項の試験を満足することを確認した間隔以内となる間隔を設定

する。 

(3) ファイアストッパ設置対象 

第 7-4 表の②項の試験にて延焼の可能性があると特定したトレイ敷設方向を

対象に設定する。 

(4) ファイアストッパ間隔 

第 7-4 表の①項の試験を満足するファイアストッパ間隔未満とする。

EL. －4.0 m 
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第 7-2 表 複合体形成における防火シートの性能確認事項 

① 不燃性 

実証試験：発熱性試験 

一 般 社団 法 人  日 本 建 築 総 合 試 験 所  防 耐 火 性 能 試 験 ・評 価 業 務 方 法 書

8A-103-01 

判定基準 

・総発熱量は 8 MJ/m2 以下であること 

・防火上有害な裏面まで貫通するき裂及び穴がないこと 

・最高発熱速度が，10 秒以上継続して 200 kW/m2 を超えないこと 

 

② 遮炎性 

a. 実証試験：遮炎・準遮炎性能試験（70 分） 

一般社団法人  日本建築総合試験所 防耐火性能試験・評価業務方法書

8A-103-01 

判定基準 

・火炎が通るき裂等の損傷及び隙間を生じないこと 

・非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎がないこと 

・非加熱面で 10 秒を超えて連続する火炎の噴出がないこと 

b. 過電流模擬試験 

複合体内部に一層敷設した高圧電力ケーブルに対して過電流を通電する 

判定基準 

・発火したケーブルの火炎が複合体外部へ露出しないこと 

 

③ 耐久性 

a. 熱・放射線劣化 

実証試験：熱・放射線劣化試験，放射線照射試験 

電気学会技術報告Ⅱ部第１３９号（原子力発電所電線・ケーブルの環境試験方法

ならびに耐延焼性試験に関する推奨（案）） 

b. 耐寒性 

実証試験；耐寒性試験 

「ＪＩＳ Ｃ ３６０５ 600 V ポリエチレンケーブル」の耐寒 

c. 耐水性 

実証試験：耐水性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－２ 塗料一般試験方法－第 6部：塗膜の化学的性

質－第 2 節：耐液体性（水浸せき法）」 

d. 耐薬品性 

実証試験：耐薬品性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－１ 塗料一般試験方法－第 6部：塗膜の化学的性

質－第 1 節：耐液体性（一般的方法）」 

e. 耐油 

実証試験：耐油試験 

「ＪＩＳ Ｃ ２３２０の 1 種 2 号絶縁油」 

f. 耐塩水性 

実証試験：対塩水性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００」 

判定基準（a.項から f.項共通） 

・外観に割れ，膨れ，変色のないこと 
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④ 外力（地震）に対する被覆性 

実証試験：加振試験 

基準地震動Ｓｓにおいて実施 

判定基準 

・ケーブルが外部に露出しないこと 

 

⑤ 非腐食性 

実証試験：ｐＨ試験 

「ＪＩＳ Ｋ ６８３３－１ 接着剤－一般試験方法－第 1 部：基本特性の

求め方」のｐＨに準拠した方法で測定 

判定基準 

中性の範囲（ｐＨ 6～8）であること 

 

⑥ 延焼性 

実証試験： 

a. 複合体外部の火災を想定した試験 

(a) ケーブル種類ごとの耐延焼性 

ＩＥＥＥ３８３垂直トレイ燃焼試験の燃焼条件に準拠した方法 

判定基準 

・複合体が燃え止まること 

・複合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷長より短いこと 

(b) 加熱熱量の違いによる耐延焼性 

(a)項の試験で最も複合体の損傷長が長いケーブルを用いて，(a)項の燃

焼試験のうち加熱熱量を変化させる（加熱熱量は，20 kW，30 kW にて試験

を行う。） 

判定基準 

・複合体が燃え止まること 

・複合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷より短いこと 

(c) 複合体構成要素のばらつきを組合せた耐延焼性 

(a)項の試験で最も複合体の損傷長が長いケーブルを用いて，複合体損

傷長が最も長くなるように構成品のばらつきを組合わせた複合体を(a)項

の燃焼条件にて燃焼させる。 

判定基準 

・複合体が燃え止まること 

・複合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷長より短いこと 

b. 複合体内部の発火を想定した試験 

(a) 内部ケーブルの耐延焼性 

・延焼の可能性のあるトレイ敷設方向を特定するため，水平，勾配（45°），

垂直トレイにおいて a.(a)項の試験で最も複合体の損傷長が長いケーブ

ルを用いた複合体の内部ケーブルを，a.(a)項の燃焼条件にて直接燃焼

させる。 

・特定したトレイ敷設方向に対してファイアストッパを設置し燃焼させ

る。 

判定基準 

・防火シートのファイアストッパ設置箇所で複合体が燃え止まること 
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第 7-3 表 複合体形成による結束ベルトの性能確認事項 

① 耐久性 

a. 熱・放射線劣化 

実証試験：熱・放射線劣化試験，放射線照射試験 

電気が階技術報告Ⅱ部第１３９号（原子力発電所電線・ケーブルの環境

試験方法ならびに耐延焼性試験に関する推奨案） 

b. 耐寒性 

実証試験；耐寒性試験 

「ＪＩＳ Ｃ ３６０５ 600 V ポリエチレンケーブル」の耐寒 

c.耐水性 

実証試験：耐水性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－２ 塗料一般試験方法－第 6 部：塗膜の

化学的性質－第 2 節：耐液体性（水浸せき法）」 

d. 耐薬品性 

実証試験：耐薬品性試験 

「ＪＩＳ Ｋ ５６００－６－１ 塗料一般試験方法－第 6 部：塗膜の

化学的性質－第 1 節：耐液体性（一般的方法）」 

判定基準（a.項から d.項共通） 

・外観に割れ，膨れ，変色のないこと 

 

② 外力（地震）に対する被覆性 

実証試験：加振試験 

基準地震動Ｓｓにおいて実施 

判定基準 

・結束ベルトは外れないこと 

・ケーブルが外部に露出しないこと 

 

第 7-4 表 複合体形成におけるファイアストッパの性能確認事項 

① 外力（地震）に対する被覆性 

実証試験：加振試験 

基準地震動Ｓｓにおいて実施 

判定基準 

・ファイアストッパが外れないこと（垂直トレイのみ） 

 

② 耐延焼性 

実証試験：複合体内部の発火を想定した試験 

a. 内部ケーブルの耐延焼性 

第 7-2 表の⑥b.項の試験方法及び判定基準と同様 
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8. 代替措置の施工性 

実機においてケーブルトレイは様々な形状で設置されていることから，防火シート

及び結束ベルトの標準施工方法で示す防火シートの施工方法に基づいて施工し，設計

通りの施工ができることを確認する。防火シートの施工については，実機に設置され

るトレイの高さを考慮して，できる限り防火シートとケーブルに隙間を作らないよう

に巻く方法を標準施工として採用し，延焼性が高いトレイ設置方向については防火シ

ート内部の閉鎖空間を作るため，ファイアストッパを設置する施工とする。なお，防

火シートの施工性確認試験は実機を用いて，ケーブルやケーブルトレイを動かさない

状態で，十分な安全性を確保したうえ施工確認する。また，標準施工による施工が困

難な箇所については，8.2 項に対応＊を記載する。 

注記 ＊：米国Ｒｅｇｕｌａｔｏｒｙ Ｇｕｉｄｅ１．７５及び審査基準 2.3 火災の

影響軽減に定めるケーブルの分離基準に留意し，調達管理において設計要

求を満足させるよう施工する。 

 

8.1 複合体の施工方法 

8.1.1 標準形状における防火シートの施工性 

実機に設置されるケーブルトレイの形状を第 8.1-1 図に示す。これらの形状

は防火シート及び結束ベルトの標準施工方法に沿った施工が可能である。 
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トレイ形状 構造（例） トレイ形状 構造（例） 

直線形 
 

傾斜形 

Ｌ字形 

 

Ｔ字分岐形 

 

十字分岐形 

 

電線管合流部 

 

トレイ端部 

 

トレイ 

サポート部 

トレイタイプ 構造（例） トレイタイプ 構造（例） 

ラダー 
 

ソリッド 

 

第 8.1-1 図 実機のケーブルトレイ形状 

 

8.1.2 標準形状におけるファイアストッパの施工性 

複合体内部の発火による延焼の可能性があると評価されたトレイ設置方向に

ついて，ファイアストッパを取り付ける。 

8.1.3 ケーブルトレイのケーブルの整理 

ケーブル処理室など，計装ケーブル又は制御ケーブルが集合するケーブルト

レイにおいて延焼防止材を塗布された非難燃ケーブルの上に敷設された難燃ケ

ーブルなどにより標準的な防火シート施工ができない箇所が存在する。そのた

め，次に示す対応方法によりケーブルを整線し，防火シートを巻ける状態とす

る。 

(1) トレイ上に敷設されている難燃ケーブルの量及び使用用途の特定 

(2) 延焼防止材が干渉する場合は，干渉部の延焼防止材を剥離して整線 
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(3) ケーブルを整線したあと非難燃ケーブルが敷設されるトレイには防火シー

トを施工（第 8.1-1 表にケーブルトレイのケーブル整線方法を示す。） 
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第 8.1-1 表 ケーブルトレイのケーブル整線方法 

No. トレイの状況 対応方法 イメージ図（トレイ断面） 

1 
トレイ内，ト

レイ上部に十

分な空間があ

る場合  

 

防火シートを巻けるよう

にケーブルを整線したあ

と防火シートを施工  

 

2 
トレイ内，ト

レイ上部に十

分な空間がな

い場合  

 

・一つのトレイに整線で

きない難燃ケーブルは

増設したケーブルトレ

イなどでリルート 

・ケーブル長に余裕がな

い場合は引き直すか中

継端子盤から増設した

ケーブルトレイ（ダク

ト）で中央制御室の制御

盤まで難燃ケーブルを

延長 

 

 

8.2 実機状況を踏まえた複合体の施工性 

実機プラントにはケーブルトレイ近傍に様々な機器が存在し，標準施工方法に沿

った施工が困難な箇所が存在することから，以下に分類される対応を行う。なお，

実機における施工は，プラントメーカ等と工事施工会社による適切な施工体制及び

設計要求を反映した施工方法（ケーブルの保守・点検として，絶縁抵抗測定を阻害

しない施工とする。）を含めた施工計画を策定し実施する。 

難燃ケーブル 

非難燃ケーブル 

防火シート  

難燃ケーブル  

延焼防止材 非難燃ケーブル  

増設したケーブルトレイ

によりリルート 

難燃ケーブル 

延焼防止材 
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(1) 接近設備の干渉 

第 8.2-1 図に示すように，ケーブルトレイに接近した電線管，中継箱，配管，

ダクト等の干渉設備が存在し，防火シートを巻けない箇所が存在する。 

a. 干渉する設備の移設 

干渉する設備を移設し，ケーブルトレイとの間にスペースを設けることでメー

カの標準施工方法に従った防火シートの施工を可能とする。 

 

 

第 8.2-1 図 干渉設備の移設 

 

b. ケーブルトレイの移設 

第 8.2-2 図に示すように，ケーブルトレイを移設し，干渉する設備との間に

スペースを設けることで標準施工方法に従った防火シートの施工を可能とする。 

 

第 8.2-2 図 ケーブルトレイの移設 

電線管

移動 

ケーブルトレイ

中継箱

移動 

ケーブルトレイ

【電線管の干渉】 【中継箱の干渉】 

配管の干渉 

ケーブルトレイ 

移設 

空調ダクトの干渉 

ケーブルトレイ 

移設 
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(2) ケーブルトレイ同士の干渉 

ケーブルトレイ同士が接近し，トレイごとに防火シートを巻くための距離が必

要な箇所が存在する。 

a. ケーブルトレイの移設 

第 8.2-3 図に示すように，干渉するケーブルトレイを移設しケーブルトレイ間

にスペースを設けることで標準施工要領に従った防火シートの施工を可能とする。 

 

 

第 8.2-3 図 ケーブルトレイの干渉緩和 

 

(3) 近傍設備による影響 

ケーブルトレイ近傍にある設備，ケーブルトレイにより施工作業スペースが確

保できない箇所が存在する。 

a. 近傍設備の一時移動 

第 8.2-4 図に示すように，施工作業の妨げとなる設備，ケーブルトレイを一時

移動することで標準施工要領に従った防火シートの施工を可能とする。 

ケーブルトレイ同士の接近（垂直方向） 

ケーブルトレイ同士の接近（水平方向） 
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第 8.2-4 図 干渉物移動による作業 

 

8.3 貫通部及びトレイから分岐する電線管の対応 

ケーブルトレイは，壁や床，天井を通すための貫通部が存在し，防火シートによ

る複合体を形成することができない箇所が存在するが，貫通部両端に耐火シール施

工を行うことで，耐火シールではさまれる壁の厚み部分は外部にケーブルが露出せ

ず，その長さも短いものとなる。また，万一燃焼したとしても貫通部の外部への延

焼も防止できる。 

第 8.3-1 図に壁・床等の貫通部対応を示す。 

ケーブルトレイの干渉 

梁 

梁 

トレイの移動 

ラック

・盤等 ラック

・盤

ラック，盤等の干渉 
ラック，盤等の一時的移動
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第 8.3-1 図 壁・床等の貫通部対応（例） 

貫通部 

耐火シール 
ケーブルトレイ

貫通部 

複合体 複合体 
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別紙 1 

難燃性が要求されるケーブルへの対応 

 

1. はじめに 

東海第二発電所に敷設されたケーブルは，発電所運転開始以降に改造工事を行った

際には難燃ケーブルを採用しているものの，建設時に敷設されたケーブルは非難燃ケ

ーブルが使用されている。このため，基準要求に適合するように非難燃ケーブルに対

する設計方針を以下のとおりとする。 

火災防護上重要な機器に使用している非難燃ケーブルについては，原則，難燃ケー

ブルに取り替える。ケーブル取替以外の措置（以下「代替措置」という。）によって，

非難燃ケーブルを使用する場合は，以下の範囲に限定する。 

① ケーブル取替に伴い安全上の課題が生じる範囲 

及び 

② 代替措置の適用により，以下の条件を満足する範囲 

a. 安全上の課題を回避できること 

b. 代替措置と難燃ケーブルを比較した場合に，火災リスクの有意な増加がない

こと 

 

なお，代替措置の難燃性能については，設置許可基準規則の解釈に基づき，保守的

に設定した保安水準が達成できることを実証する。 

第 1-1-1 図に安全機能を有するケーブルに使用する非難燃ケーブルの対応フローを

示す。 
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2. 取替範囲 

現状，敷設されている非難燃ケーブルは，ケーブルトレイ又はケーブルピットにお

いて延焼防止材が施工されている。一方で，ケーブル配線表により各ケーブルの始点

と終点の特定は可能であるものの，始点と終点の間のケーブルは多層に敷設されたケ

ーブル周囲に延焼防止材が施され，束となっていることから，1 本ごとにケーブルを特

定するためには困難性がある。その中でも高圧電力ケーブルに代表されるケーブル単

体ごとに延焼防止材が施工されているものや，制御・計装ケーブルに代表される中央

制御室の床下のコンクリートピット内の盤間連絡ケーブル又は電線管は，始点から終

点まで敷設されているケーブルが特定可能である又は同一区画内ケーブルのみである

ことから，仮設ケーブルの敷設により対応が可能である。 

 

2.1 ケーブル取替の基本的な考え方 

東海第二発電所で使用するケーブルの敷設形態として，以下に大別される。 

(1) 電線管…ケーブルの始点，終点すべてを電線管で敷設される形態 

(2) コンクリートピット…ケーブルの全長をピット内に敷設される形態 

(3) ケーブルトレイ…大部分をケーブルトレイ内に敷設され，配線の途中から電線

管で分岐又は合流する形態 

 

また，ケーブルは以下に示すとおり，回路種別により 4 種類に区分されている。 

・計装ケーブル 

・制御ケーブル 

・低圧電力ケーブル 

・高圧電力ケーブル 

ケーブル取替はこれらの敷設形態に対し，以下の観点から，電線管内，コンクリ

ートピット内，ケーブルトレイ内（回路種別ごと）の全数のケーブル（以下「単位」

という。）を取り替えるものとする。 

○各敷設形態の単位で取り替えることにより，内挿されるケーブルすべてが難

燃ケーブルとなり，規制要求に適合することができる。 

○可燃物であるケーブルが増加しないように，回路から切離された非難燃ケー

ブルは撤去する。 

ケーブル取替のイメージ図を第 1-1-1 表に示す。 
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第 1-1-1 表 ケーブル取替のイメージ 

敷設形態 ケーブルの取替単位（取替前後のイメージ） 

電線管 

コンクリート

ピット 

ケーブル 

トレイ 

 

第 1-1-1 表で示したケーブル敷設形態に対し，ケーブル取替方法を検討するに当

たり，ウォークダウンによりケーブル敷設状態を確認した。その結果，ケーブルト

レイに関し，以下に分類される状況が確認された。 

(1) ケーブルトレイに敷設されるケーブルに関しては，壁，床貫通部の予備管路の

余裕が少ない。 

(2) ケーブルトレイ内のケーブル量が多く全長に亘って敷設するトレイ内スペース

が少ない。 

これらの調査をもとに，以下に示す方法で検討を実施した。 

 

2.2 取替方法検討に当たっての考慮事項 

(1) 敷設ケーブルは回路種別として 4 種類，敷設形態として 3 種類あるため，回路

種別及び敷設形態の組み合わせを考慮し，取替方法を網羅的に検討する。組み

合わせの方法を第 1-1-2 表に示す。 

(2) 敷設ケーブルの途中に新たに接続点を設けての取替は，接続部の劣化による電

気抵抗増加による電気特性の変化が懸念されることから，現状の始点，終点間

での取替を前提に検討する。 
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第 1-1-2 表 非難燃ケーブルの敷設形態と回路種別の組み合わせの状況 

回路種別 敷設形態 ケーブルの敷設状態 

高圧電力  ケーブルトレイ  単一区画内又は複数区画に跨って敷設

低圧電力  
電線管  同上  

ケーブルトレイ  同上  

制御  

電線管  同上  

ケーブルトレイ  同上  

コンクリートピット  単一区画内で敷設  

計装  

電線管  単一区画内又は複数区画に跨って敷設

ケーブルトレイ  同上  

コンクリートピット  単一区画内で敷設  

 

2.3 安全上の課題を回避する取替方法の検討 

(1) 電線管及びコンクリートピット 

電線管敷設とコンクリートピット敷設は課題なく取替可能。 

(2) ケーブルトレイ 

既設ケーブルトレイ内で 1 本ごとにケーブルを撤去・新設する方法から検討を

スタートし，検討過程で安全上の課題が抽出された場合，その課題を回避するた

め，別の取替方法を検討する。これらの検討を繰り返し実施。 

a. 高圧電力ケーブル 

既設トレイ内の既設ケーブルを撤去後，既設トレイ内に難燃ケーブルを敷設

することで対応可能。 

b. 低圧電力及び制御・計装ケーブル（ケーブルが複数区画に跨って敷設） 

 取替方法①【既設トレイ内既設ケーブルを撤去後，既設トレイ内に難燃ケー

ブルを敷設】 

・敷設されているケーブル量が多く対象のケーブルを識別できないため，取替

対象ケーブルを撤去（引き抜き，細断）する方法が取れない。 

 取替方法②【ケーブルトレイを新設し，新設トレイに対象ケーブルのみを新

設】 

・取替方法①の課題（対象のケーブルを識別できないため撤去不可能）は回避

可能。 

・しかしながら，本案では以下の課題あり。 

 建屋耐震性低下（新設トレイ敷設のための躯体開口） 

 可燃物量増加（既設トレイ上には既設ケーブルが残存） 



別添-1-別紙-1-6 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

 取替方法③【ケーブルトレイを新設し，新設トレイに全ケーブルを敷設後に，

既設トレイ及びケーブルを撤去】 

・取替方法②の課題のうち，可燃物量増加は回避可能。 

・しかしながら，本案では以下の課題あり。 

 取替時に建屋耐震性低下（新設トレイ敷設のための躯体開口） 

 取替方法④【既設トレイ内の全ケーブルを撤去し，新ケーブルを敷設】 

・取替方法③の課題（建屋耐震性低下）は回避可能。 

・しかしながら，本案では以下の課題あり取替方法として考慮しない。 

 取替時に必要な安全機能の信頼性低下（多段積みトレイ配置であるため，

高圧→低圧→制御→計装の順でケーブル及びケーブルトレイを撤去後，

逆の順に計装から高圧までのケーブルトレイ及び難燃ケーブルを敷設。

維持すべき安全機能の片系列の系統が一括隔離状態。隔離されていない

片系列の異常時において隔離系統の短期復旧の期待不可） 

 取替時に必要な安全機能の喪失（一部の安全機能を有するケーブルが敷

設されている安全区分Ⅰ，Ⅱのケーブルトレイが交差する箇所があり，

下側に敷設されている区分のトレイ内ケーブルを取り替える場合には，

上側に設置されているトレイの撤去が必要となり，この間，両区分の機

能が喪失 

⇒ 安全上の課題を回避しようとしても，新たな課題が発生。 

 

以上，取替方法に係る検討結果についてのまとめを第 1-1-3 表に示す。 

 

第 1-1-3 表 安全上の課題を回避する取替方法の検討結果 

回路種別 敷設形態 安全上の課題 対応 

高圧電力 ケーブルトレイ なし 取替え 

低圧電力 

電線管 なし 取替え 

ケーブルトレイ 

・可燃物量の増加 

・建屋耐震性への影

響 

代替措置を選定し，取替に伴う

安全上の課題により対応を選択

制御・計装 

電線管 なし 取替え 

コンクリートピ

ット 
なし 取替え 

ケーブルトレイ 

・可燃物量の増加 

・建屋耐震性への影

響 

代替措置を選定し，取替に伴う

安全上の課題により対応を選択



別添-1-別紙-1-7 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

2.4 ケーブル取替の効果 

a. ケーブルの発火リスク評価 

ケーブルは熱等の影響により経年的に絶

縁性能が低下し，絶縁破壊によりケーブル

が発火に至る可能性がある（右図の発火メ

カニズムのとおり）。 

高圧電力ケーブルは第 1-1-4 表に示すと

おり，絶縁体単位厚さに対する電圧が高い

ため，低圧電力に比べ絶縁破壊強さ（V/mm)

は小さい（ケーブル絶縁体材料が同じであ

り比誘電率は一律）。 

 

第 1-1-4 表 回路種別におけるケーブルの使用電圧と絶縁体厚さ 

回路種別 
絶縁体 

材料 

絶縁体厚さ：

ｔ（mm） 

使用電圧：V 

（V) 

絶縁破壊強さ

：V/t（V/mm)

高圧電力 

ケーブル最細径

架橋 

ポリエチレ

ン 

4 6900 1725 

低圧電力 

ケーブル最細径

架橋 

ポリエチレ

ン 

1 480 480 

 

そのため，発火した高圧電力ケーブルによっては，低圧電源系へ停電範囲が波

及する。  

したがって，高圧電力ケーブルを未使用品に取り替えることは発火リスクの低

減に寄与できる。なお，低圧電力ケーブルについては，地絡・短絡に起因する過

電流による発火リスクを低減するため，定期的な保守・点検により絶縁抵抗を確

認し，必要によりケーブル取替を実施する。 

b. 残存ケーブル撤去による可燃物低減 

中央制御室床下コンクリートピット内における難燃ケーブル取替においては，

使用している非難燃ケーブルの他，切離されて未使用となっているケーブルにつ

いても撤去することによって，可燃物が低減し，火災荷重を小さくする効果があ

る。 

c. 信頼性の向上 
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全長を電線管で配線するケーブルは重要度が高いものが多いため，ケーブル取

替によって更なる信頼性向上が期待できる。 

2.5 難燃ケーブルの取替範囲 

ケーブル識別や 2.1 項から 2.4 項の検討結果から難燃ケーブルに取り替える範囲

について以下に示す。 

(1) 電線管…ケーブルの始点，終点すべてを電線管で敷設されるケーブル 

(2) コンクリートピット…ケーブルの全長をピット内に敷設される中央制御室の制 

御盤間の連絡ケーブル 

(3) ケーブルトレイ…4 つの回路種別のうち，高圧電力ケーブル 

安全上重要な機器に使用する非難燃ケーブルについて，実際に設置される機器を

例にケーブルの取替範囲を第 1-1-2 図に示す。
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3. 複合体の範囲 

難燃ケーブル取替に伴う，安全上の課題が生じる場合は，敷設される非難燃ケーブ

ルについて，代替措置を施すことにより火災発生防止の対応を図る。代替措置の方法

は，不燃材の防火シートにより非難燃ケーブル及びケーブルトレイを覆って複合体を

形成する設計とする。 

3.1 非難燃ケーブルを複合体とする範囲 

ケーブルの識別や 2.1 項から 2.3 項の検討結果から複合体とするケーブルを以下

に示す。 

・ケーブルトレイ…4 つの回路種別のうち，計装ケーブル，制御ケーブル，低圧電

力ケーブル 

難燃性が要求されるケーブルトレイへの対応を第 1-1-5 表に示す。また，安全機

能を有するケーブルトレイ代替措置範囲図について第 1-1-3 図に示す。取替対象と

なっているケーブルの全長が電線管で配線されるものについては，エリアが広域に

わたるため，電線管のみで配線される一部の区画を第 1-1-3 図で示す。 

以上，難燃ケーブルの使用が要求される範囲について，難燃ケーブルに取り替え

て使用する対応と非難燃ケーブルを複合体として使用する対応をケーブル長の割

合として第 1-1-4 図に示す。安全機能を有する機器に使用されているケーブルの難

燃割合は約 52 ％（概算値）となった。なお，重大事故等対処設備の新設ケーブル

を追加すると難燃割合は約 60 ％（概算値）となった。 
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第 1-1-5 表 難燃性が要求されるケーブルへの対応（1／5） 

火災区画名称 区画番号
ケーブル

種別
取替の観点 対応方法 

B2 階通路 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

RCIC ポンプ室 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

サンプポンプ室（東）

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

LPCS ポンプ室 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

HPCS ポンプ室 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

サンプポンプ室（西）

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

RHR ポンプ B 室 

高圧電力 
ケーブルトレイ

（電線管）
取替え 

低圧電力 

制御・計装 
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第 1-1-5 表 難燃性が要求されるケーブルへの対応（2／5） 

火災区画名称 区画番号 
ケーブル

種別
取替の観点 対応方法 

RHR ポンプ C 室 

高圧電力 
ケーブルトレイ

（電線管）
取替え 

低圧電力 

制御・計装 

RHR ポンプ A 室 

高圧電力 
ケーブルトレイ

（電線管）
取替え 

低圧電力 

制御・計装 

非常用ディーゼル

（2C）室 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

非常用ディーゼル

（HPCS）室 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

A 系スイッチギア室 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

HPCS 系スイッチギア

室 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

B1 階通路（東） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 



別添-1-別紙-1-13 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
7
 R
1 

第 1-1-5 表 難燃性が要求されるケーブルへの対応（3／5） 

火災区画名称 区画番号
ケーブル

種別
取替の観点 対応方法 

B1 階通路（西） 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

非常用ディーゼル

（2C）室 

高圧電力 
ケーブルトレイ

（電線管）
取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

非常用ディーゼル

（HPCS）室 

高圧電力 
ケーブルトレイ

（電線管）
取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

非常用ディーゼル

（2D）室 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

B 系スイッチギア室 

高圧電力 ケーブルトレイ 取替え 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

1 階通路（東） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

1 階通路（西） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 
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第 1-1-5 表 難燃性が要求されるケーブルへの対応（4／5） 

火災区画名称 区画番号
ケーブル

種別
取替の観点 対応方法 

MG（A）エリア 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

MG（B）エリア 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

125V 充電器 2A エリア

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

125V 充電器 2B エリア

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

エレベータマシン室

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

TIP ドライブメカニズ

ム室

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

2 階通路（東） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 
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第 1-1-5 表 難燃性が要求されるケーブルへの対応（5／5） 

火災区画名称 区画番号
ケーブル

種別
取替の観点 対応方法 

2 階通路（西） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

ケーブル処理室

高圧電力 

低圧電力 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

中央制御室 

高圧電力 

低圧電力 

制御・計装 コンクリートピット 取替え 

3 階通路（東） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

3 階通路（西） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

4 階通路（東） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

4 階通路（西） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

5 階通路 

（エレベータ側）

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

非常用ガス再循環系

（A）エリア

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

非常用ガス再循環系

（B）エリア

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 

5 階通路（西） 

高圧電力 

低圧電力 ケーブルトレイ 代替措置 

制御・計装 ケーブルトレイ 代替措置 
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第 1-1-3 図 安全機能を有するケーブルトレイ代替措置範囲図（1／4） 

EL.38.8 m 
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第 1-1-3 図 安全機能を有するケーブルトレイ代替措置範囲図（2／4） 

EL.20.3 m 

EL.14.0 m  
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第 1-1-3 図 安全機能を有するケーブルトレイ代替措置範囲図（3／4） 

EL.8.2 m 

EL.2.0 m 
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第 1-1-3 図 安全機能を有するケーブルトレイ代替措置範囲図（4／4） 

第 1-1-4 図 難燃ケーブルと非難燃ケーブル（複合体）の長さの割合 

EL.－4.0 m 
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4. 安全系ケーブルと非安全系ケーブルが同載した場合の考え方

東海第二発電所は，建設当初より安全系ケーブルと非安全系ケーブルが同一トレイ

内に同載する設計となっている。同載する場合は，安全系ケーブルと同様に他の区分

の安全ケーブルに影響を与えないよう系統分離する設計としているため，非安全系ケ

ーブルによる系統分離に影響はない。 


